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第１章 小中学生の攻撃行動に関する研究動向 

 
第１節 攻撃行動に関する用語の定義と研究の動向 

 
１）攻撃行動の定義 

これまで用いられてきた攻撃行動の定義の１つに，Buss（1961）による「攻撃とは，他の有機

体に対して危害を加える反応」という定義がある。攻撃行動の理解において，20 世紀前半までは，

攻撃行動の背景に内的エネルギーの存在を仮定する精神分析的理解が有力であった。しかしなが

ら，精神分析理論の妥当性を科学的に検証する方法が考案されず，理論の実証性に関する批判が

生じたため，精神医学分野をはじめとして，攻撃行動に関する研究領域では精神分析的アプロー

チが衰退する結果となった（Connor, 2002）。これに対して Buss（1961）は，観察可能な反応の

みを定義に含めており，純粋に行動主義に則った理解を行った点で，攻撃行動の説明理論におけ

る実証性の保証に努めたといえる。 
一方，客観的に観察される現象のみを記述した Buss（1961）の定義は，感情や認知などの非

行動的プロセスを全て除外しているという点で，非常に限定的な定義であるといえる。この定義

上は，能力不足による損害や過失など，結果として危害を加える形となった意図せず生じた行動

も，攻撃行動と見なされることとなる。その逆に，遠くから歩行者に石を投げたが当たらなかっ

た場合などは，他の有機体に客観的危害が加わっていないため，攻撃行動とは見なされない。ま

た，サドとマゾの関係など，相手に身体的危害を加えている一方で誰も損害を被っていないケー

スも攻撃行動に含まれることとなり，行動様式の定義としては広すぎると考えられる（Krahe, 
2001 秦・湯川訳 2004）。 

このような批判を踏まえて，Barron（1977 度曾訳 1980）は，攻撃行動を「どんな形であれ，

危険を避けようとする他人に危害を加えようとしてなされる行動である」と定義した。ここでは，

攻撃行動の理解において，次の５つを要点としている。（１）攻撃は感情や動機，態度などではな

く，外部に表出された行動である。（２）攻撃は，相手に危害を加えようとする意図に基づいた行

動である。（３）攻撃は相手に対する危害であり，肉体的損傷だけでなく，相手にもたらす不快な

結果をも含む。（４）人間に危害を加える行為のみが攻撃であり，無生物や動物に危害を加えても，

その行為が人間を傷つけなければ攻撃行動とは見なさない。（５）攻撃は危害を避けようとしてい

る人への行為であり，サドとマゾなどの関係は攻撃行動とは見なさない。同じように，Parke & 
Slaby（1983）や Berkowitz（1993）は，過去の研究において議論されてきた攻撃行動の定義の

エッセンスをまとめた結果，攻撃行動を「他の人や人々を傷つけることを意図した行動（Parke & 
Slaby, 1983）」あるいは「自分以外の物や人を傷つけることを意図した，目標志向的行動

（Berkowitz, 1993）」であるとしており，他者や物を傷つける意図に基づいた行動であることに

重きを置いている。このような背景から，近年の研究における攻撃行動の定義は，「他者を侵害す

る意図を持った行動」であることを中核的要素としている（Dodge, Coie, & Lynam, 2006）。そこ

で，本研究においては，攻撃行動を「他者を侵害する意図を持った行動」と定義して用いる。 
 
２）攻撃行動に関する研究の動向 

攻撃行動に関する心理学や行動科学の研究領域では，研究の歴史の初期において，個人の内的

エネルギーによって攻撃行動が生じると仮定する説明が主流であった。Freud（1920; see フロイ
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ト・中山, 1996）は，彼の二元的本能論において，個々の行動は人間性の大本である２つの基本

的な力，すなわち生の本能（エロス：eros）と死の本能（タナトス：thanatos）によって駆り立

てられていると説明した。この２つの相反する本能は，精神内部の葛藤の源泉となる。さらに，

この葛藤は，その破壊的な力を当人から他人へとそらすことによってのみ解決されうるとされる。

そのため，攻撃行動は，行為者の精神内部の安定性を守るように，破壊的で本能的なエネルギー

を解放するためのメカニズムであるとみなされる。Freud は，スポーツなどの非攻撃的な手段に

よってエネルギーを解放する可能性を認めつつも，それは一時的な効果を持つにすぎず，攻撃行

動は個人の制御を超えた人間の避けがたい本能であると論じた。この考えは，攻撃行動を誘発す

る生物としての内的エネルギーの存在を仮定する，動物行動学の考えと親和性が高い。動物行動

学における先駆者の１人である Lorenz（1974; see ローレンツ・日高・大羽, 1995）は，人間と

人間以外の動物の両方において攻撃的なエネルギーがどのように培われ，どのように解発される

かという点を説明する，攻撃行動のモデルを提唱した。このモデルにおける説明の中核的要素は，

有機体は攻撃的なエネルギーを絶えず貯めている，という点である。このエネルギーが攻撃行動

の発現をもたらすかどうかは，①その時点で有機体内に蓄積されている攻撃的エネルギーの量，

②攻撃的な反応を引き起こしうる外的刺激の強度，の関数関係によって規定される。すなわち，

エネルギーがあまり貯まっていないときには強度が高い刺激によってのみ攻撃行動が生じ，エネ

ルギー水準が高くなりすぎると，外的刺激によって触発されなくても，エネルギーがあふれ出し

て自然発生的に攻撃行動が生じるとされる。 
内的エネルギーの存在によって攻撃行動の発現を説明しようとする上記のアプローチは，攻撃

行動に関する直感的理解に貢献したものの，次第に衰退を見せる（Conner, 2002; Mummendey, 
1996）。これには，大きく分けて２つの理由がある。１つは，ある時点において個人の中に存在

する攻撃的エネルギーの量を測定する方法論が十分に整備されなかったことである。さまざまな

事例の観察を通して攻撃的本能の説明を行った Freud も，主要な理論的構成概念の厳密な測定と

操作を行うには至らなかった。もう１つの理由は，特定の攻撃行動によって攻撃的エネルギーを

いったん使い果たしてしまったら，十分な水準にエネルギーが貯まるまで別の攻撃的反応を引き

起こすことはできないという仮定に，批判が生じたことである。社会心理学の研究領域を主とし

て，ある攻撃行動が次の攻撃行動の発現を促しやすいとする研究知見は数多く見られる。 
こうした批判は，攻撃行動を引き起こす内的エネルギーを，本能的あるいは生物学的に安定し

たものではなく，状況に応じて増減する動因とみなす研究の発展につながる。1939 年，エール大

学の研究チームが１冊の本を出版した。「欲求不満と攻撃（Frustration and Aggression）」とい

うタイトルのその本は（Dollard, Doob, Miller, Mowrer, & Sears, 1939），少数の基本的な概念に

もとづいて人間のあらゆる攻撃行動を説明し，研究者の関心を一身に集めた。その影響力たるや，

本が出版された直後 10 年間における攻撃行動の因果に関する研究のほとんどが，少なからずエー

ル大学の研究チームの分析の影響を受けていたほどであると言われている（see Berkowitz, 1962; 
Buss, 1961）。彼らの仮説は，「欲求不満－攻撃仮説（frustration-aggression hypothesis）」と呼

ばれ，目標達成を阻害された際に感じる欲求不満を解消させようとする動因の結果が攻撃行動で

あるという説明を主たる内容とする仮説である。現在でも広く知られているこの仮説は，本の出

版から数十年にわたって支持され，受け入れられてきた。 
しかしながら，さまざまな研究知見が積み重なるにつれて，欲求不満のみによる攻撃行動の説

明に異を唱える研究が多く見られるようになった。たとえば，Berkowitz & LePage（1967）は，
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欲求不満と攻撃行動の関係における調整変数として，攻撃関連手がかりの重要性について実験的

に検討した。その結果，事前に欲求不満を喚起された実験協力者は，中世的な物（例：バドミン

トンのラケット）が存在する場合よりも，攻撃的な手がかり（例：銃器）が存在する場合に，攻

撃行動の指標である相手への電気ショックをより多く行った。つまり，欲求不満を喚起されてい

るという条件は同じであるにもかかわらず，置かれた状況によって攻撃行動の程度が異なったの

である。こうした研究知見を受けて，攻撃行動の発現における欲求不満以外の要因の重要性が認

識されるようになった。Bandura（1973）は，欲求不満は何らかの感情を喚起させるにすぎず，

攻撃行動発現の決定的な要因とはならないと指摘した。さらに，欲求不満によって喚起した感情

にどのように対処するかは，社会的学習によって決定されるとする，社会的学習理論を展開して

いる。同様に，Zillman（1979）は，目標達成の阻害自体は攻撃行動に直結せず，攻撃行動の道

具的な側面など他の要因を考慮する必要があると論じた。さらに，欲求不満－攻撃仮説を基本的

に支持する立場の研究者についても，「欲求不満が攻撃行動の発現につながるのは，予期せず欲求

不満が生じた場合である」という元来の立場は保持しつつも，欲求不満だけでは攻撃行動の決定

的な先行事象とはならないと論じるようになる。 
このような背景から，1970 年代後半以降，欲求不満をもたらす出来事と攻撃的な反応の間を媒

介する要因に，攻撃行動に関する説明の論点が移ることとなった。言い換えると，同じ出来事を

経験しても攻撃行動を行う者とそうでない者がいるという，攻撃行動の個人差に関する研究が幅

広く行われるようになった。その中でも特に重要な位置を占めてきたのが，社会的問題解決に関

する研究である。 
 
 
第２節 社会的問題解決に関する用語の定義と研究の動向 

 
１）社会的問題解決の定義 

社会的問題解決の研究において区別されるべき重要な概念として，「問題（場面）」，「問題解決」，

および「解決策」の３つが挙げられている（Nezu, 2002）。 
認知心理学に端を発し，社会的問題解決の臨床場面における応用の形として体系化された問題

解決療法（Problem-Solving Therapy; D’Zurilla & Nezu, 1999; Nezu, 2002）では，問題とは「何

らかの対処を要し，かつ，効果的な対処がすぐには見つからない，あるいは何らかの理由で適用

できないような場面」と定義される。言い換えると，個人にとって対処を要しない出来事や，最

良の対処が明確ですぐに実行可能である場面は，問題解決の対象となる問題とは見なされない。

同様に，学習心理学，特にオペラント条件づけの研究では，問題とは「強化を得られる行動が見

あたらないこと」と定義される（Skinner, 1953）。これらの定義においては，用いられている用

語は異なるものの，個人の能動的な反応が必要であり，最適で利用可能な反応形態が一義的に決

定されない状況であるという，問題の定義の大部分は共通している。 
次に，問題解決とは，「日常生活の中でストレスを感じる問題に対する効果的かつ適応的な解決

策を探る，個人の自己志向的，認知行動プロセス」を指す（Nezu, 2002）。この定義において重要

な点は，解決策そのものや問題がなくなるという結果とは区別されるということである。問題解

決とは，解決策を探り，試行錯誤を行う，個人の能動的なプロセスを意味する。たとえば，問題

焦点化対処と情動焦点化対処のどちらを実行するかという判断も問題解決に含まれるため，問題
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焦点化対処そのものとは概念的に異なる。学習心理学の研究領域においても，問題解決とは「変

数の操作をとおして解決策を明らかにする，あらゆる行動のこと」と定義されており（Skinner, 
1953），環境に働きかけようとする個人の状態像を意味する用語として用いられている。 

また，解決策とは，「問題そのものやそれによって生じた否定的感情反応を変容する対処反応」

を意味する（Nezu, 2002）。言い換えると，解決策とは，問題解消の意図を持った，あるいは問題

解消の機能を有する反応のことである。解決策は，個人の問題解決の結果として生じる行動であ

り，かつ，より効果的な解決策を探る問題解決のプロセスの中に含まれることもある。最適な反

応形態が一義的に決定されないという問題の定義を顧みると，問題解決の結果として最終的に採

用される解決策と，最適な反応を探る問題解決の一環として実行される解決策を，明確に分離す

ることは困難であると考えられる。たとえば，「どうすればいいかわからないから，とりあえず思

いつく対処をやってみて相手の反応を見ようと思ったら，意外と効果的な対処だったようで，そ

の場で問題が解消した」という例では，実行した対処が，結果的には最終的に採用された解決策

となったが，本来は最適な反応を探る問題解決の一環として実行された解決策である。つまり，

問題解決の対象となる問題が，そもそも，たった１つの最適な反応によってのみ解決されるとい

う性質のものではないため，個人が行う対処反応は常に，問題解消と，より効果的な対処反応の

学習の，２つの機能を同時に含んでいるといえる（Nezu, Nezu, Friedman, & Hayes, 1997）。た

だし，問題解決の中でも，対処反応を探る認知プロセスについては，問題そのものや否定的感情

反応を変容することとは異なるため，解決策とは区別される。さらに，認知プロセスと行動的反

応を区別することは，問題解決療法を含む認知行動療法において，具体的な介入の糸口をつかむ

際に重要視されてきた（e.g. 鈴木・神村, 2005）。したがって，問題解決と解決策は現象として重

複する部分があるものの，異なる概念として整理することで，社会的問題解決に関する具体的な

示唆が得られると考えられる。 
以上のことをまとめると，問題とは何らかの対処が必要な困難場面であり，問題解決は問題へ

の対処反応を探るためのプロセスであり，解決策は問題解決の結果または一環として表出される

対処反応であるといえる。本研究では，社会的問題解決という観点から臨床的対応への示唆を得

るという目的にしたがって，臨床心理学分野において体系化された問題解決療法における定義を

採用し，問題を「何らかの対処を要し，かつ，効果的な対処がすぐには見つからない，あるいは

何らかの理由で適用できないような場面」，問題解決を「日常生活の中でストレスを感じる問題に

対する効果的かつ適応的な解決策を探る，個人の自己志向的，認知行動プロセス」，解決策を「問

題そのものやそれによって生じた否定的感情反応を変容する対処反応」と定義して用いる。また，

本研究において採用した定義における問題解決は，日常生活で経験する認知行動プロセスである

ため，本研究では問題解決と社会的問題解決を同義語として使用し，特に日常生活で生じている

現象であることを強調する際に社会的問題解決という用語を用いることとする。さらに，子ども

の攻撃行動に関する研究において最も頻繁に用いられる用語である「社会的情報処理」について

も，問題解決と同義語として使用する。 
最後に，問題解決と非常に類似した概念として，「意志決定」という概念がある。問題解決と意

志決定の共通点は，個人が問題のある状態についてさまざまな情報を集め，思考によって能動的

に状態を変えていくという現象を志向している点である。一方，意志決定と呼ばれる認知過程の

特徴は，複数の可能性から１つの選択肢を選択し，その選択結果によってその後に異なる結果が

得られることを指す（森・中條, 2005）。それに対して問題解決は，解決策を探る中で創造的思考
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が重視され，自ら解決策を創り出す行為が奨励される（D’Zurilla & Nezu, 1999）。すなわち，複

数の選択肢から１つを選び出すという意志決定に加えて，選択肢を増やしたり，選択肢がない状

況で選択肢を創り出したりすることが，問題解決には含まれるといえる。以上のことから，本研

究では，意志決定を含む広範な認知行動プロセスとして問題解決を位置づける。 
 
２）社会的問題解決理論 
個人の社会的行動に影響を与える変数として，個人の内的葛藤に加えて，環境上のさまざまな

情報を処理し，その場での行動を検索，出力するという，コンピュータの処理におけるアルゴリ

ズムを人間の行動に転用した考え方がある。このような考え方に則した理論の１つに，D’Zurilla 
& Goldfried（1971）によって構築された社会的問題解決理論がある。社会的問題解決理論は，「問

題の明確化と定式化」，「代替可能な解決策の案出」，「意志決定」，「解決策の実施と検証」という

４つの認知プロセスに注目することで，さまざまな行動の生起について説明および予測を行うモ

デルである。また，Nezu & D’Zurilla（1989）および Maydeu-Olivares & D’Zurilla（1996）に

よる改訂を経て，D’Zurilla, Nezu, & Maydeu-Olivares（2002）によって，特定の場面で生起す

る行動の予測に焦点化したモデルから，日常生活全般における社会的問題解決プロセスに関する

５因子モデルとして体系化されている（Figure 1-1）。 
問題解決の研究は，認知心理学領域において主たる研究テーマとされてきた。認知心理学では，

実験的状況における対処行動とその修正プロセスの記述をとおして，最も効果的な問題解決のあ

り方を理論化してきた。理論的に最も効果的と考えられる形がモデル化されたものは，規範モデ

ル（normative model）と呼ばれる。一方，日常生活において生じている必ずしも最適化されて

いないありのままの問題解決がモデル化されたものは，記述モデル（descriptive model）と呼ば

れる。D’Zurilla らによる社会的問題解決理論は，日常生活における問題解決の規範モデルであり，

困難に直面した個人を解決へと導く道標となる。具体的には，社会的問題解決の体系的な変容技

法として問題解決療法が開発され（D’Zurilla & Nezu, 1999），主に医療分野や精神保健分野にお

いて活用されてきた。教育発達分野において社会的問題解決の変容を図る同様のアプローチが実

施される場合には，問題解決訓練（Problem-Solving Training; Spivack, Platt, & Shure, 1976）
と称されることが多い。問題解決訓練は，子どもの攻撃行動をはじめとするさまざまな行動問題

に対する有効なアプローチとして，近年では，わが国においても注目されている。 
一方，問題解決に関する伝統的な認知心理学的研究は，認知容量や判断容量に限界があるため

に，時として合理的な問題解決ができなくなるということを明らかにしてきた（Kahneman, 
Slovic, & Tversky, 1982; Nisbett & Ross, 1980; Simon, 1986）。これらの研究知見は，問題解決

研究に新しい考えを生み出した。すなわち，「治療の過程で獲得を目指す最も効果的な問題解決を

示すだけでは，効果的な問題解決を獲得する道筋や方法論が明示されない。現在のありのままの

状況を記述することが，問題解決の変容を目指していくための出発点なのではないか」という考

えである。そこで，問題解決に関する規範モデルよりも，日常生活において生じている必ずしも

最適化されていないありのままの問題解決を示す記述モデルが，問題解決に関する研究の理論的

背景として採用されてきた。 
しかし，1990 年代に入ると，問題解決の記述モデルに関する問題点，すなわち，問題解決の形

成と発達について十分に説明できないという点が指摘されるようになる（see Byrnes, 1998）。こ

れは，問題解決の記述モデルを採用してきた背景を考慮すると，とても重要な指摘である。つま
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Figure 1-1  ５因子モデルによる社会的問題解決プロセス（D’Zurilla et al., 2002） 
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り，記述モデルが問題解決の形成と発達について説明できないとなると，問題解決の変容に関す

る示唆を得るという，記述モデル採用の本来の目的が達成されてこなかったことになる。 
こうした背景から，近年の問題解決や意志決定に関する基礎研究の領域では，問題解決の形成

と発達に関する研究が盛んに行われている。たとえば，意志決定の自己制御モデル

（ Self-Regulation Model of Decision Making: SRMDM; Byrnes, 1998; Byrnes, Miller, 
&Reynolds, 1999; Miller & Byrnes, 1997）は，青年期の意志決定における発達的側面に着目した

理論モデルである。SRMDM は，適応的目標の達成を阻む障害をコントロールしながら，対処法

を案出し，評価し，選択し，結果から学習するプロセスを記述するモデルである。言い換えると，

対処法を実施し，その結果に基づいて認知プロセスを変容し，変容した認知プロセスが次の対処

法を導き出すというフィードバックループを仮定している。つまり，問題解決の変容過程がモデ

ル内に組み込まれているという点で，従来の問題解決モデルや自己制御モデルよりも臨床的示唆

の得られやすいモデルであるといえる。また，環境への効果的な適応のためには心理的プロセス

や行動に対するコントロール感を確立することが重要であるという基本的発想を，他の社会的問

題解決理論（D’Zurilla et al., 2002）や自己制御モデル（e.g. Schunk & Zimmerman, 1994）と

の共通点としている。 
このように，主に認知心理学領域における社会的問題解決に関する研究では，具体的な問題解

決プロセスの記述や，問題解決プロセスの形成および変容過程の記述に重きが置かれてきた。そ

して，個人が問題解決の一環として対処法を実施し，それに対して環境からのフィードバックが

得られ，それによって問題解決がさらに最適化されていくという，環境と個人の相互作用を，問

題解決という主題を通してモデル化してきたといえる。 
 
３）社会的情報処理モデル 

他方，発達心理学の研究領域においては，1980 年代前半から，攻撃的な子どもの社会的認知に

関する研究が盛んになり，数多くの研究知見が報告されてきた。それらの研究の多くは，攻撃的

な子どもとそうでない子どもの認知的側面に関する差異を記述し，刺激の解釈や行動の結果予期

といった社会的認知が攻撃行動の実行に先行するという一貫した結論を示してきた（e.g. 
Feldman & Dodge, 1987; Slaby & Guerra, 1988）。こうした研究知見を受けて，1990 年代中期

には，攻撃行動を多く示す子どもの認知的特徴を記述した社会的情報処理モデルが提案され

（Social information-processing model: 以下，SIP モデル; Crick & Dodge, 1994; Dodge, 1986），
現在では，攻撃的な子どもへの介入プログラムのほとんどに，社会的問題解決の変容を目的とし

た治療技法が含まれている。 
SIP モデルは，1980 年代初頭から Dodge らが蓄積してきた基礎的知見をもとに構築されたモ

デルで，児童青年の攻撃行動への対応に関する理論モデルの中でも，最も有力なものの１つであ

る。このモデルは，D’Zurilla & Goldfried（1971）と同様に，具体的な認知プロセスを記述する

ことで特定の場面における社会的行動の生起を説明しているため，不適応状態にある子どもへの

介入における理論的基盤として有用視されている（e.g. Conduct Problems Prevention Research 
Group, 1992, 2000, 2002, 2004）。SIP モデルでは，行動の実行の前に存在する認知プロセスとし

て，手がかりの符号化，手がかりの解釈，目標の明確化，反応の検索または構築，反応決定の５

つを仮定し，６つめのステップとして行動の実行を位置づけている。Dodge（1986）によって５

ステップの直線的一方向モデルとして提案された SIP モデルは（Figure 1-2），Crick & 
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行動的反応
 

Figure 1-2  子どもの社会適応に関する一方向構造の社会的情報処理モデル 
（Dodge, 1986） 
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Dodge（1994）による体系的レビューにより，目標の明確化が新たなステップとして位置づけら

れ，データベースを中心に位置づける６ステップの円環モデルに改訂された（Figure 1-3）。社会

的情報処理におけるすべてのプロセスは，長期記憶に蓄えられたデータベースの情報によって影

響され，社会的情報処理の結果がさらにデータベースの更新につながると考えられている。同様

の理論モデルとしては，Huesmann らによる情報処理モデルが挙げられる（Huesmann, 1988; 
Huesmann & Guerra, 1997）。 

特筆すべき点は，社会的行動に関する社会的情報処理モデルが，一方向モデルから円環モデル

へと修正されており，環境との相互作用のあり方が認知の形成に寄与するという視点が強調され

ていることである。すなわち，行動に先行する認知プロセスの記述にとどまらず，環境との相互

作用を通して問題解決が最適化されていく可能性をモデルに含んでいるという点で，認知心理学

における問題解決研究と共通した強調点を有している。以上のことを踏まえると，攻撃行動に対

する社会的問題解決に関する研究を行う際には，環境からのフィードバックループによる問題解

決の最適化という視点が重要になると考えられる。 
 

４）攻撃行動と社会的問題解決 
攻撃行動を示す子どもにおける社会的問題解決の特徴として，研究知見が報告されている。こ

こでは，問題解決療法による臨床的な介入が可能とされ，かつ，多くの実証的知見が報告されて

いる，「解決策の案出」プロセスおよび「解決策の評価」プロセスについて述べる。 
１点目に，「解決策の案出」プロセスについては，（１）社会的状況における反応の案出数（反

応レパートリーの多さ），（２）反応の中身，などが重要な検討課題として挙げられる（Crick & 
Dodge, 1994）。解決策の案出数と社会適応や攻撃行動との関連については，いくつかの研究が有

意な関連性を指摘している一方で（Asarnow & Callan, 1985; Pettit, Dodge, & Brown, 1988; 
Slaby & Guerra, 1988; Spivack et al., 1976），社会適応の指標や測定に使用された状況のタイプ

によって結果が異なっており，一貫したエビデンスが得られているとは言いがたい（Crick & 
Dodge, 1994）。一方，案出された解決策の中身，つまり解決策の質的側面については，社会適応

との関連が古くから示されている（Asher, Renshaw, & Geraci, 1980）。たとえば，友人から拒否

される子どもは，目標達成のために，効果的でなく，無関係で，あいまいな解決策を案出しやす

いことが知られている（Pettit et al., 1988; Rubin, Daniels-Bierness, & Hayvren, 1982）。また，

攻撃行動を特徴とする破壊的行動障害の診断を受けている子どもは，案出される解決策の数が一

般的な男子や攻撃的でない男子よりも少なく，案出された解決策は向社会的でないことが報告さ

れている（Lochman & Dodge, 1994; Richard & Dodge, 1982）。これは，問題場面への向社会的

な対処法が導き出されていないために，対処のレパートリーが攻撃的なものに限られている可能

性を示唆している。 
２点目に，「解決策の評価」プロセスについては，（１）反応評価，（２）結果予期，（３）自己

効力評価という３つの変数が主な検討対象となっている（Crick & Dodge, 1994）。反応評価とは，

反応そのものの善し悪しに関する総体的な判断であり，主としてモラル評価や価値判断による測

定が行われる。向社会的行動をよりネガティブに，攻撃行動をよりポジティブに認識するモラル

評価や（moral reasoning; Asarnow & Callan, 1985; Crick & Ladd, 1990; Deluty, 1983; 
Pakaslahti & Keltikangas-Jarvinen, 1997; Quiggle, Garber, Panak, & Dodge, 1992），攻撃行動

を一般的なものと認知する傾向（normative beliefs; Guerra, Huesmann, & Hanish, 1995;  
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Figure 1-3  子どもの社会適応に関する円環構造の社会的情報処理モデル 
（Crick & Dodge, 1994） 
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Huesmann & Guerra, 1997; Huesmann, Guerra, Zelli, & Miller, 1992）については，攻撃行動

との関連を示す研究が数多く見受けられる。 
結果予期については，量的側面（i.e. 特定の行動の後に起こりうる結果として対象児が回答し

た数）と質的側面（回答の内容）に関する検討が行われている（Crick & Dodge, 1994）。結果予

期の質的側面と社会適応の間には有意な関連があることが示されており（see Crick & Dodge, 
1994），仲間からの拒否は攻撃行動に対するポジティブな結果予期と正の相関を示すことが報告

されている（Feldman, & Dodge, 1987; Hart, Ladd, & Burleson, 1990）。身体的攻撃や言語的攻

撃に対する好ましい結果予期は，直接観察（Dodge, Pettit, McClaskey, & Brown, 1986），仲間評

定（Perry, Perry, Rasmussen, 1986; Quiggle, Garber, Panak, & Dodge, 1992），教師評定（Crick 
& Dodge, 1996），自己評定と（Deluty, 1983; Goldstein & Tisak, 2004），評定法にかかわらず一

貫して，攻撃行動との関連が示されている。結果予期の量的側面についても，社会適応との関連

が指摘されており（Spivack et al., 1976），攻撃的な子どもはそうでない子どもよりも，仮説場面

における結果予期が少ないことが報告されている（Slaby & Guerra, 1988）。 
また，攻撃行動を多く示す子どもは，攻撃的な対処の実行が容易であると考えるなど，攻撃行

動を実行するための自己効力評価が攻撃的でない子どもよりも高い（Crick & Dodge, 1989, 1996; 
Perry, Perry, & Rasmussen, 1986; Quiggle, Garber, Panak, & Dodge, 1992）。一方で，攻撃的な

子どもは，挑発場面から単純に立ち去るというだけの行動を実行できる自信がないことが指摘さ

れている（Crick & Dodge, 1989）。つまり，攻撃行動をうまく実行できる見通しがあり，かつ，

攻撃行動以外の手段による問題への対処の自信が低いために，結果として攻撃行動に固執しやす

くなっている可能性が考えられる。 
このように，攻撃行動を多く示す子どもは，攻撃的でない子どもよりも，さまざまな形で攻撃

行動に対するポジティブな評価を行う傾向が強いため，そうした認知的側面が結果として攻撃行

動を促している可能性が考えられる（e.g. Bellmore, Witkow, Graham, & Juvonen, 2005; 
Crane-Ross, Tisak, & Tisak, 1998; Crick & Werner, 1998; Erdley & Asher, 1998; Huesmann & 
Guerra, 1997; Slaby & Guerra, 1988）。 

以上のことをまとめると，「解決策の案出」プロセスについては，案出された総量よりも質的側

面，すなわちどのような解決策を案出したかという点が重要であり，「解決策の評価」プロセスに

ついては，評価の数と質の両方が攻撃行動と密接に関連しているといえる。 
 
５）社会的問題解決の学習と発達 

子どもを対象とした研究である以上，対象者の発達的側面への配慮は必要不可欠となる。その

ため，社会的問題解決の発達を記述した研究例は少なくない。たとえば，社会的問題解決は，社

会的生活において感情や行動を制御し，計画的に遂行する能力である実行機能（executive 
functioning）の１つであることが指摘されている（Happaney, Zelazo, & Stuss, 2004）。就学前

である４～６歳の子どもを対象とした調査研究では，認知発達が十分でないためか，攻撃行動と

実行機能との間に有意な関連が確認されていない（e.g. Monks, Smith, & Swettenham, 2005）。
そして，児童期早期である６～９歳になると，環境との相互作用を通して攻撃行動に関連する認

知が活発に形成される時期に入り（Guerra, Huesmann, & Spindler, 2003; Huesmann & Guerra, 
1997），問題解決をはじめとする個人の認知と社会的行動との関連が強まってくると考えられる。

こうした考えを支持するように，演繹的推論やメタ記憶といった一般的な認知能力に関する研究
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は，分析的な問題解決は児童期早期から観察され，青年期早期にかけて顕著に発達すると報告し

ている（Klaczynski, Byrnes, & Jacobs, 2001）。つまり，問題解決訓練など，先を見通して行動

を選択する方法を学習するセルフコントロール技法は，年齢が上がるにつれて効果が増大する可

能性が考えられる。実際，セルフコントロール技法を中心とする認知行動療法の効果に関するメ

タ分析の結果は，こうした指摘を支持する結果を示している（Durlak, Fuhrman, & Lampman, 
1991）。すなわち，５～７歳では d = 0.57，７～11 歳では d = 0.55 という効果サイズが得られた

のに対して，11～13 歳の子どもにおいては d = 0.92 と，11 歳以下の子どもの約２倍の効果が見

られたのである。一方，青年期早期を過ぎると，発達のペースは急激に落ちる（Moshman, 1999）。
この時期は，問題解決そのものとは異なる能力が発達する時期であると考えられる。たとえば，

以前の問題解決の経験に基づいて判断をしたり，意志決定の最中に感情をコントロールしたりす

る能力は，成人期初期において向上する可能性が指摘されている（Byrnes et al., 1999）。 
以上のことをふまえると，児童期早期から青年期初期にあたる小中学生の時期は，社会的問題

解決が攻撃行動との機能的関連を形成する過程にあるため，問題解決訓練の適用にあたっては対

象者の発達的側面への配慮が必要不可欠であると考えられる。 
 
 
第３節 攻撃行動と社会適応 

 
１）攻撃行動と適応状態 
攻撃行動は，特に児童青年期の子どもには一般的に見られる行動である一方で，攻撃行動が子

どもの社会的適応水準を低下させる可能性が指摘されている。たとえば，攻撃行動を多く示す子

どもは仲間から嫌われたり拒否されやすいなどの結果を示した研究は少なくない（Dodge, 1983; 
Dodge, Coie, Pettit, & Price, 1990; 前田・片岡, 1993）。また，身体的攻撃や言語的攻撃，関係性

攻撃など，いずれの形態による攻撃行動についても，仲間からの拒否との関連が報告されている

（Coie & Dodge, 1998; French, Jansen, & Pidada, 2002; Underwood, 2002）。これは，児童期の

子どもが仲間を嫌う理由として最も多く挙げられていることが攻撃行動であることからも理解で

きる（Hayes, Greshman, & Halteman, 1996）。また，仲間から拒否される子どもについては，

学校生活に困難を示すなど，多様な適応上の問題に直面するリスクが高いことも指摘されている

（Kupersmidt, Coie, & Dodge, 1990 山崎・中澤訳 1996; Parker & Asher, 1987）。このように，

攻撃行動の多さは加害者自身の不適応につながる可能性があり，子どもの適応を促すという臨床

心理学的な立場からは，適応促進の手段の１つとして攻撃行動の減少を目指す介入が有効である

と考えられる（Haapasalo & Tremblay, 1994）。 
しかしながら，攻撃行動には不適応的であると一義的に判断できない側面がある。たとえば，

（１）対人相互作用を通して社会的認知を発達させる機会を与える（Eisenberg, Spinrad, Fabes, 
Reiser, Cumberland, Shepard, Valiente, Losoya, Guthrie, & Thompson, 2004; Rodkin, Farmer, 
Pearl, & Van Acker, 2000），（２）青年期の友人グループにおける社会的地位の維持（Prinstein & 
Cillessen, 2003），など，攻撃行動には適応上の機能があることが指摘されている。つまり，攻撃

行動は適応的な特徴を多分に含んでおり，広義の社会的コミュニケーションシステムの一部とし

て発展してきたといえる（Tedeschi & Felson, 1994）。 
攻撃行動の適応的機能の１つめとして挙げられている，攻撃行動の結果として生じる対人相互
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作用を通して社会的認知を発達させる機会を与えるという点については，社会的問題解決に関す

る先行研究においても同様の発想がうかがえる。本章第２節で論じたとおり，社会的問題解決理

論と社会的情報処理モデルのいずれにおいても，環境からのフィードバックによる個人の認知プ

ロセスの変化，つまり環境と個人の相互作用を重視している。すなわち，環境との相互作用の形

の１つとして攻撃行動が社会的認知の形成と発達に関与しているという点は，社会的問題解決に

関する研究においても強調されるべきポイントである。 
攻撃行動の適応的機能の２つめとして，攻撃行動による社会的地位の維持や仲間内での関係強

化の機能が指摘されている。たとえば，子どもは，６～７歳になると，攻撃行動を社会的地位の

獲得に援用するくらいはできるようになるということが指摘されている（Estell, Cairns, Farmer, 
& Cairns, 2002）。また，関係性攻撃を多く示す子どもほど，身近な友人との関係性が親密である

と感じている傾向がある（Grotpeter & Crick, 1996）。このように，攻撃行動は，社会的地位の確

立に寄与する適応的行動という側面を持っているように思われる。しかしながら，攻撃行動は仲

間からの拒否につながることを示す研究知見も数多く見られるため（前田・片岡, 1993），攻撃行

動が常に仲間関係の維持に直結するとは考えにくい。 
この点については，仲間関係の測定法の影響が関与していると考えられる。仲間関係における

適応の指標として弁別する必要があるのは，社会的人気（sociometric popularity）と知覚された

人気（perceived popularity）である（LaFontana & Cillessen, 1999）。前者はソシオメトリック

テストによって測定され，調査対象者がどの子から好かれているのかという点を測定しているの

に対して，後者は「人気のある子はどの子か」という直接的な質問への回答を測定値としている。

両者は概念的に重なるところがあるものの（LaFontana & Cillessen, 1999; Parkhurst & 
Hopmeyer, 1998），社会的人気の高い子が大グループの真ん中にいるとは限らないし，知覚され

た人気が高い子がとても好かれているとも限らない。両者の典型的な状態像としては，社会的人

気が高い子は優しく，信用できて，協力的で，社会的であるのに対して，知覚された人気が高い

子は運動がうまく，クールで，威圧的で，横柄で，身体的攻撃や関係性攻撃が多いとされている

（LaFontana & Cillessen, 2002; Parkhurst & Hopmeyer, 1998; Rodkin et al., 2000）。たとえば，

小学４年生から中学２年生を対象とした調査研究の結果は，知覚された人気と身体的攻撃や関係

性攻撃には正の相関があり，社会的人気が負の相関があることを示している（LaFontana & 
Cillessen, 2002）。さらに，Cillessen & Mayeux（2004）は，小学４年生から中学３年生を対象

に，社会的人気，知覚された人気，身体的攻撃，および関係性攻撃の関連性について検討した。

その結果，知覚された人気は関係性攻撃と有意な正の相関があり（身体的攻撃：.16 to -.04；関係

性攻撃：.28 to .55），社会的人気はいずれの攻撃行動とも有意な負の相関があった（身体的攻撃：

-.28 to -.07；関係性攻撃：-.17 to -.43；）。言い換えると，攻撃行動を多く示す子ほど，「きっと

人気があるのだろう」と思われている一方で，実際には好きな子としてはあまり指名されていな

いことになる。つまり，子どもにとって攻撃行動とは，実のところは嫌がられているものの，社

会的地位を維持できるように感じられる行動であるといえる。 
以上のことを考慮すると，小中学生における攻撃行動は，被害者と加害者の双方にさまざまな

不利益をもたらす行動であると同時に，幾分かの適応的機能を有しているために，子ども社会に

おいて完全には淘汰されずに残っているのであると考えられる。すなわち，攻撃行動には，適応

的に機能する攻撃行動と，不適応的に機能する攻撃行動があると考えられる。 
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２）適応的攻撃行動と不適応的攻撃行動 
不適応的攻撃行動とは，行動が生じた文脈において逸脱した攻撃行動であると考えられている

（Conner, 2002）。具体的には，行動の頻度，持続時間，反復回数，強度などが，観察される社会

的手がかりから予測される範囲を超えているときに，その攻撃行動は不適応的と判断される。他

方，相手からの直接的な挑発への対処反応としての攻撃行動は仲間から許容される傾向があり

（Dodge et al., 2006; Lancelotta & Vaughn, 1989），文脈によっては攻撃行動が適応的と判断さ

れる。つまり，攻撃行動が適応的であるか不適応的であるかという点の判断は，攻撃行動の形態

や強度そのものではなく，行動が生じた文脈との適合性に依存しているといえる。 
この点に，学校教育現場で教育活動の一環として攻撃行動への対応を行う際の難しさがある。

すなわち，教育現場での行動変容においては，攻撃行動への対応とはほとんどの場合，攻撃行動

の減少を意味するのである（e.g. 藤枝・相川, 2001; 後藤・佐藤・高山, 2001; 渡辺・山本, 2003）。
個別対応による攻撃行動へのアプローチにおいては，機能的アセスメントによる文脈の考慮がな

されるため，不適応的攻撃行動に焦点化した対応が可能となる。しかしながら，近年隆盛を極め

ているクラス単位での社会性教育においては，対象者全員に共通した教育的意義に沿ったメッセ

ージを伝えなくてはならないという性質上，攻撃行動を減少させるという方針をとらざるを得な

い。そのため，たとえば，具体的な行動の練習と強化手続きによる行動変容を目指す社会的スキ

ル訓練では，攻撃行動が強化される機会はあまり見受けられず，攻撃行動ではない向社会的行動

に対する分化強化が主たる手続きとなっている（e.g. 藤枝, 2006; 藤枝・相川, 2001; 後藤ら, 
2001）。こうした対応を実施した先行研究のほとんどは，当該クラスにおいて攻撃行動が不適応

的に機能するという事前のアセスメントを行っていないことから，攻撃行動は多くの場合不適応

につながるという，文脈の影響性をあまり重視しない前提に基づいた対応であると言わざるを得

ない。 
 
 
第４節 問題解決訓練の役割 

 
したがって，攻撃行動をターゲットとしたクラス単位での対応を行う際には，個々の児童生徒

の事情や文脈に適した行動変容のあり方が問われるといえる。これまでに学校教育の中で実施さ

れてきたストレスマネジメントにおいては，特定の行動を行うことを推奨するというよりも，行

動レパートリーの拡充を行い，児童生徒各自の事情に合わせて行動レパートリーを柔軟に使い分

けることを強調してきた（嶋田・鈴木, 2004）。行動レパートリーの拡充は，他の行動の未学習に

よって行動変容が制限されているケースに対して有効に働く。また，事情に合わせて児童生徒各

自がさまざまな行動レパートリーを柔軟に使い分けることを推奨することで，適応的攻撃行動の

無理な抑制を予防しつつ，不適応的攻撃行動の減少に努めてきたといえる。これは，学習した行

動レパートリーの使用方法について児童生徒の自発性や能動性に委ねることで，各自の事情に適

した行動変容が実現するという前提に基づいた対応であると考えられる。 
このような，児童生徒各自の事情や文脈に応じた自発的な行動変容という発想を，具体的で体

系的な手続きにしたものの１つが，問題解決訓練である。問題解決訓練の主たる構成要素は，「解

決策の案出」プロセスと「解決策の評価」プロセスの変容をねらっている。解決策の案出訓練に

おいては，ブレーンストーミング技法やグループ討論を通して問題場面でとりうる解決策を再発
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見する（D’Zurilla & Nezu, 1999）。つまり，問題場面における行動レパートリーの拡充をねらっ

た訓練であるといえる。解決策の評価訓練においては，解決策のメリットやデメリットについて，

さまざまな観点から検討することで，問題場面において自他の利益が最大になる解決策の選択を

可能にする（D’Zurilla & Nezu, 1999）。つまり，問題場面での事情や文脈に応じて行動レパート

リーを柔軟に使い分けることをねらった訓練であるといえる。特に，文脈に応じた行動レパート

リーの使い分けについて，単純に推奨するあるいは教示をするに留まらず，具体的な方法論の提

案を行うことで社会的行動のセルフコントロールを促すという点が，問題解決訓練の特徴となっ

ている。 
以上の議論を要約する。攻撃行動には，被害者と加害者の双方に不利益をもたらす不適応的機

能と，社会的認知を発達させたり社会的地位を獲得させたりするなどの適応的機能がある。不適

応的な攻撃行動への対応を行う際には，文脈を考慮した機能的アセスメントに基づく個別対応が

有効である。集団形式での対応を行う際には，対象児童生徒が置かれている文脈を考慮して，子

どもの能動性を前提にした行動変容の手続きを体系化している，問題解決訓練が有効である可能

性が考えられる。小中学生の攻撃行動への対応において問題解決訓練が有効であるという考えは，

さまざまな基礎研究によって支持されている。 
 
 
第５節 攻撃行動と社会的問題解決の測定の問題 

 
１）攻撃行動の測定の問題 

問題解決訓練をはじめとする認知行動療法の基盤となるアセスメントにおいて，攻撃行動の測

定を行う際には，複数の評定者および評定方法による多面的アセスメントが推奨される（Connor, 
2002）。たとえば，訓練された複数の観察者による継続的な直接観察からは，行動の先行刺激や

結果事象といった環境要因の影響や，時間や場面の変化に伴う行動の変化についても情報収集が

可能となる（Sturmey, 1996）。また，教師や親といった身近な大人による評定法を用いることで，

小中学生の日常的な行動パターンを簡便かつ多面的に測定できる（e.g. 磯部・佐藤・佐藤・岡安, 
2006）。さらに，学校場面における行動については教師の目が行き届きやすく，家庭場面におけ

る行動については親からの情報が重要であるように，複数の評定者を用いることで，小学生の攻

撃行動を包括的にアセスメントすることが可能となる。その他に社会的妥当性が高いとされる指

標としては，クラス仲間の攻撃行動の多さを評定する仲間評価法や，クラス内で攻撃行動を示す

児童の名前を記入する仲間指名法などが挙げられる。両者の社会的妥当性が高いことは，実際に

同じクラスで一緒に学校生活を送っている仲間からの評定であることからも理解できる

（Gresham & Elliott, 1993）。また，小学校高学年になると，攻撃行動が外部からわかりにくい

形で行われるようになってくる（Bjorkqvist, Lagerspetz, & Kaukiainen, 1992）。そのため，小

学生の攻撃行動のアセスメントを行う際には，自己評定による情報が一定の重要性を有するよう

になる。たとえば，Angold & Costello（1996）は，親子併行の構造化面接法を用いて，外顕的問

題行動に関するアセスメントを行った。その結果，親評定のみを用いた場合よりも，自己評定と

親評定を併用した場合の方が，１年後の不適応状態の予測力が高かったのである。さらに，小学

４年生にあたる 10 歳以上の子どもを対象とした研究においては，攻撃行動に関する自己評価と仲

間評定や教師評価および親評価が有意な正の相関を示すなど（r =.20～.46; e.g. Achenbach, 1991; 
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Epkins & Meyers, 1994），自己評定が一定の信頼性を有することが示唆されている。以上のこと

をふまえると，親や教師といった大人，クラスメイトなどといった身近な仲間，子ども本人など，

複数の評定者によるアセスメントを可能にすることが，攻撃行動への対応の効果を示す上では重

要であると考えられる。 
しかしながら，攻撃行動の測定においては，いずれの評定者についてもそれぞれ独自の限界点

があることが指摘されている。たとえば，小中学生に攻撃的なクラスメイトを指名させる，ある

いは仲間同士で行動を評定し合うということへの倫理的な配慮から，わが国では，仲間評価法や

仲間指名法はあまり用いられていない。この傾向は特に，反復測定による状態像の変化を記述す

る研究において顕著である。そのため，特に介入効果を示すことを目的として，攻撃行動に関す

る評定項目に複数回の回答を求める研究においては，主に教師による評定が用いられてきた（e.g. 
藤枝・相川, 2001; 後藤・佐藤・佐藤, 2000）。一方，教師による攻撃行動の評定については，身

近な大人による評定という手続きによってその妥当性を保証してきたものの，妥当性を示す実証

的データを示した研究が見受けられない。小学校高学年になると攻撃行動が外部からわかりにく

い形で行われるようになってくるという指摘を考慮すると（Bjorkqvist et al., 1992），小中学生の

攻撃行動に関する教師評定の妥当性を実証的データから示すことは，攻撃行動の研究を進める上

で必要不可欠であると考えられる。 
また，わが国の小中学生の攻撃行動については，自己評定による測定ツールは十分に整備され

てこなかった。これまでに作成されてきた，攻撃行動を含むと思われる自己評定式尺度としては，

小学生用攻撃性質問紙（HAQ-C; 坂井・山崎・曽我・大芦・島井・大竹, 2000）および中学生用

攻撃性質問紙が作成されている（HAQS; 大竹・島井・曽我・嶋田, 1998）。これらは，敵意，身

体的攻撃，言語的攻撃，短気の４つの下位尺度から構成されており，小中学生の攻撃性を多面的

に測定する際に有用な尺度であると考えられる。さらに，HAQ-C の項目群をもとに，反応的攻撃

と道具的攻撃を測り分ける小学生用 P-R 攻撃性質問紙が作成されている（坂井・山崎, 2004）。こ

れらの尺度の原版である the Aggression Questionnaire（Buss & Perry, 1992; 安藤・曽我・山崎・

島井・嶋田・宇津木・大芦・坂井, 1999）は，攻撃行動を行いやすい傾向や個人特性の測定を目

的としている。そのため，HAQ-C や HAQS によって測定される「身体的攻撃」および「言語的

攻撃」には，行動的反応を記述した項目に加えて，他者と接するときの態度や嗜好性を測定して

いると考えられる項目が数多く含まれている。実際，安藤ら（1999）は，BAQ における身体的

攻撃を“暴力反応傾向，暴力への衝動，暴力の正当化などを測定する項目からなる”としており，

言語的攻撃を“自己主張，議論好きなどを測定する項目からなる”としている。つまり，これら

の尺度は，攻撃行動そのものではなく，攻撃行動の予測因としての内的特性を測定対象としてき

たと考えられる。すなわち，認知行動療法の基盤となる認知・感情・行動という３側面からのア

セスメントにおいては，従来の自己評定ツールからは十分な情報が得られない可能性がある。 
したがって，攻撃行動の測定に関しては，外顕的行動として定義される攻撃行動を測定する自

己評定ツールを開発すること，および，小中学生の攻撃行動に関する教師評定の妥当性について

実証的データを用いて検討することが，重要課題であると考えられる。 
 
２）社会的問題解決の測定の問題 

問題解決訓練の実施にあたっては，事前のアセスメントに基づく対象者特有の強みと弱点の同

定が重要となる（Frauenknecht & Black, 1995）。臨床心理学や発達心理学の研究領域における
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これまでの研究では，問題解決プロセスは，仮想場面に対する反応のコーディングと数量化によ

って測定されてきた（e.g. Crick & Werner, 1998; Dodge, Laird, Lochman, Zelli, & Conduct 
Problems Prevention Research Group, 2002; Fontaine, Burks, & Dodge, 2002; Hughes, 
Meehan, & Cavell, 2004）。仮想場面に対する反応のコーディングと数量化は，子どもが日常生活

で行っている問題解決プロセスを，面接中あるいは質問紙上で実行してもらうことで，反応プロ

トコルをデータ化できる。そのため，実際の社会的問題解決に近い測定値が得られると考えられ

る。したがって，子どもの社会的問題解決の測定には，仮想場面に対する自由反応を用いること

が適しており，問題解決訓練への示唆も得られやすいと考えられる。 
しかしながら，これらの研究で用いられている場面の中には，わが国の子どもには馴染みが薄

いと思われる場面も少なくない（e.g. ダンスパーティーに呼んであげないと言われる)。こうした

文化的背景を考慮すると，わが国の子どもの問題解決プロセスを測定する際には，現在のわが国

の子どもが日常的に経験しうる場面を抽出することが必要不可欠であるといえる。 
攻撃的な子どもの「解決策の案出」プロセスの特徴としては，攻撃的解決策の案出数が多く，

向社会的解決策の案出数が少ないことが知られている（Hughes et al., 2004; Lochman & Dodge, 
1994）。一方で，案出された解決策の総数は，対人行動との関係が明確に示されていない（Crick 
& Dodge, 1994）。言い換えると，解決策の単純な総数だけでなく，案出された解決策が向社会的

か攻撃的かといった，解決策の質的な違いを考慮することが重要であると考えられる。すなわち，

攻撃行動を含む社会的行動の予測と制御を目的として「解決策の案出」プロセスの測定を行う際

には，質的に異なる解決策を測り分けるコーディング基準が必要であるといえる。実際，「解決策

の案出」プロセスと攻撃行動の関連を示すこれまでの研究の多くは，向社会的または建設的解決

策と攻撃的解決策をコーディングによって弁別することで，「解決策の案出」プロセスが攻撃行動

と密接な関連を持つことを示してきた（e.g. Dodge, Bates, & Pettit, 1990）。 
「解決策の評価」プロセスについては，先行研究の多くは，攻撃的解決策について「これをす

ることで友だちはあなたを好きになると思いますか？」などの質問を行い，２～５件法によるリ

ッカート式の尺度によって数量化を行ってきた（e.g. Crick & Dodge, 1996; Fontaine et al., 2002; 
Hughes et al., 2004）。しかしながら，以下に示す２つの理由から，「解決策の評価」プロセスに

ついても，自由記述形式での自発的な反応を測定値とする測定ツールを開発することが有益であ

ると考えられる。１つ目は，特定の解決策に対する個人の自発的で主観的な評価が社会的行動に

影響するためである（D’Zurilla & Nezu, 1999）。リッカート式の尺度への回答は，項目に示され

た内容への同意の程度，すなわち確信度を測定する際には適しているものの，問題場面において

個人が自発的に考え出した評価反応を必ずしも意味するものではない。たとえば，「考えてもみな

かったけど，言われてみればそうかもしれない」と思われる質問項目が提示された際には，個人

が自発的には考え出していない評価反応が，高い測定値を示すことになる。２つ目は，解決策の

評価テストの測定値を問題解決訓練における操作変数と一致させることで，臨床的示唆を得やす

くするためである。問題解決訓練では，「解決策の評価」プロセスを操作する際に，評価の確信度

や社会的行動の変容のための手段として，特定の解決策に対する評価の観点を増やすこと，すな

わち評価反応の量的増加を行う。つまり，特定の解決策に対する自発的な評価反応の数を測定し，

社会的行動との関連を記述することで，解決策の評価訓練に関する示唆が得られやすくなると考

えられる。 
したがって，社会的問題解決の測定に関しては，わが国の子どもが日常的に経験しうる仮想刺
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激場面を作成し，自由記述形式による「解決策の案出」プロセスおよび「解決策の評価」プロセ

スの測定を可能にすることが，重要課題であると考えられる。 
 
 
第６節 介入効果の緩衝要因および促進要因に関する問題 

 
１）対象者の発達的側面による介入効果の緩衝作用 

児童青年期の子どもを対象とした支援における子どもの発達的側面の役割については，1990 年

代初頭から活発な議論が展開されている（e.g. Holmbeck, Greenley, & Franks, 2004; Ollendick 
& Vasey, 1999; Peterson & Tremblay, 1999）。こうした議論において共通理解が得られているの

は，対象者の発達レベルに応じたオーダーメイドの支援を行うことで介入効果が高まるという点

である。一方，これまでに開発されてきた子どもを対象とする介入プログラムの多くは，子ども

の発達に関する知見をあまり活用しておらず，対象者の発達的側面への配慮が十分ではなかった

（Holmbeck et al., 2004）。そのため，対象者の発達段階によって介入効果が左右され，特に若年

の対象者への介入効果が比較的弱いという結果を示してきた。たとえば，Durlak et al.（1991）
は，認知行動療法の効果に関するメタ分析を行い，５～11 歳の子どもに対する介入の効果サイズ

は 11～13 歳の子どものおよそ半分であるということを報告している（５～11 歳: d = 0.55～0.57; 
11～13 歳: d = 0.92）。 

こうした介入効果の発達的差異については，介入プログラムの中に認知的技法が数多く含まれ

ていることが主たる原因であると考えられる。因果推論の促進や思考に関する理解とコントロー

ルを促す認知的技法は，対象者の年齢層によって介入効果が大きく左右される（Nangle, Erdley, 
Carpenter, & Newman, 2002）。たとえば，認知的技法の１つである自己教示訓練の介入効果は，

ピアジェの発達段階における前操作期の子どもよりも具体的操作期の子どもの方が高いというこ

とが報告されている（Fastov, Glenwick, & Wasserman, 1991; Schleser, Cohen, Meyers, & 
Rodick, 1984）。一方で，社会的スキル訓練など具体的な行動の学習を主な手段とする行動的技法

は，就学前児から大学生まで，幅広い年齢層の対象者の行動変容に有効であるということが知ら

れている（Nangle et al., 2002）。実際，児童期と青年期で行動的技法の効果と作用機序に発達的

差異が認められることを積極的に支持する研究例はあまり見受けられない。すなわち，Durlak et 
al.（1991）によるメタ分析の結果は，介入プログラムに含まれる認知的技法の効果が対象者の発

達レベルによって異なるということが反映されたものであると考えられる。 
また，介入効果の発達的差異には，対象者の認知発達だけでなく，社会的発達も関与している

可能性がある。たとえば，両親による行動の外的コントロールを主たる要素とする親訓練に関す

る発達理論によると，児童期早期（就学前児），児童期中期（小学生），青年期（中高生）では親

訓練の効果が異なることが指摘されている（Forehand & Wierson, 1993）。すなわち，子どもの

年齢が高まるほど，介入によって行動が変化する子どもの割合が下がったのである（Barkley, 
1997; Barkley, Guevremont, Anastopoulos, & Fletcher, 1993）。この理由の１つとして，子ども

の自律欲求の高まりが挙げられる。青年期の子どもは，情動的・行動的自律を求める傾向がある

（Holmbeck, Coder, Shapera, Westhoven, Kenealy, & Updegrove, 2000）。そのため，青年期の

子どもの行動変容を目指す親訓練においては，随伴性マネジメントの基本的手続きに加えて，子

どもとのぶつかり合いや葛藤の解決が重要な課題となる（Kusche & Greenberg, 1993）。つまり，
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自分の行動をコントロールする主体を親ではなく自分に置く欲求が非常に高まるために，随伴性

マネジメントによる外的コントロールへの反応率が下がったと考えられる。したがって，中高生

といった高学年の子どもを対象とする際には，自律欲求の高まりを考慮して，子ども本人による

セルフコントロールを視野に入れた介入を行うことが，有効であると考えられる。 
このように，子どもの認知発達や社会的発達と介入効果に関する先行研究を概観すると，認知

プロセスの変容によって子ども本人の自発的行動変容を促す問題解決訓練は，中高生など高学年

の子どもに対して大きな効果を発揮する可能性が考えられる。それでは，小学生など低学年の対

象者については，社会的問題解決という観点からは，どのような支援が可能であろうか。高学年

において効果が大きいという指摘にとどまらず，低学年の対象者にもより有益な支援を提供する

ためには，対象者の発達的側面に配慮した問題解決訓練の構成に関する示唆が求められる。具体

的には，問題解決の各プロセスと行動問題との関連が発達に伴ってどのように変化するかという

点や，問題解決プロセス自体の発達的変化に関する研究知見の蓄積が，今後の研究で解決すべき

重要な課題となる（Klaczynski et al., 2001）。 
しかしながら，対象者の発達的側面に配慮した問題解決訓練の構成については，実証的知見に

基づく提案は未だ示されていない。その理由の１つとして，子どもの攻撃行動に対する問題解決

訓練の理論的背景となっている社会的情報処理モデルが，社会心理学者によって構築された理論

（e.g. 帰属理論）や，認知心理学者によって構築された理論（e.g. 意思決定理論，情報処理理論）

を起源としており，本来的には，社会的問題解決の発達的変化の予測ではなく，社会的行動の個

人差の解明をゴールとしてきたことが挙げられる（Crick & Dodge, 1994）。そのため，社会的問

題解決と発達の関連については，とても重要な研究テーマではあるものの，研究対象とされてこ

なかった（Crick & Dodge, 1994）。したがって，社会的問題解決に関する研究の今後の課題とし

て，社会的問題解決と発達との関連について実証的検討を行い，発達即応的介入

（developmentally-sensitive intervention）としての問題解決訓練の提案を行うことが重要であ

ると考えられる。 
 
２）怒り感情のコントロールによる介入効果の促進作用 

感情が認知に及ぼす影響は，近年の心理学領域において最も注目されているテーマの１つであ

り，問題解決研究においても例外ではない。理論的には，感情は社会的問題解決の各ステップの

統合的な役割を果たしており，感情のコントロール技法は問題解決訓練に不可欠な要素であると

考えられている（D’Zurilla & Nezu, 1999）。Lemerise & Arsenio（2000）は，社会的情報処理に

おける感情の役割について考察し，オンラインの情報処理ステップとデータベースの間に感情を

位置づける新たな社会的情報処理モデルを提案した。このモデルは，感情をモデル内に組み込む

ことを目指して理論の展開を行い，その結果として導き出された理論モデルであり，感情と認知

プロセスの相互関連性の記述に努めたという点で意義深い。一方，Lemerise & Arsenio（2000）
の理論モデルにおいて記述された感情と問題解決の関連を積極的に支持する実証的データは，あ

まり提示されていない。つまり，感情的要因から問題解決への影響性やその発達的変化について

は，理論的考察を行った研究例が散見されるものの，実証的知見が非常に限られているのが現状

であるといえる（Klaczynski et al., 2001）。感情は認知プロセスそのものに影響を与えるため（e.g. 
Chen & Chaiken, 1999; Kirkpatrick & Epstein, 1993; Klaczynski, 1997），感情要因を研究デザ

インに含めることは，従属変数に影響する要素が単純に１つ増えるということ以上の情報量をも
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たらすと考えられる（Jacobs & Ganzel, 1993）。 
たとえば，怒り感情と認知プロセスの機能的関連の１つとして，怒り喚起状態では被害場面や

攻撃行動を行った自伝的記憶が出現しやすいということが報告されている（Bower & Forgas, 
2001）。記憶想起と最も関連の深い問題解決プロセスは，「知覚された問題に対してとり得る解決

策が記憶から呼び起こされる導出的プロセス（a generative process whereby potential solutions 
for coping with a perceived problem are recalled from memory）」（Matthys & Lochman, 2005）
と定義される，「解決策の案出」プロセスであると考えられる。怒り感情と「解決策の案出」プロ

セスの関連について，de Castro, Merk, Koops, Veerman, & Bosch（2005）は，攻撃行動を主訴

として来談した子どもを対象とした調査を行い，攻撃的解決策の検出量が怒りと有意な正の相関

（r = .41, p < .01）を示すことを報告した。さらに，怒り感情の強さを特徴とする反応的攻撃は，

怒り感情および「解決策の案出」プロセスにおける攻撃的解決策の検出量と正の関連性が見られ

たのに対して，攻撃行動に対する肯定的な結果予期を特徴とする道具的攻撃は，怒り感情との関

連は見られず，「解決策の評価」プロセスのみが有意な関連性を示した。以上のことを考慮すると，

怒り感情は「解決策の案出」プロセスにおいて攻撃的解決策の検出を促進している可能性が考え

られる。しかしながら，怒り感情の増加に伴って攻撃的解決策の増加が実際に生じるか否かとい

う点については，実験的検討が欠如しているため，未だ明らかではない。また，Sukhodolsky, 
Kassinove, & Gorman（2004）によるメタ分析においても，怒りと問題解決の動的関連性につい

ては明らかになっていない。彼らは，子どもに対する認知行動療法に関するメタ分析の中で，治

療タイプをスキル訓練，感情教育，問題解決，折衷療法の４つに分けて，問題解決を従属変数と

した場合の効果サイズを報告した。しかし，彼らの分析には，感情教育によって問題解決の改善

を試みた研究例が１つも含まれていなかったため，怒り感情への対処が問題解決にどのような変

化をもたらすかという点が示されなかった。 
以上のことから，感情的要因が問題解決に及ぼす影響性と，その発達的変化に関する実証的研

究を実施し，問題解決訓練における感情へのアプローチの役割を明確にすることが，今後の研究

に求められる検討課題であるといえる。その際には，特に「解決策の案出」プロセスに焦点を当

てた検討を行うことで，臨床的示唆につながる有益な情報を提供できると考えられる。 
 
３）環境からのフィードバックループの活用による介入効果の促進作用 

また，環境からのフィードバックが問題解決に及ぼす影響についても，今後の問題解決研究に

おいて検討すべき課題であると考えられる。本章第２節で論じたように，社会的問題解決に関す

る理論的基盤である社会的問題解決理論と社会的情報処理モデルのいずれにおいても，個人が社

会的問題解決の結果として対処行動を行い，対処行動に対して環境からの反応やフィードバック

が生じ，環境からのフィードバックによって個人の問題解決が最適化されるという，環境と個人

の相互作用を重視している。子どもの認知処理が環境との相互作用を通して変化していく過程を

記述することは，発達心理学の研究領域を中心に重要視されてきた視点であり，社会的問題解決

の変容過程を理解する上でも非常に重要である。 
社会的問題解決の各プロセスの中でも，特に「解決策の評価」プロセスは，環境からのフィー

ドバックの影響を強く受ける可能性が考えられる。特定の行動を実行した後には，相手からの反

応を受信する。そこで受信した情報は，記憶に蓄えられて後に想起される。このような「反応－

結果」という因果性に関する情報は，将来の他者との相互作用において似たような行動の結果を
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予期するとき，すなわち「解決策の評価」プロセスで使用される可能性が高い（Crick & Dodge, 
1994）。 

たとえば，Huesmann & Guerra（1997）は，攻撃行動を支持する認知の確信度（攻撃的確信

度）と攻撃行動の関連性を検討した。その結果，小学校低学年児童においては攻撃行動が攻撃的

確信度を有意に予測したのに対して，小学校高学年児童においては攻撃的確信度が攻撃行動を有

意に予測した。言い換えると，認知プロセスは行動を一方的に規定するものではなく，行動によ

って得られた結果によって変容しうるということが示された。また，Huesmann & Guerra（1997）
は，対象者の発達レベルによって影響の方向性が異なっていた点について，自分自身の攻撃行動

を観察した結果として攻撃行動を支持する認知が形成され，形成された認知が後の攻撃行動をさ

らに促進するという，発達的軌跡がデータに現れた可能性があると考察している。すなわち，「解

決策の評価」プロセスなどといった認知的要因の変容を目指す際には，行動実験によるセルフモ

ニタリングなど，環境からのフィードバックへのアクセスを高める手続きが重要な役割を果たし

ていると考えられる。この点において，Guerra et al.（2003）による研究知見は，非常に意義深

い。彼らは，4458 名という大規模サンプルを用いた縦断的コホート調査を行い，攻撃行動の観察

によって攻撃的確信度が高まりやすくなるという結果を示した。彼らはこの結果を受けて，攻撃

行動への慣れが攻撃行動を一般的な方略であると認識させ，攻撃行動のネガティブな結果への感

受性を下げることで，結果的に攻撃行動への準備性が高まると指摘している。つまり，攻撃行動

を多く示す子どもに特徴的であるとされる「攻撃行動を支持する結果予期とその確信度の高さ」

は，攻撃行動に対する環境からのフィードバックへのアクセスの低さと関連していると考えられ

る。しかしながら，環境からのフィードバックへのアクセスを高める手続きによる小中学生の問

題解決プロセスの変容効果について検討した研究例は，現在においては見受けられない。 
以上のことから，今後の検討課題として，環境からのフィードバックが問題解決に及ぼす影響

性に関する実証的研究の実施が挙げられる。環境からのフィードバックと特に関連が強いのは，

「解決策の評価」プロセスであると考えられる。また，環境からのフィードバックへのアクセス

を高める手続きは，問題解決訓練においては「解決策の実施と検証」プロセスにおいて強調され

る手法であり，臨床的応用可能性の高さが推察される。したがって，環境からのフィードバック

ループと「解決策の評価」プロセスに焦点を当てた検討を行うことで，臨床的示唆につながる有

益な情報を提供できると考えられる。 
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第２章 本研究の目的と意義 

 
第１節 本研究の目的 

 
第１章では，小中学生の攻撃行動と社会的問題解決に関する研究の展望が行われた。小中学生

の攻撃行動や社会的問題解決に関するこれまでの研究の問題点は，以下の４点にまとめられる。 
①わが国の小中学生における外顕的行動としての攻撃行動および問題解決プロセスを測定する

ツールが整備されていない。 
②社会的問題解決と攻撃行動との関連について，発達的見地から検討を行った研究例が見られ

ない。 
③怒り感情のコントロールによる社会的問題解決の改善促進効果についての検討が不十分であ

る。 
④環境からのフィードバックループの活用による社会的問題解決の改善促進効果についての検

討が不十分である。 
そこで，本研究では，これら４つの問題点を解決する実証的データの蓄積を進めながら，攻撃

行動を多く示す小中学生に対する具体的支援モデルについて検討することを目的とする。 
 
 
第２節 本研究の意義 

 
わが国の小中学生の攻撃行動研究では，倫理的配慮から仲間評定の実施が難しく，特に臨床心

理学研究において必要不可欠となる反復測定には耐えないため，教師評定や自己評定が主に用い

られてきた。しかしながら，教師評定については，攻撃行動を細かく分類して測定するツールが

作成されておらず，実証的データに基づく妥当性の検討も行われていない。そのため，攻撃行動

に関連する概念について検討を行う際には，多くの場合，内的特性として定義づけられた「攻撃

性」を，自己評価式の質問紙によって多面的に測定するという方法が用いられてきた（e.g. 濱口, 
2005, 2007; 大竹ら, 1998; 坂井・山崎, 2004; 坂井ら, 2000）。言い換えると，外顕的行動である

攻撃行動を機能や形態によって細かく分類した上で，子ども本人および教師による評定ツールの

作成と標準化を行うという試みは，これまでになされてこなかったといえる。また，問題解決プ

ロセスについても，小学生を対象に刺激場面の提示とそれに対する反応の測定を行った研究例が

散見されるものの（e.g. 濱口, 1992a, 1992b; 渡部, 1993），問題解決訓練が効果的に機能すると

思われる中学生に関する基礎的データが得られていない。以上のことを考慮すると，本研究にお

いて小中学生の攻撃行動に関する多面的アセスメントの補助ツールおよび問題解決プロセスの測

定ツールを作成することは，わが国の小中学生の攻撃行動および社会的問題解決の測定に貢献す

るだけでなく，攻撃行動や社会的問題解決の発達的変化に関する基礎的資料を提供することにも

つながると思われる。 
また，本研究は，子どもの発達という視点を臨床的対応に活用する際の，重要な情報を提供で

きるものと思われる。Holmbeck et al.（2000）の青年期の認知行動療法に関する体系的レビュー

によると，34 の研究のうち，発達水準を考慮に入れた介入法を開発している研究は５つに留まっ

ている。そして，年齢による介入効果の促進について検討を行った研究例は，Kendall, 
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Flannery-Schroeder, Panochelli-Mindel, Southam-Gerow, Henin, & Warman（1997）のみであ

った。対象者の発達レベルを考慮したオーダーメイド治療を行って初めて発達即応的介入となる

ことをふまえると（Forehand & Wierson, 1993），幅広い年齢層の子どもに対応するためには，

１つの治療技法についても，対象者の発達レベルに合わせた適用パターンをいくつか持ち合わせ

ておく必要がある（Holmbeck et al., 2004）。そこで，本研究では，わが国の小中学生を対象とし

て攻撃行動のコントロールにおける社会的問題解決の機能の発達的変化を検討することで，問題

解決訓練の構成と適用において子どもの発達という観点を活用するための具体的方法について明

らかにする。 
さらに，本研究は，攻撃的な子どもに対する効率的な支援を提案できるということからも，臨

床的に大きな意義を有していると思われる。欧米において作成された介入プログラムの多くは，

さまざまな介入要素をターゲットとした包括的プログラムであり，10 回以上のセッションを実施

している（e.g. Kazdin, Siegel, & Bass, 1992; van Manen, Prins, & Emmelkamp, 2004）。また，

両親の積極的参加を求めるプログラムや，数回のブースターセッションを設けるプログラムも少

なくない。一方，日本の子どもを対象とした介入プログラムのほとんどは，通常学級の授業時間

内に実施されているものの，介入のための授業時間が十分に確保できないという理由から，セッ

ション数が６回以下となっている（e.g. 三浦・上里, 2003）。そのため，欧米において開発された

包括的介入プログラムをそのまま輸入することが困難であり，費用対効果の高い介入に関する実

証的検討が求められる。本研究では，有効に機能すると思われる介入コンポネントの抽出だけで

なく，介入効果の増大が期待される介入コンポネントの組み合わせについても，実験的手法を用

いて検討を行う。そのため，効率性の高い介入プログラムの構成に関する具体的示唆が得られや

すいと思われる。 
最後に，わが国において，小中学生を対象とした問題解決訓練の実践報告例は非常に少なく，

わが国の子どもの心理社会的適応に対する問題解決訓練の効果や，問題解決訓練を適用する際の

工夫点などについては，実証的データがほとんど得られていない。すなわち，発達心理学領域や

教育心理学領域をはじめとしてこれまで検討されてきた子どもの社会的問題解決と攻撃行動に関

する基礎的知見（e.g. 濱口, 1992a, 1992b）が臨床的対応においてどの程度の有用性を持つかと

いう点については，明らかにされていない。これは，具体的支援計画の立案と適用に関する研究

知見の蓄積を目的とする臨床心理学領域においては，早急に解決すべき課題であると考えられる。

本研究によって，わが国の小中学生に対する問題解決訓練の効果が示されることで，学校教育に

おけるストレスマネジメントおよび認知行動的アプローチの適用パターンが拡大し，対象者の状

態像に応じた対応の幅が広がることが期待される。 
 
 
第３節 本研究の構成 

 
本研究の構成を，Figure 2-1 に示す。本研究は，小中学生の攻撃行動および社会的問題解決に

関するこれまでの研究知見を展望した第１章，本研究の目的と意義について論じた第２章（本章）

を受けて，以下に示す構成で展開される。 
第３章では，本章第１節で述べた問題点①を解決するために，小中学生の攻撃行動の発現頻度を

測定する尺度を作成し，その信頼性と妥当性に関する検討を行う。それと同時に，小中学生の問
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第１章　小中学生の攻撃行動と社会的問題解決に関する研究動向

第６章　問題解決訓練の実施による攻撃行動の減少効果（研究６）

　　　　　　　　　　　　第２章　従来の研究の問題点と本研究の目的

１．攻撃行動および社会的問題解決の測定ツールが整備されていない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第３章で検討

２．問題解決訓練の効果に対する発達的側面の緩衝作用について検討した研究がない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第４章で検討

３．問題解決訓練の効果を促進する作用を持つ要因について検討した研究がない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第５章で検討

第３章（研究１，２）
測定ツールの整備

攻撃行動の測定

問題解決プロセスの測定

第４章（研究３）
介入メカニズムの発達的変化

問題解決プロセスが
攻撃行動に及ぼす影響

第５章（研究４，５）
介入効果の促進要因

「解決策の案出」プロセスと怒り感情

「解決策の評価」プロセスと
解決策実行後の結果解釈

第７章　総括的考察

 
Figure 2-1  本研究の構成 
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題解決プロセスに関する測定ツールを開発する。第４章では，問題点②を解決するために，社会

的問題解決による攻撃行動の予測力に対する，対象者の発達的側面による緩衝効果について明ら

かにする。第５章では，問題点③および④を解決するために，問題解決訓練の効果の促進要因に

ついて，実験的検討を行う。また，第４章を受けて，対象者の発達的側面が，促進要因に対して

も緩衝効果を持つか否かについて検討を行う。第６章では，第３章から第５章で得られた知見に

基づいて介入プログラムを構成し，攻撃行動を多く示す小中学生の攻撃行動減少効果について検

討する。最後に，第７章では，本研究において明らかにされた結果をまとめるとともに，本研究

の持つ臨床心理学的な示唆について，総合的に考察を述べる。 
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第３章 小中学生の攻撃行動と社会的問題解決の測定 

 

第１節 攻撃行動と社会的問題解決の測定 

 
問題解決訓練をはじめとする認知行動療法では，問題となっている一連の事象を，認知，行動，

感情，身体反応などに分類し，それぞれを関連づけることで問題を整理し，解決策を導き出すと

いう方法論が用いられている（Beck, 1995）。一方，攻撃行動に関連する尺度のほとんどは，行動

的側面としての攻撃行動，感情的側面としての怒り，あるいは関連する認知的変数といった諸概

念が混在した形で測定が行われており，これらを整理・体系化する試みは十分になされてこなか

った。そのため，臨床的な介入の基盤となる基礎研究の領域においては，攻撃行動に関する理論

的な概念の枠組みは必ずしも十分に構築されておらず，研究上の混乱を招く原因となっている

（Suris, Lind, Emmett, Borman, Kashner, & Barratt, 2004）。  
行動的側面としての攻撃行動については，これまでの研究の多くは，仲間指名の数や教師評定

による数量化を行ってきた（e.g. 藤枝・相川, 2001; 後藤ら, 2001; 前田, 1995）。これは，外部か

ら観察が可能な社会的行動については，他者による評定が高い信頼性を有し，感情などの内的現

象については本人による評定が高い信頼性を有するという考えに基づいている。そのため，攻撃

行動といった社会的に受け入れられない行動については反応歪曲の可能性を考慮して他者による

評定が支持されるものの，内的現象については，本人以外の人物による観察が不可能であるため，

自己評定を用いることが多かった。 
しかしながら，小学校高学年の児童については，大人の目の届かないところで攻撃行動を行う

ようになる傾向があり（Bjorkqvist et al., 1992），攻撃行動の可視性が低まるため，親評定や教師

評定による測定に困難が生じる可能性が考えられる。さらに，中学生になると，生活の多くの時

間を学校で過ごし，相談相手となる重要な他者が親から友人へと移行するなど（Holmbeck et al., 
2000），子どもの行動に関するインフォーマントとしての親の有用性が次第に減少する。また，

中学校など中等教育においては教科担任制が採用されており，学級担任が子どもの様子を観察す

る機会が小学校までと比較して著しく減少するため，親と同様に，子どもの行動に関する教師に

よる評定が比較的困難になる。さらに，友人による行動評定は，級友の行動を互いに評定し合う

という点への倫理的配慮から，頻繁に実施することができず，介入前後における反復測定といっ

た，臨床心理学的研究において不可欠な測定デザインに耐えられない可能性が高い。 
以上のことから，親や教師，友人といった他者による評定は依然として有用ではあるものの，

小中学生の攻撃行動に関する臨床心理学的研究および支援を進めていくためには，自己評定を含

めた複数のインフォーマントによる評定を可能にすることが必要であるといえる。小学４年生以

上の児童生徒における攻撃行動については，自己評定が一定の信頼性を有する可能性が示唆され

ており（Epkins & Meyers, 1994; Little, Jones, Henrich, & Hawley, 2003; 嶋田, 1998），自己評

定による攻撃行動の測定が可能であると思われる。また，同一項目による教師評定による攻撃行

動の測定ツールを作成することで，子どもが日常生活の多くの時間を過ごしている学校生活で生

じる攻撃行動の多面的アセスメントに寄与することができる。その際には，攻撃行動が社会的に

ネガティブな行動であるという点を考慮して，尺度をなるべく少数の項目によって構成すること

で，回答への抵抗感が緩和され，反復測定による介入効果の検討にも利用しやすい尺度が作成で

きると考えられる。 



第３章 小中学生の攻撃行動と社会的問題解決の測定 

 - 27 - 

また，攻撃行動に関連する認知的変数として測定されてきた社会的問題解決についても，簡便

に実施できる測定ツールを作成する必要があると思われる。これまでの研究における問題解決プ

ロセスの測定においては，質問紙調査あるいは構造化された面接の中で，６～24 パターンの刺激

場面について回答を求めたり（e.g. Dodge, Bates, & Pettit, 1990; Hughes et al., 2004），２時間

にわたる面接調査を行ったりするなど（Dodge et al., 2002），回答者への負担は決して少なくな

い。こうした手続きは，複数の刺激場面への反応を測定することでデータの一般化可能性への配

慮を行った結果ではあるものの，回答への負担感から，データの信頼性が低まる可能性が考えら

れる。攻撃行動など他の変数との関連を検討する際には，質問紙への回答や面接にかかる時間が

さらに長くなるため，正確なデータの収集に支障が生じることも予想される。 
以上のことを総合すると，攻撃行動に関連する測度として，行動的側面としての攻撃行動およ

び認知的変数としての社会的問題解決に関する，簡便に実施できる測定ツールの作成が必要であ

ると考えられる。そこで，本章では，小中学生の攻撃行動および社会的問題解決に関する測定ツ

ールを作成し，その信頼性と妥当性を検討することを目的とする。具体的には，第２節（研究１）

では小中学生の攻撃行動の発現頻度に関する質問紙尺度を作成し，第３節（研究２）では小中学

生における「解決策の案出」プロセスおよび「解決策の評価」プロセスを測定する刺激場面とコ

ーディング基準の作成を行う。 
 
 
第２節 攻撃行動の測定（研究１） 

 

【問 題】 

攻撃行動への対応の基盤となるアセスメントを行う際には，複数の評定者および評定方法によ

る多面的アセスメントを可能にすることが重要である。しかしながら，小中学生の攻撃行動につ

いては，自己評定による測定ツールが十分に整備されてこなかった。これまでに作成されてきた

尺度については，攻撃行動そのものではなく，攻撃行動に影響すると思われる内的特性を測定対

象とするものがほとんどであり，外顕的行動として定義づけられた攻撃行動を測定対象とする試

みは，あまり行われていない。すなわち，認知行動療法の基盤となる認知・感情・行動という３

側面からのアセスメントにおいて，従来の自己評定ツールからは十分な情報が得られない可能性

がある。 
また，近年，攻撃行動を細かく分類して捉えることの重要性が指摘されており（Bloomquist & 

Schnell, 2002），外顕的行動としての攻撃行動を測定する際には，攻撃行動のサブタイプを分類

する試みが必要であるといえる。Cillesen & Mayeux（2004）は，相手をたたくなどといった身

体的攻撃や，仲間はずれにするなどといった関係性攻撃の多さと，仲間内での人気度との関連に

ついて，小学５年生から中学３年生を対象に学年別の検討を行った。その結果，身体的攻撃につ

いては，小学生の仲間内での不人気を予測するものの，中学生になるとその予測力が見られなく

なっていた。関係性攻撃については，身体的攻撃とは異なり，学年が上がるにつれて人気度との

負の相関が強くなり，特に中学生の不人気について強い予測力を示していた。つまり，攻撃行動

が小中学生の日常生活において持つ意味合いは，攻撃行動の形態によって異なるという可能性が

示されたといえる。攻撃行動の形態を分類して測定することが可能な尺度として，わが国では，

大竹ら（1998）による中学生用攻撃性質問紙（HAQS）が作成されている。HAQS では，攻撃性
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の行動的側面が身体的攻撃と言語的攻撃に分けて測定されている。しかしながら，前述したとお

り，HAQS は攻撃行動を行いやすい内的特性を測定対象としているため，外顕的行動としての攻

撃行動を測定するという目的に合致する測定ツールではない。また，攻撃行動を外顕的行動とし

て位置づけ，自己評定による測定を可能にした尺度として，嶋田（1998）による小学生用社会的

スキル尺度および中学生用社会的スキル尺度があるが，これらの尺度では攻撃行動の形態が分類

されておらず，攻撃行動の大まかな測定を行うにとどまっている。つまり，小中学生の外顕的行

動としての攻撃行動を形態的に分類し，測り分けるための測定ツールは，未だ整備されていない

のが現状であるといえる。 
さらに，わが国の小中学生を対象とした認知行動的アプローチにおいては，教師評定と自己評

定が社会的行動の中心的な測定方法となっており（藤枝・相川, 2001; 後藤ら, 2000; 金山・後藤・

佐藤, 2000），攻撃行動の測定にあたっては教師を活用することが重要であると考えられる。わが

国において標準化が試みられた，子どもの攻撃行動に関する教師評定用の尺度としては，渡辺・

岡安・佐藤（1998）による教師評定用社会的スキル尺度や，磯部ら（2006）による児童用社会的

スキル尺度教師評定版がある。これらの尺度は，教師から見た小学生の社会的行動に関する標準

データを有しており，信頼性も検討されているため，子どもの社会的行動を数量化する際には有

用であると考えられる。一方，妥当性の検討においては，因子間の相関などを用いた構成概念妥

当性の検討にとどまっており，仲間評定など，社会的妥当性が高いとされる指標との関連による

妥当性の検討が行われていない。また，渡辺ら（1998）では「攻撃行動（２項目）」，磯部ら（2006）
では「外面化行動問題（８項目）」と，攻撃行動が１つの下位尺度にまとめられており，攻撃行動

の分類と測り分けが行われていない。 
以上のことをふまえると，攻撃行動を外顕的行動として定義し，具体的な行動的反応の記述と

分類が可能な自己評定ツールおよび教師評定ツールを開発することで，攻撃行動への対応に関す

る基礎的知見の蓄積とさらなる精緻化が期待できるといえる。攻撃行動の定義についてはさまざ

まなものがあるが，「他者を侵害する意図を持った行動」であることが中核的要素となっており，

本研究においてもこの定義を採用している。一方，攻撃行動の研究領域における最大の弱点は攻

撃行動の定義の曖昧さにあると指摘されているように（Tremblay, Hartup, & Archer, 2005），上

記の攻撃行動の定義は測定上の１つの問題を含んでいる。それは，他者を侵害する意図を誰がど

のように判断するかという点である（Dodge et al., 2006）。たとえば，Berkowitz（1993）の定

義では，「危害を加える意図」があったかどうかを判断する主体を行為者本人としている。この場

合，他者が明らかに不利益を受け，一般的な社会的規範から判断してもその行為者には悪意があ

るとみなされるような行動であっても，行為者自身が相手を侵害する意図を自覚していない場合

にはその行動は攻撃行動ではないと判断される。こうした点について，佐藤・高橋・杉山・境・

嶋田（2007）は，攻撃行動に関する従来の定義を概観した上で，侵害意図の判断は行動の受け手

や周囲の人物などの他者が行う必要があると指摘している。これは，教師評定や仲間評定など，

身近な他者による測定が攻撃行動の妥当な指標であるとされてきたことからも理解できる。佐藤

ら（2007）は，上記のような指摘点をふまえて，攻撃行動を「他の人が物理的，精神的，あるい

は社会的な不利益を受ける行動であり，かつ，一般的な社会的規範に照らし合わせたときに，そ

の行動の受け手や周囲のほとんどの人から，行動の行為者には相手を侵害する意図があると判断

されるもの」と定義づけ，大学生における攻撃行動の発現頻度の測定を試みている。佐藤ら（2007）
による以上のような指摘は，攻撃行動に関するこれまでの定義づけを再整理し，定義の中核的要
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素を満たす外顕的行動が項目内容に充分に含まれるよう，測定の方法論を提案したものであり，

小中学生の攻撃行動の測定についても有益な示唆を与えるものであると考えられる。 
そこで，本節では，小中学生における攻撃行動の発現頻度を測定する小学生用攻撃行動尺度

（Aggressive Behavior Scale for Children: ABS-C），中学生用攻撃行動尺度（Aggressive 
Behavior Scale for Adolescents: ABS-A）および教師評定用攻撃行動尺度（Aggressive Behavior 
Scale-Teacher Rating form: ABS-TR）を作成し，信頼性と妥当性の検討を行う。 
 
 
研究１－１ 

 

【目 的】 

小中学生における攻撃行動に関する質問項目を収集し，小学生用攻撃行動尺度（以下，ABS-C）

および中学生用攻撃行動尺度（以下，ABS-A）を作成し，両尺度の因子構造および内的整合性に

ついて検討する。なお，攻撃行動の形態的分類が小学生と中学生で異なる可能性を考慮して，尺

度作成の手続きはすべて小学生と中学生で独立して行うこととする。 
 

【方 法】 

１）予備調査 
①調査対象 
予備調査は，地方自治体主催の健康推進プロジェクトの一環として行われた。首都圏近郊の公

立小中学校に在籍する小学５年生 553 名（男子 283 名，女子 270 名）および中学２年生 496 名（男

子 254 名，女子 239 名，性別不明３名）を対象として，学級担任の立ち会いの下，クラス単位の

集団調査という形式で，質問紙による予備調査が実施された。調査の実施に際しては，児童生徒

の人権および利益の保護に細心の注意を払い，回答内容が研究以外の目的で使用されることがな

い旨，事前の説明を行った。その上で，協力に同意の得られた者にのみ回答を依頼した。 
②調査内容 

佐藤ら（2007）は，攻撃行動を観察可能な行動的反応であると位置づけており，攻撃行動の定

義において主要な点となる「相手を侵害する意図」の判断主体を，行動の被害者や周囲の人物と

している。したがって，攻撃行動に関する質問項目を収集する際には，行動の受け手や周囲の視

点から，行動的反応を記述する項目を収集する必要があると考えられる。さらに，本研究は小中

学生用の尺度作成を目的としているため，わが国の現在の小中学生の日常生活において生じうる

項目の作成が必要不可欠である。 
そこで，その行動によって不利益を受けると一般的な小中学生が判断するような質問項目を収

集するため，「あなたはふだん，同じくらいの年の子からどんなことをされたときに『いやだ』と

感じますか。できるだけ多く書いてください。」という教示によって，自由記述で回答を求めた。

その結果，小学生においては 835 項目，中学生においては 1,109 項目の回答が得られた。回答の

総数は，いずれものべ数であった。この時点で収集された項目については，佐藤ら（2007）の定

義における「他の人が物理的，精神的，あるいは社会的な不利益を受ける行動であり」という点

が満たされているものと考えられる。 
次に，収集された項目に関して，臨床心理学を専攻する大学院生２名による整理・検討を行っ
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た。その際，(a)内容が重複していると思われる項目を整理する，(b)項目の内容が観察可能な行動

を意味するように表現を整える，(c)一部の個人やコミュニティに特有の表現は除く，という３点

を整理・検討の基準とした。その結果，小学生においては 49 項目，中学生においては 45 項目が

収集された。 
最後に，収集された項目が本研究における攻撃行動の基準に該当するかどうかという点につい

て，検討を行った。項目の選定基準を Table 3-1 に示す。これらの基準は，相手を侵害する意図

があると判断され（基準Ⅲ），かつ，他の人が不利益を受ける（基準Ⅱ）行動的反応である（基準

Ⅰ）という本研究における攻撃行動の定義に基づいて作成された。基準Ⅳについては，基準Ⅲの

具体例として作成された。また，行動の発現頻度についてたずねる項目として適切であることを

保証するため，基準Ⅴを設けた。これらの基準と収集された項目を，本研究の目的を熟知しない

臨床心理学を専攻とする別の大学院生 13 名に提示し，収集された項目が選定基準を満たすもので

あるか判定するよう求めた。小学生における 49 項目と中学生における 45 項目はそれぞれ異なる

冊子にまとめられ，評定者は両方の冊子に回答することが求められた。その結果，評定者 13 名中

11 名以上が全ての基準を満たすと判定した項目が採用された。採用された項目数は，小学生では

13 項目，中学生では 16 項目であった。以上の手続きにより，佐藤ら（2007）の定義における「一

般的な社会的規範に照らし合わせたときに，その行動の受け手や周囲のほとんどの人から，行動

の行為者には相手を侵害する意図があると判断される」という点を満たした項目が収集され，小

中学生の攻撃行動に関する測定ツールの暫定版として用意された。 
 
２）本調査 
①調査対象 
調査実施の同意が得られた首都圏近郊の公立小中学校９校に在籍する小学４年生から６年生

855 名（男子 422 名，女子 428 名，性別不明５名）および中学１年生から３年生 755 名（男子

382 名，女子 369 名，性別不明４名）を対象に，質問紙調査を実施した。そのうち，記入漏れや

記入ミスのあった回答を除いた小学生 763 名（小４男子 63 名，小４女子 61 名，小５男子 161 名，

小５女子 167 名，小６男子 158 名，小６女子 153 名；有効回答率＝89.2％）および中学生 698
名（中１男子 135 名，中１女子 129 名，中２男子 139 名，中２女子 142 名，中３男子 76 名，中

３女子 77 名；有効回答率＝92.5％）の回答を分析対象とした。 
②調査材料 
予備調査で得られた小学生用 13 項目を ABS-C 暫定版として，中学生用 16 項目を ABS-A 暫定

版として使用した。大学生用の尺度である攻撃行動尺度（佐藤ら, 2007）にしたがって，項目に

示された行動を行うことが過去３ヶ月の間にどの程度あったかという点について，５件法（「０．

まったくなかった」，「１．ほとんどなかった」，「２．ときどきあった」，「３．よくあった」，「４．

とてもよくあった」）で回答を求めた。 
③調査手続き 

調査実施に先だって，調査協力校の学校長および責任担当教員に対して，調査実施の手続きお

よび調査実施に伴う権利事項に関する説明を紙面および口頭で行い，同意書への署名を得た。ま

た，対象児童生徒に対しては，学級担任を通して，個人情報の保護，調査用紙への回答拒否の権

利，および回答拒否の権利を行使する場合には調査用紙を白紙のまま提出してもよい旨の説明が

行われた。調査は，以上の手続きの全てにおいて調査協力への同意が得られた学校の児童生徒に 
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Table 3-1  予備調査における項目の選定基準 

基準Ⅰ： その項目が，態度やパーソナリティ，情動，思考といった概念ではなく，行動を記述してい
る。

基準Ⅱ： 一般的な社会的規範に照らし合わせたときに，その項目に示された行動によって，他の
人が物理的，精神的，あるいは社会的な不利益を受けると判断される。

基準Ⅲ： 一般的な社会的規範に照らし合わせたときに，その行動の受け手や周囲のほとんどの
人から，その行動には悪意があると判断される。ただし，行動を実行した人の本来の意
図については考慮する必要はない。

基準Ⅳ： その項目に示す行動が，不安回避行動や適切な主張的行動であるとは言えない。

基準Ⅴ： その項目が，行動の頻度について尋ねる自己評価式尺度の項目として適切である。すな
わち，回答者が，過去の一定期間において，その行動を自分がどのくらいの頻度で実行
したか（「とても多かった」～「まったくなかった」など）という点について回答することがある
程度可能であると考えられる。
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限定して，対象者が日常的に使用している教室内にて無記名式で実施された。また，調査協力へ

の拒否によって学校側または児童生徒本人に不利益が生じないよう配慮が施された。 
 
【小学生における結果】 

１）因子構造の検討 
有効回答者 763 名について，ABS-C 暫定版の 13 項目の素点を用いて，因子分析による因子構

造の検討を行った。その際，最小固有値１を因子抽出の基準として，最尤法プロマックス回転に

よる因子分析を行った。その結果，いずれの因子にも十分な負荷量（.35）を示さない項目が３つ

確認された。当該項目を除外したところ，第Ⅰ因子に４項目，第Ⅱ因子に３項目，第Ⅲ因子に３

項目が含まれていたことから，解釈の利便性を高めるため，第Ⅰ因子において最も因子負荷量が

低い項目が除外された。再度同様の因子分析を行った結果，３因子９項目が児童の攻撃行動を示

す項目として抽出された。 
回転後の因子パターンを検討したところ，第Ⅰ因子は「身体的攻撃」，第Ⅱ因子は「言語的攻撃」，

第Ⅲ因子は「関係性攻撃」にかかわる因子であると解釈された。抽出された因子と各項目に対す

る因子負荷量，α係数，および因子間相関をまとめたものが，Table 3-2 である。 
 
２）内的整合性の検討 

ABS-C の内的整合性について検討するため，ABS-C の９項目の素点を用いて，各下位尺度に

おける Cronbach のα係数を算出した。その結果，「身体的攻撃」尺度はα=.84，「言語的攻撃」

尺度はα=.87，「関係性攻撃」尺度はα=.73 であった。 
以上の結果から，ABS-C は十分な内的整合性を有していることが確認された。 

 
【中学生における結果】 

１）因子構造の検討 
有効回答者 698 名について，ABS-A 暫定版の 16 項目の素点を用いて，因子分析による因子構

造の検討を行った。その際，最小固有値１を因子抽出の基準として，最尤法プロマックス回転に

よる因子分析を行った。その結果，いずれの因子にも十分な負荷量（.35）を示さない項目が６つ

確認された。当該項目を除外したところ，第Ⅰ因子に４項目，第Ⅱ因子に３項目，第Ⅲ因子に３

項目が含まれていたことから，解釈の利便性を高めるため，第Ⅰ因子において最も因子負荷量が

低い項目が除外された。再度同様の因子分析を行った結果，３因子９項目が中学生の攻撃行動を

示す項目として抽出された。 
回転後の因子パターンを検討したところ，第Ⅰ因子は「身体的攻撃」，第Ⅱ因子は「言語的攻撃」，

第Ⅲ因子は「関係性攻撃」にかかわる因子であると解釈された。抽出された因子と各項目に対す

る因子負荷量，α係数，および因子間相関をまとめたものが，Table 3-3 である。 
 
２）内的整合性の検討 

ABS-A の内的整合性について検討するため，ABS-A の９項目の素点を用いて，各下位尺度に

おける Cronbach のα係数を算出した。その結果，「身体的攻撃」尺度はα=.83，「言語的攻撃」

尺度はα=.88，「関係性攻撃」尺度はα=.72 であった。 
以上の結果から，ABS-A は十分な内的整合性を有していることが確認された。 
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Table 3-2  小学生用攻撃行動尺度（ABS-C）の因子分析結果 

（有効サンプル数=763） Ⅰ Ⅱ Ⅲ

Ⅰ　身体的攻撃（３項目，α=.84）

１． ほかの人を，たたいたりけったりした。 .91 -.08 .04

６． だれかに暴力をふるった。 .85 .07 -.07

８． 物を使ってほかの人をたたいた。 .53 .12 .08

Ⅱ　言語的攻撃（３項目，α=.87）

５． だれかに嫌みなことを言った。 -.01 .86 .00

３． 相手が嫌がるようなことを言った。 .11 .84 -.06

７． 相手をけなすようなことを言った。 .00 .72 .10

Ⅲ　関係性攻撃（３項目，α=.73）

９． グループをつくるときに、だれかを入れないようにした。 .01 -.07 .84

４． だれかを仲間はずれにした。 -.01 .08 .73

２． だれかの悪口を，その人がいないところで言った。 .04 .28 .36

因子負荷量２乗和

Ⅰ Ⅱ Ⅱ

1.00

.69 1.00

.47 .64 1.00

因子間相関

Ⅱ

Ⅰ

質問項目

Ⅱ

因子負荷量

3.47 2.943.95
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Table 3-3  中学生用攻撃行動尺度（ABS-A）の因子分析結果 

（有効サンプル数=698） Ⅰ Ⅱ Ⅲ

Ⅰ　身体的攻撃（３項目，α=.83）

１． ほかの人を，たたいたりけったりした。 .95 .00 -.08

６． だれかに暴力をふるった。 .75 .12 -.02

８． 物を使ってほかの人をたたいた。 .63 -.10 .16

Ⅱ　言語的攻撃（３項目，α=.88）

５． だれかに嫌みなことを言った。 -.08 .87 .05

３． 相手が嫌がるようなことを言った。 .04 .87 -.04

７． 相手をけなすようなことを言った。 .10 .71 .06

Ⅲ　関係性攻撃（３項目，α=.72）

９． グループをつくるときに、だれかを入れないようにした。 .01 -.06 .84

４． だれかを仲間はずれにした。 .03 .09 .70

２． だれかの悪口を，その人がいないところで言った。 .00 .28 .36

因子負荷量２乗和

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

1.00

.64 1.00

.38 .61 1.00

因子間相関

Ⅲ

Ⅰ

質問項目

Ⅱ

因子負荷量

3.15 2.693.72
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研究１－２ 

 

【目 的】 

研究１－１において作成された ABS-C および ABS-A の妥当性および再検査信頼性について検

討する。 
 
【方 法】 

１）調査対象 
調査実施の同意が得られた首都圏近郊の公立小中学校 12 校に在籍する小学４年生から６年生

1,001 名（男子 514 名，女子 487 名）および中学１年生から３年生 1,300 名（男子 653 名，女子

644 名，性別不明３名）を対象に，質問紙調査を実施した。そのうち，記入漏れや記入ミスのあ

った回答を除いた小学生 913 名（小４男子 137 名，小４女子 142 名，小５男子 180 名，小５女子

169 名，小６男子 143 名，小６女子 142 名；有効回答率＝91.2％）および中学生 1,211 名（中１

男子 183 名，中１女子 174 名，中２男子 285 名，中２女子 266 名，中３男子 143 名，中３女子

160 名；有効回答率＝93.2％）の回答を分析対象とした。 
 
２）調査材料 
①攻撃行動の発現頻度 

研究１－１で作成された小学生用攻撃行動尺度（ABS-C; ９項目，５件法）および中学生用攻

撃行動尺度（ABS-A; ９項目，５件法）を使用した。 
②社会的スキル 

小学生用社会的スキル尺度（嶋田, 1998; 15 項目，４件法）および中学生用社会的スキル尺度

（嶋田, 1998; 25 項目，４件法）を使用した。この尺度は，小中学生の社会的スキルを「向社会

的スキル」，「引っ込み思案行動」，「攻撃行動」の３側面からとらえる自己評価式質問紙尺度であ

る。 
③怒り感情 
子ども用怒り尺度（野口・佐藤・高橋・嶋田, 2006; 10 項目，４件法）を使用した。この尺度

は，小中学生が日常生活で感じている怒り感情を測定する自己評価式質問紙尺度である。 
④他者から観察された攻撃行動 
調査対象となった児童生徒の学級担任 24 名（小４担任３名，小５担任３名，小６担任３名，中

１担任６名，中２担任６名，中３担任３名）に対して，調査対象生徒の攻撃行動について，ノミ

ネート法による回答を求めた。ABS-C および ABS-A の因子構造から，身体的攻撃として「他の

子をたたいたりすること」，言語的攻撃として「他の子に悪口を言ったりすること」，関係性攻撃

として「他の子を仲間はずれにしたりすること」という文が，この順に提示された。学級担任に

は，これらの文にあるような行動が多い児童生徒と少ない児童生徒を，男女別に３名ずつ挙げて

もらった。なお，１人の児童生徒が２回以上挙げられることや，あてはまる児童生徒がいないと

して空欄のままにされることもあった。 
 
３）調査手続き 

研究１－１の本調査と同様の手続きによって，調査が実施された。また，教師に対して回答を
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求めたノミネート用紙については，調査対象学級をＩＤによって識別することで評定者および評

定対象生徒が特定されないよう配慮し，データ入力後は直ちに焼却処分された。 
 
【結 果】 

１）記述統計量 
①小学生における結果 

ABS-C に含まれる各下位尺度および ABS-C 総得点の平均値および標準偏差を，学年別，男女

別に Table 3-4 に示す。学年差と性差について検討するため，学年（小４，小５，小６）および

性（男子，女子）を独立変数，ABS-C の各下位尺度得点および ABS-C 総得点を従属変数とする

多変量分散分析を行った。Wilks のΛは，性の主効果について有意であり（Λ[3,905]=.94, p <.001），
学年の主効果および性と学年の交互作用が有意傾向であった（Λ[6,1810]=.99, p <.10; Λ
[6,1810]=.99, p <.10）。そこで，それぞれの従属変数ごとに単変量分散分析を行った。その結果，

「身体的攻撃」，「言語的攻撃」，および ABS-C 総得点において性の主効果が有意であり，男子の

方が女子よりも高い値を示していた。また，「言語的攻撃」および ABS-C 総得点において学年の

主効果が有意であり，５年生の方が４年生よりも高い値を示していた。「関係性攻撃」については，

性および学年による有意な影響が認められなかった。 
以上の結果から，男子は女子よりも全般的に攻撃行動を行いやすいということが示された。 

②中学生における結果 
ABS-A に含まれる各下位尺度および ABS-A 総得点の平均値および標準偏差を，学年別，男女

別に Table 3-5 に示す。学年差と性差について検討するため，学年（中１，中２，中３）および

性（男子，女子）を独立変数，ABS-A の各下位尺度の合計得点および ABS-A 総得点を従属変数

とする多変量分散分析を行った。Wilks のΛは，学年の主効果（Λ[6,2406]=.99, p<.01），性の主

効果（Λ[3,1203]=.91, p<.001），および学年と性の交互作用について有意であった（Λ[6,2406]=.99, 
p<.05）。そこで，それぞれの従属変数ごとに単変量分散分析を行った。その結果，「身体的攻撃」

については，学年の主効果と性の主効果が有意であり，１年生の方が２～３年生よりも高い値を

示し，男子の方が女子よりも高い値を示していた。また，「言語的攻撃」についても同様に，学年

の主効果と性の主効果が有意であり，１年生の方が２年生よりも高い値を示し，男子の方が女子

よりも高い値を示していた。「関係性攻撃」については，学年と性の交互作用が有意であったため，

単純主効果の検定を行ったところ，３年生において，男子の方が女子よりも高い値を示していた。

ABS-A 総得点については，学年の主効果と性の主効果が有意であり，１年生の方が２～３年生よ

りも高い値を示し，男子の方が女子よりも高い値を示していた。 
以上の結果から，男子は女子よりも全般的に攻撃行動を行いやすく，学年が上がるにつれて攻

撃行動は減少する傾向があるということが示された。 
 
２）交差妥当性の検討 
①小学生における結果 

ABS-C の因子構造における交差妥当性について検討するため，有効回答者 913 名について，

ABS-C の９項目の素点を用いて，確認的因子分析を行った。ここでは，研究１－１の探索的因子

分析の結果に基づいて作成された，Figure 3-1 に示すモデルの妥当性について検討した。分析に

は AMOS6 を用い，母数の推定は最尤推定法によって行った。 
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Table 3-4  ABS-C の各下位尺度および ABS-C 総得点における性差および学年差 

男子 女子 男子 女子 男子 女子
（n=137） （n=142） （n=180） （n=169） （n=143） （n=142）

身体的攻撃 2.46 1.63 2.86 2.01 2.30 2.13 1.83 n.s. 13.13
**

1.70 n.s.
(2.35) (2.27) (3.02) (2.49) (2.33) (2.57)

言語的攻撃 1.98 1.21 2.76 1.62 2.31 1.66 5.42
*

32.31
**

1.05 n.s.
(2.12) (1.68) (2.70) (2.18) (2.48) (2.14)

関係性攻撃 1.52 1.92 2.06 1.91 2.00 1.94 1.54 n.s. 0.19 n.s. 1.52 n.s.
(1.89) (1.94) (2.22) (2.02) (2.18) (2.08)

ABS-C総得点 5.96 4.76 7.68 5.53 6.62 5.73 3.58
*

13.16
**

1.02 n.s.
(5.47) (4.83) (6.83) (5.81) (5.77) (5.79)

（　）内は標準偏差。
†
p<.10, 

*
p<.05, 

**p <.01, 
***p <.001。有効サンプル数=913。

５年生＞４年生 男子＞女子

学年差 性差

男子＞女子

５年生＞４年生 男子＞女子

交互作用
F （2,907） F （1,907） F （2,907）

小学４年生 小学５年生 小学６年生
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Table 3-5  ABS-A の各下位尺度および ABS-A 総得点における性差および学年差 

男子 女子 男子 女子 男子 女子
（n=183） （n=174） （n=285） （n=266） （n=143） （n=160）

身体的攻撃 3.55 2.65 3.25 2.04 3.36 1.54 4.99
**

63.23
***

2.26 n.s.
(2.82) (2.61) (3.05) (2.57) (3.17) (2.28)

言語的攻撃 3.48 1.99 2.63 1.70 3.20 1.54 5.38
**

78.98
***

2.39
†

(3.06) (2.15) (2.72) (2.22) (3.06) (2.15)

関係性攻撃 2.46 2.20 1.88 2.08 2.33 1.76 2.94
†

2.62 n.s. 3.22
*

(2.60) (1.84) (2.20) (1.86) (2.56) (2.19)

ABS-A総得点 9.49 6.84 7.75 5.81 8.89 4.84 5.95
**

60.27
***

2.76
†

(7.16) (5.21) (6.61) (5.24) (7.71) (5.51)

（　）内は標準偏差。
†
p<.10, 

*
p<.05, 

**p <.01, 
***p <.001。有効サンプル数=1211。

１年＞２年，３年 男子＞女子

１年＞２年

男子＞女子１年＞２年，３年

１年＞２年 男子＞女子

F （2,1205） F （1,1205） F （2,1205）
学年差 性差 交互作用中学１年生 中学２年生 中学３年生

 
 



第３章 小中学生の攻撃行動と社会的問題解決の測定 

 - 39 - 

身体的攻撃  X6 暴力をふるった。 e

 X8 物を使ってたたいた。 e

 X1 たたいたりけったりした。 e
.84

.83

.66

言語的攻撃  X3 嫌がるようなことを言った。 e

 X7 けなすようなことを言った。 e

 X5 嫌みなことを言った。 e
.81

.83

.75

関係性攻撃  X4 仲間はずれにした。 e

 X2 悪口をその人がいないところで言った。 e

 X9 グループに入れないようにした。 e
.62

.65

.70

.75

.76

.68

Ｘ 2
 = 74.18
df = 24

GFI = .98
AGFI = .97

CFI = .99
RMSEA = .048
CAIC = 238.33

 
Figure 3-1  ABS-C における確認的因子分析の結果 
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分析の結果，すべての項目における因子負荷量は.60 を上回っており，十分に高い因子負荷量が

示された。また，モデルの適合度指標を算出したところ，χ2=74.18，df=24，GFI=.98，AGFI=.97，
CFI=.99，RMSEA=.048，CAIC=238.33 といずれも高い値を示しており，モデルに対するデータ

のあてはまりは良好であると考えられた。一方，因子間相関が.68～.76 と高い値を示したことか

ら，１因子構造の方が適切である可能性が考えられた。そこで，１因子構造を仮定して同様の分

析を行ったところ，モデルの適合度指標として，χ2=468.65，df=27，GFI=.89，AGFI=.81，CFI=.87，
RMSEA=.134，CAIC=609.36 という結果が示され，研究１－１の結果に基づいて作成された３

因子構造の方がデータに対するあてはまりが良いことが確認された。 
以上の結果から，ABS-C の因子構造は十分な交差妥当性を有することが確認された。 

②中学生における結果 
ABS-A の因子構造における交差妥当性について検討するため，有効回答者 1211 名について，

ABS-A の９項目の素点を用いて，確認的因子分析を行った。ここでは，研究１－１の探索的因子

分析の結果に基づいて，３因子構造を仮定するモデルの妥当性について検討した。小学生用の尺

度である ABS-C と同様に，モデルは Figure 3-2 に示す構造であった。分析には AMOS6 を用い，

母数の推定は最尤推定法によって行った。 
分析の結果，すべての項目における因子負荷量は.50 を上回っており，十分に高い因子負荷量が

示された。また，モデルの適合度指標を算出したところ，χ2=171.84，df=24，GFI=.97，AGFI=.94，
CFI=.97，RMSEA=.071，CAIC=341.93 といずれも十分な値を示しており，モデルに対するデー

タのあてはまりは良好であると考えられた。一方，因子間相関が.48～.68 と高い値を示したこと

から，１因子構造とする方が適切である可能性が考えられた。そこで，１因子構造を仮定して同

様の分析を行ったところ，モデルの適合度指標として，χ2=1251.95，df=27，GFI=.80，AGFI=.67，
CFI=.77，RMSEA=.194，CAIC=1397.73 という結果が示され，研究１－１の結果に基づいて作

成された３因子構造の方がデータに対するあてはまりが良いことが確認された。 
以上の結果から，小学生用の尺度である ABS-C と同様に，ABS-A の因子構造は十分な交差妥

当性を有するということが確認された。 
 
３）併存的妥当性の検討 

これまでの研究知見から，攻撃行動は怒り感情と深い関連があり，怒りが高まると攻撃行動が

発現しやすいことが知られている。また，向社会的行動の増加および引っ込み思案行動の減少に

伴って攻撃行動が減少した例も報告されており（藤枝・相川, 2001），社会的スキルが高いほど攻

撃行動が少ないと思われる。この点については，引っ込み思案行動や攻撃行動といった社会的強

化を受けにくい行動をしないことも「社会的スキル」としてとらえることが可能である（佐藤・

佐藤・高山, 1988）という指摘があることからも，理解できる。さらに，小学生用社会的スキル

尺度における「攻撃行動」因子は，さまざまな形態の攻撃行動を包含しているため，ABS-C 総得

点と同様に，ABS-C における３つの因子の上位概念にあたると考えられる。以上のことから，

ABS-C における各下位尺度得点は，小学生用社会的スキル尺度における「向社会的スキル」とは

負の相関があり，「引っ込み思案行動」，「攻撃行動」，および怒り尺度得点とは正の相関があるこ

とが仮定される。以上の議論については，中学生用の尺度である ABS-A の併存的妥当性を検討す

る際にも同様にあてはまる。そこで，ABS-C および ABS-A の併存的妥当性について検討するた

め，社会的スキルおよび怒り感情との関連を以下に示す。 
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身体的攻撃  X6 暴力をふるった。 e

 X8 物を使ってたたいた。 e

 X1 たたいたりけったりした。 e
.89

.87

.65

言語的攻撃  X3 嫌がるようなことを言った。 e

 X7 けなすようなことを言った。 e

 X5 嫌みなことを言った。 e
.85

.85

.76

関係性攻撃  X4 仲間はずれにした。 e

 X2 悪口をその人がいないところで言った。 e

 X9 グループに入れないようにした。 e
.54

.81

.74

.66

.68

.48

Ｘ 2 
= 171.84
df = 24

GFI = .97
AGFI = .94

CFI = .97
RMSEA = .071
CAIC = 341.93

 
Figure 3-2  ABS-A における確認的因子分析の結果 
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①小学生における結果 
ABS-C，小学生用社会的スキル尺度，および子ども用怒り尺度によって測定されるすべての下

位尺度得点を用いて，相関分析を行った（Table 3-6）。その結果，ABS-C のいずれの下位尺度に

おいても，怒りと中程度の相関係数が得られ（r =.287～.403，p <.001），小学生用社会的スキル

尺度における「攻撃行動」得点とは比較的強い相関が認められた（r =.446～.577，p <.001）。ま

た，「向社会的スキル」とは，弱い負の相関が示された（r =-.182～-.266，p <.001）。つまり，相

関分析の結果は，これまでの知見から導き出される仮説と一致するものであったといえる。 
以上のことから，ABS-C は十分な併存的妥当性を有することが確認された。 

②中学生における結果 
ABS-A，中学生用社会的スキル尺度，および子ども用怒り尺度によって測定されるすべての下

位尺度得点を用いて，相関分析を行った（Table 3-7）。その結果，ABS-A のいずれの下位尺度に

おいても，怒りと弱～中程度の相関係数が得られ（r =.261～.312，p <.001），中学生用社会的ス

キル尺度における「攻撃行動」得点とも中程度の相関が認められた（r =.384～.513，p <.001）。
また，「向社会的スキル」とは，弱い負の相関が示された（r =-.181～-.193，p <.001）。 
以上のことから，小学生用の尺度である ABS-C と同様に，ABS-A は十分な併存的妥当性を有

するということが確認された。 
 
４）基準関連妥当性の検討 

子どもの攻撃行動の測定においては，評定者間の評定のズレが，攻撃行動の測定を困難にする

要因の１つであることが指摘されている（Connor, 2002）。評定のズレは特に，怒りやすさや敵意

などといった感情や認知の喚起を前提とした現象，すなわち怒りの表出や道具的攻撃を測定する

際に生じやすいものと思われる。怒りの表出や道具的行動を測定する際に評定者間のズレが生じ

やすいことは，直接観察が不可能な感情や認知の喚起を前提とした現象を他者が評定する際には，

行動の適切な観察に加えて，行動の背景にある感情や認知を正確に解釈する必要があるというこ

とからも，理解できる。 
一方，本研究では，攻撃行動を外部から観察可能な行動として定義づけている。そのため，本

尺度による測定値は，教師など身近な大人による評定とのズレが比較的生じにくいと考えられる。

言い換えると，教師が攻撃的であると評定した生徒ほど，本尺度でも高い値が示されることが仮

定される。そこで，ABS-C および ABS-A の基準関連妥当性について検討するため，教師指名法

による攻撃行動の高低との関連を以下に示す。 
①小学生における結果 

最初に，教師用調査用紙に挙げられた攻撃行動について，そのような行動が多いと教師から判

断された児童を攻撃行動高群，少ないと判断された児童を低群とした。次に，ABS-C に含まれる

各下位尺度の基準関連妥当性について検討するため，学年（小４，小５，小６）および各攻撃行

動のノミネート（高群，低群）を独立変数，それに対応する下位尺度の合計得点を従属変数とす

る二要因分散分析を行った。たとえば，担任教員から身体的攻撃が多い児童として挙げられた者

（高群）と，反対に身体的攻撃が少ない児童として挙げられた者（低群）について，ABS-C にお

ける「身体的攻撃」の合計得点を比較した。同様にして，「言語的攻撃」および「関係性攻撃」に

ついても，高群と低群で合計得点の比較を行った。その結果，いずれの下位尺度においても群の

主効果が有意であり，高群の方が低群よりも高い値を示していた（Table 3-8）。つまり，攻撃行 
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Table 3-6  小学生における攻撃行動の発現頻度と社会的スキルおよび怒りとの関連 

 １． ２． ３． ４． ５． ６．

１．身体的攻撃 -

２．言語的攻撃 .624 ** -

３．関係性攻撃 .525 ** .584 ** -

４．向社会的スキル - .264 ** - .266 ** - .182 ** -

５．引っ込み思案行動 .063 .090 ** .141 * .004 -

６．攻撃行動 .547 ** .577 ** .446 ** - .291 ** .157 ** -

子ども用怒り尺度 ７．怒り .403 ** .389 ** .287 ** - .220 ** .251 ** .392 **

表中の数字は相関係数（ｒ）。
*p <.01, 

**p<.001。有効サンプル数=913。

小学生用社会的
スキル尺度

ABS-C

n.s. n.s.
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Table 3-7  中学生における攻撃行動の発現頻度と社会的スキルおよび怒りとの関連 

 １． ２． ３． ４． ５． ６．

１．身体的攻撃 -

２．言語的攻撃 .592 ** -

３．関係性攻撃 .421 ** .579 ** -

４．向社会的スキル - .187 ** - .193 ** - .181 ** -

５．引っ込み思案行動 .091 * .123 ** .169 * - .302 ** -

６．攻撃行動 .469 ** .513 ** .384 ** - .294 ** .348 ** -

子ども用怒り尺度 ７．怒り .261 ** .280 ** .312 ** - .098 * .194 ** .257 **

表中の数字は相関係数（ｒ）。
*p <.01, 

**p<.001。有効サンプル数=1211。

中学生用社会的
スキル尺度

ABS-A
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動の測定において，教師指名法と本尺度による自己評定が一致した結果を示したといえる。 
このことから，教師指名法という外部からの観察結果と照らし合わせても，ABS-C は攻撃行動

の測定ツールとして妥当であるということが示唆された。 
②中学生における結果 

ABS-C と同様の手続きにしたがって，学年（中１，中２，中３）および各攻撃行動のノミネー

ト（高群，低群）を独立変数，それに対応する下位尺度の合計得点を従属変数とする二要因分散

分析を行った。たとえば，担任教師から身体的攻撃が多い生徒として挙げられた者（高群）と，

反対に身体的攻撃が少ない生徒として挙げられた者（低群）について，ABS-A における「身体的

攻撃」得点を比較した。同様にして，「言語的攻撃」および「関係性攻撃」についても，高群と低

群で得点の比較を行った。その結果，いずれの下位尺度においても群の主効果が有意であり，高

群の方が低群よりも高い値を示していた（Table 3-9）。つまり，攻撃行動の測定において，教師

による他者評定と本尺度による自己評定が一致した結果を示したといえる。また，「関係性攻撃」

において学年と群の交互作用が有意であったため，単純主効果の検定を行ったところ，１年生お

よび３年生において低群よりも高群の方が高い値を示した。２年生においては，群間の差は有意

ではなかった。 
このことから，小学生用の尺度である ABS-C と同様に，教師評定の結果と照らし合わせても，

ABS-A は攻撃行動の測定ツールとして妥当であるということが示唆された。 
 
５）再検査信頼性の検討 
①小学生における結果 

ABS-C の再検査信頼性について検討するため，調査対象者のうち 96 名を対象として，約３ヶ

月の期間を置いて，再度，ABS-C への回答を求めた。回答に不備のなかった 87 名（男子 43 名，

女子 44 名）における１度目の回答と２度目の回答の相関係数を算出したところ，「身体的攻撃」

では r =.611（p <.001），「言語的攻撃」では r =.691（p <.001），「関係性攻撃」では r =.712（p <.001）
という値が得られた。このことから，ABS-C は強い再検査信頼性を有しているということが明ら

かになった。 
②中学生における結果 

ABS-A の再検査信頼性について検討するため，調査対象者のうち 165 名を対象として，約３ヶ

月の期間を置いて，再度，ABS-A への回答を求めた。回答に不備のなかった 157 名（男子 82 名，

女子 75 名）における１度目の回答と２度目の回答の相関係数を算出したところ，「身体的攻撃」

では r =.710（p <.001），「言語的攻撃」では r =.760（p <.001），「関係性攻撃」では r =.601（p <.001）
という値が得られた。このことから，小学生用の尺度である ABS-C と同様に，ABS-A は高い再

検査信頼性を有しているということが明らかになった。 
 
 
研究１－３ 

 

【目 的】 

研究１－１では，ABS-C および ABS-A の作成を行った。両尺度の作成にあたっては，佐藤ら

（2007）による成人用の攻撃行動尺度にならい，評定期間を過去３ヶ月とした。小学４年生以上 
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の子どもの過去経験に関する記銘・想起能力を考慮すると，過去３ヶ月という期間は，信頼性の

あるデータの収集が可能な期間であると考えられる。また，直近の出来事であるほど詳細な記憶

が残りやすいことを考慮すると，より短い期間の行動に関する想起を行うことで信頼性が低まる

という可能性は考えにくい。そのため，過去３ヶ月未満の期間における行動の評定においても，

ABS-C および ABS-A の項目群から十分に信頼性のあるデータが得られると考えられる。認知行

動療法の適用時には，より短い時間間隔における反復測定によって対象者の状態像の継時的評価

を行うことが多いため，過去３ヶ月未満の期間についても ABS-C および ABS-A の適用が可能に

なることは，認知行動療法における攻撃行動のアセスメントに大きく貢献できるといえる。しか

しながら，評定期間を短くすることが信頼性の減少や因子構造の変化を生じさせないということ

を積極的に支持する実証的知見は，現時点では見受けられない。 
そこで，研究１－３では，研究１－１において作成された ABS-C および ABS-A の評定期間短

縮時における因子構造および信頼性について検討する。 
 
【方 法】 

１）調査対象 
調査実施の同意が得られた首都圏近郊の公立小中学校４校に在籍する小学４年生から６年生

528 名（男子 256 名，女子 268 名，性別不明４名）および中学１年生から３年生 197 名（男子

91 名，女子 106 名）を対象に，質問紙調査を実施した。そのうち，記入漏れや記入ミスのあった

回答を除いた小学生 492 名（小４男子 49 名，小４女子 52 名，小５男子 77 名，小５女子 78 名，

小６男子 115 名，小６女子 121 名；有効回答率＝93.2％）および中学生 197 名（中１男子 22 名，

中１女子 33 名，中２男子 34 名，中２女子 40 名，中３男子 35 名，中３女子 33 名；有効回答率

＝100.0％）の回答を分析対象とした。 
 
２）調査材料 
研究１－１で作成された小学生用攻撃行動尺度（ABS-C; ９項目，５件法）および中学生用攻

撃行動尺度（ABS-A; ９項目，５件法）を使用した。研究１－３では，評定期間を短縮して，項

目に示された行動を行うことが過去３週間の間にどの程度あったかという点について，回答を求

めた。 
 
３）調査手続き 

研究１－１の本調査と同様の手続きによって，調査が実施された。 
 
【結 果】 

①小学生における結果 
評定期間を過去３週間とした際の ABS-C の因子構造について検討するため，有効回答者 492

名について，ABS-C の９項目の素点を用いて，確認的因子分析を行った。ここでは，研究１－１

の探索的因子分析の結果に基づいて作成された，Figure 3-1 に示すモデルの妥当性について検討

した。分析には AMOS6 を用い，母数の推定は最尤推定法によって行った。 
分析の結果，「身体的攻撃」における項目の因子負荷量は.64～.89，「言語的攻撃」における項

目の因子負荷量は.79～.86，「関係性攻撃」における項目の因子負荷量は.66～.80 であり，十分に
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高い因子負荷量が示された。また，モデルの適合度指標を算出したところ，χ2=77.54，df=24，
GFI=.97，AGFI=.94，CFI=.98，RMSEA=.067，CAIC=228.70 といずれも高い値を示しており，

モデルに対するデータのあてはまりは良好であると考えられた。一方，因子間相関が.50～.74 と

高い値を示したことから，１因子構造の方が適切である可能性が考えられた。そこで，１因子構

造を仮定して同様の分析を行ったところ，モデルの適合度指標として，χ2=497.37，df=27，
GFI=.80，AGFI=.67，CFI=.79，RMSEA=.188，CAIC=626.94 という結果が示され，研究１－

１の結果に基づいて作成された３因子構造の方がデータに対するあてはまりが良いことが確認さ

れた。 
最後に，評定期間を過去３週間とした際の ABS-C の内定整合性について検討するため，各下位

尺度における Cronbach のα係数を算出した。その結果，「身体的攻撃」尺度はα=.81，「言語的

攻撃」尺度はα=.85，「関係性攻撃」尺度はα=.75 であった。 
以上の結果から，ABS-C は，評定期間を過去３週間としても，同様の因子構造と十分な内的整

合性を有するということが確認された。 
②中学生における結果 

ABS-A の因子構造における交差妥当性について検討するため，有効回答者 197 名について，

ABS-A の９項目の素点を用いて，確認的因子分析を行った。ここでは，研究１－１の探索的因子

分析の結果に基づいて，３因子構造を仮定するモデルの妥当性について検討した。小学生用の尺

度である ABS-C と同様に，モデルは Figure 3-2 に示す構造であった。分析には AMOS6 を用い，

母数の推定は最尤推定法によって行った。 
分析の結果，「身体的攻撃」における項目の因子負荷量は.55～.87，「言語的攻撃」における項

目の因子負荷量は.75～.84，「関係性攻撃」における項目の因子負荷量は.50～.85 であり，十分に

高い因子負荷量が示された。また，モデルの適合度指標を算出したところ，χ2=46.13，df=24，
GFI=.95，AGFI=.91，CFI=.97，RMSEA=.069，CAIC=178.08 といずれも高い値を示しており，

モデルに対するデータのあてはまりは良好であると考えられた。一方，因子間相関が.28～.69 と

高い値を示したことから，１因子構造の方が適切である可能性が考えられた。そこで，１因子構

造を仮定して同様の分析を行ったところ，モデルの適合度指標として，χ2=250.61，df=27，
GFI=.78，AGFI=.63，CFI=.71，RMSEA=.206，CAIC=363.71 という結果が示され，研究１－

１の結果に基づいて作成された３因子構造の方がデータに対するあてはまりが良いことが確認さ

れた。 
最後に，評定期間を過去３週間とした際の ABS-A の内定整合性について検討するため，各下位

尺度における Cronbach のα係数を算出した。その結果，「身体的攻撃」尺度はα=.83，「言語的

攻撃」尺度はα=.87，「関係性攻撃」尺度はα=.76 であった。 
以上の結果から，小学生用の尺度である ABS-C と同様に，ABS-A は，評定期間を過去３週間

としても，同様の因子構造と十分な内的整合性を有するということが確認された。 
 
 
研究１－４ 

 

【目 的】 

研究１－１において作成された ABS-C および ABS-A と同一の項目から構成される，教師評定
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用攻撃行動尺度（Aggressive Behavior Scale-Teacher Rating form: ABS-TR）の妥当性および信

頼性について検討する。 
 
【方 法】 

１）調査対象 
調査実施の同意が得られた首都圏近郊の公立小中学校４校に勤務する学級担任教諭 14 名（小４

担任１名，小５担任３名，小６担任１名，中１担任９名）を対象に，質問紙調査を実施した。そ

れと同時に，調査対象となった教諭が担任する学級に所属する小学生 159 名（男子 77 名，女子

82 名）および中学生 172 名（男子 98 名，女子 74 名）のうち，小学生 100 名（小４男子 20 名，

小４女子 17 名，小５男子 14 名，小５女子 17 名，小６男子 17 名，小６女子 15 名）および中学

生 29 名（中１男子 15 名，中１女子 14 名）については，調査材料②への回答を同時に求めた。 
 
２）調査材料 
①子どもの攻撃行動の発現頻度 

研究１－１で作成された小学生用攻撃行動尺度（ABS-C）および中学生用攻撃行動尺度

（ABS-A）と同一の項目群を，教師評定用攻撃行動尺度（以下，ABS-TR; ９項目，５件法）と

して使用した。この尺度については，項目に示された行動を対象児童生徒が行うことが過去３週

間の間にどの程度あったかという点について，担任教諭に回答を求めた。 
②子どもの社会的行動と好意性 

ABS-TR の妥当性を検討するため，社会的妥当性が高いとされる仲間指名法による測定値との

関連について検討した。教育，倫理面を考慮して，攻撃行動について本来の内容とは反対の意味

になる質問項目を用意し，「相手がいやがることは，ぜったいに言わない子」（言語的攻撃），「友

だちを仲間はずれにしないで，みんなで遊ぼうと言う子」（関係性攻撃），および「怒っても，友

だちを，たたいたりけったりしない子」（身体的攻撃）という項目が，児童生徒に回答を求める調

査用紙において，上記の順に提示された。攻撃行動に関する３つの項目は，ABS-TR において想

定される３つの下位尺度である「身体的攻撃」，「言語的攻撃」，および「関係性攻撃」と対応する

データとして測定された。測定された指名数は，標準化した後，正負を逆転させることで，点数

が高いほど攻撃行動が多いことを示すように変換した。また，攻撃行動が多い子は仲間から拒否

されるという知見を考慮して（Cillessen & Mayeux, 2004; Coie & Dodge, 1998; 前田・片岡, 
1993），「いっしょに遊びたい子」という質問項目による好意性指名を妥当性の指標として用いた。

ABS-TR の得点が高いほど，攻撃行動に関する仲間指名得点が高く，好意性指名得点が低いこと

が仮定される。 
 
３）調査手続き 

研究１－１の本調査と同様の手続きによって，調査が実施された。また，教師に対して回答を

求めた調査用紙については，調査対象学級をＩＤによって識別することで評定者および評定対象

生徒が特定されないよう配慮し，データ入力後は直ちに焼却処分された。 
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【結 果】 

１）因子構造の一貫性の検討 
ABS-TR の因子構造が自己評定用尺度である ABS-C および ABS-A と同一であることを確認す

るため，有効対象者 172 名について，ABS-TR の９項目の素点を用いて，確認的因子分析を行っ

た。ここでは，研究１－１の探索的因子分析の結果に基づいて作成された，Figure 3-3（小学生）

および Figure 3-4（中学生）に示すモデルの妥当性について検討した。分析には AMOS6 を用い，

母数の推定は最尤推定法によって行った。 
小学生における結果について述べる。分析の結果，すべての項目における因子負荷量は.53～.91

であり，十分に高い因子負荷量が示された。一方，モデルの適合度指標を算出したところ，χ

2=102.93，df=24，GFI=.87，AGFI=.75，CFI=.93，RMSEA=.144，CAIC=230.38 という値が得

られ，データのあてはまりが十分に良好ではない可能性が考えられた。また，因子間相関が.63
～.93 と高い値を示したことから，１因子構造の方が適切である可能性が考えられた。そこで，１

因子構造を仮定して同様の分析を行ったところ，モデルの適合度指標として，χ2=209.70，df=27，
GFI=.77，AGFI=.61，CFI=.84，RMSEA=.207，CAIC=318.94 という結果が示され，研究１－

１の結果に基づいて作成された３因子構造の方がデータに対するあてはまりが比較的良いことが

確認された。 
次に，中学生における結果について述べる。分析の結果，すべての項目における因子負荷量は.48

～.90 であり，十分に高い因子負荷量が示された。一方，モデルの適合度指標を算出したところ，

χ2=177.55，df=24，GFI=.82，AGFI=.66，CFI=.86，RMSEA=.193，CAIC=306.65 という値が

得られ，データのあてはまりが十分に良好ではない可能性が考えられた。また，因子間相関が.34
～.86 と高い値を示したことから，１因子構造，あるいは言語的攻撃と関係性攻撃を１つの因子に

まとめた２因子構造の方が適切である可能性が考えられた。そこで，１因子構造を仮定して同様

の分析を行ったところ，モデルの適合度指標として，χ2=325.68，df=27，GFI=.72，AGFI=.54，
CFI=.72，RMSEA=.254，CAIC=436.33 という結果が示された。また，２因子構造を仮定して同

様の分析を行ったところ，モデルの適合度指標として，χ2=211.08，df=26，GFI=.80，AGFI=.65，
CFI=.83，RMSEA=.204，CAIC=327.89 という結果が示された。つまり，研究１－１の結果に基

づいて作成された３因子構造の方がデータに対するあてはまりが良いことが確認されたといえる。 
以上の結果から，ABS-TR は，自己評定用尺度である ABS-C および ABS-A と同一の因子構造

を有することが確認された。 
 
２）内的整合性 

ABS-TR の各下位尺度における内的整合性について検討するため，ABS-TR の９項目の素点を

用いて，各下位尺度における Cronbach のα係数を算出した。その結果，小学生においては，「身

体的攻撃」尺度はα=.80，「言語的攻撃」尺度はα=.93，「関係性攻撃」尺度はα=.80，ABS-TR
総得点はα=.92 であった。また，中学生においては，「身体的攻撃」尺度はα=.72，「言語的攻撃」

尺度はα=.91，「関係性攻撃」尺度はα=.86，ABS-TR 総得点はα=.89 であった。 
以上の結果から，ABS-TR は十分な内的整合性を有していることが確認された。 

 
３）記述統計量 

ABS-TR に含まれる各下位尺度および ABS-TR 総得点の平均値および標準偏差を，学年別，男 
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身体的攻撃  X6 暴力をふるった。 e

 X8 物を使ってたたいた。 e

 X1 たたいたりけったりした。 e
.86

.91

.53

言語的攻撃  X3 嫌がるようなことを言った。 e

 X7 けなすようなことを言った。 e

 X5 嫌みなことを言った。 e
.93

.91

.89

関係性攻撃  X4 仲間はずれにした。 e

 X2 悪口をその人がいないところで言った。 e

 X9 グループに入れないようにした。 e
.89

.68

.72

.78

.93

.63

Ｘ 2 
= 102.93
df = 24

GFI = .87
AGFI = .75

CFI = .93
RMSEA = .144
CAIC = 230.38

 
Figure 3-3  ABS-TR における確認的因子分析の結果（小学生） 
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.89
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Figure 3-4  ABS-TR における確認的因子分析の結果（中学生） 
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女別に Table 3-10 に示す。学年差と性差について検討するため，学年（小４，小５，小６，中１）

および性（男子，女子）を独立変数，ABS-TR の各下位尺度得点および総得点を従属変数とする

多変量分散分析を行った。Wilks のΛは，学年の主効果（Λ[9,781]=.91, p <.001），性の主効果（Λ

[3,321]=.90, p <.001），および性と学年の交互作用において有意であった（Λ[9,781]=.93, p <.01）。
そこで，それぞれの従属変数ごとに単変量分散分析を行った。その結果，すべての下位尺度得点

および ABS-TR 総得点において学年の主効果が有意であり，概して中学生の方が小学生よりも高

い値を示していた。また，「身体的攻撃」，「言語的攻撃」，および ABS-TR 総得点において性の主

効果が有意であり，男子の方が女子よりも高い値を示していた。「関係性攻撃」については，学年

と性の交互作用が有意であったため，単純主効果の検定を行ったところ，女子において小学４年

生および５年生よりも中学１年生の方が高く，小学４年生において女子よりも男子の方が高い値

を示す傾向が示された（p <.05）。 
 
４）基準関連妥当性の検討 

ABS-TR の下位尺度得点，攻撃行動に関する仲間指名得点，および好意性指名得点を用いた相

関分析を行った。分析の結果を，Table 3-11 に示す。攻撃行動に関する教師評定値と仲間指名得

点は，いずれにおいても有意な相関係数を示していた。また，仲間指名における身体的攻撃得点

は，教師評定の中でも身体的攻撃得点と最も強い関連を示しており，言語的攻撃および関係性攻

撃についても，同様の傾向が示された。さらに，好意性指名得点については，ABS-TR から算出

される身体的攻撃得点と有意な負の相関を示した。ABS-TR における言語的攻撃および関係性攻

撃については，好意性指名との有意な関連は見られなかった。 
このことから，社会的妥当性の高さが指摘されている仲間による指名得点と照らし合わせても，

ABS-TR は攻撃行動の測定ツールとして妥当であるということが示唆された。 
 
【考 察】 

本節の目的は，小中学生における攻撃行動の発現頻度を測定可能にするため，小学生用攻撃行

動尺度（Aggressive Behavior Scale for Children: ABS-C），中学生用攻撃行動尺度（Aggressive 
Behavior Scale for Adolescents: ABS-A），および教師評定用攻撃行動尺度（Aggressive Behavior 
Scale-Teacher Rating form: ABS-TR）を作成し，信頼性と妥当性の検討を行うことであった。以

下，ABS-C と ABS-A の両方について言及する際には，子ども用攻撃行動尺度（Aggressive 
Behavior Scale for Children and Adolescents: ABS-CA），ABS-C と ABS-A と ABS-TR のすべ

てについて言及する際には，本尺度と表記する。 
 
１．本尺度の妥当性と信頼性 

１）妥当性について 
これまでの研究における攻撃行動の定義を整理した結果，攻撃行動に関する質問紙尺度を作成

する際には，被害者の視点から質問項目を収集する必要性が論じられた。本尺度の質問項目は，

主に「あなたはふだん，同じくらいの年の子からどんなことをされたときに『いやだ』と感じま

すか。」という教示による予備調査から抽出された。また，最終的に採用された項目は，佐藤ら

（2007）による定義と合致し，行動の頻度についてたずねる項目として適切であることが，項目

整理の段階で確認されている。これらのことから，本尺度は，十分な内容的妥当性を有している 
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Table 3-11  攻撃行動に関する教師評定，仲間評定，および仲間による好意性指名の関連 

 １． ２． ３． ４． ５． ６．

１．身体的攻撃 -

２．言語的攻撃 .725 ** -

３．関係性攻撃 .640 ** .828 ** -

４．身体的攻撃 .372 ** .365 ** .292 ** -

５．言語的攻撃 .407 ** .423 ** .377 ** .675 ** -

６．関係性攻撃 .351 ** .296 ** .387 ** .454 ** .542 ** -

仲間指名
（好意性）

７．好意性 - .251 ** - .126 n.s. - .090 n.s. - .189 n.s. - .229 ** - .312 **

表中の数字は相関係数（ｒ ）。*p <.05, **p <.01。有効サンプル数=129。

仲間指名
（攻撃行動）

ABS-TR
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といえる。 
また，本尺度の構成については，データに基づいた分析結果からも支持されている。探索的因

子分析および確認的因子分析の結果，本尺度は「身体的攻撃」「言語的攻撃」「関係性攻撃」とい

う３つの下位尺度から構成されていることが示された。Bjorkvist et al.（1992）は，怒ったとき

の行動的反応について因子分析を行い，８歳児においては「間接的攻撃」「直接的攻撃」「引っ込

み思案」の３因子が抽出された一方で，15 歳児では「間接的攻撃」「身体的攻撃」「直接的言語的

攻撃」「引っ込み思案」の４因子が抽出されたことを報告している。また，小学校高学年児童を対

象とする小学生用攻撃性質問紙においては，「身体的攻撃」と「言語的攻撃」が異なる因子となっ

ている（坂井ら, 2000）。つまり，小学校低学年児童においては明確な区別が困難な身体的攻撃と

言語的攻撃が，小学校高学年以上の子どもにおいては異なるタイプの攻撃行動として分化されて

いると考えられる。また，小学生用 P-R 攻撃性質問紙においては「関係性攻撃」とその他の形態

の攻撃行動が弁別されている（坂井・山崎, 2004）。さらに，Bjorkvist et al.（1992）が因子分析

によって抽出した間接的攻撃は，「悪いうわざを流す」，「もう友だちじゃないと言う」などといっ

た項目から測定されており，仲間関係の操作を伴う関係性攻撃と非常に類似しているなど，関係

性攻撃は他の形態の攻撃行動とは異なる因子として収束することが知られている。このような，

子どもの攻撃行動の分化に関する研究知見を考慮すると，身体的攻撃と言語的攻撃，関係性攻撃

が異なる因子として抽出された本研究の結果は，妥当な結果であると考えられる。以上のことか

ら，本尺度は十分な因子的妥当性を有しているといえる。 
本尺度の妥当性については，他指標との関連からも検討された。ABS-CA については，小中学

生用社会的スキル尺度や子ども用怒り尺度との相関分析や，攻撃行動に関する教師指名と学年を

要因とする分散分析など，多側面から検討を行った。また，ABS-TR についても，社会的妥当性

が高いとされる攻撃行動および好意性に関する仲間指名との関連について検討した。その結果，

いずれにおいても本尺度の妥当性の高さが示唆された。つまり，本尺度が小中学生の攻撃行動を

適切に測定できるツールであるということが，本研究の結果から支持されたといえる。これは，

子どもの攻撃行動に関する教師評定式測定ツールの妥当性を実証的データから明らかにしたとい

う点で，攻撃行動の測定に関する貴重な基礎的データであると考えられる。また，攻撃行動の自

己評定については，中学生以上の年齢の子どもにおいて妥当性を支持する研究が多く（e.g. Angold 
& Costello, 1996; 嶋田, 1998），ABS-A に関する本研究の結果と一致している。一方，就学前児

や小学生を対象とした研究においては，攻撃行動の自己評定の妥当性を支持する研究（勝間・山

崎, 2008）と支持しない研究（前田, 1995）が混在しており，攻撃行動の自己評定において反応歪

曲が生じる可能性は否定しきれない。ABS-C については，教師指名法と ABS-C 得点との関連を

示すことで ABS-C の妥当性を支持する結果が得られており，信頼性のあるデータの収集が可能で

あると思われる。しかしながら，小学生における攻撃行動の自己評定の妥当性については，今後，

自然場面における直接観察などを用いた詳細な検討が求められる。 
 
２）信頼性について 

ABS-TR については，十分な内的整合性が確認された。また，ABS-CA の信頼性については，

横断的データにおける内的整合性と短期縦断的データにおける再検査信頼性の２点から検討した。

その結果，内的整合性を意味するα係数は十分な値を示し，検査期と再検査期には強い正の相関

が確認された。Visser, van der Ende, Koot, & Verhulst（1999）は，教師評定と親評定を用いた
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縦断的調査を行い，攻撃行動を行いやすい子どもは時期や場面に左右されず一貫して攻撃行動を

多く行っていることを示した。すなわち，攻撃行動は単純な時間経過のみでは変化しにくい安定

性（stability）を特徴としている。ABS-CA における再検査信頼性の高さは，わが国の小中学生

における攻撃行動の安定性を示唆すると同時に，ABS-CA を用いることで攻撃行動の安定した測

定が可能であることを意味している。以上のことを考慮すると，小中学生の攻撃行動については，

本尺度を用いることで適切に測定することが可能であると考えられる。 
 
２．本尺度の有用性と限界点 

本尺度では，攻撃行動を行いやすい内的特性ではなく，外顕的行動としての攻撃行動そのもの

を測定対象としている。そのため，本尺度を用いることで，親訓練や随伴性マネジメントなど，

必ずしも対象児童の内的変容を迫らずに環境の操作によって攻撃行動の減少を図る介入の効果に

ついても，検討が可能である。たとえば，ある標的行動に対し，環境操作が機能しているのかど

うか評価するためには，少なくとも，その操作が継続している期間の行動生起頻度と，その操作

が取り除かれた後の頻度を，それぞれに十分な期間データとして蓄積し，比較する必要がある（鈴

木・神村, 2005）。また，本尺度は，特定の状況に置かれたら攻撃行動を「すると思う」といった

表現ではなく，特定の攻撃行動を「した」という発現の有無について問う表現が，全ての項目に

おいて用いられている。さらに，教示文において３ヶ月という期間に限定して回答することが強

調されており，評定期間を３週間に短縮した際にも，同様の因子構造および信頼性を有した測定

値が得られることが確認されている。こうした工夫により，特定の期間において問題行動がどの

程度生じたかという，認知行動療法の基盤となる現象そのものの継続的評価が可能となっている。 
また，ABS-C，ABS-A，および ABS-TR は，同一の項目による同一の因子構造を有することが

確認された。言い換えると，本尺度を用いることで，わが国の小中学生の身体的攻撃，言語的攻

撃，および関係性攻撃に関する自己評定の，加齢に伴う量的変化に関する検討が可能となる。近

年，子どもを対象とした臨床心理学研究において，発達即応的介入の重要性が指摘されており

（Weisz & Hawley, 2002），年齢による問題行動の変動や，どの年齢層の子どもに対してどのよ

うな治療法が有益であるかといった点に関する基礎的知見の蓄積が急務となっている（石川, 
2006）。本尺度は，学年の推移によっていずれの攻撃行動が生じやすくなるかという攻撃行動の

量的な変化や，対象者の学年によってどのような介入が有効であるかという点の検討が可能であ

り，子どもの発達に関する視点を攻撃行動の理解や臨床的対応に活用することができるという点

で，有用であると考えられる。 
さらに，本尺度は，９項目と少ない項目数で構成されており，簡便な実施が可能である。こう

した項目数の少なさは，社会的にネガティブな行動である攻撃行動を測定する際の回答しやすさ

を向上させるものである。また，ABS-CA については再検査信頼性の高さが確認されており，反

復測定による攻撃行動の変化の確認などにも利用が可能である。このように，利便性という観点

からも，本尺度は有用な測定ツールであるといえる。 
一方，特定の評定者のみによる攻撃行動の測定には一定の限界があるということは，攻撃行動

の測定にあたって念頭に置くべき点である。攻撃行動を適切に測定する際に親や教師，友人，本

人など複数の評定者による評定を同時に行うことが最も有効であることには，依然として変わり

がない（Connor, 2002）。そのため，本尺度の使用にあたっては，可能な限り ABS-CA と ABS-TR
を同時に使用することで，攻撃行動の包括的なアセスメントに貢献できると考えられる。攻撃行
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動の測定においては，評定者間の相関が比較的低いことが知られている。この点については，い

ずれかの評定者が正しく，いずれかが間違っているというよりも，観察できる状況の違いが表れ

た結果であるという可能性が指摘されている（Connor, 2002）。この指摘を考慮すると，複数評定

者によるアセスメント方法を用いることで，互いの評定結果を補完し合い，さまざまな場面にお

ける攻撃行動の包括的な測定が可能になると考えられる。 
 
 
第３節 問題解決プロセスの測定（研究２） 

 

【問 題】 

臨床心理学や発達心理学の研究領域におけるこれまでの研究では，問題解決プロセスは，仮想

場面に対する反応のコーディングと数量化によって測定されてきた（e.g. Crick & Werner, 1998; 
Fontaine et al., 2002）。 

「解決策の案出」プロセスの測定については，案出された解決策の質的分類を一定の基準にし

たがって実施する研究が多く見られる。Dodge et al.（2002）は，複数の刺激場面においてそれ

ぞれ１つだけ解決策の案出を求め，案出された反応を，攻撃的，効果的，権威者を用いた罰，権

威者への介入要請，回避的，無関係／その他，の６つに分類した上で，「攻撃的」と分類された反

応と攻撃行動との関連を示唆している。同様に，Hughes et al.（2004）は，刺激場面において対

象者が一番目に案出した解決策を，言語的または身体的攻撃，主張的または向社会的反応，回避

的または有効でない反応，ニュートラル，の４つに分類した上で，「言語的または身体的攻撃」と

分類された反応の数と攻撃行動との関連を示唆している。 一方，Lochman & Dodge（1994）は，

攻撃行動の多さが特に顕著な男子において，サポート希求や和解といった向社会的解決策の案出

数が少ないということを報告している。以上のことから，刺激場面における反応は，攻撃的，向

社会的，回避的といった分類が可能であるものの，攻撃行動との関連について検討する際には，

攻撃的または向社会的と分類された反応に注目する必要があるといえる。 
「解決策の評価」プロセスについては，先に述べたとおり，特定の解決策に関する自発的な評

価反応を測定することが重要となる。これまでの研究において最も頻繁に示されてきた「解決策

の評価」プロセスの特徴は，攻撃行動に対する肯定的な結果予期が攻撃行動の実行につながると

いうことである（e.g. Bellmore, Witkow, Graham, & Juvonen, 2005; Crane-Ross, Tisak, & 
Tisak, 1998; Crick & Werner, 1998; Erdley & Asher, 1998; Fontaine et al., 2002; Huesmann & 
Guerra, 1997; Slaby & Guerra, 1988）。それと同時に，攻撃的な子どもは，相手と交渉をしたり，

気持ちを落ち着けるために挑発場面から立ち去ったりできる自信が低いことが指摘されている

（Crick & Dodge, 1989）。すなわち，攻撃的解決策への評価反応だけでなく，向社会的解決策に

関する評価反応も，攻撃行動と関連している可能性が考えられる。 
そこで，本節では，「解決策の案出」プロセスにおける向社会的解決策と攻撃的解決策を測り分

けることが可能であり，「解決策の評価」プロセスにおける向社会的解決策への評価と攻撃的解決

策への評価を測り分けることが可能な，小中学生の問題解決プロセスに関するテストの作成を行

う。本節では，小中学生の問題解決プロセスの直接比較が可能なテストの作成を目的とするため，

小中学生の回答を合算してテストの作成を行う。 
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研究２－１ 

 

【目 的】 

小中学生の問題解決プロセスに関する測定を行うための刺激場面の作成を行う。それと同時に，

「解決策の案出」プロセスの測定を行うためのコーディング基準の作成，および「解決策の評価」

プロセスの測定を行うための代表的な対処行動の抽出を行う。 
 
【方 法】 

１）予備調査 
①調査対象 
予備調査は，研究１－１と同様に，地方自治体主催の健康推進プロジェクトの一環として行わ

れた。首都圏近郊の公立小中学校に在籍する小学５年生 553 名（男子 283 名，女子 270 名）およ

び中学２年生 496 名（男子 254 名，女子 239 名，性別不明３名）を対象として，学級担任の立ち

会いの下，クラス単位の集団調査という形式で，質問紙による予備調査が実施された。調査の実

施に際しては，児童生徒の人権および利益の保護に細心の注意を払い，回答内容が研究以外の目

的で使用されることがない旨，事前の説明を行った。その上で，協力に同意の得られた者にのみ

回答を依頼した。 
②調査内容 

Nezu（2002）の記述にしたがい，問題場面を「何らかの対処を求められる場面」であると定義

し，場面中の人物が不利益を受けていると一般的な児童が判断するような場面を収集するため，

「あなたはふだん，同じくらいの年の子からどんなことをされたときに『いやだ』と感じますか。

できるだけ多く書いてください。」という教示によって，自由記述で回答を求めた。その結果，の

べ 1,944 項目の回答が得られた。 
③項目の整理・検討 

収集された項目に関して，心理学を専攻する大学院生３名による整理・検討を行った。また，

予備調査以外にも，同様の点に留意しながら，先行研究を参考に，小中学生における問題場面を

収集した。次に，収集された場面について，小中学生における「解決策の案出」プロセスおよび

「解決策の評価」プロセスを多面的に測定するため，案出しうる対処方法に幅があり，かつ，質

的に異なると思われる場面を選定した。その結果，「友だちから無視をされる」，「自分の持ち物を

友だちに傷つけられる」，「友だちとケンカをする」，「友だちから不当に責められる」の４場面が

選定された。また，それぞれの場面に関する記述について，回答者の案出内容が特定の解決策に

限定されないように表現を修正した。記述内容の生態学的妥当性について，小学校教諭２名およ

び中学校教諭３名に対して評価を求めたところ，場面の一部において妥当でない表現が指摘され

た。そこで，表現を修正した上で再度評価を求めたところ，評価者全員によって，わが国の小中

学生が日常的に経験しうるものであり，かつ，小中学生が読んだ際に理解が可能であることが認

められた。場面の記述内容を，Table3-12 および Table3-13 に示す。 
 
２）本調査 
①調査対象 
公立小学校に在籍する小学４年生，小学６年生，および中学２年生 222 名（男子 111 名，女子 
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Table 3-12  刺激場面の記述内容（小学生用） 

場面１： 朝、学校についたあなたは、いつも仲よくしている友だちのグループを、見つけました。あな
たは、いっしょにあそぼうとおもって、友だちに、こえをかけました。友だちは、あなたをチラッ
と見ましたが、へんじをしませんでした。あなたは、もう一回、こえをかけました。しかし、友だ
ちは、あなたにへんじをしないで、友だちだけで話をしています。

場面２： 授業のじかんに、あなたのクラスは、絵の具をつかって、自由に絵をかきました。かいた絵
は、授業のおわりのほうで、教室のうしろのロッカーの上で、かわかしました。あなたは、かわ
かしている絵のほうを見ました。すると、あなたのクラスメイトが、絵のちかくで、あそんでいま
した。あなたが、しんぱいになってそれを見ていると、クラスメイトのひとりが、あなたの絵をふ
んでしまいました。クラスメイトは、あなたの絵をふんだことに気づかないで、あそんでいま
す。

場面３： あなたは、おひる休みのじかんに、少し仲のよい友だち（友だちＡ）と、けんかをしてしまいま
した。いっしょにあそんでいた友だちは、けんかのげんいんは、あなたと友だちＡの、りょうほ
うにあると、言っていました。あなたは、謝ろうとしましたが、友だちＡは、何も言わないで帰っ
てしまいました。
次の日、あなたは学校に来ると、友だちＡを教室で見つけました。友だちＡは、あなたと目が
あうと、「昨日のこと、やっぱり謝って！」と言ってきました。友だちＡは、あなたをじっと見てい
ます。

場面４： 学校から帰るとき、あなたは、泣いている小さな男の子を見つけました。あなたは、男の子を
泣きやませようとしましたが、男の子は、泣きやみませんでした。すると、あなたのクラスメイト
がやってきて、あなたと男の子を見つけました。あなたのクラスメイトは、あなたをドンと、おし
ながら、「あなたが泣かせたんでしょう！」と、言いました。あなたのクラスメイトは、あなたを
じっと見ています。
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Table 3-13  刺激場面の記述内容（中学生用） 

場面１： 朝、学校についたあなたは、いつも仲よくしている友だちのグループを見つけました。あなた
は、いっしょに遊ぼうとおもって、友だちに声をかけました。友だちは、あなたをチラッと見まし
たが、返事をしませんでした。あなたは、もう一回声をかけました。しかし、友だちは、あなた
に返事をしないで、友だちだけで話をしています。

場面２： 授業の時間に、あなたのクラスは、絵の具を使って水彩画を描きました。描いた絵は、授業
のおわりのほうで、教室のうしろのロッカーの上で、乾かしました。あなたは、乾かしている絵
のほうを見ました。すると、あなたのクラスメイトが、絵の近くで遊んでいました。あなたが心
配になってそれを見ていると、クラスメイトのひとりが、あなたの絵をふんでしまいました。クラ
スメイトは、あなたの絵をふんだことに気づかないで、遊んでいます。

場面３： あなたは、昼休みの時間に、クラスの仲の良い友だち (友だちＡ) とケンカをしてしまいまし
た。一緒にいた友だち (友だちＢ) は、ケンカの原因はあなたと友だちＡの両方にあると言っ
ていました。あなたは何度か謝ろうとしましたが、友だちＡは、あなたを避けているようです。
次の日、あなたは学校に来ると、友だちＡを教室で見つけました。友だちＡは、あなたと目が
合うと「昨日のことは許せない。謝れ！」と言ってきました。友だちＡは、あなたをじっと見てい
ます。

場面４： 学校から帰るとき、あなたは、泣いている小さな男の子を見つけました。あなたは、男の子を
泣きやませようとしましたが、男の子は泣きやみませんでした。すると、あなたのクラスメイト
がやってきて、あなたと男の子を見つけました。あなたのクラスメイトは、あなたをドンと押しな
がら、「あなたが泣かせたんでしょう！」と、言いました。あなたのクラスメイトは、あなたをじっ
と見ています。
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109 名，不明１名）を対象に調査を行った。そのうち，記入漏れや記入ミスのあった回答を除い

た 218 名（小４男子 17 名，小４女子 17 名，小６男子 53 名，小６女子 47 名，中２男子 39 名，

中２女子 45 名；有効回答率＝98.2％）の回答を分析対象とした。 
②調査材料 
研究２－１によって得られた４つの場面を，解決策の案出テストにおける刺激場面として使用

した。解決策の案出テストでは，刺激場面に直面した際に回答者がとりうる行動について，可能

な限り多くの回答を自由記述形式で求めた。質問紙の構成上，１つの場面に対する回答欄は８つ

設けられたため，１つの場面における得点範囲は０～８であった。 
解決策の案出テストに対する回答内容は，本研究の目的を熟知しない臨床心理学を専攻する別

の大学院生男女１名ずつ，計２名によってコーディングされた。コーディング基準および回答例

を，Table3-14 に示す。コーディング基準は，Dodge et al.（2002），Hughes et al.（2004），お

よび Dadds, Ryan, Barrett, & Rapee（unpublished）を参考にして作成されたもので，回答内容

を「向社会的反応」，「攻撃的反応」，「回避的反応」，「その他」の４つのカテゴリーに分類するも

のである。 
③調査手続き 

調査実施に先だって，調査協力校の学校長および責任担当教員に対して，調査実施の手続きお

よび調査実施に伴う権利事項に関する説明を紙面および口頭で行い，同意書への署名を得た。ま

た，対象児童生徒に対しては，学級担任を通して，個人情報の保護，調査用紙への回答拒否の権

利，および回答拒否の権利を行使する場合には調査用紙を白紙のまま提出してもよい旨の説明が

行われた。調査は，以上の手続きの全てにおいて調査協力への同意が得られた学校の児童生徒に

限定して，対象者が日常的に使用している教室内にて無記名式で実施された。また，調査協力へ

の拒否によって学校側または児童生徒本人に不利益が生じないよう配慮が施された。 
 
【結 果】 

１）「解決策の案出」プロセスについて 
コード化の基準にしたがって得られた評定者２名の分類結果について Cohen のκ係数を算出

した結果，κ＝.85 であった。κ係数は= .50-.70 だと許容される範囲であり，> .70 だと良好であ

るとされている（Hodges & Cools, 1990）。この結果から，２名の分類結果は安定して一致してお

り，コーディング基準は十分な信頼性を有すると判断された。 
この結果をふまえて，以下，「解決策の案出」プロセスを測定する刺激場面およびコーディング

基準について言及する際には，解決策の案出テストと表記する。 
２）「解決策の評価」プロセスについて 

本研究によって得られたのべ 2117 の回答について，「向社会的」，「攻撃的」，「回避的」，「その

他」の各カテゴリーから，最も回答頻度が高く，かつ，質的に異なる２項目を抽出し，各カテゴ

リーにおける代表的な対処行動として採用した。採用された対処行動を，Table3-15 に示す。採

用された対処行動の内容的妥当性について，子どもの認知行動療法を専門とする臨床心理士２名

に評価を求めたところ，各カテゴリーを代表する行動であると判断された。 
この結果をふまえて，以下，「解決策の評価」プロセスを測定する刺激場面および代表的な対処

行動について言及する際には，解決策の評価テストと表記する。 
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Table 3-14  コード化の基準と回答例 

回答例： 他の友達に相談する（場面１），踏まれない場所に絵を動かす（場面２），あやま
る（場面３），落ち着いて状況を説明する（場面４）。

回答例： 自分も相手を無視する（場面１），相手の絵を踏み返す（場面２），もっと怒らせる
（場面３），「うぜえな」と言って押し返す（場面４）。

回答例： 他のグループと遊ぶ（場面１），そのまま見てる（場面２），もうその友だちのそば
に寄らない（場面３），逃げる（場面４）。

回答例： 泣く（場面１），うきゃうきゃ（場面２），私はいつも宿題を頑張っています（場面３），
寝る（場面４）。

上記のいずれにも該当しないもの。

「その他」

回答内容が，社会的に望ましいか，短期的および長期的な問題の解決につながる建設的
な内容であり，自己および他者が受ける被害が最小となると判断できるもの。

回答内容が，他者に危害を加えることに焦点を当てているか，状況の悪化・混乱につなが
る非建設的な内容であり，他者が身体的，心理的，または社会的被害を受けると判断でき
るもの。

回答内容が，状況への積極的かかわりが少なく非主張的な内容であり，他者からの否定
的反応を避けることを主な目的としていると判断できるもの。

「向社会的反応」

「攻撃的反応」

「回避的反応」

 

 



第３章 小中学生の攻撃行動と社会的問題解決の測定 

 - 65 - 

Table 3-15  各刺激場面における「解決策の評価」プロセス 
測定のための評価対象項目 

・無視するのをやめるように言う。

・別の友だちに相談する。

・無視してきた友だちをたたく。

・いやなウワサを流して，仕返しをする。

・絵を別のところに移動させて乾かす。

・遊ばないように言う。

・相手の絵をふみかえす。

・先生に言って怒ってもらう。

・自分の悪かったところを先に謝る。

・別の友だちに相談する。

・友だちＡをたたいて，立ち去る。

・友だちＡをクラスで仲間はずれにする。

・状況を説明する。

・男の子を泣きやますのを手伝ってもらう。

・同じくらいの強さでドンと押し返す。

・相手を次の日から無視する。

場面４

攻撃的反応

向社会的反応

攻撃的反応

攻撃的反応

場面３
向社会的反応

向社会的反応

向社会的反応
場面１

場面２

攻撃的反応
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研究２－２ 

【目 的】 

研究２－１において作成された解決策の案出テストおよび解決策の評価テストを用いて，小中

学生の問題解決プロセスに関する記述的検討を行い，解決策の案出テストおよび解決策の評価テ

ストの妥当性について論じる。 
 
【方 法】 

１）調査対象 
調査実施の同意が得られた首都圏近郊の公立小中学校６校に在籍する小学４年生から６年生

528 名（男子 256 名，女子 268 名，性別不明４名）および中学１年生から３年生 713 名（男子

350 名，女子 359 名，性別不明４名）合計 1241 名を対象に，質問紙調査を実施した。そのうち，

記入漏れや記入ミスのあった回答を除いた小学生 471 名（小４男子 47 名，小４女子 50 名，小５

男子 72 名，小５女子 77 名，小６男子 111 名，小６女子 114 名；有効回答率＝89.2％）および中

学生 629 名（中１男子 95 名，中１女子 115 名，中２男子 110 名，中２女子 98 名，中３男子 110
名，中３女子 101 名；有効回答率＝88.2％）合計 1100 名の回答を分析対象とした。 
 
２）調査材料 
①「解決策の案出」プロセス 

研究２－１において作成された解決策の案出テストを用いて，対象者における「解決策の案出」

プロセスの測定を行った。本研究では，「自分の持ち物を友だちに傷つけられる」場面（場面２）

を使用した。回答者に対しては，刺激場面に直面した際に回答者がとりうる行動について，可能

な限り多くの回答を自由記述形式で求めた。質問紙の構成上，１つの場面に対する回答欄は８つ

設けられたため，得点範囲は０～８であった。 
本サンプルにおける評定者２名の分類結果について Cohen のκ係数を算出した結果，κ＝.86

であった。κ係数は，< .50 だと十分ではなく，= .50-.70 だと許容される範囲であり，> .70 だと

良好であるとされている（Hodges & Cools, 1990）。したがって，２名の分類結果は安定して一致

しており，信頼性を有する測定値が得られたと考えられる。２名の分類が一致しなかった回答に

ついては，一方の分類をランダムに抽出して使用した。 
②「解決策の評価」プロセス 

研究２－１において作成された解決策の評価テストを用いて，対象者における「解決策の評価」

プロセスの測定を行った。本研究では，「友だちから無視をされる」場面（場面１）を使用した。

また，対処行動の各カテゴリーにおける代表的なもののうち，「向社会的」に含まれる２つの対処

行動および「攻撃的」に含まれる２つの対処行動を，回答者が評価を行う評価対象項目として使

用した。解決策の評価テストでは，刺激場面と評価対象項目を提示し，刺激場面における評価対

象項目について，できるだけ多くのポジティブな評価とネガティブな評価を自由記述形式で求め

た。 
得点の計算にあたっては，２つの向社会的反応に対するポジティブな評価の数を合算し，向社

会的反応へのポジティブな評価得点とした。１つの反応に対するポジティブな評価を行うための

回答欄は４つ設けられており，向社会的反応は２つ提示されたため，向社会的反応へのポジティ

ブな評価の得点範囲は０～８であった。たとえば，「無視するのをやめるように言う」という反応



第３章 小中学生の攻撃行動と社会的問題解決の測定 

 - 67 - 

に対するポジティブな評価の数が４，「別の友だちに相談する」という反応に対するポジティブな

評価の数が２であれば，向社会的反応へのポジティブな評価得点は６となる。同様にして，向社

会的反応に対するネガティブな評価得点，攻撃的反応に対するポジティブな評価得点，および攻

撃的反応に対するネガティブな評価得点が計算された。 
 
３）調査実施手続き 

研究２－１の本調査と同様の手続きによって，調査が実施された。 
 
【結 果】 

１）「解決策の案出」プロセスの平均値の比較 
解決策の案出テストの得点の平均値と標準偏差を，Table3-16 に示す。性（男子，女子）およ

び学年（小４，小５，小６，中１，中２，中３）を独立変数，解決策の案出テストにおける向社

会的反応の案出数および攻撃的反応の案出数を従属変数とする多変量分散分析を行った。Wilks
のΛは，性の主効果（Λ[2,1087]=.99, p <.05）および学年の主効果について有意であった（Λ

[10,2174]=.97, p <.001）。そこで，それぞれの従属変数ごとに単変量分散分析を行った。 
向社会的反応の案出数については，学年の主効果が有意であり（F [5,1088]=5.41, p <.001），小

学４年生よりも中学２年生および３年生の方が高い値を示し（p <.05），小学５年生よりも中学３

年生の方が高い値を示した（p <.01）。 
攻撃的反応の案出数については，性の主効果（F [1,1088]=5.41, p <.001）および学年の主効果

が有意であり（F [5,1088]=5.41, p <.001），女子よりも男子の方が高い値を示し（p <.05），小学

４年生よりも中学３年生の方が低い値を示した（p <.01）。 
案出された解決策の総数については，有意な主効果および交互作用は確認されなかった。 

 
２）「解決策の評価」プロセスの平均値の比較 

解決策の評価テストの得点の平均値と標準偏差を，Table3-17 に示す。性（男子，女子）およ

び学年（小４，小５，小６，中１，中２，中３）を独立変数，解決策の評価テストにおけるすべ

ての測定値を従属変数とする多変量分散分析を行った。Wilks のΛは，性の主効果（Λ[4,1085]=.98, 
p <.01），学年の主効果（Λ[20,3599]=.94, p <.001），および性と学年の交互作用について有意で

あった（Λ[20,3599]=.96, p <.01）。そこで，それぞれの従属変数ごとに単変量分散分析を行った。 
向社会的反応へのポジティブな評価については，性の主効果（F [1,1088]=11.83, p <.001），学

年の主効果（F [5,1088]=4.01, p <.01）および性と学年の交互作用が有意であった（F 
[5,1088]=5.14, p <.001）。そこで，単純主効果の検定を行ったところ，男子において，小学４年

生，５年生，６年生，および中学１年生よりも中学２年生および３年生の方が高い値を示してい

た（p <.01）。一方，女子においては学年間に有意な差は認められなかった。 
向社会的反応へのネガティブな評価については，性の主効果（F [1,1088]=7.11, p <.01），およ

び学年の主効果が有意であり（F [5,1088]=7.67, p <.001），男子よりも女子の方が高い値を示し（p 
<.01），小学４年生，５年生，および中学１年生よりも中学３年生の方が高い値を示した（p <.05）。 
攻撃的反応へのネガティブな評価については，性の主効果（F [1,1088]=7.25, p <.01），学年の主

効果（F [5,1088]=6.70, p <.001）および性と学年の交互作用が有意であった（F [5,1088]=4.28, p 
<.001）。そこで，単純主効果の検定を行ったところ，男子において，小学４年生，５年生，およ 
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Table 3-16  「解決策の案出」プロセスの平均値および標準偏差 

小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３
(n=47) (n=72) (n=111) (n=95) (n=110) (n=110)

向社会的反応 1.09 1.04 1.24 1.46 1.61 1.64
(0.86) (0.94) (1.04) (0.93) (1.02) (1.06)

攻撃的反応 1.68 1.46 1.37 1.35 1.35 1.15
(1.11) (1.45) (1.35) (1.37) (1.35) (1.17)

小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３
(n=50) (n=77) (n=114) (n=115) (n=98) (n=101)

向社会的反応 1.20 1.44 1.51 1.55 1.44 1.67
(0.76) (0.97) (1.03) (1.04) (1.08) (1.07)

攻撃的反応 1.52 1.32 1.27 1.19 1.00 0.93
(1.13) (1.35) (1.31) (1.25) (1.12) (1.05)

小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３
(n=97) (n=149) (n=225) (n=210) (n=208) (n=211)

向社会的反応 1.60 1.39 1.32 1.26 1.19 1.05
(1.11) (1.40) (1.33) (1.31) (1.26) (1.12)

攻撃的反応 1.14 1.25 1.38 1.51 1.53 1.65
(0.80) (0.97) (1.04) (0.99) (1.05) (1.06)

（　　）内は標準偏差。

＜男　子＞

＜女　子＞

＜全　体＞
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Table 3-17  「解決策の評価」プロセスの平均値および標準偏差 

小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３
(n=47) (n=72) (n=111) (n=95) (n=110) (n=110)

向社会的反応への肯定的評価 2.74 2.99 3.16 3.11 4.01 3.94
(1.58) (1.64) (1.46) (1.70) (1.80) (1.58)

向社会的反応への否定的評価 1.43 2.36 2.44 2.51 3.00 3.04
(1.19) (1.46) (1.49) (1.51) (1.84) (1.66)

攻撃的反応への肯定的評価 2.15 2.22 2.50 2.25 2.80 2.85
(1.61) (1.48) (1.72) (1.73) (1.87) (1.74)

攻撃的反応への否定的評価 2.55 3.01 3.63 3.36 4.10 4.15
(1.46) (1.60) (1.67) (1.55) (1.83) (1.77)

小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３
(n=50) (n=77) (n=114) (n=115) (n=98) (n=101)

向社会的反応への肯定的評価 3.68 3.74 3.70 3.70 3.44 3.86
(1.71) (1.68) (1.72) (1.72) (1.67) (1.71)

向社会的反応への否定的評価 2.16 2.82 2.89 2.87 2.80 2.90
(1.63) (1.85) (1.70) (1.69) (1.69) (1.76)

攻撃的反応への肯定的評価 2.02 2.64 2.68 2.64 2.58 2.50
(1.61) (1.92) (1.88) (1.92) (1.84) (1.84)

攻撃的反応への否定的評価 3.38 3.74 3.95 3.94 3.65 3.87
(1.55) (1.65) (1.72) (1.72) (1.77) (1.77)

小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３
(n=97) (n=149) (n=225) (n=210) (n=208) (n=211)

向社会的反応への肯定的評価 2.08 2.44 2.60 2.47 2.70 2.68
(1.61) (1.73) (1.80) (1.84) (1.85) (1.79)

向社会的反応への否定的評価 2.98 3.39 3.79 3.68 3.89 4.01
(1.55) (1.66) (1.70) (1.67) (1.81) (1.77)

攻撃的反応への肯定的評価 3.23 3.38 3.44 3.43 3.74 3.90
(1.70) (1.70) (1.61) (1.73) (1.76) (1.64)

攻撃的反応への否定的評価 1.80 2.60 2.67 2.70 2.90 2.97
(1.48) (1.68) (1.61) (1.62) (1.77) (1.70)

（　　）内は標準偏差。

＜男　子＞

＜女　子＞

＜全　体＞
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び中学１年生よりも中学２年生および３年生の方が高く（p <.05），小学４年生よりも６年生の方

が高い値を示していた（p <.01）。一方，女子においては学年間に有意な差は認められなかった。

攻撃的反応へのポジティブな評価については，有意な主効果および交互作用は確認されなかった。 
 
【考 察】 

本節の目的は，小中学生における「解決策の案出」プロセスおよび「解決策の評価」プロセス

を測定可能にするためのテストを作成することであった。 
「解決策の案出」プロセスおよび「解決策の評価」プロセスにおけるテスト得点のほとんどは，

対象者の学年が上がるにつれて，徐々に増加を示した。これは，認知的に洗練された子どもほど

問題解決方略を体系的に利用することができるという Forehand & Wierson（1993）の指摘を支

持するとともに，社会的情報処理モデルによる「解決策の評価」プロセスの発達に関する見解を

支持する結果である。すなわち，社会的情報処理モデルにおいては，社会的結果（e.g. 特定の行

動がもたらす結果の可能性に関する情報）や社会的出来事の因果（e.g. 特定の行動とそれに対す

る反応のリンクに関する知識）など，「解決策の評価」プロセスに含まれると思われる概念が発達

と共に増加する可能性を指摘しているのである（Crick & Dodge, 1994）。以上のことから，解決

策の評価テストにおける測定値は，一定の妥当性を有していると考えられる。 
一方，「解決策の案出」プロセスにおいて案出された解決策の総数は，学年間で有意な差が認め

られなかった。また，低学年の子どもにおいては，攻撃的反応の方が向社会的反応よりも量的に

多く，行動レパートリーの多くを占めやすいが，学年が上がるにつれて，問題場面における攻撃

的反応と向社会的反応の量的優位性は徐々に逆転していくという結果が示された。つまり，単純

に特定の反応が増えたまたは減ったというだけでなく，向社会的反応と攻撃的反応という質的に

異なる反応が，行動レパートリーの中で占める割合が変化したといえる。社会的情報処理モデル

においては，発達と共に問題解決プロセスに生じる変化として，検索対象となる方略の割合とし

て，有効なものが多く，非建設的なものが少なくなることで，子どもの対処方略のレパートリー

が質的な変化を見せる可能性が指摘されている（Crick & Dodge, 1994）。つまり，解決策の案出

テストにおける測定値は，子どもの社会的問題解決の発達的変化に関する理論的予測と一致して

おり，一定の妥当性を有しているといえる。 
 

 

第４節 本章のまとめ 

 
本章では，わが国の小中学生の攻撃行動および問題解決プロセスに関する測定ツールを作成し，

信頼性と妥当性を検討することが目的であった。第１節では，これまでの研究における攻撃行動

および問題解決プロセスの測定の問題点と，その解決策について概観された。 
第２節（研究１）では，小中学生の攻撃行動について，形態別の発現頻度を測定する尺度が作

成され，内的整合性および再検査信頼性の２点から信頼性の検討を行い，内容的妥当性，因子的

妥当性，交差妥当性，併存的妥当性，基準関連妥当性の５点から妥当性の検討を行った。その結

果，第２節において作成された子ども用攻撃行動尺度（Aggressive Behavior Scale for Children 
and Adolescents: ABS-CA）は十分な信頼性と妥当性を有するということが確認された。同様に，

教師評定用攻撃行動尺度（Aggressive Behavior Scale –Teacher Rating form: ABS-TR）につい
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ても，内的整合性，因子的妥当性，基準関連妥当性の検討を行った結果，十分な信頼性と妥当性

を有することが示された。 
第３節（研究２）では，小中学生の問題解決プロセスを測定する，解決策の案出テストおよび

解決策の評価テストが作成され，性別，学年別の記述統計量の比較を行った。その結果，第３節

において作成されたテストから得られた測定値はいずれも，子どもの社会的問題解決の発達的変

化に関する理論的予測と一致しており，一定の妥当性を有するテストであるということが確認さ

れた。 
以上のことをまとめると，わが国の小中学生の攻撃行動および問題解決プロセスについては，

質問紙を用いた測定によって，妥当性と信頼性を有するデータの収集が可能であることが明らか

にされた。また，ABS-CA および ABS-TR は９項目と少ない項目数から構成され，解決策の案出

テストおよび解決策の評価テストは１つの刺激場面に対する反応から測定値が得られることから，

これまでの研究において使用されてきた測定ツールと比較して，簡便な実施が可能であると思わ

れる。 
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第４章 社会的問題解決が攻撃行動に及ぼす影響の発達的変化 

 

第１節 子どもの発達と社会的問題解決 

 
児童青年期の子どもを対象とした支援においては，特に，認知的側面への介入を主たる方法と

する認知的技法の効果が対象者の発達段階によって異なる可能性が指摘されている。具体的には，

対象者の年齢や学年が高いほど，認知的側面から気分や行動への影響力が強くなることが知られ

ている。このことは，従来のストレスマネジメントにおける使用技法の分類に現れており（坂野・

嶋田・三浦, 1995; Figure 4-1），わが国の小中学生を対象とした調査研究の結果および事例報告か

らも裏づけられている（嶋田, 1998）。この指摘は，主に認知プロセスの再学習によって対象者の

自発的な行動変容を促す問題解決訓練にもあてはまるものであり，問題解決訓練の実施において

は対象者の発達的側面への配慮と工夫が求められる。 
しかしながら，具体的にどのような工夫を行うことが発達即応的な問題解決訓練になるのかと

いう点については，現在においても実証的知見が非常に限られている。Weisz & Hawley（2002）
は，子どもの発達的側面に関する一般的知見が治療に有効に用いられる方法の１つとして，包括

的な介入プログラムの中から有効な介入コンポネントを選択する際の実証的な根拠が得られると

いうことを指摘している。すなわち，どの介入コンポネントに重点を置くかという判断を行う際

に，子どもの発達に関する基礎的知見が有用であるといえる。この点については，大脳生理学の

研究領域において，いくつかの実証的研究が進められている。たとえば，社会的問題解決は，社

会的生活において感情や行動を制御し，計画的に遂行する能力である実行機能の１つであること

が指摘されている（Happaney et al., 2004）。この実行機能については，年齢の上昇に伴って行動

的反応に大きく関わってくること（Klingberg, Forssberg, & Westerberg, 2002），11 歳頃に顕著

に発達すること（Brocki & Bohlin, 2004）などが指摘されている。つまり，問題解決スキル訓練

など，先を見通して行動を選択する方法を学習するセルフコントロール技法は，11 歳頃から効果

が増大するといえる。一方，実行機能は問題解決の４つのプロセスを包含した認知的スキルであ

るため，個々の問題解決プロセスの機能がどのように発達するかという点については明らかにさ

れていない。そのため，問題解決スキル訓練を異なった発達段階の対象者に対してどのようにカ

スタマイズするかという点については，未だ直接的な実証的手がかりがあまり得られていない。

この点について，Zelli, Dodge, Lochman, Laird, & Conduct Problems Prevention Research 
group（1999）は，小学３年生を対象として２年間の縦断的調査を行い，小学４年生時の社会的

情報処理のうち，後の攻撃行動を予測するのは解決策の案出のみであり，解決策の評価は有意な

予測力をもたないことを報告している。こうした結果は，小学４年生を対象とする問題解決訓練

では「解決策の案出」プロセスに焦点を当てることが有効である可能性を示しているという点で，

子どもの発達という観点から臨床への示唆が得られやすく，意義深い。このように，対象者の発

達段階に応じた介入コンポネントを同定するためには，個々の問題解決プロセスとその発達的変

化に焦点を当てた研究を行うことが有効であると考えられる（Klaczynski et al., 2001）。 
また，向社会的問題解決が攻撃行動に与える影響についても，実証的知見が非常に限られてい

る。社会的情報処理モデルに基づく基礎研究の多くは，認知処理の「欠損」や「歪み」が攻撃行

動につながるという仮説の検討を行っている。この仮説は，さまざまな研究知見から支持されて

おり，攻撃的な子どもは攻撃行動を良い解決策だと考えたり，問題場面において攻撃的な解決策 
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ストレスマネジメントにおいて実施される技法の数

子ども

成　人

青年期 行動的技法 認知的技法

 
Figure 4-1  ストレスマネジメントとその対象（坂野ら, 1995） 
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を多く案出したりする傾向があることが示されている（e.g. Crick & Werner, 1998; Fontaine et 
al., 2002; Lochman & Dodge, 1994）。しかしながら，社会的情報処理モデルは元来，対人行動の

説明と予測において，子どもの能動的で有能な認知プロセスの重要性を強調している（Matthys & 
Lochman, 2005）。Goldfried & D’Zurilla（1969）による社会的問題解決の基礎理論においても，

日常生活で有効に機能しているという状態像は，精神病理的な状態がないことではなく，有能な

問題解決ができることであると位置づけられている。 つまり，子どもの対人行動に関する示唆を

得る上で，向社会的問題解決に関する検討が必要不可欠であるといえる。向社会的問題解決と対

人行動との直接的な関連については，「解決策の案出」プロセスに関する検討が散見される。すな

わち，攻撃的な子どもは問題場面において向社会的解決策をあまり案出しないということが報告

されている（Lochman & Dodge, 1994）。一方，「解決策の評価」プロセスにおける向社会的問題

解決に関する検討を行った研究例はあまり見受けられない。 
そこで，本章第２節（研究３）では，以下の２つの仮説について検討することを目的とする。

（１）11 歳前後（小学５～６年生）から，攻撃行動に影響する問題解決プロセスの数が増大する。

（２）攻撃的問題解決の影響性を統制しても，向社会的問題解決は攻撃行動に対する予測力を有

する。 
 
 
第２節 問題解決プロセスが攻撃行動に及ぼす影響（研究３） 

 

【方 法】 

１）調査対象 
研究２－２と同様に，調査実施の同意が得られた首都圏近郊の公立小中学校６校に在籍する小

学４年生から６年生 528 名（男子 256 名，女子 268 名，性別不明４名）および中学１年生から３

年生 713 名（男子 350 名，女子 359 名，性別不明４名）合計 1241 名を対象に，質問紙調査を実

施した。そのうち，記入漏れや記入ミスのあった回答を除いた小学生 471 名（小４男子 47 名，

小４女子 50 名，小５男子 72 名，小５女子 77 名，小６男子 111 名，小６女子 114 名；有効回答

率＝89.2％）および中学生 629 名（中１男子 95 名，中１女子 115 名，中２男子 110 名，中２女

子 98 名，中３男子 110 名，中３女子 101 名；有効回答率＝88.2％）合計 1100 名の回答を分析対

象とした。 
 
２）調査材料 
①攻撃行動の発現頻度 

研究１において作成された子ども用攻撃行動尺度（ABS-CA; ９項目，５件法）を使用した。こ

の尺度は，過去３週間における攻撃行動の発現頻度について，「身体的攻撃」，「言語的攻撃」，「関

係性攻撃」の３側面からとらえる自己評価式質問紙尺度である。 
②「解決策の案出」プロセス 

研究２－１において作成された解決策の案出テストを使用した。本節では，「自分の持ち物を友

だちに傷つけられる」場面（場面２）を使用した。回答者に対しては，刺激場面に直面した際に

回答者がとりうる行動について，可能な限り多くの回答を自由記述形式で求めた。質問紙の構成

上，１つの場面に対する回答欄は８つ設けられたため，得点範囲は０～８であった。 
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解決策の案出テストに対する回答内容は，本研究の目的を熟知しない臨床心理学を専攻する大

学院生男女１名ずつ，計２名によってコーディングされた。本サンプルにおける評定者２名の分

類結果について Cohen のκ係数を算出した結果，κ＝.86 であった。κ係数は，< .50 だと十分で

はなく，= .50-.70だと許容される範囲であり，> .70だと良好であるとされている（Hodges & Cools, 
1990）。したがって，２名の分類結果は安定して一致しており，信頼性を有する測定値が得られ

たと考えられる。２名の分類が一致しなかった回答については，一方の分類をランダムに抽出し

て使用した。 
③「解決策の評価」プロセス 

研究２－１において作成された解決策の評価テストを使用した。本節では，「友だちから無視を

される」場面（場面１）を使用した。解決策の評価テストでは，刺激場面と評価対象項目（２つ

の向社会的反応および２つの攻撃的反応）を提示し，刺激場面における評価対象項目について，

できるだけ多くのポジティブな評価とネガティブな評価を自由記述形式で求めた。向社会的反応

へのポジティブな評価，向社会的反応に対するネガティブな評価得点，攻撃的反応に対するポジ

ティブな評価得点，および攻撃的反応に対するネガティブな評価得点が計算され，得点範囲は０

～８であった。 
 
３）調査実施手続き 

調査実施に先だって，調査協力校の学校長および責任担当教員に対して，調査実施の手続きお

よび調査実施に伴う権利事項に関する説明を紙面および口頭で行い，同意書への署名を得た。ま

た，対象児童生徒に対しては，学級担任を通して，個人情報の保護，調査用紙への回答拒否の権

利，および回答拒否の権利を行使する場合には調査用紙を白紙のまま提出してもよい旨の説明が

行われた。調査は，以上の手続きの全てにおいて調査協力への同意が得られた学校の児童生徒に

限定して，対象者が日常的に使用している教室内にて無記名式で実施された。また，調査協力へ

の拒否によって学校側または児童生徒本人に不利益が生じないよう配慮が施された。 
調査は２回にわけて実施された。１回目の調査では，「解決策の案出」プロセスおよび「解決策

の評価」プロセスが測定された。２回目の調査では，攻撃行動の発現頻度が測定された。２回目

の調査は１回目の調査の約３週間後に実施され，２回目の調査実施日から過去３週間における攻

撃行動の頻度について回答を求めた。以上の手続きによって，特定の時期における問題解決プロ

セスと，その後３週間の攻撃行動に関するデータが収集された。 
 
【結 果】 

問題解決プロセスから攻撃行動への影響が学年によって異なるか否かを検討するため，問題解

決プロセスを独立変数，ABS-CA における各下位尺度得点および ABS-CA 総得点を従属変数とす

る，強制投入法による重回帰分析を，学年別に実施した。分析の結果をまとめたものが，Table 4-1
（身体的攻撃），Table 4-2（言語的攻撃），Table 4-3（関係性攻撃），および Table 4-4（ABS-CA
総得点），である。 
最初に，身体的攻撃に関する分析の結果について述べる。「解決策の案出」プロセスについては，

小学４年生においては向社会的反応の案出数が攻撃行動を予測していたのに対して，小学５年生

以上の子どもにおいては攻撃的反応の案出数が有意な予測力を有していた。「解決策の評価」プロ

セスについては，小学５年生以上の子どもの攻撃行動と関連を示していた。 
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Table 4-1  身体的攻撃を従属変数とする重回帰分析の結果（学年別） 

 

向社会的反応 -.30 * -.14 -.03 .04 -.05 .02

攻撃的反応 .05 .31 *** .26 *** .32 *** .23 ** .30 ***

向社会的反応への肯定的評価 -.04 -.08 -.10 -.14 -.09 -.25 *

向社会的反応への否定的評価 .12 .09 -.18 .10 .18 .22 *

攻撃的反応への肯定的評価 .01 .25 * .35 *** .08 .01 -.02

攻撃的反応への否定的評価 -.17 -.08 -.23 * -.24 ** -.22 * -.10

R .37 .48 *** .44 *** .39 *** .33 *** .34 ***

R 2 .14 .23 .19 .16 .11 .12

修正済み R 2 .07 .19 .17 .13 .08 .09

標準誤差 5.50 5.75 5.69 2.61 2.75 2.65

*p <.05; 
**p <.01; 

***p <.001

「解決策の評価」プロセス

小６小５小４

「解決策の案出」プロセス

(n  = 97) (n  = 149) (n  = 225) (n  = 210) (n  = 208) (n  = 211)
中３中２中１
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Table 4-2  言語的攻撃を従属変数とする重回帰分析の結果（学年別） 

 

向社会的反応 -.13 -.13 .01 .00 -.06 -.02

攻撃的反応 .16 .12 .23 ** .21 ** .28 *** .24 ***

向社会的反応への肯定的評価 .02 -.06 -.01 -.26 ** -.30 ** -.41 ***

向社会的反応への否定的評価 .02 .09 .01 .04 .08 .17

攻撃的反応への肯定的評価 -.09 .10 .18 .14 .15 -.05

攻撃的反応への否定的評価 -.17 -.08 -.33 *** -.24 ** -.15 .03

R .28 .25 .37 *** .42 *** .44 *** .36 ***

R 2 .08 .06 .13 .18 .19 .13

修正済み R 2 .01 .02 .11 .15 .17 .11

標準誤差 2.57 3.47 3.22 2.56 2.63 2.35

*p <.05; 
**p <.01; 

***p <.001

(n  = 97) (n  = 149) (n  = 225) (n  = 210) (n  = 208) (n  = 211)
中３中２中１

「解決策の評価」プロセス

小６小５小４

「解決策の案出」プロセス
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Table 4-3  関係性攻撃を従属変数とする重回帰分析の結果（学年別） 

 

向社会的反応 -.19 -.07 .04 .02 -.04 -.07

攻撃的反応 .02 .29 ** .27 *** .17 * .27 *** .17 *

向社会的反応への肯定的評価 .00 -.15 -.06 -.12 -.28 * -.27 *

向社会的反応への否定的評価 .13 .15 -.11 -.04 .12 .19

攻撃的反応への肯定的評価 .01 .09 .25 * .19 * .10 -.06

攻撃的反応への否定的評価 -.21 -.06 -.19 * -.21 * -.11 .06

R .29 .38 ** .36 *** .30 ** .39 *** .26 *

R 2 .08 .15 .13 .09 .16 .07

修正済み R 2 .01 .10 .10 .06 .13 .04

標準誤差 3.26 3.75 3.71 2.65 2.53 2.39

*p <.05; 
**p <.01; 

***p <.001

「解決策の評価」プロセス

小６小５小４

「解決策の案出」プロセス

(n  = 97) (n  = 149) (n  = 225) (n  = 210) (n  = 208) (n  = 211)
中３中２中１
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Table 4-4  ABS-CA 総得点を従属変数とする重回帰分析の結果（学年別） 

 

向社会的反応 -.27 * -.13 .00 .02 -.06 -.02

攻撃的反応 .08 .29 ** .29 *** .28 *** .32 *** .29 ***

向社会的反応への肯定的評価 -.02 -.11 -.08 -.21 * -.27 * -.38 ***

向社会的反応への否定的評価 .12 .12 -.12 .04 .16 .24 *

攻撃的反応への肯定的評価 -.02 .19 .31 ** .16 .11 -.05

攻撃的反応への否定的評価 -.21 -.09 -.27 ** -.27 ** -.19 -.01

R .36 .44 *** .44 *** .43 *** .46 *** .38 ***

R 2 .13 .19 .19 .19 .21 .15

修正済み R 2 .06 .15 .17 .16 .19 .12

標準誤差 9.60 11.40 11.03 6.38 6.27 5.90

*p <.05; 
**p <.01; 

***p <.001

(n  = 97) (n  = 149) (n  = 225) (n  = 210) (n  = 208) (n  = 211)
中３中２中１

「解決策の評価」プロセス

小６小５小４

「解決策の案出」プロセス
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次に，言語的攻撃に関する分析の結果について述べる。「解決策の案出」プロセスおよび「解決

策の評価」プロセスのいずれにおいても，小学６年生以上の子どもにおいて攻撃行動に対する有

意な予測力を示した。小学４年生および５年生の言語的攻撃については，問題解決プロセスから

の影響性は有意ではなかった。 
次に，関係性攻撃に関する分析の結果について述べる。「解決策の案出」プロセスについては，

小学５年生以上の子どもにおいて，攻撃的反応の案出数が有意な予測力を有していた。「解決策の

評価」プロセスについては，小学６年生以上の子どもの攻撃行動と関連を示していた。小学４年

生の関係性攻撃については，問題解決プロセスからの影響性は有意ではなかった。 
最後に，ABS-CA 総得点に関する分析の結果について述べる。「解決策の案出」プロセスについ

ては，小学４年生においては向社会的反応の案出数が攻撃行動を予測していたのに対して，小学

５年生以上の子どもにおいては攻撃的反応の案出数が有意な予測力を有していた。「解決策の評

価」プロセスについては，小学４年生から５年生の攻撃行動は予測しなかったものの，小学６年

生以上の子どもの攻撃行動と関連することが示された。 
 
【考 察】 

１）問題解決から攻撃行動への影響力の発達的変化（仮説１） 
重回帰分析の結果，対象者の学年が上がるにつれて，攻撃行動への影響力を有する問題解決プ

ロセス指標の数が増加することが示された。特に，「解決策の評価」プロセスについては，攻撃行

動に関する多くの指標において，小学５年生または６年生から攻撃行動に対する有意な予測力を

示すということが明らかになった。これは，11 歳前後（小学５～６年生）から攻撃行動に影響す

る問題解決プロセスの数が増大するとする，本章の仮説（１）を概ね支持する結果である。 
この結果は，小中学生に対する問題解決訓練の構成について１つの示唆を与える。たとえば，

従来の問題解決訓練は，「解決策の案出」プロセスと「解決策の評価」プロセスの両方をターゲッ

トとして構成されてきた。「解決策の評価」プロセスはおよそ小学６年生以上の子どもにおいて攻

撃行動と関連しているという本節の結果をふまえると，「解決策の評価」プロセスをターゲットに

含む従来型の問題解決訓練は，より高学年の子どもにおいて効果が増大すると考えられる。この

考えは，Durlak et al.（1991）による認知行動療法の効果に関するメタ分析の結果と一致してい

る。すなわち，従来型の問題解決訓練を含む認知行動療法は，５～11 歳の子どもよりも，11 歳以

上の子どもに対して大きな効果を示したのである。したがって，小学５年生以下の低学年児童を

対象として問題解決訓練を実施する際には，「解決策の案出」プロセスに焦点化することが有効で

あり，小学６年生以上の高学年の子どもを対象とする場合には。「解決策の評価」プロセスをター

ゲットに含んだ従来型の問題解決訓練が有効であると思われる。この考えは，これまでわが国の

学校教育現場において有効性が示されてきたストレスマネジメントの発想と一致する。先に述べ

たとおり，「解決策の案出」プロセスの変容は，問題場面における行動レパートリーの拡充にあた

る。これは，社会的スキル訓練などといった行動的技法と共通する治療的機能であり，従来のス

トレスマネジメントにおいては対象者の発達段階にあまり左右されずに効果を発揮することがで

きると仮定される技法である。一方，「解決策の評価」プロセスについては，因果性の判断や意志

決定など認知的要素が色濃く，従来のストレスマネジメントではより高学年の対象に適用されて

きた技法であるといえる。以上のことから，本節の結果は，これまでの理論的考察および実証的

知見と整合した結果であるといえる。さらに，本節から得られた考察は，問題解決訓練という包
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括的介入プログラムの中から，対象者の学年に応じて機能する技法を選択する際の具体的な示唆

を与えるものであり，臨床的対応に子どもの発達という観点を活用した一例であるといえる。 
しかしながら，こうした訓練構成の発達差について，異論を唱える研究もある。すべての問題

解決プロセスはあらゆる年代の子どもの攻撃行動に影響するという指摘もされており（e.g., 
Milich & Dodge, 1984），こうした指摘を支持すると思われる研究知見も散見される。たとえば，

Yoon, Hughes, Gaur, & Thompson（1999）は，34 の基礎研究を用いてメタ分析を行った。その

結果，攻撃行動を多く示す就学前児から高校３年生について，（１）手がかりの符号化，（２）手

がかりの解釈，（３）反応検索，（４）反応決定という SIP モデルにおけるすべてのステップが「欠

如している」または「歪んでいる」という可能性を報告している。彼らはこの結果を受けて，社

会的認知をターゲットとする介入がうまくいかないとすれば，それは特定の問題解決プロセスに

限定して介入を行っているためであると述べている。 
こうした研究知見の相違については，問題解決プロセス同士の相互関連性が関与していると考

えられる。問題解決における各プロセスは，方法論上，それぞれ独立して測定が可能であるもの

の，社会的行動に関する社会的問題解決モデルや SIP モデルでは，各プロセスの同時並行処理や

相互影響過程の重要性を強調している（Crick & Dodge, 1994; D’Zurilla & Nezu, 1999）。言い換

えると，問題解決の各プロセスが独立して測定され，他のプロセスによる影響性を考慮しない分

析を行った場合，問題解決と攻撃行動が見かけの相関を示す可能性があると考えられる。たとえ

ば，Zelliet al.（1999）は，小学４年生時における社会的情報処理プロセスと小学５年生時におけ

る攻撃行動の関連について単相関係数を算出したところ，「手がかりの解釈」プロセス，「解決策

の案出」プロセスおよび「解決策の評価」プロセスのいずれも，攻撃行動と有意な関連を示した。

一方，構造方程式モデリングによって各プロセス同士の相互影響性を考慮した検討を行った結果，

小学４年生時における社会的情報処理のうち，小学５年生時の攻撃行動を予測するのは「解決策

の案出」プロセスのみであり，その他の社会的情報処理プロセスは有意な予測力を示さなくなっ

た。さらに，社会的情報処理の各プロセス同士は，互いに有意な相関係数を示したのである。こ

の結果は，小学４年生においては「解決策の案出」プロセスが攻撃行動と機能的に関連している

とする本節の結果と一致しており，さらに，問題解決の各プロセス同士の相互関連性によって，

本来は攻撃行動とあまり関連しない問題解決プロセスが攻撃行動との間に見かけの相関を示しう

るという可能性を示唆している。以上のことをふまえると，子ども本人による対人行動の自己コ

ントロールに機能する変数を同定するためには，複数の問題解決プロセスを測定し，他のプロセ

スの影響性を統制した上で，特定のプロセスから攻撃行動への影響性を示す必要があるといえる。 
 
２）向社会的問題解決の重要性（仮説２） 

向社会的問題解決による攻撃行動の予測力について検討した結果，特に「解決策の評価」プロ

セスにおいて，攻撃的問題解決の影響性を統制してもなお，向社会的問題解決が攻撃行動に対す

る予測力を有するということが明らかになった。これは，仮説（２）を支持する結果であるとと

もに，向社会的問題解決への介入が攻撃行動の変容に有効である可能性を示唆している。問題解

決訓練は元来，対象者の能動性や有能さを促進することに重きが置かれる介入プログラムであり

（D’Zurilla & Nezu, 1999），向社会的問題解決の重要性についてはさまざまな研究者が指摘して

きた（e.g. The Metropolitan Area Child Study Research Group, 2007）。しかしながら，向社会

的問題解決の治療的機能についてはあまり実証的研究が行われてこなかったため，攻撃行動の減
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少を目指した従来の介入研究の多くにおいては，攻撃行動を支持する考えをゆさぶり，攻撃的反

応への肯定的評価を下げるという点に重点が置かれてきた（e.g. van Manen et al., 2004）。本節

は，特に「解決策の評価」プロセスにおける向社会的反応に関する認知的評価が攻撃行動と関連

する可能性を示したという点で，攻撃行動への対応における向社会的問題解決の役割の一端を示

唆しているといえる。 
 
 
第３節 本章のまとめ 

 
本章では，攻撃行動と問題解決プロセスとの機能的関連の発達的変化，および，向社会的問題

解決の治療的機能について検討することが目的であった。第１節では，社会的問題解決とその発

達に関するこれまでの研究の問題点と，その解決策について概観された。 
第２節（研究３）では，攻撃行動と問題解決プロセスの関連について，学年別の検討が行われ

た。その結果，概ね小学６年生前後において，攻撃行動の発現を予測する問題解決プロセスの数

が増大し，「解決策の評価」プロセスが攻撃行動のコントロールに寄与するようになることが示さ

れた。また，「解決策の評価」プロセスにおいて，攻撃的反応を支持する考えを下げるだけでなく，

向社会的反応を支持する考えを増やす介入が有効に機能する可能性が示唆された。 
以上のことをまとめると，およそ小学５年生以下の児童を対象とする場合には解決策の案出訓

練による行動レパートリーの拡充を重点的に行い，小学６年生以上の児童生徒を対象とする場合

には解決策の評価訓練を含むセルフコントロールに焦点を当てることが有益であるなど，対象者

の発達的側面に配慮した介入に関する具体的示唆が得られたといえる。 
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第５章 攻撃行動に対する介入効果の促進要因 

 

第１節 問題解決訓練の効果促進要因 

 
問題解決訓練による社会的問題解決および攻撃行動の減少効果は，いくつかの介入研究によって示さ

れている。たとえば，Kazdin et al.（1992）は，週１回，６～８ヶ月にわたる約 30 回のセッションに

よる問題解決訓練を実施し，攻撃行動や反社会的行動の有意な減少と，１年後における介入効果の維持

を報告している。また，１回 70 分，週１回，計 11 回のセッションによる問題解決の変容効果や（van 
Manen et al., 2004），１回１時間，年 20 週，２年間にわたる計 40 回のセッションによる問題解決の変

容効果など（The Metropolitan Area Child Study Research Group, 2007），社会的問題解決の変容を図

る包括的介入プログラムの継続的な実施によって，介入直後やフォローアップ期における有意な介入効

果が繰り返し示されてきた。 
しかしながら，わが国において，小中学生を対象に問題解決訓練を実施するときには，１つの大きな

困難が生じる。それは，セッション数が限られているということである。訓練対象児を抽出することで

対象児が他児童から「攻撃的」とラベルづけされてしまうことへの配慮や，放課後の時間的拘束に対し

て理解が得られにくいことから，日本の子どもを対象とした介入プログラムのほとんどは，通常学級の

授業時間内に実施されている。さらに，介入のための授業時間が十分に確保できないという理由から，

多くの試みはセッション数が６回以下となっている（e.g. 三浦・上里, 2003）。こうした事情から，最も

効率的に最大限の効果が得られるような介入に関する検討が重要課題となっている。つまり，長期にわ

たって継続される包括的な方略が有効であるという点は実証的に支持されているものの（Conduct 
Problems Prevention Research Group, 2002, 2004），それらの方略を利用可能な介入へと変換し，少

数回のセッションで最大限の効果を得るための方策が必要不可欠だといえる。第４章第２節（研究３）

においては，問題解決プロセスと攻撃行動の関連の発達的変化が記述され，解決策の評価訓練は，およ

そ小学６年生以上の児童生徒の攻撃行動に対して有効に機能するという可能性が示唆された。これは，

対象者の学年に応じた介入コンポネントの提案を行っているという点で，最も効率的に最大限の効果が

得られるような介入に関する検討の一例であるといえる。 
一方，子どもを対象に認知行動療法を実施する際には，行動問題の改善に寄与すると思われる介入コ

ンポネントの同定だけでなく，介入コンポネントの変容可能性についても考慮する必要がある。たとえ

ば，問題解決プロセスにおける発達的変化の１つとして，加齢に伴って，すでに獲得された認知プロセ

スの変容可能性が下がるということが指摘されている（Crick & Dodge, 1994）。Huesmann & Guerra
（1997）は，小学１年生と４年生における「解決策の評価」プロセスについて，１年間のインターバル

を置いて２回測定することで認知の安定性について検討したところ，１年生から２年生にかけての１年

間（r = .07-.19）よりも４年生から５年生にかけての１年間（r = .21-.44）の方が高い安定性が示され

た。また，２年生，３年生，５年生のサンプルを用いて，「解決策の評価」プロセスによる攻撃行動の

予測力について検討したところ，２年生（β= .07）および３年生（β= .08）よりも５年生（β= .16）
において予測力が高かった。つまり，学年が上がるにつれて，認知プロセスがより強い影響力を持つよ

うになると同時に，認知プロセスが変容しにくくなる可能性が考えられる。このような研究知見をふま

えて，海外における攻撃行動および反社会的行動の予防プログラムにおいては，児童期早期からの介入

が重視されている（e.g. Fast Track Program; Conduct Problems Prevention Research Group, 1992, 
2000）。しかしながら，こうした予防プログラムが児童期早期からの介入の効果を維持するためには，
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長期にわたる継続的な支援が前提となっており，セッション数が限られているという，わが国の実情に

はあまり適さない。そのため，児童期後期以降にも活用可能な，介入コンポネントを効果的に変容する

ための工夫点や付加的手続きに関する検討が必要となる。具体的には，解決策の案出訓練または解決策

の評価訓練の介入効果を促進する要因の検討が求められる。 
介入効果の促進要因については，第１章第６節において議論が行われた。「解決策の案出」プロセス

については，怒り感情との関連が指摘された。すなわち，解決策の案出訓練の効果を高めるためには，

怒りコントロール技法を併用することが有効である可能性が考えられる。「解決策の評価」プロセスに

ついては，攻撃行動に対する環境からのフィードバックへのアクセスの低さとの関連が指摘された。す

なわち，解決策の評価訓練の効果を高めるためには，社会的問題解決における「解決策の実施と検証」

プロセスを活性化させる解決策の効果検証訓練といった，環境からのフィードバックへのアクセスを高

める手続きを併用することが有効である可能性が考えられる。特に，攻撃行動に対する環境からのフィ

ードバックへのアクセスの低さは，攻撃行動を支持する認知の確信度（攻撃的確信度）を高めることが

指摘されている（Guerra et al., 2003）。そのため，環境からのフィードバックへのアクセスを高める手

続きには，攻撃的確信度を減少させる効果があると考えられる。しかしながら，怒り感情や環境からの

フィードバックによる問題解決への影響性については，横断的調査による相関研究から得られた知見で

あり，因果関係の検討が十分であるとはいいがたい。怒りコントロールや環境からのフィードバックル

ープの活用による問題解決の変容効果を示すためには，問題解決プロセスの変化と，怒りコントロール

技法や解決策の効果検証訓練がターゲットとする変数の自然経過または介入による変化との関連性に

ついて，縦断的検討を行う必要がある。また，問題解決プロセスの機能は子どもの学年によって異なる

という，第４章において得られた知見を考慮すると，怒り感情や環境からのフィードバックと問題解決

プロセスとの関連についても，対象者の発達段階によって異なる様相を呈する可能性が考えられる。 
以上のことを総合すると，限られたセッション数の中で問題解決訓練の効果を高めていくためには，

怒りコントロール技法や解決策の効果検証訓練の役割を明確にする必要があるといえる。そこで，本章

では，問題解決訓練の効果を促進する要因について，対象者の発達的側面を考慮した検討を行うことを

目的とする。具体的には，第２節（研究４）では解決策の案出訓練とリラクセーション訓練の併用効果

について実験的手法を用いて検討し，第３節（研究５）では解決策の評価訓練と解決策の効果検証訓練

の併用効果について実験的手法を用いて検討する。 
 
 
第２節 怒り感情が解決策の案出に及ぼす影響（研究４） 

 

【目 的】 

本節では，解決策の案出訓練とリラクセーション訓練を併用する群と，解決策の案出訓練を単独で実

施する群を比較することで，怒りのコントロールによる「解決策の案出」プロセスの改善促進効果につ

いて検討することを目的とする。また，怒りの減少と「解決策の案出」プロセスの改善によって，結果

的に攻撃行動が減少することを，実験的に確認する。最後に，怒り感情の変化が「解決策の案出」プロ

セスや攻撃行動の変化とどのように関連し，「解決策の案出」プロセスの変化が攻撃行動の変化にどの

程度寄与するかという点，すなわち介入の作用機序について，発達的差異の検討を行う。 
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【方 法】 

１）実験参加者 
実施の同意が得られた首都圏近郊の公立小中学校に在籍する小学５年生 65 名（男子 34 名，女子 31

名）および中学１年生 213 名（男子 99 名，女子 102 名，性別不明 12 名）合計 278 名が，本実験に参

加した。そのうち，エクササイズへの取り組みや測定材料への回答を拒否した者および記入漏れや記入

ミスのあった者を除いた，小学５年生 57 名（男子 28 名，女子 29 名；有効回答率＝87.7％）および中

学１年生 182 名（男子 92 名，女子 90 名；有効回答率＝85.4％）合計 239 名の回答を分析対象とした。 
 
２）測定材料 
①攻撃行動の発現頻度 

研究１において作成された子ども用攻撃行動尺度（ABS-CA; ９項目，５件法）を使用した。この尺

度は，過去３週間における攻撃行動の発現頻度について，「身体的攻撃」，「言語的攻撃」，「関係性攻撃」

の３側面からとらえる自己評価式質問紙尺度である。 
②「解決策の案出」プロセス 
研究２－１において作成された解決策の案出テストを使用した。本節では，「自分の持ち物を友だち

に傷つけられる」場面（場面２）を使用した。回答者に対しては，刺激場面に直面した際に回答者がと

りうる行動について，可能な限り多くの回答を自由記述形式で求めた。質問紙の構成上，１つの場面に

対する回答欄は８つ設けられたため，得点範囲は０～８であった。 
解決策の案出テストに対する回答内容は，本研究の目的を熟知しない臨床心理学を専攻する大学院生

男女１名ずつ，計２名によってコーディングされた。本サンプルにおける評定者２名の分類結果につい

て Cohen のκ係数を算出した結果，κ＝.86 であった。κ係数は，< .50 だと十分ではなく，= .50-.70
だと許容される範囲であり，> .70 だと良好であるとされている（Hodges & Cools, 1990）。したがって，

２名の分類結果は安定して一致しており，信頼性を有する測定値が得られたと考えられる。２名の分類

が一致しなかった回答については，一方の分類をランダムに抽出して使用した。 
③怒り感情 
子ども用怒り尺度（野口ら, 2006; 10 項目，４件法）を使用した。この尺度は，小中学生が日常生活

で感じている怒り感情を測定する自己評価式質問紙尺度である。 
 
３）実験の実施手続きの概要 
実験の実施に先だって，研究協力校の学校長および責任担当教員に対して，実験の実施手続きおよび

実験実施に伴う権利事項に関する説明を紙面および口頭で行い，同意書への署名を得た。また，保護者

に対しては責任担当教諭を通して説明が行われ，口頭での同意が得られた。対象児童生徒に対しては，

学級担任および実験実施者を通して，個人情報は確実に保護されること，エクササイズへの取り組みや

測定用紙への回答を拒否する権利があること，拒否権の行使に伴っていかなる不利益も被らないことを，

実験実施前に説明した。対象者は，解決策の案出訓練とリラクセーション訓練を行う群（Coping 
Generation Training and Relaxation Training: CGT-RT）と解決策の案出訓練のみを行う群（Coping 
Generation Training: CGT）に，学年別に無作為に割り付けられた。 
実験の手続きを，Figure 5-1 に示す。実験開始１週間前に，測定材料への回答が求められた。実験は，

通常授業時間における２単位時間を用いて，実験参加者が日常的に使用している学校内の教室にて，「総

合的な学習の時間」の授業の一環として実施された。進行役は，臨床心理学を専攻し，問題解決訓練お 
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約２ヶ月

約１週間

約１週間

測定材料への回答（Pre期）

解決策の案出訓練（第１回）

解決策の案出訓練（第２回）
＋

大学生の体験談

解決策の案出訓練（第２回）
＋

リラクセーション訓練

測定材料への回答（Post期）

CGT群 CGT-RT群

 
Figure 5-1  研究４の実験の手続き 
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よびリラクセーション訓練について充分な事前教育を受けた大学院生が務めた。また，各群において，

大学生４名と学級担任による進行補助が行われた。 
第１回の授業では，CGT 群，CGT-RT 群共に，解決策の案出訓練（第１回）が実施された。解決策

の案出訓練（第１回）では，問題に直面した際に解決策を多く案出することの重要性と具体的方法につ

いて教示を行った後，複数のテーマを用いて解決策の案出の練習を行った。第２回の授業では，CGT-RT
群においては，解決策の案出訓練（第２回）として「友だちから無視をされる」という対人ストレス場

面に対する解決策の案出の練習が行われ，呼吸法によるリラクセーション訓練が実施された。また，CGT
群においては，リラクセーション訓練の代わりに，ストレス対処に関する大学生の体験談を聞く時間が

設けられた。大学生による体験談は，CGT 群がリラクセーション効果を獲得しないことを意図して実

施された。最後に，セッションの内容を日常生活で積極的に使うことの重要性を強調した。CGT-RT 群

に対しては，リラクセーションによって感情をコントロールすることで，さまざまな解決策が案出しや

すくなることを再び説明した。全ての参加者には，授業で学習した内容が書かれた，縦 10.5cm×横 7.4cm，

６ページ綴りの“問題解決ミニガイド”が配られた。第２回の授業実施から約２ヶ月後に，再び測定材

料への回答が求められた。 
 
【結 果】 

１）解決策の案出訓練およびリラクセーション訓練の効果 
解決策の案出訓練とリラクセーション訓練の併用による介入効果を示すため，学年（小５，中１），

群（CGT 群，CGT-RT 群）および時期（Pre 期，Post 期）を独立変数，各測定変数を従属変数とする

三要因分散分析を行った。分析の結果を，Table 5-1 に示す。群と時期の交互作用はリラクセーション

訓練の併用の有無による介入効果の差異を意味し，学年と時期の交互作用は対象者の発達段階による介

入効果の違いを意味する。 
リラクセーション訓練の併用による介入効果の差異が見られた指標について述べる。怒り感情につい

て，群と時期の交互作用が有意であった（F[1,235]=4.74, p<.05）。そこで，単純主効果検定を行ったと

ころ，CGT 群においてのみ，怒り感情が有意に増加しており（p<.05），介入後においてのみ，CGT-RT
群よりも CGT 群の方が怒り得点が有意に高かった（p<.05）。 

次に，対象者の発達段階による介入効果の差異が見られた指標について述べる。攻撃的反応の案出数

については，学年と時期の交互作用が有意であったため（F[1,235]=4.23, p<.05），単純主効果検定を行

ったところ，中学１年生においてのみ，介入前後で攻撃的反応の案出数が増加していた（p<.01）。
ABS-CA の得点については，すべての指標において学年と時期の交互作用が有意であった（身体的攻

撃：F[1,235]=5.39, p<.05；言語的攻撃：F[1,235]=4.84, p<.05；関係性攻撃：F[1,235]=6.75, p<.05；
ABS-CA 総得点：F[1,235]=8.07, p<.01）。単純主効果検定の結果，言語的攻撃，関係性攻撃，および

ABS-CA 総得点は小学５年生においてのみ減少していた（言語的攻撃：p<.05；関係性攻撃：p<.001；
ABS-CA 総得点：p<.001）。身体的攻撃については，両学年において有意な減少が認められており，特

に小学５年生において大きく減少する可能性が示唆された（５年生：F=15.76, p<.001；７年生：F=6.18, 
p<.05）。 

向社会的反応の案出数については，時期の主効果が有意であり（F[1,235]=21.18, p<.001），授業実施

前よりも実施後において，より多くの向社会的反応が案出されるようになった。 
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Table 5-1  実験的授業の実施前後における「解決策の案出」プロセス，怒り感情，および攻撃行動の変

化 

Pre Post Pre Post Pre Post Pre Post

向社会的反応 1.57 1.73 1.81 2.52 2.09 2.67 2.14 2.87
(1.19) (0.98) (1.27) (1.16) (1.52) (1.65) (1.18) (1.61)

攻撃的反応 1.00 1.17 0.81 0.81 0.63 1.35 0.70 0.93
(1.31) (1.39) (1.55) (1.49) (0.94) (1.41) (1.03) (1.22)

9.13 10.13 8.00 6.37 4.14 5.54 3.95 4.14
(7.93) (7.68) (7.09) (5.98) (5.33) (6.31) (4.42) (5.27)

身体的攻撃 4.20 3.23 5.44 3.41 3.01 2.77 2.77 1.98
(2.35) (3.05) (3.65) (2.12) (2.55) (2.49) (2.34) (2.20)

言語的攻撃 4.97 4.00 5.33 4.44 3.14 3.35 3.25 3.13
(3.45) (3.35) (3.58) (2.95) (2.65) (2.99) (2.23) (2.70)

関係性攻撃 4.20 2.77 4.37 3.44 2.30 2.09 2.32 2.14
(3.12) (2.24) (3.07) (2.93) (1.91) (1.80) (2.02) (2.13)

ABS-CA総得点 13.37 10.00 15.15 11.30 8.45 8.21 8.34 7.25
(7.91) (7.28) (9.10) (6.61) (6.13) (6.39) (5.82) (6.24)

CGT=Coping Generation Training; CGT-RT=Coping Generation Training and Relaxation Training.

CGT-RT (n=27) CGT (n=91)CGT (n=30) CGT-RT (n=91)

「解決策の案出」プロセス

攻撃行動

怒り感情

小学５年生 中学１年生
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２）「解決策の案出」プロセス，怒り感情，攻撃行動の機能的関連 
「解決策の案出」プロセス，怒り感情，および攻撃行動の機能的関連，すなわち介入の作用機序につ

いて概観するため，すべての測定変数における授業実施前後の変化量を用いて，相関分析を行った。分

析の結果を，Table 5-2（小学５年生）および Table 5-3（中学１年生）に示す。ここでは，対象者の発

達段階による作用機序の差異を示すという目的にしたがって，学年別に分析を行った。 
小学５年生と中学１年生に共通して見られた結果について述べる。攻撃的反応の案出数の変化は，す

べての攻撃行動の変化と有意な正の相関を示した。また，怒り感情の変化量は，攻撃的反応の案出数の

変化量と有意な正の相関を示しており，怒りを強く感じるほど攻撃的反応が案出されやすくなることが

明らかになった。 
次に，小学５年生と中学１年生において結果が異なった点について述べる。向社会的反応の案出数の

変化は，小学５年生よりも中学１年生において多くの攻撃行動の変化と有意な負の相関を示し，向社会

的反応の案出数と怒りの関連は中学１年生においてのみ有意であった。怒り感情の変化と攻撃行動の変

化の関連については，中学１年生においても言語的攻撃および攻撃行動の総得点において有意であった

ものの，小学５年生における結果と比較すると低い係数であった。 
 
３）怒り感情と「解決策の案出」プロセスの機能的関連 
２）において実施した授業前後の変化量を用いた相関分析は，個人間での変化のバラつきを圧縮する

ことなく介入の作用機序について検討することができるという利点がある。しかしながら，怒り感情が

増加した対象者と軽減した対象者のどちらの問題解決プロセスが変化したのか，その変化はどの程度で

あったかなど，ターゲット変数の変化の方向性とその程度については，相関分析からは明確に示されな

い。そこで，実験的授業が意図した変化をもたらした児童生徒，あまり影響を受けなかった児童生徒，

および授業参加に伴って逆効果が生じた児童生徒における，ターゲット変数の変化の程度について記述

するため，分散分析を行った。 
最初に，怒り感情の変化の程度にしたがって群構成を行った。子ども用怒り尺度の得点について，Pre

期から Post 期にかけて標準データにおける１標準偏差以上の向上（怒り感情の減少）が見られた児童

生徒を，向上群とした。反対に，Pre 期から Post 期にかけて標準データにおける１標準偏差以上の下降

（怒り感情の増加）が見られた児童生徒を，下降群とした。また，いずれにも当てはまらない児童生徒

を標準群とした。各群の人数比を，Table 5-4 に示す。次に，怒り感情の変化群（向上群，標準群，下

降群）と時期（Pre 期，Post 期）を独立変数，解決策の案出テストの得点を従属変数とする二要因分散

分析を，学年別に行った。群と時期の交互作用は，怒り感情の変化によって「解決策の案出」プロセス

の変化が左右されることを意味する。 
小学５年生における結果について述べる。向社会的反応の案出数については，群と時期交互作用は有

意ではなかった。攻撃的反応の案出数については，群と時期の交互作用が有意であった（F[2,54]=7.40, 
p<.01, Figure 5-2）。そこで，単純主効果検定を行ったところ，下降群において攻撃的反応の案出数が

有意に増加していた（p<.01）。 
中学１年生における結果について述べる。向社会的反応の案出数については，群と時期交互作用は有

意ではなかった。攻撃的反応の案出数については，群と時期の交互作用が有意であった（F[2,179]=5.32, 
p<.01, Figure 5-3）。そこで，単純主効果検定を行ったところ，標準群および下降群において攻撃的反

応の案出数が有意に増加していた（p<.001）。 
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Table 5-2  「解決策の案出」プロセス，怒り感情，および攻撃行動の変化量を用いた相関分析の結果（小

学５年生） 

1. 2. 3. 4. 5. 6.

1. 向社会的反応の案出数

2. 攻撃的反応の案出数 -.23 **

3. 怒り感情 -.10 .47 **

4. 身体的攻撃 -.29 * .32 * .48 **

5. 言語的攻撃 -.23 .37 ** .50 ** .51 **

6. 関係性攻撃 -.12 .28 * .47 ** .44 ** .57 **

7. ABS-CA総得点 -.26 .39 * .59 ** .80 ** .85 ** .82 **

有効回答数は57。 
*p  < .01. 

**p  < .001.  
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Table 5-3  「解決策の案出」プロセス，怒り感情，および攻撃行動の変化量を用いた相関分析の結果（中

学１年生） 

1. 2. 3. 4. 5. 6.

1. 向社会的反応の案出数

2. 攻撃的反応の案出数 -.30 **

3. 怒り感情 -.15 * .29 **

4. 身体的攻撃 -.25 ** .31 ** .13

5. 言語的攻撃 -.21 ** .21 ** .23 ** .53 **

6. 関係性攻撃 -.23 ** .27 ** .12 .48 ** .65 **

7. ABS-CA総得点 -.28 ** .31 ** .20 * .81 ** .88 ** .83 **

有効回答数は182。 
*p  < .01. 

**p  < .001.  
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Table 5-4  怒り感情および「解決策の案出」プロセスの変化量にもとづく群の人数比 

怒り感情 10 (17.5%) 38 (66.7%) 9 (15.8%)

向社会的反応の案出数 13 (22.8%) 40 (70.2%) 4 (7.0%)

攻撃的反応の案出数 9 (15.8%) 38 (66.7%) 10 (17.5%)

怒り感情 16 (8.8%) 135 (74.2%) 31 (17.0%)

向社会的反応の案出数 50 (27.5%) 120 (65.9%) 12 (6.6%)

攻撃的反応の案出数 22 (12.1%) 92 (50.6%) 68 (37.4%)

下降群

下降群

表中の数字は人数。（　　）内は，該当学年内での人数比。

標準群向上群

中学１年生 （n=182）

向上群 標準群

小学５年生 （n=57）
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Figure 5-2  怒り感情の変化による攻撃的反応の案出数の変化（小学５年生） 
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Figure 5-3  怒り感情の変化による攻撃的反応の案出数の変化（中学１年生） 
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４）怒り感情と攻撃行動の機能的関連 
怒り感情の変化群（向上群，標準群，下降群）と時期（Pre 期，Post 期）を独立変数，ABS-CA の各

下位尺度得点および ABS-CA 総得点を従属変数とする二要因分散分析を，学年別に行った。群と時期の

交互作用は，怒り感情の変化によって攻撃行動の変化が左右されることを意味する。小学５年生におけ

る結果について述べる。分析の結果，攻撃行動に関するすべての指標について，群と時期の交互作用が

有意であった（身体的攻撃：F[2,54]=5.91, p<.01；言語的攻撃：F[2,54]=5.92, p<.01, Figure 5-4；関係

性攻撃：F[2,54]=5.64, p<.01；ABS-CA 総得点：F[2,54]=9.16, p<.001, Figure 5-5）。そこで，単純主

効果検定を行ったところ，身体的攻撃，関係性攻撃および ABS-CA 総得点については向上群と標準群に

おいて有意な減少が見られ（p<.01），言語的攻撃は向上群においてのみ有意な減少が見られた（p<.001）。 
中学１年生における結果について述べる。分析の結果，身体的攻撃，言語的攻撃および ABS-CA 総得

点において，群と時期の交互作用が有意であった（身体的攻撃：F[2,179]=3.93, p<.05；言語的攻撃：

F[2,179]=4.83, p<.01, Figure 5-6；ABS-CA 総得点：F[2,179]=4.50, p<.05, Figure 5-7）。そこで，単純

主効果検定を行ったところ，身体的攻撃と ABS-CA 総得点については，向上群においてのみ有意な減少

が見られた（p<.01）。言語的攻撃は，向上群において有意に減少し，下降群において有意に増加するこ

とが確認された（p<.05）。 
 
５）「解決策の案出」プロセスと攻撃行動の機能的関連 
最初に，「解決策の案出」プロセスの変化の程度にしたがって群構成を行った。解決策の案出テスト

から産出される得点（向社会的反応の案出数，攻撃的反応の案出数）について，Pre 期から Post 期にか

けて，第３章で提示した標準データにおける１標準偏差以上の向上（向社会的反応の案出数では増加，

攻撃的反応の案出数では減少）が見られた児童生徒を，向上群とした。反対に，Pre 期から Post 期にか

けて標準データにおける１標準偏差以上の下降（向社会的反応の案出数では減少，攻撃的反応の案出数

では増加）が見られた児童生徒を，下降群とした。また，いずれにも当てはまらない児童生徒を標準群

とした。 
次に，向社会的反応の案出数の変化群（向上群，標準群，下降群）と時期（Pre 期，Post 期）を独立

変数，ABS-CA の各下位尺度得点および ABS-CA 総得点を従属変数とする二要因分散分析を，学年別

に行った。群と時期の交互作用は，向社会的反応の案出数の変化によって攻撃行動の変化が左右される

ことを意味する。 
小学５年生における結果について述べる。分析の結果，攻撃行動に関するいずれの指標においても，

群と時期の交互作用は有意ではなかった。 
中学１年生における結果について述べる。分析の結果， ABS-CA 総得点において，群と時期の交互

作用が有意であった（F[2,179]=3.08, p<.05, Figure 5-8）。そこで，単純主効果検定を行ったところ，向

上群においてのみ ABS-CA 総得点の有意な減少が見られた（p<.01）。 
最後に，攻撃的反応の案出数の変化群（向上群，標準群，下降群）と時期（Pre 期，Post 期）を独立

変数，ABS-CA の各下位尺度得点および ABS-CA 総得点を従属変数とする二要因分散分析を，学年別

に行った。群と時期の交互作用は，攻撃的反応の案出数の変化によって攻撃行動の変化が左右されるこ

とを意味する。 
小学５年生における結果を示す。分析の結果，身体的攻撃と ABS-CA 総得点について，群と時期の交

互作用が有意であった（身体的攻撃：F[2,179]=3.93, p<.05；ABS-CA 総得点：F[2,179]=4.50, p<.05, 
Figure 5-9）。そこで，単純主効果検定を行ったところ，身体的攻撃と ABS-CA 総得点のいずれも，向
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Figure 5-4  怒り感情の変化による言語的攻撃の変化（小学５年生） 
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Figure 5-5  怒り感情の変化による ABS-CA 総得点の変化（小学５年生） 
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Figure 5-6  怒り感情の変化による言語的攻撃の変化（中学１年生） 
 
 



第５章 攻撃行動に対する介入効果の促進要因 

 - 99 - 

0

3

6

9

12

Pre期 Post期

向上群

標準群

下降群

（
平
均
値
の
変
化
量

）

-6

-3

0

3

6

 

Figure 5-7  怒り感情の変化による ABS-CA 総得点の変化（中学１年生） 
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Figure 5-8  向社会的反応の案出数の変化による ABS-CA 総得点の変化（中学１年生） 
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Figure 5-9  攻撃的反応の案出数の変化による ABS-CA 総得点の変化（小学５年生） 
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上群と標準群において有意な減少が見られた（p<.01）。 
中学１年生における結果を示す。分析の結果，身体的攻撃，関係性攻撃および ABS-CA 総得点におい

て，群と時期の交互作用が有意であった（身体的攻撃：F[2,179]=6.28, p<.01；関係性攻撃：F[2,179]=4.35, 
p<.05, Figure 5-10；ABS-CA 総得点：F[2,179]=5.50, p<.01, Figure 5-11）。そこで，単純主効果検定

を行ったところ，身体的攻撃と ABS-CA 総得点については，向上群と標準群において有意な減少が見ら

れた（p<.05）。関係性攻撃は，向上群においてのみ有意な減少が確認された（p<.05）。 
 
【考 察】 

本節では，怒り感情の軽減が解決策の案出訓練の効果におよぼす影響について，実験的手法を用いて

検討することを目的とした。また，解決策の案出訓練およびリラクセーション訓練の効果について，対

象者の学年による緩衝効果についても検討を行った。 
 
１）解決策の案出訓練とリラクセーション訓練の相乗効果 
測定変数の変化量を用いた相関分析の結果，怒り感情の減少が，攻撃行動に対する直接的な減少効果

だけでなく，問題解決の改善効果を持つことが示された。また，怒り感情や「解決策の案出」プロセス

の変化量にしたがった群構成に基づく分散分析の結果から，こうした介入の作用機序は，変数の実測値

に有意な変化をもたらす，すなわち十分な強度を有するということが確認された。Sukhodolsky et al. 
(2004)は，子どもに対する認知行動療法に関するメタ分析の中で，治療タイプをスキル訓練，感情教育，

問題解決，折衷療法の４つに分けて，問題解決を従属変数とした場合の効果サイズを報告した。しかし，

彼らの分析には，感情教育によって問題解決の改善を試みた研究例が１つも含まれていなかったため，

怒り感情への対処が問題解決にどのような変化をもたらすかという点が示されなかった。また，

Landenberger & Lipsey（2005）は，58 の介入研究を用いたメタ分析を行い，怒りコントロール訓練

または対人問題解決スキル訓練を含んだ認知行動療法のみが攻撃的な子どもへの介入法として十分な

効果サイズを示すことを報告しているものの，怒り感情と問題解決の相互関連性については明らかにさ

れなかった。本節は，怒り感情と問題解決の関連について，実験的操作を伴う縦断的データを用いた検

討が行われており，問題解決訓練の効率的な適用に関する示唆を提供できるという点で，有益であると

いえる。 
本節の結果から得られる臨床への示唆として，介入計画の立案時において，介入の要素を分解した緻

密な検討だけでなく，介入要素同士の相互関連性について考慮する必要性を示唆している。臨床場面に

おけるケースフォーミュレーションに関して，Jose & Goldfried（2008）は，個人間および個人内の機

能における相互関連性のアセスメントの重要性を指摘している。すなわち，環境と個人の相互作用だけ

でなく，感情と認知，行動と感情といった，個人内変数同士の相互作用のアセスメントを行うことで，

有効な介入が見出しやすくなるとしている。本節の結果は，「解決策の案出」プロセスにおける攻撃的

反応の案出と怒り感情が相互に関連していることを示しており，個人内変数同士の相互作用に着目する

ことで，より効果的な問題解決訓練の適用が可能となることを示している。具体的には，解決策の案出

訓練において攻撃的反応の過度の案出を防ぎたいときには，リラクセーションなどの怒りコントロール

技法を併用することが有効であると考えられる。言い換えると，攻撃行動のコントロールにおいて，怒

りコントロール技法単独の効果や，問題解決訓練単独の効果だけでなく，両者を同時に使用することに

よる相乗効果が得られるといえる。子どもの攻撃行動に対する従来の介入プログラムの多くは，社会的

問題解決や原因帰属，社会的スキル，ルール遵守スキル，感情制御スキル，セルフコントロール技法な 



第５章 攻撃行動に対する介入効果の促進要因 

 - 103 - 

0

1

2

3

4

Pre期 Post期

向上群

標準群

下降群

（
平
均
値
の
変
化
量

）

-2

-1

0

1

2

 

Figure 5-10  攻撃的反応の案出数の変化による関係性攻撃の変化（中学１年生） 
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Figure 5-11  攻撃的反応の案出数の変化による ABS-CA 総得点の変化（中学１年生） 
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ど，さまざまな介入コンポネントを含む包括的プログラムとして構成されてきた（e.g. Conduct 
Problems Prevention Research Group, 1992; van Manen et al., 2004）。これは，攻撃行動と機能的に

関連している要素は個人によって異なっているため，考え得る介入コンポネントをできるだけ多く含む

ことが，対象者の多くに有益な介入を提供することにつながるという発想に基づいた訓練構成であると

考えられる（Yoon et al., 1999）。つまり，介入コンポネントを多く含むことで，いずれかのコンポネン

トが特定の個人に機能する確率が高まるという発想であるといえる。一方，本節の結果をふまえると，

特定の個人に機能するコンポネントを含む確率の高さ以外にも，包括的プログラムの効果の高さを支え

るメカニズムがあるように思われる。すなわち，相乗効果を持つ介入コンポネントが同時にプログラム

に含まれることで，介入効果が乗算的に高まった可能性が考えられる。問題解決訓練に関する今後の研

究については，解決策の評価訓練と相乗効果を有する介入コンポネントについて，実証的データに基づ

く検討が求められる。 
 
２）対象者の学年による介入効果および作用機序の相違 
小学５年生と中学１年生における介入効果の相違について検討した結果，中学１年生よりも小学５年

生において，「解決策の案出」プロセスと攻撃行動の改善効果がより大きいということが示された。こ

の結果は，高学年の子どもの方が介入効果を享受しやすいとするこれまでの研究知見と一致しない

（Bennett & Gibbons, 2000; Durlak et al., 1991; Dush, Hirt, & Schroeder, 1989; Shirk, 2001）。 
この点については，本節において実施されたセッション数が関連していると思われる。本節では，２

回のセッションから構成される実験的授業を通して，怒り感情や「解決策の案出」プロセス，および攻

撃行動の変容について記述した。一方，これまでの多くの介入研究は，10 回以上のセッションから構成

される介入プログラムが多い（e.g. Kazdin et al., 1992; van Manen et al., 2004）。また，より低学年の

子どもにおいて認知や行動パターンの変容が行いやすいという可能性も指摘されている（Crick & 
Dodge, 1994; Huesmann & Guerra, 1997）。つまり，より高学年の対象者において十分な介入効果を得

るためには，ある程度のセッション数を有した介入計画を作成する必要があり，認知や行動が変化しや

すい低学年の子どもを対象とする場合には，少ないセッション数でも一定の効果が現れやすいと考えら

れる。本節では，２回という少数回のセッションによる実験的授業を実施したため，中学１年生よりも

小学５年生において効果が示されやすかったと考えられる。 
さらに，対象者の学年によって，リラクセーション訓練の攻撃行動への効果が異なるという可能性が

示された。怒り感情による攻撃的反応の案出の促進効果と，攻撃的反応の案出による攻撃行動の促進効

果については，小学５年生と中学１年生で共通していたものの，怒り感情の減少による攻撃行動への直

接作用は，中学１年生よりも小学５年生において強かった。言い換えると，より低学年の子どもを対象

とする場合には，リラクセーション訓練を単独で実施しても十分な攻撃行動改善効果が期待できるとい

える。一方，「解決策の案出」プロセスについては，中学１年生において，攻撃的反応の案出数だけで

なく，向社会的反応の案出数も攻撃行動と機能的関連を有する可能性が示された。「解決策の案出」プ

ロセスにおける攻撃的反応の案出が小学５年生と中学１年生の両方において攻撃行動と関連したとい

う結果は，第４章第２節（研究３）の結果と一致している。また，より高学年の対象者において認知的

側面による攻撃行動の規定力が強いという点を考慮すると，「解決策の案出」プロセスから攻撃行動へ

の影響が中学１年生においてより大きかったという点も理解できる。つまり，青年期後期の子どもの攻

撃行動の減少を図る際には，認知的側面からの影響性が比較的強いため，問題解決などといった認知的

側面への介入を行う中で，補助的に怒りコントロール技法を用いることが有効であると考えられる。 
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第３節 解決策実行後の結果解釈が解決策の評価に及ぼす影響（研究５） 

 

【目 的】 

本節では，解決策の評価訓練と解決策の効果検証訓練を併用する群と，解決策の評価訓練を単独で実

施する群を比較することで，環境からのフィードバックへのアクセス向上による攻撃的確信度の減少効

果および「解決策の評価」プロセスの改善促進効果について検討することを目的とする。また，「解決

策の評価」プロセスの改善によって，結果的に攻撃行動が減少することを，実験的に確認する。最後に，

攻撃的確信度の減少によって「解決策の評価」プロセスにおける自発的評価反応がどの程度変化するか

という点や，「解決策の評価」プロセスの変化と攻撃行動の変化との関連，すなわち介入の作用機序に

ついて，発達的差異の検討を行う。 
 
【方 法】 

１）実験参加者 
実施の同意が得られた首都圏近郊の公立小中学校に在籍する小学５年生 59 名（男子 26 名，女子 33

名）および中学１年生 70 名（男子 42 名，女子 28 名）合計 129 名が，本実験に参加した。そのうち，

エクササイズへの取り組みや測定材料への回答を拒否した者および記入漏れや記入ミスのあった者を

除いた，小学５年生 58 名（男子 25 名，女子 33 名；有効回答率＝98.3％）および中学１年生 60 名（男

子 34 名，女子 26 名；有効回答率＝85.7％）合計 118 名の回答を分析対象とした。 
 
２）測定材料 
①攻撃行動の発現頻度 

研究１において作成された子ども用攻撃行動尺度（ABS-CA; ９項目，５件法）を使用した。この尺

度は，過去３週間における攻撃行動の発現頻度について，「身体的攻撃」，「言語的攻撃」，「関係性攻撃」

の３側面からとらえる自己評価式質問紙尺度である。 
②「解決策の評価」プロセス 
研究２－１において作成された解決策の評価テストを使用した。本節では，「友だちから無視をされ

る」場面（場面１）を使用した。解決策の評価テストでは，刺激場面と評価対象項目（２つの向社会的

反応および２つの攻撃的反応）を提示し，刺激場面における評価対象項目について，できるだけ多くの

ポジティブな評価とネガティブな評価を自由記述形式で求めた。向社会的反応へのポジティブな評価，

向社会的反応に対するネガティブな評価得点，攻撃的反応に対するポジティブな評価得点，および攻撃

的反応に対するネガティブな評価得点が計算され，得点範囲は０～８であった。 
また，攻撃行動に対する環境からのフィードバックへのアクセスの低さは，攻撃行動を支持する認知

の確信度（攻撃的確信度）との関連が指摘されている（Guerra et al., 2003）。臨床的にも，認知プロセ

スと問題行動との関連を検討する際には，認知の確信度を考慮することが重要であることが知られてい

る（Beck, 1995）。そのため，解決策の評価に関する先行研究の多くは，思考に関する質問項目への同

意の程度を測定し，攻撃行動との密接な関連を繰り返し提示してきた（e.g. Fontaine et al., 2002; Dodge 
et al., 2002）。そこで，本節では，解決策の有効性とメリットに関する確信度を測定するため，「まったく

そう思わない：１」～「とてもそう思う：４」の４件法によるリッカートスケールが使用された。実験参加

者は，解決策の評価テストにおける評価対象項目について，「問題を解決する良い方法だと思う」「やろうと

思えば，うまくできる自信がある」「自分がイヤな気持ちになると思う」「ほかの人がイヤな気持ちになると
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思う」という４つの質問項目を読み，同意の程度について回答した。 
 
３）実験の実施手続きの概要 
実験の実施に先だって，研究協力校の学校長および責任担当教員に対して，実験の実施手続きおよび

実験実施に伴う権利事項に関する説明を紙面および口頭で行い，同意書への署名を得た。また，保護者

に対しては責任担当教諭を通して説明が行われ，口頭での同意が得られた。対象児童生徒に対しては，

学級担任および実験実施者を通して，個人情報は確実に保護されること，エクササイズへの取り組みや

測定用紙への回答を拒否する権利があること，拒否権の行使に伴っていかなる不利益も被らないことを，

実験実施前に説明した。対象者は，解決策の評価訓練と検証訓練を行う群（Decision Making Training 
and Solution Verification training: DMT-SVT）と解決策の評価訓練のみを行う群（Decision Making 
Training: DMT）に，学年別に無作為に割り付けられた。 
実験の手続きを，Figure 5-12 に示す。最初に，実験開始１週間前に，測定材料への回答が求められ

た。実験は，通常授業時間における２単位時間を用いて，実験参加者が日常的に使用している学校内の

教室にて，「総合的な学習の時間」の授業の一環として実施された。進行役は，臨床心理学を専攻し，

問題解決訓練について充分な事前教育を受けた大学院生が務めた。また，各群において，大学生４名と

学級担任による進行補助が行われた。 
第１回の授業では，DMT 群，DMT-SVT 群共に，解決策の評価訓練（第１回）が実施された。解決

策の評価訓練（第１回）では，問題への解決策をさまざまな観点から評価した上で選択することの重要

性と具体的方法について教示を行った後，解決策の評価の練習を行った。 
第２回の授業では，「友だちに自分の絵を踏まれる」という対人ストレス刺激場面をビデオ映像で視

聴し，当該場面について解決策の評価訓練を行った。ビデオ映像は，絵が踏まれていることが判明した

段階で終了した。参加児童生徒は，ビデオ映像によって視聴した刺激場面における解決策を，さまざま

な観点から評価する方法を練習した。ここまでは，DMT 群と DMT-SVT 群の両方で共通した手続きで

ある。 
その後，DMT-SVT 群においては，解決策の効果検証訓練が行われた。解決策の効果検証訓練では，

最初に，ビデオ映像によって視聴した刺激場面について，「友だちと一緒に手分けして直す」「強く言っ

て直させる」「何も言わずガマンする」という３つの解決策がワークシート上に提示された。参加児童

生徒は，各解決策について，解決策の評価訓練と同様にさまざまな観点から評価することを求められた。

次に，相手の反応や結果に注目するよう教示した上で，「友だちと一緒に手分けして直す」という解決

策を行ったときの様子を示したビデオ映像を視聴した。ビデオ映像の作成にあたっては，モデリングの

効果によって特定の解決策を勧めたり排除したりするのではなく，環境から与えられるさまざまなフィ

ードバックに気づくことを促す刺激となるよう，ポジティブな結果とネガティブな結果の両方が必ず含

まれるよう配慮した。また，授業の進行においても，映像（環境からのフィードバック）をよく見て，

映像に示された解決策について改めて自分なりに評価するよう促した。「強く言って直させる」および

「何も言わずガマンする」という解決策についても，同様の手続きを行った。最後に，各解決策の結果

を示したビデオ映像を見る前と見た後で，当該解決策の評価がどのように変化したかをふり返り，環境

からのフィードバックを通してより良い解決策を探すよう教示した。 
DMT 群においては，解決策の評価訓練の後，解決策を１人１つだけ考えるという時間が設けられた。

この時間は，問題解決プロセスの変化に関与しないと思われる活動の設定によって，DMT 群が解決策

の効果検証訓練と同様の効果を獲得しないことを意図して実施された。 
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約３週間

約１週間

約１週間

測定材料への回答（Pre期）

解決策の評価訓練（第１回）

解決策の評価訓練（第２回）
＋

解決策を１つだけ考える

解決策の評価訓練（第２回）
＋

解決策の効果検証訓練

測定材料への回答（Post期）

DMT群 DMT-SVT群

 
Figure 5-12  研究５の実験の手続き 
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最後に，セッションの内容を日常生活で積極的に使うことの重要性を強調した。DMT-SVT 群に対し

ては，解決策の実施後に結果を検証することで，効果的な解決策が見つかりやすくなることを再び説明

した。全ての参加者には，セッションで学習した内容が書かれた，縦 10.5cm×横 7.4cm，６ページ綴

りの“問題解決ミニガイド”が配られた。第２回の授業実施から約３週間後には，再び測定材料への回

答が求められた。 
 
【結 果】 

１）解決策の評価訓練および解決策の効果検証訓練の効果 
解決策の評価訓練と解決策の効果検証訓練の併用による介入効果を示すため，学年（小５，中１），

群（DMT，DMT-SVT）および時期（Pre 期，Post 期）を独立変数，すべての測定変数を従属変数とす

る三要因分散分析を行った。分析の結果を，Table 5-5 に示す。群と時期の交互作用は解決策の効果検

証訓練の効果を意味し，学年と時期の交互作用は対象者の発達段階による介入効果の違いを意味する。 
解決策の効果検証訓練の効果が見られた指標について述べる。攻撃的反応への肯定的評価（F[1, 

114]=11.43, p<.01）および向社会的確信度（F[1, 114]=4.10, p<.05）において，群と時期の交互作用が

有意であった。単純主効果の検定を行ったところ，攻撃的反応への肯定的評価は，DMT 群において有

意に増加しており，解決策の検証訓練を実施した DMT-SVT 群においては増加が確認されなかった。ま

た，向社会的確信度については，DMT-SVT 群においてのみ，有意に向上していた。攻撃的確信度につ

いては，時期の主効果が有意であり（F[1, 114]=6.71, p<.05），介入を通して有意に低下していた。 
次に，対象者の発達段階による介入効果の差異が見られた指標について述べる。向社会的反応への肯

定的評価（F[1, 114]=9.75, p<.01），向社会的反応への否定的評価（F[1, 114]=6.03, p<.05），および攻

撃的反応への否定的評価（F[1, 114]=8.68, p<.01）において，学年と時期の交互作用が有意であった。

単純主効果の検定を行ったところ，いずれの変数においても，小学５年生においてのみ，介入をとおし

て，有意な増加が確認された。攻撃行動に関する指標については，いずれも，有意な主効果および交互

作用は確認されなかった。 
 
２）「解決策の評価」プロセスと攻撃行動の機能的関連 
「解決策の評価」プロセスと攻撃行動の機能的関連，すなわち介入の作用機序について概観するため，

すべての測定変数における授業実施前後の変化量を用いて，相関分析を行った。分析の結果を，Table 5-6
（小学５年生）および Table 5-7（中学１年生）に示す。ここでは，対象者の発達段階による作用機序

の差異を示すという目的にしたがって，学年別に分析を行った。 
分析の結果，中学１年生において，「解決策の評価」プロセスと攻撃行動との関連が有意であった。

すなわち，向社会的反応への肯定的評価が増えるほど攻撃行動は減少し，向社会的確信度が高まるほど

関係性攻撃が減少することが示された。また，向社会的反応への肯定的評価の数と向社会的確信度，攻

撃的反応への肯定的評価の数と攻撃的確信度は，それぞれ正の相関を示した。小学５年生においては，

向社会的反応への肯定的評価が言語的攻撃と正の相関を示し，攻撃的確信度が攻撃行動と負の相関を示

すなど，従来の理論から想定される機能とは異なる結果が示された。 
 
３）「解決策の評価」プロセスにおける評価反応数と確信度の機能的関連 
 ２）において実施した授業前後の変化量を用いた相関分析は，個人間での変化のバラつきを圧縮する

ことなく介入の作用機序について検討することができるという利点がある。しかしながら，向社会的確 
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Table 5-5  実験的授業の実施前後における「解決策の評価」プロセスおよび攻撃行動の変化 

Pre Post Pre Post Pre Post Pre Post

向社会的反応への肯定的評価 1.14 2.14 1.79 2.93 1.00 1.14 1.55 2.00
(1.13) (1.38) (1.18) (1.33) (1.22) (1.03) (1.26) (1.32)

向社会的反応への否定的評価 0.34 1.14 0.76 1.14 0.93 1.07 1.06 0.94
(0.55) (1.22) (0.83) (1.46) (1.22) (1.28) (1.18) (1.06)

攻撃的反応への肯定的評価 0.03 1.00 0.66 0.41 0.28 0.62 0.58 0.68
(0.19) (1.04) (0.81) (0.91) (0.53) (1.01) (1.12) (0.94)

攻撃的反応への否定的評価 1.38 2.69 2.21 3.03 1.79 1.55 2.39 3.13
(0.82) (1.37) (1.37) (1.32) (1.92) (1.78) (1.84) (2.00)

向社会的確信度 22.34 23.76 22.69 24.59 22.31 21.79 21.74 24.00
(3.29) (3.33) (2.97) (2.37) (4.37) (4.06) (5.07) (4.26)

攻撃的確信度 15.90 15.52 16.52 14.45 17.17 16.24 16.90 14.68
(4.51) (4.55) (5.77) (4.84) (5.63) (5.71) (7.51) (4.52)

身体的攻撃 2.62 2.62 2.55 2.72 3.59 3.59 3.84 3.26
(2.35) (2.29) (2.18) (2.66) (2.58) (3.03) (2.58) (2.54)

言語的攻撃 2.41 2.38 2.72 2.97 4.45 3.86 3.35 3.32
(2.49) (2.26) (2.48) (3.01) (2.85) (2.97) (2.58) (2.37)

関係性攻撃 1.55 1.48 2.24 1.86 3.00 3.28 2.52 2.42
(1.40) (1.06) (2.21) (2.22) (2.41) (2.70) (1.95) (2.55)

ABS-CA総得点 6.59 6.48 7.52 7.55 11.03 10.72 9.71 9.00
(5.10) (4.70) (6.36) (7.16) (7.11) (7.89) (6.09) (6.76)

DMT=Decision Making Training; DMT-SVT=Decision Making Training and Solution Verification Training

小学５年生 中学１年生

DMT (n=29) DMT-SVT (n=29) DMT (n=29) DMT-SVT (n=31)

攻撃行動

「解決策の評価」プロセス
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Table 5-6  「解決策の評価」プロセスおよび攻撃行動の変化量を用いた相関分析（小学５年生） 

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9.

1. 向社会的反応への肯定的評価

2. 向社会的反応への否定的評価 .39 **

3. 攻撃的反応への肯定的評価 .09 .27 *

4. 攻撃的反応への否定的評価 .54 *** .48 *** .26

5. 向社会的確信度 .03 -.08 .02 -.04

6. 攻撃的確信度 -.03 -.05 .17 .01 -.31 *

7. 身体的攻撃 .09 .06 -.11 .24 .11 -.27 *

8. 言語的攻撃 .29 * .14 -.12 .11 .05 -.30 * .30 *

9. 関係性攻撃 .03 .08 -.04 .12 -.11 -.02 .04 .44 ***

10. ABS-CA総得点 .21 .14 -.13 .21 .03 -.29 * .62 *** .85 *** .66 ***

有効回答数は58。 
*p  < .05. 

**p  < .01. 
***p  < .001.  
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Table 5-7  「解決策の評価」プロセスおよび攻撃行動の変化量を用いた相関分析（中学１年生） 

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9.

1. 向社会的反応への肯定的評価

2. 向社会的反応への否定的評価 .15

3. 攻撃的反応への肯定的評価 .34 ** .41 **

4. 攻撃的反応への否定的評価 .31 * .33 ** -.08

5. 向社会的確信度 .30 * -.09 -.03 .10

6. 攻撃的確信度 -.06 -.02 .28 * -.25 -.35 **

7. 身体的攻撃 -.26 * -.17 -.01 -.22 -.10 .15

8. 言語的攻撃 -.29 * -.09 -.02 -.03 -.22 .12 .51 ***

9. 関係性攻撃 -.22 .02 -.01 -.10 -.28 * .16 .30 * .48 ***

10. ABS-CA総得点 -.33 * -.11 -.01 -.14 -.25 .18 .77 *** .87 *** .72 ***

有効回答数は60。 
*p  < .05. 

**p  < .01. 
***p  < .001.  
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信度や攻撃的確信度が増加した対象者と減少した対象者のどちらの問題解決プロセスが変化したのか，

その変化はどの程度であったかなど，ターゲット変数の変化の方向性とその程度については，相関分析

からは明確に示されない。そこで，実験的授業が意図した変化をもたらした児童生徒，あまり影響を受

けなかった児童生徒，および授業参加に伴って逆効果が生じた児童生徒における，ターゲット変数の変

化の程度について記述するため，分散分析を行った。実験的授業が意図した変化をもたらした児童生徒，

あまり影響を受けなかった児童生徒，および授業参加に伴って逆効果が生じた児童生徒における，ター

ゲット変数の変化の程度について記述するため，分散分析を行った。 
最初に，「解決策の評価」プロセスにおける確信度の変化の程度にしたがって群構成を行った。向社

会的確信度および攻撃的確信度について，Pre 期から Post 期にかけて，Pre 期における１標準偏差以上

の向上（向社会的確信度では増加，攻撃的確信度では減少）が見られた児童生徒を，向上群とした。反

対に，Pre 期から Post 期にかけて Pre 期における１標準偏差以上の下降（向社会的確信度では減少，

攻撃的確信度では増加）が見られた児童生徒を，下降群とした。また，いずれにも当てはまらない児童

生徒を標準群とした。各群の人数比を，Table 5-8 に示す。 
向社会的確信度の変化群（向上群，標準群，下降群）と時期（Pre 期，Post 期）を独立変数，解決策

の評価テストから産出される各得点（向社会的反応への肯定的評価，向社会的反応への否定的評価，攻

撃的反応への肯定的評価，攻撃的反応への否定的評価）を従属変数とする二要因分散分析を，学年別に

行った。その結果，いずれの学年においても，また，いずれの指標においても，群と時期の交互作用は

有意ではなかった。同様に，攻撃的確信度についても，群と時期の有意な交互作用は確認されなかった。 
 
４）「解決策の評価」プロセスにおける確信度と攻撃行動の機能的関連 
向社会的確信度の変化群（向上群，標準群，下降群）と時期（Pre 期，Post 期）を独立変数，ABS-CA

の各下位尺度得点および ABS-CA 総得点を従属変数とする二要因分散分析を，学年別に行った。その結

果，いずれの学年においても，また，いずれの指標においても，群と時期の交互作用は有意ではなかっ

た。同様に，攻撃的確信度についても，群と時期の有意な交互作用は確認されなかった。 
 
５）「解決策の評価」プロセスにおける評価反応数と攻撃行動の機能的関連 
向社会的反応への肯定的評価の変化群（向上群，標準群，下降群）と時期（Pre 期，Post 期）を独立

変数，向社会的確信度および攻撃的確信度を従属変数とする二要因分散分析を，学年別に行った。その

結果，いずれの学年においても，また，いずれの指標においても，群と時期の交互作用は有意ではなか

った。同様に，向社会的反応への否定的評価，攻撃的反応への肯定的評価，および攻撃的反応への否定

的評価についても，群と時期の有意な交互作用は確認されなかった。 
 
【考 察】 

本節では，環境からのフィードバックへのアクセス向上の手続き，すなわち解決策の効果検証訓練が

解決策の評価訓練の効果におよぼす影響について，実験的手法を用いて検討することを目的とした。ま

た，解決策の評価訓練および解決策の効果検証訓練の効果について，対象者の学年による緩衝効果につ

いても検討を行った。 
 
１）解決策の評価訓練と解決策の効果検証訓練の相互増強効果 
 本節における分散分析の結果から，解決策の効果検証訓練を行うことで，向社会的確信度が高まるな  
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Table 5-8  「解決策の評価」プロセスの変化量にもとづく群の人数比 

向社会的確信度 32 (55.1%) 13 (22.4%) 13 (22.4%)

攻撃的確信度 21 (36.2%) 21 (36.2%) 16 (27.6%)

向社会的反応への肯定的評価 36 (62.1%) 15 (25.9%) 7 (12.1%)

向社会的反応への否定的評価 25 (43.1%) 23 (39.7%) 10 (17.2%)

攻撃的反応への肯定的評価 22 (37.9%) 24 (41.4%) 12 (20.7%)

攻撃的反応への否定的評価 35 (60.3%) 13 (22.4%) 10 (17.2%)

向社会的確信度 16 (26.7%) 35 (58.3%) 9 (15.0%)

攻撃的確信度 11 (18.3%) 43 (71.7%) 6 (10.0%)

向社会的反応への肯定的評価 18 (30.0%) 34 (56.7%) 8 (13.3%)

向社会的反応への否定的評価 15 (25.0%) 28 (46.7%) 17 (28.3%)

攻撃的反応への肯定的評価 15 (25.0%) 37 (61.7%) 8 (13.3%)

攻撃的反応への否定的評価 22 (36.7%) 23 (38.3%) 15 (25.0%)

表中の数字は人数。（　　）内は，該当学年内での人数比。

下降群

下降群標準群向上群

中学１年生 （n=60）

向上群 標準群

小学５年生 （n=58）
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ど，解決策の有用性に関する確信度が変化するということが示された。この結果は，Huesmann & 
Guerra（1997）および Guerra et al.（2003）によって指摘された，環境との相互作用の促進による認

知変容の可能性を支持するものである。また，相関分析の結果は，特に中学１年生において，特定の解

決策に対する自発的な評価反応（e.g. 向社会的対処へのポジティブな評価）と解決策の有用性に関する

確信度（e.g. 向社会的確信度）が密接に関連していることを示している。これらのことを考慮すると，

解決策の効果検証訓練は，解決策の有用性に関する確信度への作用を通して，特定の解決策に対する自

発的な評価反応を促すなど，「解決策の評価」プロセスの変容に大きく貢献できると考えられる。した

がって，特定の解決策に対する自発的な評価反応のレパートリーを増やす解決策の評価訓練と，解決策

の有用性に関する確信度に作用する解決策の効果検証訓練を併用することで，「解決策の評価プロセス」

への働きかけが容易になると考えられる。 
しかしながら，「解決策の評価」プロセスの変化量に応じた群構成を行い，分散分析を行った結果，

解決策への自発的評価反応，確信度，攻撃行動の相互関連性は確認されなかった。具体的には，中学１

年生において，向社会的確信度が高まるほど向社会的反応への肯定的評価が増加する，あるいは向社会

的反応への肯定的評価が増加するほど攻撃行動が減少するという結果が示されなかった。これは，相関

分析によって得られた結果と異なる。 
この点については，個人内変数間の相互作用が認められるかという点と，その相互作用がどの程度の

強度を有するかという点が関連していると考えられる。群と時期を独立変数とする分散分析においては，

各群における標準偏差，すなわち個人差は，真値に対する誤差と見なされ，個人の変化が群における誤

差よりも十分に大きかった際に統計的な有意性が認められる。本節における，変化量に基づく群構成を

用いた分散分析では，群による変化の違いが視察されたものの，群の標準偏差と比較して個人の変化量

が十分ではなく，有意性が検出されなかった。一方，相関分析においては，個人内の変化量のみを分析

に用いた。そのため，群内における個人差を誤差として処理することなく，個人内変数同士の純粋な相

互関連性が記述される。これは，群における分散と比較して個人の変化の強度が低くても，個人内で特

定の変数の変化に他方の変数の変化が随伴することで，有意性が検出されうることを意味している。以

上のことをふまえると，相関分析において見られた関連が分散分析において認められなかったという本

節の結果は，解決策への自発的評価反応，確信度，および攻撃行動の間に相互関連性は認められるが，

十分な強度は示されなかったということを表していると思われる。本章第２節（研究４）においても示

されたとおり，中学１年生においては小学５年生と比較して少ないセッション数では効果が現れにくく，

本節においても十分な変化が示されなかったと考えられる。 
本節から得られる臨床への示唆として，解決策の効果検証訓練を積極的に活用することで，日常生活

における自発的行動変容が促進されやすくなると考えられる。従来の問題解決訓練においては，日常生

活での解決策の実施とその記録によって「解決策の実施と検証」プロセスの実行を促しており，環境か

らのフィードバックへのアクセス向上については，セッション外での参加者の取り組みに委ねられてい

た。また，プログラムによっては，「解決策の実施と検証」プロセスへの介入を行わないこともあった

（e.g. 宮田・佐藤・石川・佐藤, 2007）。しかしながら，社会的問題解決理論や社会的情報処理モデルに

おいては，行動変容における環境と個人の相互作用が重視されており，現実生活に即した問題解決を確

立していく上で「解決策の実施と検証」プロセスの確実な促進が必要不可欠であると述べられている

（D’Zurilla & Nezu, 1999）。本節における解決策の効果検証訓練は，「解決策の実施と検証」プロセス

についてセッション内での練習を実現する手続きが用いられており，解決策の有効性に関する確信度の

変容にも一定の効果を示している。すなわち，従来の問題解決訓練よりも，「解決策の実施と検証」プ
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ロセスの確実な促進が見込まれる手続きであるといえる。「解決策の実施と検証」プロセスを促進する

ことで，環境からのフィードバックへのアクセスが高まり，文脈に適した行動に関する理解が深まる，

すなわち，日常生活の中で行動が最適化されやすくなることが期待される。この意味において，解決策

の効果検証訓練を含む問題解決訓練は，行動レパートリーを各自の事情や文脈に合わせて使用していく

という，自発的行動変容に大きく貢献すると思われる。 
 
２）対象者の学年による介入効果および作用機序の相違 
小学５年生と中学１年生における介入効果の相違について検討した結果，中学１年生よりも小学５年

生において，「解決策の評価」プロセスにおける自発的評価の数の改善効果がより大きいということが

示された。この結果は，本章第２節（研究４）と同様に，セッション数が少ないために，より高学年で

ある中学１年生において実験的授業の効果が示されにくかったと考えられる。それと同時に，小学５年

生においては，「解決策の評価」プロセスが攻撃行動とあまり関連していないにもかかわらず，「解決策

の評価」プロセスの変容は可能であるということが示された。The Metropolitan Area Child Study 
Research Group（2007）は，問題解決訓練について検討が必要とされる課題として，問題解決が攻撃

行動に影響しはじめる前の発達段階において，問題解決がどの程度変容が可能であるかという点を挙げ

ている。問題解決が攻撃行動に影響する前段階における問題解決の変容可能性が明らかになることで，

小学校低学年児童といった攻撃行動に関する認知が顕著に形成される時期において，どのような対応が

可能であるかという示唆が得られる。つまり，攻撃行動に対する予防的アプローチの改善につながる，

有用な知見が得られるといえる。本節の結果は，少なくとも小学５年生においては「解決策の評価」プ

ロセスが十分に変容可能であることを示しており，認知が変容しやすい低学年における予防的アプロー

チが有効に機能する可能性を示唆している（c.f. Conduct Problems Prevention Research Group, 2002, 
2004）。 

介入の作用機序については，特に中学１年生において，「解決策の評価」プロセスと攻撃行動との機

能的関連が示された。この結果は，「解決策の評価」プロセスはおよそ小学６年生以上の児童生徒の攻

撃行動と関連するという，第４章第２節（研究３）の結果と一致している。本節は，「解決策の評価」

プロセスの機能の学年間の相違や，環境からのフィードバックへのアクセス向上による認知プロセスの

確信度の変容可能性について，実験的操作を伴う縦断的データから実証したという点において，意義深

い知見を提示していると思われる。 
 
 
第４節 本章のまとめ 

 
本章では，問題解決訓練の効果を促進する要因について，対象者の発達的側面を考慮した検討を行う

ことが目的であった。第１節では，従来の介入プログラムのわが国における適用可能性と，問題解決訓

練の効果促進要因に関する検討の必要性について概観された。 
第２節（研究４）では，解決策の案出訓練とリラクセーション訓練の併用効果について，実験的手法

を用いた検討を行った。その結果，子どもの攻撃行動に対する解決策の案出訓練は，リラクセーション

訓練を併用することで効果が増大するという可能性が示された。また，小学５年生においては怒りのコ

ントロール自体が攻撃行動の減少に有効である一方で，中学１年生では認知変容の補助的介入として怒

りのコントロールを位置づけることが有益である可能性が示唆された。さらに，より低学年の対象者に
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おいて，セッション数が少なくても「解決策の案出」プロセスの変容効果が得られやすいということが

明らかになった。 
第３節（研究５）では，解決策の評価訓練と解決策の効果検証訓練の併用効果について，実験的手法

を用いた検討を行った。その結果，中学１年生に対する解決策の評価訓練は，解決策の効果検証訓練を

併用することで効果が増大するという可能性が示された。また，解決策の評価訓練および解決策の効果

検証訓練による「解決策の評価」プロセスの変容効果は，「解決策の評価」プロセスが攻撃行動とあま

り関連していない小学５年生においても十分に見られることが明らかになった。さらに，第２節と同様

に，より低学年の対象者において，セッション数が少なくても「解決策の評価」プロセスの変容効果が

得られやすいということが明らかになった。 
以上のことをまとめると，リラクセーション訓練を用いることで解決策の案出訓練の効果が促進され，

解決策の効果検証訓練を用いることで解決策の評価訓練の効果が促進されることが明らかになった。ま

た，より低学年の対象者において問題解決プロセスが変容しやすかったことから，問題解決訓練の構成

を行う際には，対象者の学年に応じてセッション数を調整する必要があると思われる。 
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第６章 問題解決訓練による社会的行動のセルフコントロール 

 

第１節 問題解決訓練とセルフコントロール 

 
子どもの攻撃行動の減少効果を示す介入技法は少なくない（Chambless, & Ollendick, 2001; 

Ollendick, & King, 2000）。それらの多くは，攻撃行動が生じる文脈と攻撃行動の機能に焦点を当てる

行動的技法であるか，問題場面における子ども本人の情報処理プロセスに焦点をあてる認知的技法であ

り，総称して認知行動療法あるいは認知行動的アプローチと呼ばれている。これらの技法においては，

元来，事前の丁寧なアセスメントに基づくターゲット変数の同定と適切な介入技法の選定が重視されて

いる（Kendall, 2006）。特に，機能的アセスメントに基づく行動的技法については，問題とされる行動

の日常生活の中での機能を考慮して，心理社会的不適応につながると判断されたターゲット変数に焦点

を絞った介入が行われる。しかしながら，攻撃行動への対応において近年頻繁に用いられるようになっ

ている学級単位での認知行動的アプローチについては，一度に多くの対象者が参加することから，各自

の文脈に応じたターゲット変数の同定や技法のアレンジが困難となる。また，学校教育の中で実施する

という社会的妥当性を考慮すると，攻撃行動を不適応的と定義し，減少させることを目的とする対応と

ならざるを得ない。一方，攻撃行動は，さまざまな心理社会的不適応との関連が指摘されているものの，

文脈によっては適応的行動と判断されることも少なくない（Lancelotta & Vaughn, 1989; Prinstein & 
Cillessen, 2003）。このような，適応的か不適応的かという判断は文脈に依存するという点に配慮して，

これまで学校教育で行われてきたストレスマネジメントや認知行動的アプローチの多くは，セッション

内で学習したコーピングを対象者各自が日常生活で柔軟に使い分けるということを強調してきた（三

浦・上里, 2003; 嶋田・鈴木, 2004）。つまり，コーピングの素材はセッション内で提供された上で，そ

れを文脈に応じてどのように使うかは各自の自発性に委ねられることになる。 
以上のことを考慮すると，学級集団を対象として攻撃行動への介入を行う際には，児童生徒各自の事

情や文脈に応じた自発的な行動変容を促す方略が効果的であると考えられる。自発的な行動変容を促す

介入技法である問題解決訓練については，数多くの基礎研究がその作用機序に関する理論的基盤を支持

しており，いくつかの介入研究も実施されている。また，攻撃行動に対する介入効果に関する近年のメ

タ分析では，怒りコントロール訓練または対人問題解決スキル訓練を含んだ認知行動療法のみが攻撃的

な子どもへの介入法として十分な効果サイズを示すことが報告されている（Landenberger & Lipsey, 
2005）。すなわち，問題解決訓練は，攻撃行動が生じる文脈と機能のアセスメントが十分に行えないと

いう学級単位での介入のデメリットを，子どもの能動的で自発的な行動変容を促すことで補完し，攻撃

行動の減少効果を示してきた技法であるといえる。また，環境との相互作用を通した行動変容を子ども

本人がセルフコントロールしていくことを促す技法であるため，環境に適合しない行動である不適応的

攻撃行動が減少すると仮定される。 
わが国において，小中学生を対象に問題解決訓練を実施するときには，効率的なプログラムの構成と

実施が必要となる。たとえば，日本の子どもを対象とした介入プログラムのほとんどは，通常学級の授

業時間内に実施されているものの，介入のための授業時間が十分に確保できないという理由から，多く

の試みはセッション数が６回以下となっている（e.g. 三浦・上里, 2003）。また，笹川・野村（2007）
は，中学校における社会不安への予防的介入プログラムの実施に関する教員の意識調査を実施し，プロ

グラムを実施する上で困難が予想されることの１つが時間的制約であることを報告している。こうした

事情から，わが国の小中学生を対象に問題解決訓練を実施する際には，十分な効果が得られるセッショ
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ン数の確保はさることながら，できるだけ少ないセッション数で一定の効果を示すことが求められると

いえる。 
ここで，本研究においてこれまで得られた結果について整理する。第３章第３節では，問題解決訓練

の実施にあたっては事前のアセスメントに基づく対象者の状態像の把握が必要であることをふまえて，

わが国の小中学生における問題解決プロセスの測定ツールを作成した。第４章第２節では，およそ小学

６年生以上の子どもを対象とする場合に，解決策の評価訓練が機能することが示された。第５章では，

実験的手法を用いた縦断的データから第４章第２節の結果を支持するとともに，解決策の案出訓練には

リラクセーション訓練を併用し，解決策の評価訓練には解決策の効果検証訓練を併用することで，より

効果的な問題解決訓練の構成が可能となることが指摘された。また，小学５年生においては少数回のセ

ッションで一定の介入効果が示されるものの，中学１年生以上の子どもを対象とする際にはより多くの

セッション数が必要となる可能性が指摘された。以上のことをふまえると，小学５年生以下の児童を対

象とする問題解決訓練は，「解決策の案出」プロセスに焦点を当てた，少数回のセッションから構成さ

れる介入によって一定の攻撃行動減少効果が示されると思われる。また，中学生を対象とする問題解決

訓練は，解決策の評価訓練を含む，小学５年生よりも多くのセッション数から構成される介入の実施が，

攻撃行動のセルフコントロールにつながると考えられる。一方，これらの議論は，質問紙による調査研

究および実験的授業を試験的に実施した結果から理論的に導き出されたものであり，実際に小中学生の

攻撃行動のコントロールに寄与するか，すなわち臨床的妥当性については，未だ検討されていない。 
そこで，本章では，本研究から得られた社会的問題解決と攻撃行動に関する発達的知見とそれに基づ

く議論の臨床的妥当性について検討するため，本研究の知見に基づいて構成された問題解決訓練

（ Developmentally-Sensitive Problem-Solving Training: DS-PST ）と従来型の問題解決訓練

（Problem-Solving Training: PST）の介入効果について，比較検討を行う。また，対象者の状態像に

関する事前のアセスメントの結果と介入による変化を照らし合わせることで，不適応的攻撃行動の減少

とセルフコントロールにおいて問題解決訓練が果たす役割について考察を行う。 
 
 
第２節 問題解決訓練の実施による攻撃行動の減少効果（研究６） 

 

研究６－１ 

【目 的】 

本研究の知見に基づいて構成された問題解決訓練と従来型の問題解決訓練の介入効果について，解決

策の案出訓練に焦点を絞ることが有効であると仮定される小学５年生を対象として比較する。 
 
【仮 説】 

本研究の知見に基づいて構成された問題解決訓練は従来型の問題解決訓練よりも，問題解決プロセス，

怒り，および攻撃行動の改善効果が大きい。 
 
【方 法】 

１）対象者 
首都圏近郊の公立中学校に在籍する小学５年生 46 名（男子 28 名，女子 18 名）を対象として介入効

果の比較を行った。そのうち，エクササイズへの取り組みや測定材料への回答を拒否した者および記入
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漏れや記入ミスのあった者を除いた 40 名（男子 24 名，女子 16 名；有効回答率＝87.0％）の回答を分

析対象とした。 
 
２）測定材料 
①攻撃行動の発現頻度（自己評定） 
研究１において作成された小学生用攻撃行動尺度（ABS-C; ９項目，５件法）を使用した。この尺度

は，過去３週間における攻撃行動の発現頻度について，「身体的攻撃」，「言語的攻撃」，「関係性攻撃」

の３側面からとらえる自己評価式質問紙尺度である。 
②攻撃行動の発現頻度（教師評定） 
研究１において作成された教師評定用攻撃行動尺度（ABS-TR; ９項目，５件法）を使用した。この

尺度は，過去３週間における子どもの攻撃行動の発現頻度について，「身体的攻撃」，「言語的攻撃」，「関

係性攻撃」の３側面から担任教諭が評定する，質問紙尺度である。本節においては，担任学級において

攻撃行動とそれに伴う対人トラブルが顕著である生徒を，男子３名，女子３名を上限として担任教諭の

判断で選定し，選定された生徒について評定するよう求めた。回答に参加した担任教諭は２名であり，

選定された生徒は９名（男子６名，女子３名）であった。また，ABS-TR への回答と同時に，攻撃行動

がとそれに伴う対人トラブルが顕著であるとして選定された生徒の臨床像を把握するため，教師から見

てどのような特徴を有する生徒であるか，面接による聞き取り調査を行った。 
③「解決策の案出」プロセス 
研究２－１において作成された解決策の案出テストを使用した。本節では，「友だちとケンカをする」

場面（場面３）を使用した。回答者に対しては，刺激場面に直面した際に回答者がとりうる行動につい

て，可能な限り多くの回答を自由記述形式で求めた。質問紙の構成上，１つの場面に対する回答欄は８

つ設けられたため，得点範囲は０～８であった。 
解決策の案出テストに対する回答内容は，本研究の目的を熟知しない臨床心理学を専攻する大学院生

男女１名ずつ，計２名によってコーディングされた。本サンプルにおける評定者２名の分類結果につい

て Cohen のκ係数を算出した結果，κ＝.87 であった。κ係数は，< .50 だと十分ではなく，= .50-.70
だと許容される範囲であり，> .70 だと良好であるとされている（Hodges & Cools, 1990）。したがって，

２名の分類結果は安定して一致しており，信頼性を有する測定値が得られたと考えられる。２名の分類

が一致しなかった回答については，一方の分類をランダムに抽出して使用した。 
④「解決策の評価」プロセス 
研究２－１において作成された解決策の評価テストを使用した。本節では，「友だちから無視をされ

る」場面（場面１）を使用した。解決策の評価テストでは，刺激場面と評価対象項目（２つの向社会的

反応および２つの攻撃的反応）を提示し，刺激場面における評価対象項目について，できるだけ多くの

ポジティブな評価とネガティブな評価を自由記述形式で求めた。向社会的反応へのポジティブな評価，

向社会的反応に対するネガティブな評価得点，攻撃的反応に対するポジティブな評価得点，および攻撃

的反応に対するネガティブな評価得点が計算され，得点範囲は０～８であった。 
また，解決策の有効性とメリットに関する確信度を測定するため，「まったくそう思わない：１」～「と

てもそう思う：４」の４件法によるリッカートスケールが使用された。実験参加者は，解決策の評価テスト

における評価対象項目について，「問題を解決する良い方法だと思う」「やろうと思えば，うまくできる自信

がある」「自分がイヤな気持ちになると思う」「ほかの人がイヤな気持ちになると思う」という４つの質問項

目を読み，同意の程度について回答した。 
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⑤怒り感情 
子ども用怒り尺度（野口ら, 2006; 10 項目，４件法）を使用した。この尺度は，小中学生が日常生活

で感じている怒り感情を測定する自己評価式質問紙尺度である。 
 
３）介入の実施手続きの概要 
介入の実施に先だって，研究協力校の学校長および責任担当教員に対して，介入の実施手続きおよび

介入実施に伴う権利事項に関する説明を紙面および口頭で行い，同意書への署名を得た。また，保護者

に対しては責任担当教諭を通して説明が行われ，口頭での同意が得られた。対象生徒に対しては，学級

担任および介入実施者を通して，個人情報は確実に保護されること，エクササイズへの取り組みや測定

用紙への回答を拒否する権利があること，拒否権の行使に伴っていかなる不利益も被らないことを，介

入実施前に説明した。対象者は，本研究の知見に基づいて構成された問題解決訓練を行う群

（Developmentally-Sensitive Problem-Solving Training: DS-PST）と従来型の問題解決訓練を行う群

（Problem-Solving Training: PST）に，無作為に割り付けられた。 
介入の手続きを，Figure 6-1 に示す。最初に，介入実施１週間前に，測定材料への回答が求められた。

介入は，通常授業時間における３単位時間を用いて，１日１単位時間，計３日間に分けて実施された。

また，対象者が日常的に使用している学校内の教室にて，「総合的な学習の時間」の授業の一環として

実施された。進行役は，臨床心理学を専攻し，問題解決訓練およびリラクセーション訓練について充分

な事前教育を受けた大学院生が務めた。また，各群において，学級担任による進行補助が行われた。 
初日の授業では，いずれの群においても，解決策の案出訓練が実施された。解決策の案出訓練では，

問題に直面した際に解決策を多く案出することの重要性と具体的方法について教示を行った後，複数の

テーマを用いて，解決策の案出の練習を行った。 
２日目の授業では，両群において異なった内容のセッションが展開された。DS-PST 群では，解決策

の案出訓練（第２回）として「友だちから無視をされる」という対人ストレス場面に対する解決策の案

出の練習が行われ，呼吸法によるリラクセーション訓練が実施された。PST 群では，解決策の評価訓練

が実施された。解決策の評価訓練では，問題への解決策をさまざまな観点から評価した上で選択するこ

との重要性と具体的方法について教示を行った後，「友だちに無視される」という対人ストレス場面を

用いて，解決策の評価の練習を行った。 
３日目の授業では，初日から２日目に学習した内容の復習を行った後，自分自身の日常生活で経験す

る問題について，これまでに学習した内容を活用して解決策を考える時間を設けた。具体的には，

DS-PST 群においては解決策の案出の方法とリラクセーションを授業中に練習し，PST 群においては解

決策の案出の方法と評価の方法を練習した。最後に，セッションを通して学んだ内容を日常生活で積極

的に使うことの重要性を強調した。全ての参加者には，授業で学習した内容が書かれた，縦 10.5cm×

横 7.4cm，６ページ綴りの“問題解決ミニガイド”が配られた。Post 期の測定は，３日目の授業実施か

ら約１ヶ月後に実施された。 
 
【結 果】 

１）対象者全体に対する介入効果 
本研究の対象者全体に対する PST および DS-PST による介入効果の比較を行うため，群と時期を独

立変数，すべての測定値を従属変数とする分散分析を行った。すべての測定値の平均値および標準偏差

を，Table6-1 に示す。最終的に改善を目指すアウトカム変数は攻撃行動であり，そのための手段として 
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約１週間

約１ヶ月

約１週間

約１週間

解決策の評価訓練
リラクセーション訓練

↓
解決策の案出訓練（第２回）

測定材料への回答（Post期）

PST群 DS-PST群

解決策の案出訓練 解決策の案出訓練（第１回）

PST群 DS-PST群

学習内容の復習と練習およびまとめ

測定材料への回答（Pre期）

 
Figure 6-1  研究６－１の介入の手続き 
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Table 6-1  対象者全体における，介入による攻撃行動，問題解決，および怒り感情の変化 
（小学５年生） 

Pre Post Pre Post 群 時期 群×時期

身体的攻撃 1.33 1.86 1.74 1.11 n.s. n.s. *
(1.24) (1.11) (2.05) (1.76)

言語的攻撃 2.05 2.47 1.43 1.43 n.s. n.s. n.s.
(1.81) (2.78) (1.69) (1.99)

関係性攻撃 1.47 1.42 0.90 0.67 n.s. n.s. n.s.
(1.74) (1.84) (1.48) (1.02)

ABS-A総得点 5.26 5.00 3.67 3.95 n.s. n.s. n.s.
(4.48) (5.59) (3.64) (3.49)

向社会的反応 0.84 1.21 1.19 1.62 n.s. ** n.s.
(0.60) (1.08) (0.51) (1.16)

攻撃的反応 0.26 0.79 0.38 0.14 n.s. n.s. *
(0.56) (1.13) (0.67) (0.48)

向社会的反応への肯定的評価 1.74 2.42 1.33 2.10 † ** n.s.
(0.56) (1.12) (0.66) (0.77)

向社会的反応への否定的評価 0.84 0.79 0.43 0.86 n.s. n.s. n.s.
(0.76) (0.79) (0.68) (0.85)

攻撃的反応への肯定的評価 0.16 0.53 0.05 0.10 * * †
(0.50) (0.77) (0.22) (0.30)

攻撃的反応への否定的評価 2.16 2.42 1.29 2.33 † ** †
(1.26) (0.69) (1.10) (1.15)

向社会的確信度 26.26 25.95 26.14 26.62 n.s. n.s. n.s.
(2.62) (3.98) (3.29) (2.65)

攻撃的確信度 13.16 15.16 12.29 13.24 n.s. * n.s.
(5.00) (6.10) (5.06) (3.79)

4.21 3.84 2.86 0.81 * † n.s.
(4.83) (4.35) (3.48) (1.50)

p

（　）内は標準偏差。†p <.10, *p <.05, **p<.01。PST = Problem-Solving Training; DS-PST = Developmentally-Sensitive 

PST (n=19) DS-PST (n=21)

「解決策の案出」プロセス

攻撃行動（自己評定）

「解決策の評価」プロセス

怒り感情
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操作を行うプロセス変数は問題解決プロセスと怒り感情である。 
最初に，アウトカム変数の変化について記述する。身体的攻撃において群と時期の交互作用が有意で

あったため（F [1,38]=6.87, p <.05），単純主効果の検定を行ったところ，DS-PST 群においてのみ，身

体的攻撃の得点が減少する傾向が示された（p <.10）。攻撃行動に関するその他の指標については，有意

な変化は認められなかった。 
次に，プロセス変数の変化について記述する。「解決策の案出」プロセスにおける向社会的反応の案

出数については，時期の主効果が有意であり（F [1,38]=7.63, p <.01），介入を通して向社会的反応の案

出数が増加していた。また，攻撃的反応の案出数については，群と時期の交互作用が有意であった（F 
[1,38]=5.75, p <.05）。そこで，単純主効果の検定を行ったところ，PST 群においてのみ有意に増加する

ことが示された（p <.05）。 
「解決策の評価」プロセスにおける向社会的反応への肯定的評価については，時期の主効果が有意で

あり（F [1,38]=18.05, p <.001），介入を通して有意に向上していた。攻撃的反応への肯定的評価につい

ては，時期の主効果が有意であり（F [1,38]=4.91, p <.05），介入前から介入後にかけて増加していた。

また，群と時期の交互作用が有意傾向であった（F [1,38]=2.92, p <.10）。そこで，単純主効果の検定を

行ったところ，PST 群においてのみ，攻撃的反応への肯定的評価が有意に増加していた（p <.05）。攻

撃的反応への否定的評価については，時期の主効果が有意であり（F [1,38]=9.22, p <.01），介入を通し

て有意に向上していた。また，群と時期の交互作用が有意傾向であった（F [1,38]=3.30, p <.10）。そこ

で，単純主効果の検定を行ったところ，DS-PST 群においてのみ，攻撃的反応への否定的評価が有意に

増加していた（p <.01）。攻撃的確信度については，時期の主効果が有意であり（F [1,38]=4.37, p <.05），
介入前から介入後にかけて増加していた。また，時期の主効果が有意傾向であり（F [1,38]=3.35, p <.10），
介入を通して減少する傾向が示された。向社会的反応への否定的評価および向社会的確信度については，

有意な変化は認められなかった。 
最後に，怒り感情については，群の主効果が有意であり（F [1,38]=5.09, p <.05），DS-PST 群よりも

PST 群の方が高い値を示した。 
以上のことから，問題解決プロセスの増加や一部の攻撃行動の減少など，両群において概ね介入の効

果が示され，特に DS-PST 群において効果が顕著であったと考えられる。 
 
２）対象者の状態像による介入効果の相違 

問題解決訓練の実施にあたっては，事前のアセスメントに基づく対象者特有の強みと弱点の同定が重

要となる（Frauenknecht & Black, 1995）。そこで，対象者の問題解決プロセスの特徴による介入の作

用ポイントの相違について検討するため，Pre 期の問題解決プロセスの得点にしたがって群構成を行っ

た。解決策の有用性に関する確信度を除く Pre 期における問題解決プロセスの標準得点を用いて，

k-means 法による Q モードのクラスター分析を行った。その結果，各クラスターに含まれる対象者数

のバランスを考慮して，クラスター数は３と判断された（Figure 6-2）。各クラスターの特徴と人数，お

よび全対象者に対する割合は，以下の通りであった。 
クラスター１（CL 1）：「解決策の案出」プロセスにおける向社会的反応の少なさと攻撃的反応の多さ，

および，「解決策の評価」プロセスにおける向社会的反応への否定的評価の多さ

が特徴。行動レパートリー偏重タイプ（７名，17.5%）。 
クラスター２（CL 2）：「解決策の評価」プロセスにおいて，攻撃的反応への肯定的評価が多い。攻撃行

動の有効性を学習してきたタイプ（３名，7.5%）。 
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Figure 6-2  問題解決プロセスのクラスターの特徴（小学５年生） 
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クラスター３（CL 3）：すべての値において顕著な増減が見られない。平均的問題解決タイプ（30 名，

75%）。 
次に，各クラスター別に，時期を独立変数，すべての測定値を従属変数とする分散分析を行った。分

析の結果をまとめたのが，Table 6-2 である。 
CL 1（行動レパートリー偏重タイプ）における結果について記述する。攻撃行動に関する指標につい

ては，有意な変化は認められなかった。「解決策の案出」プロセスについては，向社会的反応の案出数

の有意な増加（F [1,6]=10.50, p <.05），および攻撃的反応の案出数の有意な減少が見られた（F 
[1,6]=6.25, p <.05）。「解決策の評価」プロセスについては，向社会的反応への肯定的評価（F [1,6]=10.80, 
p <.05）および攻撃的反応への否定的評価に（F [1,6]=36.00, p <.001），有意な向上が見られた。また，

怒り感情が有意に減少することが示された（F [1,6]=8.43, p <.05）。 
CL 2（攻撃行動の有効性を学習してきたタイプ）における結果について記述する。攻撃行動および「解

決策の案出」プロセスに関する指標については，有意な変化は認められなかった。「解決策の評価」プ

ロセスについては，攻撃的反応への否定的評価が減少する傾向が示された（F [1,2]=16.00, p <.10）。怒

り感情については，有意な変化は認められなかった。 
CL 3（平均的タイプ）における結果について記述する。攻撃行動に関する指標については，有意な変

化は認められなかった。「解決策の案出」プロセスについては，向社会的反応の案出数の有意な増加が

見られた（F [1,29]=4.68, p <.05）。「解決策の評価」プロセスについては，向社会的反応への肯定的評

価（F [1,29]=13.69, p <.001）および攻撃的反応への否定的評価に（F [1,29]=6.59, p <.05），有意な向

上が見られた。また，攻撃的確信度についても有意な増加が見られた（F [1,29]=4.60, p <.05）。怒り感

情については，有意な変化は認められなかった。 
以上のことから，行動レパートリー偏重タイプおよび平均的問題解決タイプにおいて，問題解決訓練

の実施による問題解決プロセスの向上効果が示されたといえる。一方，攻撃行動の有効性を学習してき

たタイプについては，明確な介入効果が示されなかった。 
 
３）攻撃行動とそれに伴うトラブルが多い生徒の分類と記述 
攻撃行動がとそれに伴う対人トラブルが顕著であるとして選定された児童について，教師から見てど

のような特徴を有する児童であるか，面接による聞き取り調査を行った。その結果，担任教諭から見て，

攻撃行動が多い児童のタイプは，２つに大別されると考えられた。すなわち，「関わり下手による攻撃

タイプ」，および「対処方略としての攻撃タイプ」である。関わり下手による攻撃タイプは，同年代の

子どもと遊ぶのがうまくない，場の空気が読めない，思ったことをすぐに言ってしまう，やりすぎてし

まって友だちから嫌がられる，などの特徴が報告された児童で，担任教諭から見ると幼い印象があると

のこと。発達障害が疑われるとの児童も数名含まれていたが，具体的な診断名などについては情報が得

られていない。対処法略としての攻撃タイプは，気に入らないことがあるとすぐに手や口を出す，我慢

ができずわがままである，勝負事になると勝つことにこだわって相手を脅してしまう，などの特徴が報

告された生徒である。 
クラスター分析による分類と教師の印象による分類について検討した結果，関わり下手による攻撃タ

イプは，「行動レパートリー偏重タイプ（CL 1）」と「平均的問題解決タイプ（CL 3）」によって構成さ

れており（CL 1＝２名，CL 2＝０名，CL 3＝５名，合計７名），対処方略としての攻撃タイプは，「攻

撃行動の有効性を学習してきたタイプ」のみによって構成されていた（CL 1＝０名，CL 2＝２名，CL 3
＝０名，合計２名）。 
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Table 6-2  問題解決プロセスの各クラスターにおける，介入による攻撃行動，問題解決，および怒り感

情の変化（小学５年生） 

Pre Post p Pre Post p Pre Post p

身体的攻撃 1.71 1.86 n.s. 2.33 2.67 n.s. 1.40 1.30 n.s.
(1.50) (1.46) (2.52) (2.31) (1.65) (1.39)

言語的攻撃 2.00 2.57 n.s. 2.67 3.33 n.s. 1.57 1.63 n.s.
(2.00) (2.64) (1.53) (2.52) (1.74) (2.37)

関係性攻撃 2.29 1.86 n.s. 1.67 1.33 n.s. 0.87 0.80 n.s.
(2.29) (1.57) (0.58) (0.58) (1.41) (1.49)

ABS-A総得点 6.00 6.29 n.s. 6.67 7.33 n.s. 3.83 3.73 n.s.
(4.24) (4.92) (3.06) (5.03) (4.08) (4.38)

向社会的反応 0.43 1.43 * 1.00 0.67 n.s. 1.17 1.50 *
(0.53) (1.27) (0.00) (1.15) (0.53) (1.11)

攻撃的反応 1.29 0.57 * 0.00 0.33 n.s. 0.13 0.43 n.s.
(0.76) (0.79) (0.00) (0.58) (0.35) (0.97)

向社会的反応への肯定的評価 1.14 2.00 * 1.00 1.00 n.s. 1.67 2.43 **
(0.38) (0.58) (1.00) (1.00) (0.61) (0.94)

向社会的反応への否定的評価 1.43 1.14 n.s. 0.67 1.00 n.s. 0.43 0.73 †
(0.53) (1.07) (0.58) (1.00) (0.68) (0.74)

攻撃的反応への肯定的評価 0.00 0.29 n.s. 1.33 1.00 n.s. 0.00 0.23 †
(0.00) (0.49) (0.58) (0.00) (0.00) (0.63)

攻撃的反応への否定的評価 0.57 2.29 ** 3.00 1.67 † 1.83 2.47 *
(0.79) (0.95) (1.00) (0.58) (1.18) (0.97)

向社会的確信度 27.00 27.43 n.s. 27.33 23.00 n.s. 25.90 26.37 n.s.
(2.77) (3.10) (1.15) (3.61) (3.11) (3.24)

攻撃的確信度 14.86 14.57 n.s. 15.67 17.67 n.s. 11.90 13.70 *
(6.01) (4.20) (6.66) (5.51) (4.50) (5.20)

5.71 1.29 * 5.67 7.33 n.s. 2.77 1.97 n.s.
(4.46) (1.60) (4.04) (7.09) (4.00) (3.08)

CL 1 (n=7) CL 2 (n=3) CL 3 (n=30)

（　）内は標準偏差。
†p <.10, 

*p <.05, 
**

p<.01。PST = Problem-Solving Training; DS-PST = Developmentally-Sensitive Problem-Solving Training

「解決策の案出」プロセス

攻撃行動（自己評定）

「解決策の評価」プロセス

怒り感情
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次に，教師の印象による分類と該当生徒の認知感情的特徴との関連について検討した。教師の印象に

よる分類と問題解決および怒り感情との関連を示したのが，Figure 6-3 である。問題解決および怒り感

情については，対象者全員における Pre 期の得点を用いて標準化得点に変換した。関わり下手による攻

撃タイプは，「解決策の案出」プロセスにおける攻撃的反応の案出数と怒り感情が高いことを特徴とし

ている。攻撃的反応の案出数および怒り感情は道具的攻撃ではなく反応的攻撃と特異的に関連するとい

う研究知見を考慮すると（de Castro, Merk, Koops, Veerman, & Bosch, 2005），関わり下手による攻撃

タイプは，反応的攻撃を示しやすい児童である可能性が考えられる。一方，対処方略としての攻撃タイ

プは，「解決策の評価」プロセスにおいて，攻撃的反応への否定的評価をある程度示しながらも，向社

会的反応への肯定的評価の低さと，攻撃的反応への肯定的評価および攻撃的確信度の高さを特徴とてい

る。これは，攻撃行動に対するポジティブな結果予期など「解決策の評価」プロセスにおける特徴が繰

り返し報告されている，道具的攻撃を多く示す子どもと類似した特徴である。すなわち，対処方略とし

ての攻撃タイプは，道具的攻撃を示しやすい児童である可能性が考えられる。 
次に，教師の印象による分類と該当生徒の行動的特徴との関連について検討した。教師の印象による

分類と攻撃行動の評定値との関連を示したのが，Figure 6-4 である。攻撃行動の自己評定については対

象者全員における Pre 期の得点を用いて標準化得点に変換し，教師評定については研究１－４で得られ

た標準データを用いて Pre 期の得点を標準化得点に変換し，分析に用いた。関わり下手による攻撃タイ

プは，自己評定と教師評定のいずれにおいても，すべての形態の攻撃行動が高い値を示すことを特徴と

している。対処方略としての攻撃タイプは，自己評定においては身体的攻撃のみが高い値を示す一方で，

教師評定においては身体的攻撃以外の攻撃行動得点が高い値を示すということを特徴としている。つま

り，関わり下手による攻撃タイプについては広範な攻撃行動を示すことが自他共に報告される一方で，

対処方略としての攻撃タイプについては，自己評定と教師評定が一致しにくく，評定者によって顕在化

する攻撃行動の形態が異なるタイプであるといえる。これは，対処法略としての攻撃タイプであると学

級担任から判断された児童については，複数評定者によるアセスメントが特に重要な役割を持つことを

示唆している。 
 
４）攻撃行動とそれに伴うトラブルが多い生徒に対する介入効果 

攻撃行動が多いと担任教諭から指名された生徒に対する PST および DS-PST-の効果について検討を

行った。すべての測定値の平均値および標準偏差を，教師の印象による分類別に示す（関わり下手によ

る攻撃タイプ, Table 6-3；対処方略としての攻撃タイプ, Table 6-4）。 
関わり下手による攻撃タイプについては，PST 群と DS-PST 群のいずれに割り振られた生徒につい

ても，教師評定による攻撃行動の値が概ね減少する傾向が見られた。また，攻撃行動の自己評定値につ

いては，PST 群においてやや増加する傾向が見られるものの，DS-PST 群においては変化が見られなか

った。「解決策の案出」プロセスにおける向社会的反応の案出数は，DS-PST 群において顕著に向上し

た。「解決策の評価」プロセスについては，向社会的反応への肯定的評価および攻撃的反応への否定的

評価が両群において向上し，攻撃的確信度も両群において増加する傾向が見られた。怒り感情について

は，両群において減少傾向が示され，特に DS-PST 群において減少が顕著であった。 
対処法略としての攻撃タイプについては，１名ずつが PST 群と DS-PST 群に割り振られた。攻撃行

動に関する結果を見てみると，自己評定において，PST に参加した児童は得点の増加が見られたのに対

して，DS-PST に参加した児童には減少傾向が見られた。攻撃行動に関する教師評定については，PST
に参加した児童の身体的攻撃を除いて，概ね得点が減少していた。一方，２名の児童のいずれにおいて 
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Figure 6-3  教師による分類別の問題解決および怒り感情の特徴（小学５年生） 
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Figure 6-4  教師による分類別の攻撃行動の評定値の特徴（小学５年生） 
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Table 6-3  関わり下手による攻撃タイプ（教師指名）における，介入による攻撃行動，問題解決，および怒

り感情の変化（小学５年生） 

Pre Post Pre Post

身体的攻撃 4.33 3.33 1.50 2.00
(1.53) (3.06) (1.00) (1.15)

言語的攻撃 4.33 6.67 2.50 2.00
(1.53) (2.08) (2.65) (3.37)

関係性攻撃 2.67 4.00 2.25 1.25
(3.06) (3.00) (2.63) (1.89)

ABS-C総得点 11.33 14.00 6.25 5.25
(5.86) (6.93) (5.74) (5.97)

身体的攻撃 5.33 3.67 0.75 0.00
(5.03) (2.52) (1.50) (0.00)

言語的攻撃 7.67 8.00 3.00 0.00
(2.89) (1.00) (2.00) (0.00)

関係性攻撃 4.67 2.00 2.00 0.00
(1.15) (1.00) (0.00) (0.00)

ABS-TR総得点 17.67 13.67 5.75 0.00
(8.62) (2.89) (3.50) (0.00)

向社会的反応 0.33 0.67 1.50 2.50
(0.58) (0.58) (0.58) (1.73)

攻撃的反応 0.67 1.00 0.75 0.50
(0.58) (1.73) (0.96) (1.00)

向社会的反応への肯定的評価 1.67 2.33 1.50 2.25
(0.58) (0.58) (0.58) (0.50)

向社会的反応への否定的評価 0.33 1.00 0.50 0.25
(0.58) (1.00) (1.00) (0.50)

攻撃的反応への肯定的評価 0.00 1.33 0.00 0.00
(0.00) (1.53) (0.00) (0.00)

攻撃的反応への否定的評価 2.00 2.67 1.75 3.00
(0.00) (1.15) (0.96) (2.00)

向社会的確信度 23.67 24.67 28.50 27.75
(2.52) (5.51) (2.65) (1.71)

攻撃的確信度 14.33 20.33 9.75 12.75
(5.13) (9.45) (3.50) (2.99)

8.00 6.67 7.00 1.75
(1.73) (2.52) (3.74) (2.87)

（　）内は標準偏差。PST = Problem-Solving Training; DS-PST =
Developmentally-Sensitive Problem-Solving Training。

「解決策の案出」プロセス

攻撃行動（自己評定）

「解決策の評価」プロセス

怒り感情

攻撃行動（教師評定）

PST (n=3) DS-PST (n=4)
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Table 6-4  方略としての攻撃タイプ（教師指名）における，介入による攻撃行動，問題解決，および怒り感

情の変化（小学５年生） 

Pre Post Pre Post

身体的攻撃 2 4 5 4

言語的攻撃 1 6 3 3

関係性攻撃 1 2 2 1

ABS-C総得点 4 12 10 8

身体的攻撃 0 3 3 0

言語的攻撃 7 3 6 5

関係性攻撃 4 3 2 0

ABS-TR総得点 11 9 11 5

向社会的反応 1 0 1 0

攻撃的反応 0 1 0 0

向社会的反応への肯定的評価 2 1 0 0

向社会的反応への否定的評価 1 2 0 0

攻撃的反応への肯定的評価 1 1 1 1

攻撃的反応への否定的評価 4 2 2 1

向社会的確信度 26 24 28 26

攻撃的確信度 23 23 14 18

1 15 8 1

PST (n=1) DS-PST (n=1)

（　）内は標準偏差。PST = Problem-Solving Training; DS-PST =
Developmentally-Sensitive Problem-Solving Training。

「解決策の案出」プロセス

攻撃行動（自己評定）

「解決策の評価」プロセス

怒り感情

攻撃行動（教師評定）
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も，問題解決プロセスには顕著な改善が見られなかった。怒り感情については，PST に参加した児童に

おいては怒り感情得点が増加し，DS-PST に参加した児童においては得点が減少した。 
以上のことから，関わり下手による攻撃タイプについては概ね介入の効果が示されたといえる。一方，

対処方略としての攻撃タイプについては，特に DS-PST に参加した児童において攻撃行動および怒り感

情の減少が観察されたものの，問題解決プロセスには明確な変化が見られなかった。 
 
 
研究６－２ 

 

【目 的】 

本研究の知見に基づいて構成された問題解決訓練と従来型の問題解決訓練の介入効果について，解決

策の評価訓練が有効に機能すると仮定される中学２年生を対象として比較する。 
 
【仮 説】 

研究６－１と同様に，本研究の知見に基づいて構成された問題解決訓練は従来型の問題解決訓練より

も，問題解決プロセス，怒り，および攻撃行動の改善効果が大きい。 
 
【方 法】 

１）対象者 
首都圏近郊の公立中学校に在籍する中学２年生 211 名（男子 101 名，女子 110 名）を対象として介入

効果の比較を行った。そのうち，エクササイズへの取り組みや測定材料への回答を拒否した者および記

入漏れや記入ミスのあった者を除いた 145 名（男子 72 名，女子 73 名；有効回答率＝68.7％）の回答を

分析対象とした。 
 
２）測定材料 
①攻撃行動の発現頻度（自己評定） 

研究１において作成された中学生用攻撃行動尺度（ABS-A; ９項目，５件法）を使用した。この尺度

は，過去３週間における攻撃行動の発現頻度について，「身体的攻撃」，「言語的攻撃」，「関係性攻撃」

の３側面からとらえる自己評価式質問紙尺度である。 
②攻撃行動の発現頻度（教師評定） 
研究１において作成された教師評定用攻撃行動尺度（ABS-TR; ９項目，５件法）を使用した。この

尺度は，過去３週間における子どもの攻撃行動の発現頻度について，「身体的攻撃」，「言語的攻撃」，「関

係性攻撃」の３側面から担任教諭が評定する，質問紙尺度である。本節においては，担任学級において

攻撃行動とそれに伴う対人トラブルが顕著である生徒を，男子３名，女子３名を上限として担任教諭の

判断で選定し，選定された生徒について評定するよう求めた。回答に参加した担任教諭は６名であり，

選定された生徒は 22 名（男子 10 名，女子 12 名）であった。また，ABS-TR への回答と同時に，攻撃

行動がとそれに伴う対人トラブルが顕著であるとして選定された生徒の臨床像を把握するため，教師か

ら見てどのような特徴を有する生徒であるか，面接による聞き取り調査を行った。 
③「解決策の案出」プロセス 
研究２－１において作成された解決策の案出テストを使用した。本節では，「友だちとケンカをする」
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場面（場面３）を使用した。回答者に対しては，刺激場面に直面した際に回答者がとりうる行動につい

て，可能な限り多くの回答を自由記述形式で求めた。質問紙の構成上，１つの場面に対する回答欄は８

つ設けられたため，得点範囲は０～８であった。 
解決策の案出テストに対する回答内容は，本研究の目的を熟知しない臨床心理学を専攻する大学院生

男女１名ずつ，計２名によってコーディングされた。本サンプルにおける評定者２名の分類結果につい

て Cohen のκ係数を算出した結果，κ＝.90 であった。κ係数は，< .50 だと十分ではなく，= .50-.70
だと許容される範囲であり，> .70 だと良好であるとされている（Hodges & Cools, 1990）。したがって，

２名の分類結果は安定して一致しており，信頼性を有する測定値が得られたと考えられる。２名の分類

が一致しなかった回答については，一方の分類をランダムに抽出して使用した。 
④「解決策の評価」プロセス 
研究２－１において作成された解決策の評価テストを使用した。本節では，「友だちから無視をされ

る」場面（場面１）を使用した。解決策の評価テストでは，刺激場面と評価対象項目（２つの向社会的

反応および２つの攻撃的反応）を提示し，刺激場面における評価対象項目について，できるだけ多くの

ポジティブな評価とネガティブな評価を自由記述形式で求めた。向社会的反応へのポジティブな評価，

向社会的反応に対するネガティブな評価得点，攻撃的反応に対するポジティブな評価得点，および攻撃

的反応に対するネガティブな評価得点が計算され，得点範囲は０～８であった。 
また，解決策の有効性とメリットに関する確信度を測定するため，「まったくそう思わない：１」～「と

てもそう思う：４」の４件法によるリッカートスケールが使用された。実験参加者は，解決策の評価テスト

における評価対象項目について，「問題を解決する良い方法だと思う」「やろうと思えば，うまくできる自信

がある」「自分がイヤな気持ちになると思う」「ほかの人がイヤな気持ちになると思う」という４つの質問項

目を読み，同意の程度について回答した。 
⑤怒り感情 
子ども用怒り尺度（野口ら, 2006; 10 項目，４件法）を使用した。この尺度は，小中学生が日常生活

で感じている怒り感情を測定する自己評価式質問紙尺度である。 
 
３）介入の実施手続きの概要 
介入の実施に先だって，研究協力校の学校長および責任担当教員に対して，介入の実施手続きおよび

介入実施に伴う権利事項に関する説明を紙面および口頭で行い，同意書への署名を得た。また，保護者

に対しては責任担当教諭を通して説明が行われ，口頭での同意が得られた。対象生徒に対しては，学級

担任および介入実施者を通して，個人情報は確実に保護されること，エクササイズへの取り組みや測定

用紙への回答を拒否する権利があること，拒否権の行使に伴っていかなる不利益も被らないことを，介

入実施前に説明した。対象者は，本研究の知見に基づいて構成された問題解決訓練を行う群（DS-PST）
と従来型の問題解決訓練を行う群（PST）に，無作為に割り付けられた。 
介入の手続きを，Figure 6-5 に示す。介入は，通常授業時間における６単位時間を用いて，１日２単

位時間，計３日間に分けて実施された。また，対象者が日常的に使用している学校内の教室にて，「総

合的な学習の時間」の授業の一環として実施された。進行役は，臨床心理学を専攻し，問題解決訓練お

よびリラクセーション訓練について充分な事前教育を受けた大学院生が務めた。また，各群において，

大学生３名と学級担任による進行補助が行われた。 
初日の授業では，解決策の案出訓練が実施された。まず，授業の冒頭で Pre 期の測定が行われた。解

決策の案出訓練では，問題に直面した際に解決策を多く案出することの重要性と具体的方法について教 
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約２ヶ月

約１ヶ月

約１ヶ月

解決策の評価訓練（第１回）
↓

解決策の評価訓練（第２回）
↓

解決策の評価訓練（第３回）
↓

測定材料への回答（Mid１期）

解決策の評価訓練（第１回）
↓

解決策の評価訓練（第２回）
↓

解決策の効果検証訓練
↓

測定材料への回答（Mid１期）

測定材料への回答（Post期）

PST群 DS-PST群

測定材料への回答（Pre期）
↓

解決策の案出訓練（第１回）
↓

解決策の案出訓練（第２回）
↓

解決策の案出訓練（第３回）

測定材料への回答（Pre期）
↓

解決策の案出訓練（第１回）
↓

リラクセーション訓練
↓

解決策の案出訓練（第２回）

PST群 DS-PST群

学習内容の復習と練習およびまとめ
↓

測定材料への回答（Mid２期）

 
Figure 6-5  研究６－２の介入の手続き 
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示を行った後，「友だちに無視される」という対人ストレス場面などといった複数のテーマを用いて，

解決策の案出の練習を行った。DS-PST 群においては，解決策の案出訓練１回分の時間を用いて，リラ

クセーション訓練を実施した。 
２日目の授業では，解決策の評価訓練が実施された。解決策の評価訓練では，問題への解決策をさま

ざまな観点から評価した上で選択することの重要性と具体的方法について教示を行った後，「友だちに

無視される」という対人ストレス場面など複数のテーマを用いて，解決策の評価の練習を行った。

DS-PST 群においては，解決策の評価訓練１回分の時間を用いて，解決策の効果訓練を実施した。解決

策の効果検証訓練では，解決策の評価訓練において評価した解決策について，当該解決策を行ったとき

の様子を示したビデオ映像を視聴した。次に，各解決策の結果を示したビデオ映像を見る前と見た後で，

当該解決策の評価がどのように変化したかをふり返り，環境からのフィードバックを通してより良い解

決策を探すよう教示した。また，授業の残り時間を用いて，Mid1 期の測定が行われた。 
３日目の授業では，初日から２日目に学習した内容の復習を行った後，「友だちに自分の絵を踏まれ

る」という対人ストレス刺激場面をビデオ映像で視聴し，解決策の案出と評価の練習を行った。また，

自分自身の日常生活で経験する問題について，これまでに学習した内容を活用して解決策を考える時間

を設けた。最後に，セッションの内容を日常生活で積極的に使うことの重要性を強調した。DS-PST 群

に対しては，リラクセーションによって感情をコントロールすることで，さまざまな解決策が案出しや

すくなることや，解決策の実施後に結果を検証することで，効果的な解決策が見つかりやすくなること

を再び説明した。全ての参加者には，授業で学習した内容が書かれた，縦 10.5cm×横 7.4cm，６ペー

ジ綴りの“問題解決ミニガイド”が配られた。また，授業の残り時間を用いて，Mid2 期の測定が行わ

れた。Post 期の測定は，３日目の授業実施から約２ヶ月後に実施された。 
 
【結 果】 

１）対象者全体に対する介入効果 
本研究の対象者全体に対する PST および DS-PST による介入効果の比較を行うため，群と時期を独

立変数，すべての測定値を従属変数とする分散分析を行った。すべての測定値の平均値および標準偏差

を，Table6-5 に示す。攻撃行動に関する自己評定および怒り感情については，時期は４水準であり（Pre，
Mid1，Mid2，Post），その他の測定値については，時期は２水準（Pre，Post）であった。最終的に改

善を目指すアウトカム変数は攻撃行動であり，そのための手段として操作を行うプロセス変数は問題解

決プロセスと怒り感情である。 
最初に，アウトカム変数の変化について記述する。身体的攻撃については，時期の主効果が有意であ

り（F [3,429]=6.90, p <.001），Post 期において，Pre 期および Mid1 期よりも身体的攻撃の得点が有意

に減少していた（p <.05）。言語的攻撃については，時期の主効果（F [3,429]=5.81, p <.001）および群

と時期の交互作用が有意であった（F [3,429]=3.18, p <.05）。そこで，単純主効果の検定を行ったとこ

ろ，DS-PST 群においてのみ時期の単純主効果が有意であり（F [3,429]=9.24, p <.001），Pre 期よりも

Mid1 期，Mid2 期，Post 期の方が言語的攻撃の得点が低く（p <.05），Mid1 期よりも Post 期の方が言

語的攻撃の得点が有意に低かった（p <.05）。関係性攻撃については，時期の主効果が有意であり（F 
[3,429]=4.22, p <.01），Mid2 期および Post 期において，Pre 期よりも関係性攻撃の得点が有意に減少

していた（p <.05）。ABS-A 総得点については，時期の主効果が有意であり（F [3,429]=7.22, p <.001），
Pre 期よりも Mid2 期および Post 期の方が得点が低く（p <.05），Mid1 期よりも Post 期の方が得点が

有意に低かった（p <.05）。 
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Table 6-5  対象者全体における，介入による攻撃行動，問題解決，および怒り感情の変化 
（中学２年生） 

Pre Mid1 Mid2 Post Pre Mid1 Mid2 Post 群 時期 群×時期

身体的攻撃 3.45 3.38 3.28 2.78 3.46 3.08 2.67 2.29 n.s. * n.s.
(2.69) (3.13) (3.22) (2.71) (2.95) (3.02) (2.85) (2.57)

言語的攻撃 3.65 3.58 3.54 3.43 4.03 3.42 3.12 2.58 n.s. ** *
(2.82) (3.31) (3.34) (3.06) (2.90) (2.94) (3.02) (2.58)

関係性攻撃 3.23 3.04 2.78 2.84 3.05 2.61 2.32 2.21 n.s. ** n.s.
(2.56) (2.78) (3.06) (2.99) (2.38) (2.43) (2.40) (2.32)

ABS-A総得点 10.33 10.00 9.59 9.06 10.54 9.11 8.11 7.08 n.s. ** n.s.
(7.21) (8.40) (8.89) (7.79) (7.21) (7.28) (7.22) (6.59)

向社会的反応 1.14 1.58 1.37 2.39 ** ** *
(0.94) (1.25) (0.96) (1.16)

攻撃的反応 1.93 2.52 1.82 2.28 n.s. ** n.s.
(1.52) (1.91) (1.25) (1.25)

向社会的反応への肯定的評価 2.39 2.81 2.39 3.29 n.s. ** †
(1.34) (1.51) (1.21) (1.64)

向社会的反応への否定的評価 1.57 1.87 1.34 1.99 n.s. ** n.s.
(1.19) (1.62) (1.04) (1.80)

攻撃的反応への肯定的評価 1.12 1.68 1.37 1.68 n.s. ** n.s.
(1.43) (1.46) (1.19) (1.26)

攻撃的反応への否定的評価 2.87 2.58 2.97 3.38 † n.s. *
(1.84) (1.59) (1.69) (1.59)

向社会的確信度 25.01 24.94 25.29 25.43 n.s. n.s. n.s.
(3.06) (3.13) (3.34) (3.23)

攻撃的確信度 16.00 17.77 17.09 16.36 n.s. n.s. **
(5.84) (5.21) (5.84) (3.95)

5.80 5.81 5.65 5.49 4.17 4.18 4.34 4.39 n.s. n.s. n.s.
(6.27) (7.17) (6.81) (6.24) (5.45) (5.95) (6.34) (5.69)

p

（　）内は標準偏差。
†p <.10, 

*p <.05, 
**

p<.01。PST = Problem-Solving Training; DS-PST = Developmentally-Sensitive Problem-Solving Training。

PST (n=69) DS-PST (n=76)

「解決策の案出」プロセス

攻撃行動（自己評定）

「解決策の評価」プロセス

怒り感情
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次に，プロセス変数の変化について記述する。「解決策の案出」プロセスにおける向社会的反応の案

出数については，群の主効果（F [1,143]=14.10, p <.001），時期の主効果（F [1,143]=39.59, p <.001）
および群と時期の交互作用が有意であった（F [1,143]=6.49, p <.05）。そこで，単純主効果の検定を行

ったところ，両群において有意な向上が認められており（p <.05），Post 期においては PST 群よりも

DS-PST 群の方が有意に高い値を示していた（p <.001）。攻撃的反応の案出数については，時期の主効

果が有意であり（F [1,143]=13.09, p <.001），Pre 期から Post 期にかけて増加していた。 
「解決策の評価」プロセスにおける向社会的反応への肯定的評価については，時期の主効果が有意で

あり（F [1,143]=27.95, p <.001），群と時期の交互作用が有意傾向であった（F [1,143]=3.64, p <.10）。
そこで，単純主効果の検定を行ったところ，両群において有意な改善が認められており（p <.05），Post
期においては PST 群よりも DS-PST 群の方が有意に高い値を示す傾向が確認された（p <.10）。向社会

的反応への否定的評価および攻撃的反応への肯定的評価については，時期の主効果が有意であり（F 
[1,143]=14.20, p <.001; F [1,143]=10.64, p <.01），Pre 期から Post 期にかけて増加していた。攻撃的反

応への否定的評価については，群の主効果が有意傾向であり（F [1,143]=3.53, p <.10），群と時期の交

互作用が有意であった（F [1,143]=6.13, p <.05）。そこで，単純主効果の検定を行ったところ，DS-PST
群においてのみ有意な向上が認められており（p <.05），Post 期において PST 群よりも DS-PST 群の方

が有意に高い値を示していた（p <.01）。攻撃的確信度については，群と時期の交互作用が有意であった

（F [1,143]=8.68, p <.01）。そこで，単純主効果の検定を行ったところ，PST 群においてのみ有意に増

加しており（p <.01），Post 期において DS-PST 群よりも PST 群の方が有意に高い値を示す傾向が確認

された（p <.10）。向社会的確信度および怒り感情については，有意な変化は認められなかった。 
以上のことから，攻撃行動および問題解決プロセスについて，PST と DS-PST の両方における介入

効果が示され，特に攻撃行動の減少につながる問題解決プロセスについては DS-PST の方が顕著な改善

効果を示したといえる。 
 
２）対象者の状態像による介入効果の相違 
対象者の問題解決プロセスの特徴による介入の作用ポイントの相違について検討するため，Pre 期の

問題解決プロセスの得点にしたがって群構成を行った。解決策の有用性に関する確信度を除く Pre 期に

おける問題解決プロセスの標準得点を用いて，k-means 法による Q モードのクラスター分析を行った。

その結果，各クラスターに含まれる対象者数のバランスを考慮して，クラスター数は４と判断された

（Figure 6-6）。各クラスターの特徴と人数，および全対象者に対する割合は，以下の通りであった。 
クラスター１（CL 1）：「解決策の案出」プロセスにおいて，向社会的反応が少なく，攻撃的反応が多い。

行動レパートリー偏重タイプ（25 名，17.2%）。 
クラスター２（CL 2）：「解決策の評価」プロセスにおいて，向社会的反応への否定的評価や，攻撃的反

応への肯定的評価が多い。攻撃行動の有効性を学習してきたタイプ（27 名，

18.6%）。 
クラスター３（CL 3）：全体的に問題解決プロセスの反応数が少ない。問題解決的思考に慣れていない

タイプ（73 名，50.3%）。 
クラスター４（CL 4）：主として，向社会的反応の案出数や，向社会的反応への肯定的評価，攻撃的反

応への否定的評価が多い。向社会的問題解決タイプ（20 名，13.8%）。 



第６章 問題解決訓練による社会的行動のセルフコントロール 

 - 139 - 

-2

-1

0

1

2

向社会的／案出

攻撃的／案出

向社会的／肯定評価

向社会的／否定評価

攻撃的／肯定評価

攻撃的／否定評価

（
平
均
標
準
得
点

）

CL 1 CL 2 CL 3 CL 4

 

Figure 6-6  問題解決プロセスのクラスターの特徴（中学２年生） 
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次に，各クラスター別に，群と時期を独立変数，すべての測定値を従属変数とする分散分析を行った。 
CL 1（行動レパートリー偏重タイプ）における結果について記述する（Table 6-6）。身体的攻撃につ

いては，時期の主効果が有意であり（F [3,69]=3.45, p <.05），Post 期において，Pre 期よりも身体的攻

撃の得点が有意に減少していた（p <.01）。言語的攻撃については，時期の主効果（F [3,69]=4.06, p <.05）
および群と時期の交互作用が有意であった（F [3,69]=3.36, p <.05）。そこで，単純主効果の検定を行っ

たところ，DS-PST 群においてのみ時期の単純主効果が有意であり（F [3,69]=5.51, p <.01），Pre 期お

よび Mid1 期よりも，Post 期の方が言語的攻撃の得点が有意に低かった（p <.05）。ABS-A 総得点につ

いては，時期の主効果が有意であり（F [3,429]=3.60, p <.05），Post 期において，Pre 期よりも得点が

有意に減少していた（p <.05）。関係性攻撃については，有意な変化は認められなかった。「解決策の案

出」プロセスについては，向社会的反応および攻撃的反応の案出数のいずれにおいても時期の主効果が

有意であり（F [1,23]=35.18, p <.001；F [1,23]=4.92, p <.05），Pre 期から Post 期にかけて，向社会的

反応は増加，攻撃的反応は減少していた。また，攻撃的反応の案出数については，群と時期の交互作用

が有意傾向であったため（F [1,23]=3.46, p <.10），単純主効果の検定を行ったところ，DS-PST 群にお

いてのみ，攻撃的反応の案出数が減少する傾向が見られた（p <.10）。「解決策の評価」プロセスについ

ては，向社会的反応への肯定的評価（F [1,23]=6.29, p <.05），向社会的反応への否定的評価（F 
[1,23]=3.17, p <.10），攻撃的反応への肯定的評価（F [1,23]=6.28, p <.05）において時期の主効果が有

意または有意傾向であり，いずれも増加する傾向が示された。攻撃的反応への否定的評価については，

群と時期の交互作用が有意傾向であったため（F [1,23]=3.09, p <.10），単純主効果の検定を行ったとこ

ろ，DS-PST 群においてのみ，攻撃的反応への否定的評価の数が増加する傾向が見られた（p <.10）。向

社会的確信度，攻撃的確信度，および怒り感情については，有意な変化は認められなかった。 
CL 2（攻撃行動の有効性を学習してきたタイプ）における結果について記述する（Table 6-7）。攻撃

行動については，いずれの指標においても，有意な変化は認められなかった。「解決策の案出」プロセ

スについては，向社会的反応において時期の主効果が有意であり（F [1,25]=5.70, p <.05），Pre 期から

Post 期にかけて増加していた。また，群と時期の交互作用が有意傾向であったため（F [1,25]=2.92, p 
<.10），単純主効果の検定を行ったところ，DS-PST 群においてのみ，向社会的反応の案出数が増加す

る傾向が見られた（p <.10）。攻撃的反応の案出数については，有意な変化は認められなかった。「解決

策の評価」プロセスについては，向社会的反応への肯定的評価において群と時期の交互作用が有意傾向

であったため（F [1,25]=2.93, p <.10），単純主効果の検定を行ったところ，DS-PST 群においてのみ有

意に増加する傾向が見られた（p <.10）。また，攻撃的反応への肯定的評価において時期の主効果が有意

であり（F [1,25]=10.14, p <.01），Pre 期から Post 期にかけて減少していた。攻撃的確信度については，

時期の主効果が有意傾向であり（F [1,25]=3.61, p <.10），群と時期の交互作用が有意であった（F 
[1,25]=4.87, p <.05）。そこで，単純主効果の検定を行ったところ，DS-PST 群においてのみ，攻撃的確

信度が有意に減少していた（p <.05）。攻撃的反応への否定的評価，向社会的確信度，および怒り感情に

ついては，有意な変化は認められなかった。 
CL 3（問題解決的思考に慣れていないタイプ）における結果について記述する（Table 6-8）。言語的

攻撃について，時期の主効果が有意傾向であり（F [3,213]=2.25, p <.10），群と時期の交互作用が有意

であった（F [3,213]=3.85, p <.05）。そこで，単純主効果の検定を行ったところ，DS-PST 群において

のみ時期の単純主効果が有意であり（F [3,213]=6.66, p <.001），Pre 期よりも Mid1 期，Mid2 期，Post
期の方が言語的攻撃の得点が低く，Mid1期よりもPost期の方が得点が有意に低かった（p <.05）。ABS-A
総得点については，時期の主効果が有意であり（F [3,429]=3.60, p <.05），Post 期において，Pre 期よ 
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Table 6-6  行動レパートリー偏重タイプ（CL 1）における，介入による攻撃行動，問題解決，および

怒り感情の変化（中学２年生） 

Pre Mid1 Mid2 Post Pre Mid1 Mid2 Post 群 時期 群×時期

身体的攻撃 4.73 3.67 4.27 3.07 5.00 4.50 3.70 2.60 n.s. * n.s.
(2.63) (3.33) (4.17) (2.79) (4.11) (3.98) (3.27) (2.41)

言語的攻撃 3.73 2.53 3.27 3.33 6.20 5.00 4.20 2.80 n.s. * *
(3.17) (3.38) (4.08) (3.27) (3.99) (4.27) (4.16) (2.49)

関係性攻撃 3.47 2.60 2.80 3.53 4.70 3.20 2.50 2.60 n.s. n.s. n.s.
(2.26) (2.26) (3.59) (3.36) (3.59) (3.39) (3.03) (3.13)

ABS-A総得点 11.93 8.80 10.33 9.93 15.90 12.70 10.40 8.00 n.s. * n.s.
(7.20) (8.21) (11.00) (8.09) (11.15) (10.40) (9.47) (7.21)

向社会的反応 0.33 1.73 0.40 2.10 n.s. ** *
(0.49) (0.88) (0.52) (1.66)

攻撃的反応 3.30 3.20 3.87 2.73 n.s. * †
(0.48) (0.79) (1.46) (2.02)

向社会的反応への肯定的評価 2.20 2.87 1.80 3.20 n.s. * n.s.
(0.94) (1.13) (1.32) (2.20)

向社会的反応への否定的評価 1.53 2.07 1.30 2.10 n.s. † n.s.
(0.83) (1.62) (0.82) (2.38)

攻撃的反応への肯定的評価 1.20 1.80 1.00 2.20 n.s. * n.s.
(1.01) (1.21) (0.82) (1.48)

攻撃的反応への否定的評価 2.73 2.40 1.70 2.90 n.s. n.s. †
(1.53) (1.18) (0.95) (1.97)

向社会的確信度 24.00 26.00 22.70 23.10 n.s. n.s. n.s.
(3.57) (3.38) (2.83) (3.98)

攻撃的確信度 18.00 20.27 20.70 18.50 n.s. n.s. n.s.
(5.76) (5.22) (5.42) (4.25)

7.87 8.20 9.27 5.80 6.90 7.00 8.30 7.80 n.s. n.s. n.s.
(8.38) (8.45) (8.87) (6.32) (7.82) (8.25) (7.80) (6.36)

p

（　）内は標準偏差。
†p <.10, 

*p <.05, 
**

p<.01。PST = Problem-Solving Training; DS-PST = Developmentally-Sensitive Problem-Solving Training。

PST (n=15) DS-PST (n=10)

「解決策の案出」プロセス

攻撃行動（自己評定）

「解決策の評価」プロセス

怒り感情
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Table 6-7  攻撃行動の有効性を学習してきたタイプ（CL 2）における，介入による攻撃行動，問題解

決，および怒り感情の変化（中学２年生） 

Pre Mid1 Mid2 Post Pre Mid1 Mid2 Post 群 時期 群×時期

身体的攻撃 4.92 5.92 4.31 4.15 4.43 4.00 4.07 4.29 n.s. n.s. n.s.
(3.97) (4.31) (3.73) (3.69) (3.39) (3.09) (3.36) (3.81)

言語的攻撃 5.23 5.54 4.00 4.38 4.50 4.79 4.79 4.36 n.s. n.s. n.s.
(3.98) (4.63) (3.65) (3.91) (2.77) (3.45) (3.77) (4.11)

関係性攻撃 5.08 5.31 3.85 4.23 3.57 3.50 3.14 3.29 n.s. n.s. n.s.
(3.93) (4.37) (3.58) (4.15) (1.91) (2.85) (3.16) (3.10)

ABS-A総得点 15.23 16.77 12.15 12.77 12.50 12.29 12.00 11.93 n.s. n.s. n.s.
(11.41) (12.94) (10.70) (11.36) (7.30) (8.40) (9.35) (10.31)

向社会的反応 1.15 1.31 1.64 2.57 n.s. * †
(0.80) (1.11) (0.74) (0.94)

攻撃的反応 3.30 3.20 3.87 2.73 n.s. n.s. n.s.
(0.48) (0.79) (1.46) (2.02)

向社会的反応への肯定的評価 2.77 2.46 2.64 3.29 n.s. n.s. †
(1.42) (1.45) (0.74) (0.99)

向社会的反応への否定的評価 2.31 2.15 2.36 2.86 n.s. n.s. n.s.
(0.85) (1.21) (0.74) (1.23)

攻撃的反応への肯定的評価 3.23 2.23 2.93 2.21 n.s. * n.s.
(1.36) (0.73) (1.07) (1.05)

攻撃的反応への否定的評価 1.69 1.92 2.93 3.29 * n.s. n.s.
(1.25) (1.12) (1.54) (1.14)

向社会的確信度 24.00 23.38 24.86 24.50 n.s. n.s. n.s.
(2.08) (3.01) (2.91) (3.80)

攻撃的確信度 22.15 22.38 21.07 18.00 n.s. † *
(6.08) (3.10) (5.38) (4.17)

5.77 7.31 4.62 5.46 6.14 5.14 6.93 6.64 n.s. n.s. n.s.
(5.10) (8.38) (5.17) (6.02) (6.38) (7.24) (8.75) (8.50)

p

（　）内は標準偏差。
†p <.10, 

*p <.05, 
**

p<.01。PST = Problem-Solving Training; DS-PST = Developmentally-Sensitive Problem-Solving Training。

PST (n=13) DS-PST (n=14)

「解決策の案出」プロセス

攻撃行動（自己評定）

「解決策の評価」プロセス

怒り感情
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Table 6-8  問題解決的思考に慣れていないタイプ（CL 3）における，介入による攻撃行動，問題解決，

および怒り感情の変化（中学２年生） 

Pre Mid1 Mid2 Post Pre Mid1 Mid2 Post 群 時期 群×時期

身体的攻撃 2.69 2.63 2.53 2.47 2.83 2.34 2.10 1.73 n.s. n.s. n.s.
(1.65) (2.23) (2.61) (2.36) (2.46) (2.82) (2.62) (1.95)

言語的攻撃 3.06 3.16 3.38 3.22 3.54 2.78 2.51 2.02 n.s. † *
(1.83) (2.57) (3.16) (2.70) (2.70) (2.35) (2.45) (1.86)

関係性攻撃 2.59 2.34 2.47 2.13 2.71 2.37 2.17 1.76 n.s. * n.s.
(1.81) (1.93) (2.88) (2.24) (2.22) (2.21) (2.12) (1.68)

ABS-A総得点 8.34 8.13 8.38 7.81 9.07 7.49 6.78 5.51 n.s. * n.s.
(3.82) (5.39) (7.88) (6.14) (5.92) (6.25) (5.93) (4.39)

向社会的反応 1.19 1.44 1.20 2.27 * ** *
(0.78) (1.27) (0.68) (1.10)

攻撃的反応 1.09 2.22 1.15 1.76 n.s. ** n.s.
(0.78) (1.75) (0.69) (1.18)

向社会的反応への肯定的評価 1.75 2.44 2.02 2.98 † ** n.s.
(0.80) (1.22) (0.96) (1.49)

向社会的反応への否定的評価 0.94 1.31 0.80 1.51 n.s. ** n.s.
(0.67) (1.31) (0.71) (1.60)

攻撃的反応への肯定的評価 0.31 1.06 0.88 1.22 * ** n.s.
(0.64) (0.98) (0.84) (1.08)

攻撃的反応への否定的評価 2.47 2.31 2.68 3.15 n.s. † n.s.
(1.14) (1.26) (1.37) (1.41)

向社会的確信度 25.75 25.34 26.02 26.32 n.s. n.s. n.s.
(2.90) (3.03) (3.47) (2.75)

攻撃的確信度 13.88 15.75 15.39 15.54 n.s. n.s. n.s.
(3.82) (4.24) (5.52) (3.61)

4.16 3.91 4.22 5.47 3.05 3.46 3.12 3.15 n.s. n.s. n.s.
(5.22) (5.90) (5.81) (6.28) (4.42) (5.14) (5.11) (4.26)

p

（　）内は標準偏差。
†p <.10, 

*p <.05, 
**

p<.01。PST = Problem-Solving Training; DS-PST = Developmentally-Sensitive Problem-Solving Training。

PST (n=15) DS-PST (n=10)

「解決策の案出」プロセス

攻撃行動（自己評定）

「解決策の評価」プロセス

怒り感情
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りも得点が有意に減少していた（p <.05）。関係性攻撃および ABS-A 総得点については，時期の主効果

が有意であり（F [3,213]=2.86, p <.05；F [3,213]=3.27, p <.05），Post 期において，Pre 期よりも得点

が有意に減少していた（p <.05）。「解決策の案出」プロセスについては，向社会的反応において，群の

主効果（F [1,71]=6.16, p <.05），時期の主効果（F [1,71]=17.90, p <.001），および群と時期の交互作用

が有意であった（F [1,71]=6.93, p <.05）。そこで，単純主効果の検定を行ったところ，DS-PST 群にお

いてのみ向社会的反応の案出数が増加する傾向が見られた（p <.001）。攻撃的反応の案出数については，

時期の主効果が有意であり（F [1,71]=21.66, p <.001），Pre 期から Post 期にかけて増加していた。「解

決策の評価」プロセスについては，向社会的反応への肯定的評価および否定的評価，攻撃的反応への肯

定的評価において，時期の主効果が有意であり（F [1,71]=29.86, p <.001；F [1,71]=11.68, p <.01；F 
[1,71]=14.45, p <.001），いずれも Pre 期から Post 期にかけて増加していた。攻撃的反応への否定的評

価については，群と時期の交互作用が有意傾向であった（F [1,71]=3.35, p <.10）。そこで，単純主効果

の検定を行ったところ，DS-PST 群においてのみ，攻撃的反応への否定的評価の数が有意に増加してい

た（p <.05）。向社会的確信度，攻撃的確信度，および怒り感情については，有意な変化は認められなか

った。 
CL 4（向社会的問題解決タイプ）における結果について記述する（Table 6-9）。身体的攻撃について，

時期の主効果および群と時期の交互作用が有意であった（F [3,54]=3.44, p <.05；F [3,54]=3.27, p <.05）。
そこで，単純主効果の検定を行ったところ，DS-PST 群においてのみ時期の単純主効果が有意であり（F 
[3,54]=5.28, p <.01），Pre 期および Mid1 期よりも Mid2 期および Post 期の方が，身体的攻撃の得点が

低かった（p <.05）。「解決策の案出」プロセスについては，攻撃的反応の案出数において時期の主効果

が有意であり（F [1,18]=12.68, p <.01），Pre 期から Post 期にかけて増加していた。「解決策の評価」

プロセスについては，攻撃的反応への肯定的評価において時期の主効果が有意または有意であり（F 
[1,18]=9.82, p <.01），Pre 期から Post 期にかけて増加していた。攻撃的反応への否定的評価について

は，時期の主効果が有意傾向であり（F [1,18]=3.97, p <.01），Pre 期から Post 期にかけて減少していた。

攻撃的確信度については，時期の主効果が有意であり（F [1,18]=5.13, p <.05），群と時期の交互作用が

有意傾向であった（F [1,18]=3.46, p <.10）。そこで，単純主効果の検定を行ったところ，PST 群におい

てのみ，攻撃的確信度が有意に増加していた（p <.05）。 
以上のことをまとめると，特に行動レパートリー偏重タイプと問題解決的思考に慣れていないタイプ

において介入の効果が顕著であり，攻撃行動の有効性を学習してきたタイプや向社会的問題解決タイプ

においては明確な介入効果が示されなかった。 
 
３）攻撃行動とそれに伴うトラブルが多い生徒の分類と記述 

攻撃行動がとそれに伴う対人トラブルが顕著であるとして選定された生徒について，教師から見てど

のような特徴を有する生徒であるか，面接による聞き取り調査を行った。その結果，担任教諭から見て，

攻撃行動が多い生徒のタイプは，２つに大別されると考えられた。すなわち，「関わり下手による攻撃

タイプ」，および「対処方略としての攻撃タイプ」である。関わり下手による攻撃タイプは，同年代の

子どもと遊ぶのがうまくない，大人と話すことはできる，思ったことをすぐに言ってしまう，興味や知

識のない話題に合わせることができない，などの特徴が報告された生徒で，小学生における同タイプと

同様に，担任教諭から見ると幼い印象があるとのこと。対処法略としての攻撃タイプは，気に入らない

ことがあるとすぐに手や口を出す，周りの生徒は恐くて注意ができない，行事ではリーダーとして活躍

することもある，などの特徴が報告された生徒である。関わり下手による攻撃タイプよりは，大きな問 
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Table 6-9  向社会的問題解決タイプ（CL 4）における，介入による攻撃行動，問題解決，および怒り

感情の変化（中学２年生） 

Pre Mid1 Mid2 Post Pre Mid1 Mid2 Post 群 時期 群×時期

身体的攻撃 1.89 1.89 2.78 1.44 3.18 3.36 2.09 1.55 n.s. * *
(1.83) (1.27) (2.11) (1.01) (2.40) (2.11) (1.92) (1.57)

言語的攻撃 3.33 4.00 3.89 3.00 3.27 2.64 2.27 2.18 n.s. n.s. n.s.
(2.74) (2.50) (2.52) (2.78) (1.74) (1.86) (1.68) (1.66)

関係性攻撃 2.44 3.00 2.33 2.22 2.18 1.82 1.64 2.18 n.s. n.s. n.s.
(1.67) (1.80) (1.73) (2.11) (1.47) (1.17) (1.50) (2.23)

ABS-A総得点 7.67 8.89 9.00 6.67 8.64 7.82 6.00 5.91 n.s. † n.s.
(5.63) (5.09) (5.45) (5.00) (4.61) (3.49) (4.15) (4.28)

向社会的反応 2.33 2.22 2.55 2.91 n.s. n.s. n.s.
(1.00) (1.79) (1.21) (1.04)

攻撃的反応 1.44 2.67 1.64 2.91 n.s. ** n.s.
(1.24) (2.40) (1.21) (1.14)

向社会的反応への肯定的評価 4.44 4.56 4.00 4.55 n.s. n.s. n.s.
(1.24) (2.01) (1.10) (1.86)

向社会的反応への否定的評価 2.78 3.11 2.09 2.55 n.s. n.s. n.s.
(1.99) (2.37) (1.22) (2.16)

攻撃的反応への肯定的評価 0.78 2.89 1.55 2.27 n.s. ** n.s.
(1.09) (2.71) (1.04) (1.35)

攻撃的反応への否定的評価 6.22 4.78 5.27 4.82 n.s. † n.s.
(1.30) (2.17) (1.49) (1.78)

向社会的確信度 25.56 24.00 25.45 25.45 n.s. n.s. n.s.
(3.47) (2.55) (2.84) (2.30)

攻撃的確信度 11.33 14.11 15.09 15.36 n.s. ** †
(2.87) (4.59) (4.28) (3.70)

8.22 6.44 6.22 5.11 3.36 3.09 2.00 3.09 n.s. n.s. n.s.
(6.46) (6.46) (7.14) (7.36) (4.25) (4.23) (2.45) (3.62)

p

（　）内は標準偏差。
†p <.10, 

*p <.05, 
**

p<.01。PST = Problem-Solving Training; DS-PST = Developmentally-Sensitive Problem-Solving Training。

PST (n=9) DS-PST (n=11)

「解決策の案出」プロセス

攻撃行動（自己評定）

「解決策の評価」プロセス

怒り感情
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題に発展することが少ないが，油断できないタイプであるとのこと。 
クラスター分析による分類と教師の印象による分類について検討した結果，関わり下手による攻撃タ

イプは，「行動レパートリー偏重タイプ（CL 1）」と「問題解決的思考に慣れていないタイプ（CL 3）」
によって構成されており（CL 1＝６名，CL 2＝０名，CL 3＝５名，CL 4＝０名，合計 11 名），対処方

略としての攻撃タイプには各クラスターがすべて含まれていた（CL 1＝２名，CL 2＝３名，CL 3＝１

名，CL 4＝１名，合計７名）。 
次に，教師の印象による分類と該当生徒の認知感情的特徴との関連について検討した。教師の印象に

よる分類と問題解決および怒り感情との関連を示したのが，Figure 6-7 である。問題解決および怒り感

情については，対象者全員における Pre 期の得点を用いて標準化得点に変換した。関わり下手による攻

撃タイプは，攻撃的確信度と怒り感情がやや高いこと，および，問題解決プロセスのほとんどにおいて

低い得点を示すことを特徴としている。つまり，イライラした気持ちを感じながらも，どうしたらよい

かわからず，攻撃行動をしても大丈夫だろうという知覚はあるというのが，このタイプの典型的な状態

像であるといえる。一方，対処方略としての攻撃タイプは，「解決策の評価」プロセスにおける攻撃的

反応への肯定的評価および攻撃的確信度の高さを特徴としている。また，「解決策の案出」プロセスに

おいては，攻撃的反応が多く案出されるものの，それと同時に向社会的反応も案出している。つまり，

さまざまな種類の解決策を持ち合わせている一方で，攻撃行動の有効性を強く認識しており，結果的に

攻撃行動が多く示されるというのが，このタイプの典型的な状態像であることが予測される。 
次に，教師の印象による分類と該当生徒の行動的特徴との関連について検討した。教師の印象による

分類と攻撃行動の評定値との関連を示したのが，Figure 6-8 である。攻撃行動の自己評定については対

象者全員における Pre 期の得点を用いて標準化得点に変換し，教師評定については研究１－４で得られ

た標準データを用いて Pre 期の得点を標準化得点に変換し，分析に用いた。関わり下手による攻撃タイ

プは，自己評定と教師評定の両方においてやや高い値を示すことを特徴としている。一方，対処方略と

しての攻撃タイプは，教師評定においては言語的攻撃が高い値を示し，身体的攻撃についてはむしろ低

い値を示したのに対して，自己評定ではすべての形態の攻撃行動についてかなり高い値を示しており，

自己評定と教師評定の回答傾向が必ずしも一貫しない。特に，自己評定においては，教師評定よりも高

めの値が示されている。つまり，教師の目の届かないところで攻撃行動を頻繁に行っているのが，この

タイプの典型的な状態像であるといえる。 
 
４）攻撃行動とそれに伴うトラブルが多い生徒に対する介入効果 

攻撃行動が多いと担任教諭から指名された生徒に対する PST および DS-PST-の効果について検討を

行った。すべての測定値の平均値および標準偏差を，教師の印象による分類別に示す（関わり下手によ

る攻撃タイプ, Table 6-10；対処方略としての攻撃タイプ, Table 6-11）。 
関わり下手による攻撃タイプについては，PST 群と DS-PST 群のいずれに割り振られた生徒につい

ても，教師評定による攻撃行動の値が減少する傾向が見られた。また，攻撃行動の自己評定値について

は，DS-PST 群において顕著な減少が見られる。問題解決プロセスについても，DS-PST 群において改

善が見られる指標が多い。PST 群については，攻撃的反応への否定的評価の減少や，攻撃的確信度の顕

著な増加など，必ずしも攻撃行動の減少につながるとはいえない変化も見られ，一貫した効果が示され

なかった。怒り感情については，Pre 期の段階ですでに PST 群において高い値が示されていた。 
対処法略としての攻撃タイプについては，PST 群と DS-PST 群のいずれに割り振られた生徒につい

ても，攻撃行動の値の減少が見られた。これは，自己評定値と教師評定値に共通した結果であった。 
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Figure 6-7  教師による分類別の問題解決および怒り感情の特徴（中学２年生） 
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Figure 6-8  教師による分類別の攻撃行動の評定値の特徴（中学２年生） 
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Table 6-10  関わり下手による攻撃タイプ（教師指名）における，介入による攻撃行動，問題解決，お

よび怒り感情の変化（中学２年生） 

Pre Mid1 Mid2 Post Pre Mid1 Mid2 Post

身体的攻撃 4.33 3.00 4.67 3.33 5.63 5.63 5.00 2.75
(2.31) (3.00) (6.43) (4.93) (2.72) (3.02) (2.67) (1.83)

言語的攻撃 2.33 3.00 4.67 3.00 5.50 6.13 5.50 2.75
(0.58) (3.00) (6.43) (5.20) (3.12) (3.40) (3.74) (1.67)

関係性攻撃 2.33 3.00 4.67 3.67 4.75 4.38 4.13 2.75
(0.58) (3.00) (6.43) (5.51) (2.38) (2.97) (3.23) (3.28)

ABS-A総得点 9.00 9.00 14.00 10.00 15.88 16.13 14.63 8.25
(2.00) (9.00) (19.29) (15.59) (7.43) (7.92) (7.54) (6.02)

身体的攻撃 2.67 2.00 1.00 1.00
(3.06) (2.00) (2.14) (2.07)

言語的攻撃 7.00 5.67 5.25 1.75
(2.00) (3.06) (3.24) (1.58)

関係性攻撃 4.00 3.67 4.00 1.25
(2.65) (2.52) (3.46) (1.39)

ABS-TR総得点 13.67 11.33 10.25 4.00
(6.03) (5.51) (6.84) (3.21)

向社会的反応 0.67 1.00 0.38 2.50
(1.15) (1.00) (0.52) (1.69)

攻撃的反応 1.67 2.33 2.25 2.00
(2.08) (2.52) (1.04) (1.31)

向社会的反応への肯定的評価 2.00 2.00 1.50 2.63
(0.00) (0.00) (1.41) (2.07)

向社会的反応への否定的評価 1.00 1.67 0.88 2.50
(1.00) (0.58) (0.83) (2.45)

攻撃的反応への肯定的評価 0.33 1.67 0.75 1.63
(0.58) (0.58) (0.71) (1.41)

攻撃的反応への否定的評価 2.67 1.33 1.88 2.75
(0.58) (1.15) (1.25) (2.31)

向社会的確信度 27.33 25.67 22.88 23.25
(2.52) (1.53) (4.61) (4.40)

攻撃的確信度 16.67 26.00 19.63 17.38
(5.86) (6.56) (5.60) (4.78)

9.00 11.67 14.00 12.33 6.13 7.13 5.63 5.13
(9.00) (10.69) (12.12) (9.61) (5.99) (6.81) (5.50) (3.64)

（　）内は標準偏差。PST = Problem-Solving Training; DS-PST = Developmentally-Sensitive Problem-Solving Training。

PST (n=3) DS-PST (n=8)

怒り感情

「解決策の評価」プロセス

「解決策の案出」プロセス

攻撃行動（自己評定）

攻撃行動（教師評定）
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Table 6-11  対処方略としての攻撃タイプ（教師指名）における，介入による攻撃行動，問題解決，お

よび怒り感情の変化（中学２年生） 

Pre Mid1 Mid2 Post Pre Mid1 Mid2 Post

身体的攻撃 9.67 9.00 8.33 5.00 6.50 4.00 3.75 5.00
(3.21) (3.61) (4.73) (0.00) (1.00) (2.16) (0.96) (3.92)

言語的攻撃 9.33 9.33 9.00 6.67 6.00 4.50 6.00 4.00
(4.62) (4.62) (5.20) (4.04) (3.46) (5.20) (3.56) (5.42)

関係性攻撃 7.67 7.33 7.67 6.33 4.00 3.00 1.50 3.00
(4.51) (4.51) (4.51) (5.13) (1.83) (1.83) (1.73) (3.16)

ABS-A総得点 26.67 25.67 25.00 18.00 16.50 11.50 11.25 12.00
(12.10) (12.34) (14.18) (9.17) (4.20) (6.45) (5.68) (9.06)

身体的攻撃 0.00 0.33 0.00 0.00
(0.00) (0.58) (0.00) (0.00)

言語的攻撃 6.00 3.33 5.50 4.25
(5.20) (2.08) (1.29) (2.87)

関係性攻撃 3.00 2.00 3.00 3.25
(2.00) (1.73) (0.00) (2.36)

ABS-TR総得点 9.00 5.67 8.50 7.50
(5.57) (4.04) (1.29) (5.20)

向社会的反応 0.67 1.33 2.50 3.25
(0.58) (1.53) (0.58) (0.96)

攻撃的反応 2.67 5.00 3.00 3.00
(0.58) (1.00) (2.16) (1.15)

向社会的反応への肯定的評価 2.33 3.00 3.00 5.00
(1.15) (1.00) (1.15) (1.63)

向社会的反応への否定的評価 2.00 2.67 1.50 2.50
(1.00) (1.15) (1.29) (1.73)

攻撃的反応への肯定的評価 3.00 3.67 2.25 2.00
(2.65) (0.58) (2.22) (0.82)

攻撃的反応への否定的評価 2.33 1.67 3.25 5.50
(2.52) (1.53) (2.22) (1.91)

向社会的確信度 24.00 22.00 25.75 27.50
(1.00) (2.65) (0.96) (0.58)

攻撃的確信度 24.33 23.00 18.00 13.00
(4.51) (5.20) (9.70) (5.03)

10.00 16.67 14.67 8.00 0.75 2.50 5.75 7.25
(8.89) (7.51) (1.15) (4.36) (1.50) (5.00) (10.21) (9.91)

（　）内は標準偏差。PST = Problem-Solving Training; DS-PST = Developmentally-Sensitive Problem-Solving Training。

PST (n=3) DS-PST (n=4)

怒り感情

「解決策の評価」プロセス

「解決策の案出」プロセス

攻撃行動（自己評定）

攻撃行動（教師評定）
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また，DS-PST群においては，向社会的反応への肯定的評価や攻撃的反応への否定的評価の顕著な増加，

攻撃的確信度の顕著な減少など，「解決策の評価」プロセスを中心に，攻撃行動を減少させる機能を有

すると思われる問題解決プロセスの変化が多く見られる。一方，PST 群については，「解決策の評価」

プロセスを中心に問題解決プロセスの向上傾向が見られるものの，「解決策の案出」プロセスにおける

攻撃的反応の顕著な増加など，攻撃行動の減少には機能しない変化も見られ，一貫した効果が示されな

かった。怒り感情については，Pre期の段階ですでにDS-PST群においてかなり低い値が示されており，

時間経過に伴って怒り感情の得点に上昇が見られた。 
 
【考 察】 

本節では，本研究の知見に基づいて構成された問題解決訓練と従来型の問題解決訓練の介入効果につ

いて，有効に機能する側面が異なることが仮定される小学５年生と中学２年生を対象として比較するこ

とを目的とした。その際，対象者全体への効果，事前アセスメントによる機能的背景の分類と介入効果

の相違，および，日常的に生徒と接している担任教諭による臨床像の分類と介入効果との関連について

検討を行った。 
 
１）対象者全体への問題解決訓練の効果 
対象者全体への効果を概観すると，向社会的確信度を除くすべての測定値において，介入による一定

の改善効果が示された。攻撃行動については，小学生の身体的攻撃について，DS-PST 群においてのみ

有意な減少が確認された。また，中学生においては ABS-A のすべての指標で有意な減少が確認され，

言語的攻撃については DS-PST 群において減少が顕著であった。これらの結果は，DS-PST の方が攻撃

行動の改善効果が大きいとする，本節の仮説を支持する結果である。問題解決訓練においては，「どん

なときでも攻撃行動をしてはいけない」など，文脈を考慮せずに特定の行動を推奨したり抑制したりす

ることはなく，置かれた環境においてどの行動が機能するかを判断したり学習したりする方略の習得を

めざす。そのため，攻撃行動が適応状態の回復につながると判断される環境や問題場面においては，む

しろ攻撃行動を行うことで適応の促進を図ることになる。一方，本節の対象者においては，問題解決訓

練の実施によって攻撃行動は減少した。したがって，本節の対象者における仲間関係の形成と維持にお

いては，攻撃行動が非機能的となる確率が高かったために，結果的に攻撃行動の総量が減少したものと

思われる。 
問題解決プロセスについては，ほとんどの指標で Pre 期から Post 期にかけて増加が見られ，DS-PST

群においては，向社会的反応の案出や，向社会的反応への肯定的評価，攻撃的反応への否定的評価など，

向社会的問題解決の増加が顕著であった。また， DS-PST に参加した小学生については，「解決策の案

出」プロセスにおいて向社会的反応のみが増加し，攻撃的反応の案出数の増加が抑えられた。これらの

結果もまた，DS-PST の方が問題解決プロセスの改善効果が大きいとする，本節の仮説を支持している。 
さらに，第５章第３節（研究５）における２単位時間のセッションによる実験的授業では，中学１年

生における「解決策の評価」プロセスに明確な変化が見られなかったものの，本節では有意な改善が確

認された。本節では，問題解決の各プロセスに関するセッションが２単位時間，練習とまとめの回を含

むと４単位時間のセッションを，問題解決の各プロセスの練習に充てている（初日は「解決策の案出」

プロセスの練習に２時間，２日目は「解決策の評価」プロセスの練習に２時間，３日目は両方のプロセ

スの総合的な練習に２時間を充てている）。つまり，わが国の中学生における問題解決プロセスは，変

容可能ではあるものの，２単位時間では十分な効果が得られにくいと考えられる。笹川・野村（2007）
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は，中学校における介入プログラムの実施可能時間について教員を対象に調査を行ったところ，約３単

位時間であれば可能と判断する教員が多かったことを報告している。本節の介入は問題解決プロセスの

変容効果を示したものの，６単位時間を要するプログラムとなっている。時間的制約によってこのよう

な授業時間が確保できない際には，特定の問題解決プロセスにターゲットを絞ることで，一定の効果を

保ちながらも時間効率の良いプログラムの構成が可能になると考えられる。 
他方，怒り感情については，小学生において介入による減少効果が示されたものの，中学生において

は介入を通して有意な変化が認められず， DS-PST に含まれているリラクセーション訓練の効果は，

本節では示されなかった。したがって，中学生に対する DS-PST の効果については概ね支持されたもの

の，怒り感情への対応については，今後さらに検討を進めるべき課題であるといえる。たとえば，本研

究においては，怒り感情のセルフコントロール技法として，リラクセーション訓練を用いた。Vecchio & 
O’Leary（2004）の怒りへの介入に関するメタ分析によると，リラクセーションは他の治療法と比較し

て状態怒りの顕著な減少効果を有しており（d =1.21），解決策の案出訓練の効果を促進することを目的

として状態怒りの減少を図った本研究においては，リラクセーション訓練を用いることは妥当であった

と思われる。しかしながら，リラクセーションは怒り抑制に対する効果が小さく（d =0.16），怒り抑制

については認知的再体制化による改善効果が大きいことが報告されている（d =0.64）。日本の文化にお

いては感情のコントロールが重視されやすく感情の抑制傾向が強いため（柏木, 1997），日本人の怒りコ

ントロールにおいては，認知的再体制化などを用いることが有効である可能性が考えられる。一方，日

本人の子どもにおける怒りへの介入効果や，怒り感情の機能的側面については，実証的データが非常に

限られている。今後は，怒り感情への効果的な対応の提案につながる，怒り感情に関する基礎的知見の

蓄積が求められる。 
 
２）事前アセスメントによる機能的背景の分類と介入効果の相違 

本節では，対象者全体への介入効果を検討した後，介入前の問題解決プロセスの特徴にしたがって対

象者のタイプ分けを行った。CL 2（攻撃行動の有効性を学習してきたタイプ）は，特に攻撃的反応への

肯定的評価が高く，従来の研究で指摘されてきた道具的攻撃が多い子どもの認知的特徴と類似している

（e.g. Crick & Dodge, 1996; Dodge, Lochman, Harnish, Bates, & Pettit, 1997）。CL 1（行動レパート

リー偏重タイプ）については，「解決策の案出」プロセスにおける攻撃的反応の案出が反応的攻撃と関

連しているとの指摘を考慮すると（de Castro et al., 2005），反応的攻撃を行いやすい生徒であると考え

ることもできる。しかしながら，CL 1 における怒り感情の得点は他のクラスターと比較して有意に高

い値を示しておらず，CL 1 の特徴を反応的攻撃のみに限定することは難しいように思われる。むしろ，

行動のレパートリーが限られているという特徴を鑑みると，社会的行動の獲得欠如によるものが含まれ

ている可能性が考えられる（Gresham, 1988）。中学生における CL 3（問題解決的思考に慣れていない

タイプ）については，攻撃行動に関するこれまでの研究においてはあまり焦点が当てられてこなかった。

CL 3 は，Pre 期における攻撃行動得点が CL 1 や CL 2 と比較して低く，中学生における CL 4（向社会

的問題解決タイプ）と同等であるため，必ずしも攻撃行動を行動的特徴とはしない群であると思われる。

しかしながら，担任教諭による指名法や担任教諭の印象による臨床像の分類の結果，CL 3 は「関わり

下手による攻撃タイプ」の約半数を構成しており，攻撃行動をはじめとする行動問題と関連している可

能性が示唆されている。したがって，他のクラスターと同様に，CL 3 における攻撃行動の特徴と支援

の方略についても，今後の検討が必要になると思われる。特に，CL 3 において攻撃行動を示すものと

そうでないものの相違や，他のクラスターにおいて攻撃行動を示すものとの差異について明らかにする
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ことで，対象者の状態像に応じた支援計画の立案に寄与する知見が得られると思われる。 
次に，事前のアセスメント結果に基づく対象者のタイプにおける，問題解決訓練の効果の差異につい

て検討を行った。CL 1（行動レパートリー偏重タイプ）に対する介入効果をまとめると，向社会的反応

の案出数が増加し，攻撃的反応の案出数が減少したことで，「解決策の案出」プロセスにおける行動レ

パートリーの偏重が緩和され，結果的に攻撃行動の減少に寄与したと思われる。また，小学生における

CL 3（平均的問題解決タイプ）については，向社会的反応の案出数，向社会的反応への肯定的評価，攻

撃的反応への否定的評価において顕著な増加が見られ，問題解決プロセスの学習効果が十分に示された

といえる。中学生における CL 3（問題解決的思考に慣れていないタイプ）については，「解決策の案出」

プロセスと「解決策の評価」プロセスの両方において反応数の有意な上昇が確認され，攻撃行動につい

ても一定の減少効果が確認された。中学生における CL 4（向社会的問題解決タイプ）については，問

題解決プロセスの中でも向社会的行動につながると思われる反応が介入前から十分に多い対象者であ

ったため，問題解決訓練を通してさまざまな考え方に触れることで，攻撃行動につながると思われる認

知的反応が増加する結果となった。この点については，問題解決訓練が，特定の解決策を勧めたり排除

したりするのではなく，それぞれの解決策を柔軟に使い分けるというセルフコントロールを目的として

いることや，CL 4 の対象者は向社会的行動につながる問題解決プロセスを十分に身につけており，攻

撃的問題解決のみに偏る心配がないことから，問題解決訓練の目的に適った結果であると考えられる。

さらに，中学生における分析の結果，以上のような効果は，本研究の知見をふまえて構成された問題解

決訓練（DS-PST）において特に顕著に現れていた。このように，「解決策の案出」プロセスおよび「解

決策の評価」プロセスを効果的に向上させるように構成された本節の問題解決訓練は，対象者の問題解

決プロセスにおいて促進が必要となる要素を十分に促進させる効果があり，攻撃行動のセルフコントロ

ールに大きく寄与すると思われる。 
一方，CL 2（攻撃行動の有効性を学習してきたタイプ）については，小学生と中学生のいずれにおい

ても，攻撃行動の減少効果が十分に見出されなかった。この点については，CL 2 の攻撃行動の特徴が

関与していると思われる。CL 2 は攻撃行動を何らかの目的を達成するための手段として用いている可

能性が高い。攻撃行動を目標達成の手段として機能させるためには，文脈に適した形で用いる必要があ

る。つまり，CL 2 における攻撃行動の測定値には，他のクラスターと比べて，適応的攻撃行動が数多

く含まれている可能性が考えられる。たとえば，CL 2 と特徴が類似している道具的攻撃のみを示す子

どもについては，仲間との適応上の問題は顕著ではなく（Dodge et al., 1997），反応的攻撃と比較する

と道具的攻撃は社会的困難や教室での仲間からの拒否との関連が弱いということが知られている

（Waschbusch, Willoughby, & Pelham, 1998）。これは，道具的攻撃は仲間関係における不適応を必ず

しも引き起こすものではなく，ある種の適応的な側面を有していることを示唆している。本研究では，

問題解決訓練による自発的行動変容の支援を，適応的攻撃行動の過度な抑制を行うことなく，不適応的

攻撃行動の変容を試みるアプローチとして位置づけている。すなわち，問題解決訓練の目的と位置づけ

を考慮すると，CL 2 において攻撃行動の減少が見られなかったことは，適応的攻撃行動の残存がデー

タに現れたという可能性が考えられる。しかしながら，この点を明らかにするためには，CL 2 の対象

者の攻撃行動に関する機能的アセスメントの実施など，攻撃行動が生じる文脈と機能のアセスメントが

必要不可欠であり，本節の結果のみから明確な結論を導くことは困難である。 
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３）臨床像の分類と問題解決訓練の役割 
学級担任による臨床像の分類については，分類の明確な基準が示されていないために一般化可能性に

ついては慎重な判断を要するものの，攻撃行動を多く示す小中学生の理解と支援に対する示唆は大きい。 
たとえば，関わり下手による攻撃タイプにおいて小学生と中学生で共通しているのは，個人内で変数

間の比較をすると，「解決策の案出」プロセスにおける攻撃的反応の案出数と怒り感情得点が比較的高

いという点である。他方，小学生と中学生で異なる点としては，小学生においては多くの指標が平均的

水準を保っていたのに対して，中学生においては問題解決プロセスのほとんどの指標が平均を大きく下

回っていた。つまり，個人内での変数間の優位性や問題解決プロセスのプロフィールはあまり変わらな

いものの，同学年の他者との比較においては，学年が上がるにつれて他者との差が大きく拡がっていく

可能性が考えられる。 
また，対処方略としての攻撃タイプについては，攻撃的反応への肯定的評価と攻撃的確信度が高い点

は小学生と中学生で共通していたものの，中学生においては，「解決策の案出」プロセスにおける行動

レパートリーの多さが観察された。この点については，対処法略として攻撃行動を利用するタイプの子

どもは，対人交流をとおしてさまざまな対処を試し，学習するために，学年が上がるにつれて自然と行

動レパートリーが拡充した可能性が考えられる。子どもの行動問題に関する発達精神病理学の研究領域

においては，後の不適応状態を導く行動特徴や発達の軌跡と，後の不適応にはつながらないものを弁別

する要因の特定が重要な課題の１つとされており（Conner, 2002; Sroufe & Rutter, 1984），自然経過に

よって改善が見込まれる要因は介入対象としての優先順位が低い。すなわち，対処方略としての攻撃行

動タイプであると判断される小学生については，行動レパートリーの拡充のみでは必ずしも効果的では

ない可能性が考えられる。これは一見すると，小学５年生以下の児童については行動レパートリーの拡

充が重要であると指摘した第４章第２節（研究３）の結論と矛盾するように思われる。しかしながら，

本節において対処方略としての攻撃行動タイプであると判断された小学５年生は，関わり下手による攻

撃タイプに対する数の割合が「７：２」と少なかったのに対して，中学２年生においては「11：７」と，

関わり下手による攻撃タイプと比べて少ないながらも，より大きな割合を占めるようになっている。つ

まり，「解決策の評価」プロセスの操作が機能する子どもの割合は，小学５年生よりも中学２年生にお

いて比較的多くなってくるといえる。これは，クラスター分析によって抽出された攻撃行動の有効性を

学習してきたタイプが，小学５年生では 7.5%，中学２年生では 18.6%と異なっていることからも，理

解できる。したがって，小学５年生以下の子どもにおいては行動レパートリーの拡充が重要であり，解

決策の評価訓練はおよそ小学６年生以上の子どもに対して有効に機能しやすいという第４章第２節（研

究３）の結論は，学級集団を対象とした介入を行う上では依然として有用であるといえる。しかしなが

ら，小学５年生以下の子どもにおいては行動レパートリーの様態が攻撃行動と関連しやすいという一般

的傾向は，特定の子どもの攻撃行動を維持させる要因をトップダウン的に断定させるために用いるより

も，機能的アセスメントをはじめとする，ボトムアップ的な事例理解を行う際の道標の１つとして活用

することが望まれる（Weisz & Hawley, 2002）。攻撃行動とそれに伴う対人トラブルが多い小学５年生

の中に，「解決策の評価」プロセスが攻撃行動と関連している者が少ないながらも確かに存在するとい

う点は，臨床的対応において必然的に留意すべき点である。 
以上のような注意点をふまえた上で，学級担任による臨床像の分類とそれに対する問題解決訓練の役

割について述べる。関わり下手による攻撃タイプと判断される中学生の機能的背景の分類としては，CL 
1（行動レパートリー偏重タイプ）と CL 3（問題解決的思考に慣れていないタイプ）によって構成され

ていた。すなわち，行動レパートリーが限られているというだけでなく，相手の反応に関する見通しが
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立たないために，文脈にそぐわない行動を行ってしまう可能性が考えられる。このような特徴を有する

関わり下手による攻撃タイプの対象者のうち，PST に参加した対象者については，攻撃行動の減少が顕

著ではなかった。それと同時に，攻撃的確信度が顕著に増加した。これらの結果をふまえると，個人内

の情報処理プロセスの変容を主たる手続きとする従来の問題解決訓練は，適用の仕方次第では，対象者

が持つ攻撃的な問題解決を過度に助長してしまう可能性を含んでいるといえる。他方，DS-PST に参加

した対象者については，向社会的な行動レパートリーが増加し，「解決策の評価」プロセスにおける自

発的な評価反応の数も上昇した。また，攻撃的確信度の増加は見られなかった。さらに。自己評定と教

師評定のいずれにおいても，攻撃行動の顕著な減少が見られた。DS-PST では，解決策の効果検証訓練

を実施することで，環境との相互作用の中で解決策の有効性を見出すやり方を練習しているため，攻撃

的な問題解決を過度に助長するといった問題解決訓練のデメリットが生じにくかったと考えられる。す

なわち，環境からのフィードバックへのアクセスを高めることで，攻撃的問題解決が環境に適合する程

度の水準に収束したと考えられる。したがって，友だちとの関わり方が下手で攻撃行動が多くなってし

まうという臨床像の対象者については，行動レパートリーの拡充を行い，他者との関わりの中で解決策

の有効性や相手の反応について理解を深めていくことを中心的な手続きとしながらも，環境からのフィ

ードバックの受け取り方については必要に応じてプロンプトを提示していくような支援が有効である

と考えられる。言い換えると，問題解決訓練を通して自発的な行動変容のやり方を一つ一つ具体的に学

んでいくという方略が，有効に機能すると思われる。 
学級担任による臨床像の分類における「対処方略としての攻撃タイプ」については，概念的に最も近

いと思われる CL 2（攻撃行動の有効性を学習してきたタイプ）だけでなく，さまざまな機能的背景を

有する対象者が含まれていた。そのため，攻撃行動が問題場面での対処方略として生じていると思われ

る事例については，介入前のアセスメントとそれに応じた支援計画の立案が非常に重要になる。これは，

機能的アセスメントを基礎とする行動的技法において重視される手続きであり，個に応じたオーダーメ

イドの支援に他ならない。しかしながら，個に応じた支援は非常に労力がかかるため，効率性を高める

ための方策が必要とされやすい。この点において，社会的問題解決という視点が有益になると考えられ

る。すなわち，問題解決プロセスのアセスメントを行うことで，攻撃行動の機能的背景の分類がある程

度可能となる。また，問題解決訓練は，対象者の問題解決プロセスの特徴に応じた具体的介入手続きを

有しているため，対象者の状態像の把握が支援計画の立案に直結しやすい。たとえば，機能的背景の分

類における CL 1（行動レパートリー偏重タイプ）に属すると思われる場合には，代替行動の具体的教

示など行動レパートリーの拡充に重きを置き，CL 2（攻撃行動の有効性を学習してきたタイプ）に属す

ると思われる場合には，解決策の評価訓練などを通して，向社会的行動や攻撃行動に関するさまざまな

考えに触れることが有効かもしれない。さらに，対処方略としての攻撃タイプは，教師評定において低

い値を示す形態の攻撃行動が自己評定値においては高く，教師が観察していないところでの攻撃行動が

多いと思われるため，直接観察による機能的アセスメントや環境調整による外的コントロールが困難に

なることが予想される。そのため，児童生徒本人による行動変容，すなわちセルフコントロールを支援

するという方策がある程度必要になる。周囲の環境や行動の機能の同定を含む行動的技法と比較すると，

問題解決プロセスに関するアセスメントから得られる情報量および支援計画の精度は十分ではないも

のの，問題解決訓練は，日々の教育活動における活用のしやすさを利点とする技法であるといえる。 
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第３節 本章のまとめ 

 
本章では，本研究の知見に基づいて構成された問題解決訓練と従来型の問題解決訓練における介入効

果の比較検討を通して，本研究から得られた知見の臨床的妥当性について検討することが目的であった。

第１節では，セルフコントロールの支援における問題解決訓練の役割と，問題解決訓練の効果的な適用

について本研究から得られた知見について概観された。 
第２節（研究６）では，本研究の知見に基づいて構成された問題解決訓練と従来型の問題解決訓練に

おける介入効果の比較検討を行った。まず，研究６－１にて，小学５年生を対象とした検討を行った。

その結果，対象者全体において問題解決プロセスおよび怒り感情の改善が見られ，本研究の知見に基づ

いて構成された問題解決訓練に参加することで身体的攻撃が減少する傾向が示された。また，攻撃行動

とそれに伴う対人トラブルが多いと学級担任から選定された児童についても，本研究の知見に基づいて

構成された問題解決訓練が，攻撃行動，問題解決プロセス，および怒り感情の改善に一定の効果を示し

た。 
次に，研究６－２にて，中学２年生を対象とした検討を行った。その結果，対象者全体において攻撃

行動および問題解決プロセスの改善が見られ，従来型の問題解決訓練よりも本研究の知見に基づいて構

成された問題解決訓練に参加することで，言語的攻撃や一部の問題解決プロセスの改善効果が高まるこ

とが示された。また，攻撃行動とそれに伴う対人トラブルが多いと学級担任から選定された生徒につい

ても，本研究の知見に基づいて構成された問題解決訓練が，攻撃行動，問題解決プロセス，および怒り

感情の改善に一定の効果を示した。一方，怒り感情については，明確な介入効果が確認されなかった。 
以上のことをまとめると，従来型の問題解決訓練よりも，本研究の知見に基づいて構成された問題解

決訓練は，多くの指標において安定して介入効果を示すということが明らかになった。すなわち，本研

究から得られた知見とそれに基づくプログラム構成は，高い臨床的妥当性を備えているといえる。 
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第７章 総括的考察 

 

第１節 本研究の結果のまとめ 

 
本節では，各章において示された結果について整理する。第１章では，従来の攻撃行動に関する研究

の動向および社会的問題解決に関する研究について展望された。第２章では，第１章の議論を受けて，

①わが国の小中学生における外顕的行動としての攻撃行動および問題解決プロセスを測定するツール

が整備されていない，②社会的問題解決と攻撃行動との関連について，発達的見地から検討を行った研

究例が見られない，③怒り感情のコントロールによる社会的問題解決の改善促進効果についての検討が

不十分である，④環境からのフィードバックループの活用による社会的問題解決の改善促進効果につい

ての検討が不十分である，という４点が問題点として指摘された。 
第３章では，問題点①を解決するために，わが国の小中学生における攻撃行動と問題解決プロセスの

測定ツールの作成が行われた。まず，研究１において，「他の人が物理的，精神的，あるいは社会的な

不利益を受ける行動であり，かつ，一般的な社会的規範に照らし合わせたときに，その行動の受け手や

周囲のほとんどの人から，行動の行為者には相手を侵害する意図があると判断されるもの」と定義され

る攻撃行動を測定するため，子ども用攻撃行動尺度（Aggressive Behavior Scale for Children and 
Adolescents: ABS-CA）および教師評定用攻撃行動尺度（Aggressive Behavior Scale-Teacher Rating 
form: ABS-TR）が作成され，信頼性と妥当性に関する検討が行われた。その結果，両尺度は，「身体的

攻撃」，「言語的攻撃」，および「関係性攻撃」の３因子９項目からなることが明らかになり，信頼性と

妥当性が確認された。また，敵意や他者支配欲求などを含む攻撃性という広範な概念ではなく，外顕的

行動としての攻撃行動を測定することの意義について論じられた。研究２においては，解決策の案出テ

ストおよび解決策の評価テストが作成された。記述統計量の学年間比較を行った結果，両テストの得点

は理論的に推測される発達的変化を反映しており，十分に妥当なテストであることが確認された。 
第４章では，問題点②を解決するために，研究３において，問題解決プロセスと攻撃行動の機能的関

連について，学年間比較を行った。その結果，「解決策の案出」プロセスはすべての学年において攻撃

行動を予測したのに対して，「解決策の評価」プロセスについては，およそ小学６年生以上の子どもに

おいて攻撃行動の予測力を有するようになることが明らかになった。 
第５章では，問題点③および④を解決するために，実験的手法を用いた検討を行った。研究４におい

ては，解決策の案出訓練の実施時に怒り感情への対処としてのリラクセーション訓練を併用することの

効果について，小学５年生と中学１年生を対象として検討した。その結果，怒り感情が高まるほど「解

決策の案出」プロセスにおいて攻撃的反応が案出されやすくなること，および，リラクセーション訓練

の実施によって怒り感情の高まりが予防できることが明らかになった。また，「解決策の案出」プロセ

スが小学５年生と中学１年生の両方において攻撃行動と関連するということが追認された。研究５にお

いては，解決策の評価訓練の実施時に環境からのフィードバックループの活用を促す解決策の効果検証

訓練を併用することの効果について，小学５年生と中学１年生を対象として検討した。その結果，解決

策の有効性に関する確信度が「解決策の評価」プロセスにおける自発的な評価反応と関連していること，

および，解決策の効果検証訓練によって解決策の有効性に関する確信度が改善されることが明らかにな

った。また，「解決策の評価」プロセスは小学５年生においては攻撃行動に対して機能せず，中学１年

生においては機能するということが追認された。 
第６章では，第３章から第５章までの結果を受けて，社会的問題解決の機能の発達的変化および社会
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的問題解決の改善促進要因を考慮した問題解決訓練プログラムを構成し，攻撃行動の減少効果について

検討した。その結果，従来型の問題解決訓練よりも，本研究の知見に基づいて構成された問題解決訓練

を実施することで問題解決プロセスおよび攻撃行動について顕著な改善が見られ，本研究の知見の臨床

的妥当性を支持する結果が得られた。 
 
 
第２節 攻撃行動と社会的問題解決に関する発達的視座 

 
本研究では，社会的問題解決が攻撃行動におよぼす影響について検討を行った結果，対象者の学年に

よって機能する問題解決プロセスが異なるということが示された。具体的には，「解決策の評価」プロ

セスは，およそ小学６年生以上の子どもにおいて攻撃行動のコントロールに寄与することが明らかにな

った。これは，社会的問題解決という認知的特徴の機能が対象者の発達的側面によって異なることを示

しており，国内外において指摘されてきた，子どもの発達による認知的技法の効果の差異を支持する知

見である（佐藤・嶋田, 2006; 嶋田, 1998; Shirk, 2001; Weisz, & Weersing, 1999）。従来の問題解決訓

練においては，「解決策の案出」プロセスと「解決策の評価」プロセスの両方がターゲットとなり，問

題解決のすべてのプロセスを包括的に変容することで，社会的行動のセルフコントロールを目指してき

た。本研究の結果をふまえると，およそ小学５年生以下の児童を対象に従来の問題解決訓練を実施した

場合，「解決策の評価」プロセスの変容を目指すセッションでは攻撃行動の減少に直結しにくい時間を

過ごすことになるため，介入プログラム全体としての介入効率が下がり，結果的に，青年期の対象者と

比較すると介入効果が下がってしまったと思われる。このように，行動問題の発生や維持に機能する要

因は子どもの発達に伴って動的に変化するものであり，子どもを対象とした臨床心理学的援助を行う際

には，対象者の発達的側面のアセスメントと支援計画への配慮は避けられない。しかしながら，特定の

行動問題の発生や維持に関する発達的知見や，介入の作用メカニズムの発達的変化に関する実証的知見

は，現在においては非常に限られている（Holmbeck et al., 2000）。そのため，スクールカウンセラー

など子どもを対象とした援助活動を行っている臨床家は，子どもの行動問題のアセスメントと対応にお

いて発達的側面をどのように位置づけるかという点について，経験的判断に依存せざるを得ない。この

点において本研究は，攻撃行動に対する問題解決訓練について，対象者の発達的側面に応じた活用方法

の提案を行っており，本研究の知見は臨床的対応を行う上で有用であると思われる。 
また，問題解決プロセスの変容に関する実験的検討においては，問題解決訓練と他の介入技法を適切

に組み合わせることで，介入参加によって得られる効果が増大することが示された。攻撃行動を多く示

す子どもは，環境からのフィードバックへのアクセスが低くなることで，周囲からは攻撃行動に対する

ネガティブな反応が与えられているにもかかわらず，攻撃行動のネガティブな結果が認識されにくくな

っていると思われる。そのため，「解決策の評価」プロセスにおいては攻撃的反応への肯定的評価が出

やすく，攻撃行動が発現しやすくなっていると考えられる。これは，実際に生じている環境との相互作

用よりも，「これで大丈夫なはずだ」といった，認知的に構成された結果によって行動がコントロール

されている可能性を示唆している（Hayes, Gifford, Townsend, & Barnes-Holmes, 2001）。この仮説は，

環境からのフィードバックへのアクセスを高める手続き，すなわち解決策の効果検証訓練を実施するこ

とで「解決策の評価」プロセスが変容しやすくなるという本研究の結果から，支持されている。また，

解決策の効果検証訓練を実施せずに解決策の評価訓練のみを実施した児童生徒については，むしろ攻撃

的問題解決を助長する可能性も示された。ストレスや日常生活で経験する問題に対応する個人的資源の
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向上という点では，解決策の評価訓練によって効果が高いと思われる解決策を選択できるようにするこ

とも重要であるものの，特に攻撃行動が多く環境からのフィードバックへのアクセスが低くなっている

可能性がある児童生徒については，周りで実際に起きていることを改めて体感し，環境への適合度の高

い問題解決プロセスを獲得していくことが重要であると考えられる。Huesmann & Guerra（1997）は，

自分自身の攻撃行動を観察した結果として攻撃行動を支持する認知が形成され，形成された認知が後の

攻撃行動をさらに促進するという，発達的軌跡の存在を指摘している。この点を考慮すると，周囲で実

際に起きている随伴性にもとづく認知の形成を促すという方略は，攻撃的な問題解決プロセスの過度な

助長を防ぎ，環境に適した問題解決プロセスの獲得につながるという点で，問題解決訓練の目的に適っ

た技法であるといえる。同様に，怒り感情の高さは「解決策の案出」プロセスにおける攻撃的反応の案

出につながることが示され，解決策の案出訓練とリラクセーション訓練を併用することで，怒り感情の

喚起に伴って生じる攻撃的解決策の案出数の増加が抑止できることが明らかになった。この結果は，攻

撃的な問題解決プロセスの過度な助長の予防した上で効果的な問題解決を促進するという点で，子ども

の攻撃行動に対する問題解決訓練において感情へのアプローチが重要な役割を担うことを示唆してい

る。 
攻撃的問題解決の助長を抑止した上で効果的な問題解決を促進するという結果が得られたことは，本

研究において得られた重要な成果の１つであるといえる。たとえば，研究３においては，攻撃的問題解

決だけでなく，向社会的問題解決も攻撃行動の有意な予測力を有していた。また，研究４においては，

解決策の案出訓練とリラクセーション訓練を併用することで，攻撃的反応の案出数の増加が抑止される

と同時に，向社会的反応の案出数が増加していた。さらに，研究５においては，解決策の評価訓練と解

決策の効果検証訓練を併用することで，攻撃的反応への肯定的評価の増加が抑止されると同時に，向社

会的反応への肯定的評価が増加していた。これらの結果は，日常生活で有効に機能しているという状態

像は，精神病理的な状態がないことではなく，有能な問題解決ができることであるという問題解決訓練

の基本的発想（D’Zurilla, 1969）を支持する結果であるといえる。行動問題を示す子どもの適応支援に

おいては，問題とされる行動の減少だけでなく，より適応的な行動の獲得と習慣化が重要な位置を占め

る。本研究の知見に基づいて構成された問題解決訓練は，向社会的問題解決の促進を通して，より適応

的な行動の獲得と習慣化に貢献できるものと考えられる。 
さらに，同じセッション数では中学生において問題解決プロセスが変容しにくく，すでに獲得された

認知プロセスの変容可能性が加齢に伴って低下するという，Crick & Dodge（1994）の指摘を支持する

結果が示された。具体的には，特定の問題解決プロセスの変容のために２単位時間を用いた実験的授業

では，小学生では一定の効果が示されたものの，中学生の問題解決プロセスには十分な変化が見られな

かった（研究５を参照）。他方，特定の問題解決プロセスの変容につき４単位時間を用いた介入を行う

ことで，中学２年生においても問題解決プロセスと攻撃行動の改善に一定の効果が示された（研究６－

２を参照）。このように，対象者の学年によって認知プロセスの変容に必要とされるセッション数が異

なっており，介入プログラムの構成においては，時間的制約の中で改善しうるターゲット変数の選定が

重要となる。また，解決策の案出訓練とリラクセーション訓練，あるいは解決策の評価訓練と解決策の

効果検証訓練など，介入技法の組み合わせによっては，限られたセッション数の中で効率的に介入効果

を示すことがある程度可能である。したがって，特に認知的側面の変容が比較的困難である中学生を対

象とする場合には，事前のアセスメントと，相乗効果が得られる技法同士の組み合わせによる介入プロ

グラムの構成や支援計画の立案が求められる。 
ただし，子どもを対象とした臨床心理学的援助を行う際には，セッション数が限られた介入プログラ
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ムは子どもの「発達」に対しては劇的な効果をもたらさないという点に留意する必要がある（Holmbeck 
et al., 2004; Keating, 1990）。Kazdin & Weisz（2003）は，介入効果に対する発達的要因の位置づけに

ついて，緩衝と媒介という２つの異なるモデルを示している（Figure 7-1）。緩衝モデルでは，対象者の

発達的特徴によって介入の効果が異なることが仮定される。一方，媒介モデルでは，介入の実施によっ

て対象者の発達的軌跡が影響を受け，結果的に従属変数が変容することが仮定される。学年に応じて介

入コンポネントを選択する方法を提案した本研究の方法論は，介入の実施によって発達そのものを促す

媒介モデルというよりも，対象者の発達的特徴によって介入効果が異なるとする緩衝モデルに属すると

思われる。わが国における集団形式の介入プログラムは，セッション数が限定されているため，子ども

の発達そのものを促すことを目的とするよりも，対象者の特徴に応じて介入をアレンジする緩衝モデル

を採用することが有用であると思われる。以上のことをふまえると，本研究から得られた知見は，わが

国の学校教育における問題解決訓練の実施について多くの示唆を提供できるものと思われる。 
 
 
第３節 本研究の臨床に対する示唆と限界点 

 
本研究の結果から，小中学生の攻撃行動に対する問題解決訓練に関するいくつかの示唆が得られてい

る。本節では，これらの知見についてまとめ，臨床に対する提言を述べた後，本研究における限界点に

ついて考察する。 
 
１）子どもの発達に応じた支援計画の立案 

小中学生を対象とした臨床心理学的援助においては，これまでも，対象者の発達的側面への配慮の重

要性は認識されてきた。Figure 4-1 を見ても，臨床心理学的援助の１つの形態であるストレスマネジメ

ントにおいて，子どもを対象とした際には認知的技法の効果が比較的少ないことが経験的に理解されて

きたことがわかる。しかしながら，子どもの発達的側面を考慮することで支援計画や介入方法が具体的

にどのようにアレンジされるかという点については，実証的知見に基づく示唆がほとんど見られなかっ

た（Holmbeck et al., 2004）。 
 本研究においては，問題解決訓練を対象者の学年に応じて構成するための実証的検討を行った結果，

小学５年生から６年生を目安として，攻撃行動のセルフコントロールに寄与する問題解決訓練の要素が

異なることが明らかにされた。このことは，子どもの不適応的攻撃行動の減少を目的とした対応を行う

際に，対象者の学年という明確ですぐに利用可能な指標が，アセスメントと支援計画の立案に関わって

くることを示唆している。たとえば，本研究の結果は，「解決策の案出」プロセスによって示される行

動レパートリーの多さが，小学４年生以上の子どもの攻撃行動と関連しやすいことを示している。行動

レパートリーの拡充の方法としては，本研究において用いた解決策の案出訓練の他に，学校教育現場に

おいても広く用いられるようになっている社会的スキル訓練などが含まれる。すなわち，具体的な行動

レベルでの新たな方略の学習は，対象者の学年にあまり左右されずに，安定した介入効果を示すと考え

られる（Nangle et al., 2002）。一方，「解決策の評価」プロセスによって示される，社会的行動の結果

予期や効力予期といった認知的評価については，およそ小学６年生以上の子どもにおいて攻撃行動のコ

ントロールにつながるということが明らかになった。本研究では，「解決策の評価」プロセスを測定す

るために，質問紙上に提示された刺激場面への自発的な回答を用いた。すなわち，自ら意図的に考えた

り話したりすることのできる，統制的な認知処理を測定対象としてきたといえる。これは，セルフコン
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介　入 効　果

発達レベル

介　入
発達の軌跡

の変化
効　果

 
Figure 7-1  介入における発達的要因の緩衝モデル（上）と媒介モデル（下） 

（Kazdin & Weisz, 2003） 
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トロールによる行動変容を志向する本研究の目的に適う方法であると同時に，統制的な認知処理が低学

年の児童においてはあまり行動に影響しないという可能性を示している。そのため，たとえば，相手の

立場に立って行動の意味や相手の気持ちを理解させるなど，統制的な認知処理による行動の制御を促す

方法は，低学年の児童においては攻撃行動の即時的な減少につながらない可能性が考えられる。 
ただしこれは，相手の立場に立つといった社会的視点取得が，攻撃行動のセルフコントロールにおい

て全く効果がないということを意味しない。実際，「解決策の評価」プロセスは小学６年生以上の子ど

もにおいて攻撃行動と密接な関連が示されており，青年期の子どもについては視点取得スキルの向上が

攻撃行動への介入において重要であることが知られている（Holmbeck et al., 2004）。すなわち，将来

的な不適応的攻撃行動の増加とそれに伴う心理社会的不適応の予防を目的とした予防的・教育的対応を

主とするのであれば，解決策の評価訓練などを通して，社会的行動に関するさまざまな観点や考えを身

につけておくことで，そうした観点や考えが発達と共に徐々に効果を示すようになることが期待される。

本研究では，「解決策の評価」プロセスが攻撃行動とあまり関連しないと仮定された小学５年生におい

ても，解決策の評価訓練を通して「解決策の評価」プロセスが向上することが確認されており，予防的

介入が可能であることが示唆されている。他方，小学５年生以下の子どもを対象に，現在の攻撃行動の

減少を試みるのであれば，具体的な行動レベルで，どのようにふるまうとよいかを明らかにした上で学

習を促すことが，必要不可欠であると考えられる。このように，現時点で子どもに期待できる変化と介

入の目的を考慮した上で，支援計画の立案や介入技法の選択を行うことが重要であるといえる。その際

にも，本研究から得られた知見は，社会的問題解決という視点から有用な情報を提供できるものと思わ

れる。 
 
２）介入技法の組み合わせによる相乗効果 
本研究では，「解決策の案出」プロセス，「解決策の評価」プロセス，怒り感情，環境からのフィード

バックへのアクセスという４つの概念について，各概念への介入の効果を検討した結果，介入技法同士

が相乗効果を生じさせることが明らかになった。すなわち，介入計画の立案時において，介入の要素を

分解した緻密な検討だけでなく，介入要素同士の相互関連性について考慮することで，効果的かつ効率

的な介入が可能になると考えられる。 
臨床場面においては，行動問題の発生と維持が単一の要因によって説明されることはまれであり，さ

まざまな要因が相互に影響しあっていることが多い。そのため，関連する要因をあえて細分化するとい

う行為は，複雑な問題に対する具体的な対応の糸口をつかむという点で有益であるといえる。その上で，

どの要因への働きかけを行うことで他の要因の変化が促進されるという視点を持つことで，効率性の優

れた支援計画の立案が可能となる。ここで重要な点は，複数の介入技法を含むパッケージ療法として支

援を提供する際に，個々の介入技法を特定の症状や要因と一対一対応させて構成するだけでなく，介入

技法同士の有機的なつながりを考慮して技法の選択を行うということである。これは，少ないセッショ

ン数で最大限の効果を得るという点で，時間的制約によってセッション数の確保が困難となっている，

わが国の学校教育における集団形式の認知行動的アプローチにおいて考慮すべき重要な点であるとい

える。 
本研究では，「解決策の案出」プロセスと怒り感情，「解決策の評価」プロセスと環境からのフィード

バックへのアクセスとの機能的関連が示された。また，特に小学生においては，「解決策の案出」プロ

セスに示される行動レパートリーが攻撃行動の多さと関連している上に，怒り感情への対応が攻撃行動

の減少に直結しやすいことが示された。これは，「解決策の案出」と怒り感情が有機的なつながりを持
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っているというだけでなく，「解決策の案出」と怒り感情のいずれもが攻撃行動に直接的な影響性を有

していることを示している。言い換えると，解決策の案出訓練とリラクセーション訓練は，いずれも攻

撃行動への直接的効果を示す介入コンポネントであり，かつ，互いの効果を高め合うという点で，効率

性の高い構成となっていると考えられる。中学生に対する解決策の評価訓練と解決策の効果検証訓練に

ついても，同様のことが指摘できる。ただし，解決策の効果検証訓練については，解決策の評価訓練に

おいて用いた評価の観点を活用して訓練を進行するため，解決策の評価訓練を実施した後に解決策の効

果検証訓練を実施するという順序が必要不可欠であった。このように，介入のターゲットとなる従属変

数に直接的な改善効果をもたらす介入技法をリストアップするだけでなく，どのような介入技法を組み

合わせることが，あるいは複数の介入技法をどの順序で実施することが，介入プログラム全体としての

機能を高めるかという点を考慮することは，介入プログラムを構成する際に必然的に求められる課題で

あるといえる。 
 
３）本研究の限界点 
最後に，本研究の限界点について述べる。本研究では，対象者の発達的側面の指標として，学年を用

いた。これには，認知的な発達水準を測定する標準的な方法が未だ開発されておらず（Holmbeck et al., 
2004），わが国においても認知的な発達水準の測定環境が十分に整備されているとは言い難いため（石

川, 2006），認知発達レベルの指標としては年齢や学年に頼らざるを得ないという現状が関与している。

しかしながら，同じ年齢の子ども同士でも認知発達レベルは大きく異なる可能性があり（Keating, 
1990），年齢を認知発達レベルの指標とすることには一定の限界が生じるため（Durlak et al., 
1991;Kazdin, 1993; Weisz & Hawley, 2002），認知発達レベルの直接的測定が重要であることは間違い

ない。たとえば，臨床場面で広く用いられているものの本研究では使用されなかった発達的側面の指標

として，WISC や K-ABC といった発達検査の得点が挙げられる。これらの検査結果は，支援計画の立

案に大きく関わっており，問題解決訓練などといった行動変容を目指す介入法の適用にあたっても，非

常に重要な意味を持つと思われる。さらに，攻撃行動などの外顕的行動問題の多さが指摘されている，

注意欠陥多動性障害などの発達障害の診断を受けている児童生徒への対応についても，社会的問題解決

という視点から基礎研究および臨床的応用可能性の検討を行った例は少ない。本研究においても，第６

章第２節（研究６－１）にて，発達障害が疑われる児童が，攻撃行動とそれに伴う対人トラブルが多い

児童として学級担任から挙げられていた。子どもの発達という観点から攻撃行動への対応について考え

るにあたっては，発達障害の診断カテゴリーや発達検査の結果から推察される認知処理の特徴に応じた

対応が求められており，社会的問題解決を攻撃行動への対応に導入する際にも，同様のことが指摘でき

る。 
また，本研究では自発的行動変容を行うための個人的資源の向上を促す方法として問題解決訓練を用

いたため，環境的要因の影響と対応に関する検討が十分に行われなかった。子どもの反社会的行動への

アセスメントと対応に関する理論的基盤の１つである生態－行動システム主義（Eco-behavioral 
systems orientation; Weissberg, Caplan, & Sivo, 1989）では，環境的要因への働きかけの主体として，

学級担任の役割が重視される。すなわち，学級担任が子どもと密にかかわり，子どものスキル使用やス

キルの取り入れをサポートするような学級内の雰囲気を保っているときに，プログラム介入の効果が最

も高まると考えられる。実際，Kazdin et al.（1992）は，社会的問題解決スキル訓練と親訓練の効果に

ついて検討し，子ども本人は社会的問題解決スキル訓練に参加し，それと同時に，社会的問題解決スキ

ルの実行を促す方略を両親が学習することで，介入の効果が高まることを報告している。これは，介入
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を組み合わせることで相乗効果を得るという点で，支援計画の立案について，本研究と同一の発想を有

しているといえる。今後は，問題解決訓練による自発的な行動変容の支援に加えて，学級担任を活用し

た環境への働きかけの方略についても検討を行うことが重要であると考えられる。 
さらに，本研究では感情的要因への対応としてリラクセーション訓練の効果について検討を行ったも

のの，特に中学生において怒り感情への介入効果が十分に示されず，怒り感情の機能や介入方法に関す

る基礎的な研究の実施の必要性が指摘された。怒り感情への対応は，社会的問題解決と同様に，攻撃行

動を主な行動問題の特徴とする対象者への支援において重要な役割を果たしている（Lochman & 
Lenhart, 1993; Lochman & Wells, 2002）。また，Greenberg & Kusche（1993）は，子どもを対象と

した介入における限界点として介入効果の般化や維持を挙げた上で，こうした限界点が生じる要因とし

て，感情へのアプローチが不足していることを指摘している。感情的機能に関する基礎研究の必要性は

わが国においても指摘されており（大対・大竹・松見, 2007），わが国の学校教育において臨床的対応を

行う際の重要な手がかりが得られると思われる。 
 
 
第４節 結 語 

 
問題解決訓練は認知行動療法の中の１つの介入技法，あるいはパッケージ療法であるとされ，子ども

の行動問題に対する多くの認知行動療法プログラムに組み込まれてきた。認知行動療法は，情報処理理

論（認知）と学習理論（行動）を理論的基盤とする援助体系であり（Ramnero & Tomeke, 2008），認

知行動療法の適用においては，個人内変数間の機能的関連性のアセスメントや，個人と環境との相互作

用に関する行動分析が必要不可欠となっている。他方，問題解決訓練は，主に認知心理学領域における

問題解決の規範モデルを臨床場面に応用したものであり，情報処理プロセスの記述と操作によって理論

的基盤を構築してきた介入技法であるため，本来的には認知療法であるといえる。この問題解決訓練が

認知行動療法として位置づけられているのは，問題解決訓練において機能的アセスメント（行動分析）

が重要視され（D’Zurilla & Nezu, 1999; Nezu, Nezu, Friedman, & Hayes, 1997），個々の対象者が置

かれている事情や文脈に応じたホームワークの設定によって「解決策の実施と検証」プロセスを実行し

てきたこと，すなわち環境との相互作用の促進に努めてきたことが最たる理由であると考えられる。す

なわち，情報処理プロセスのアセスメントと変容を主たる手続きとしながらも，その情報処理プロセス

が環境との相互作用の中で形成されているという視点を持つことで，さまざまな行動問題の改善効果を

示してきたといえる。これは，問題解決の記述モデル（あるがままの姿を描き出すモデル）と規範モデ

ル（あるべき理想型を描き出すモデル）の間を揺れ動きながら進んできた社会的問題解決研究の目標，

すなわち問題解決の形成と変容の過程を記述するということが臨床場面において実現され，応用されて

いるということに他ならない。 
しかしながら，包括的な介入プログラムの中で単発的に問題解決訓練が用いられるようになり（e.g. 

本田, 2002; Jaycox, Reivich, Gillham, & Seligman, 1994），効果的な対処法を選択するための合理的な

情報処理プロセスを身につける手続き的な側面が強調されることで，「今，なぜ，そのような問題解決

の特徴を有しているのか」という視点の重要性が見えにくくなってしまった。そのため，環境との相互

作用の中で，あるいは時間経過を伴う発達の中で問題解決の機能や問題解決自体が変容していくという

視点が得られず，特に児童期以前の対象者に対する介入効果が比較的低いという結果が示されてきた

（Bennett & Gibbons, 2000）。臨床心理学領域においては，問題解決訓練が元来有している，情報処理
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理論と学習理論という２つの大きな柱が崩れ，手続きのみが一人歩きしてしまったかのように思われる。 
そのような中で，本研究の果たす役割は大きい。子どもの発達的特徴によって問題解決プロセスの機

能が異なることが明らかになった。問題解決プロセスと怒り感情という個人内変数間の機能的関連性が

示された。環境からのフィードバックへのアクセス向上による問題解決の改善効果を示すことで，環境

との相互作用の中で問題解決が変容されることが明らかになった。これらはいずれも，問題解決の形成

と変容の過程を記述するという社会的問題解決研究の原点に還り，個人内変数間の機能的関連性や個人

と環境との相互作用という視点を，問題解決訓練による臨床的対応において活用しようとする試みであ

る。しかしながら，前節において述べたとおり，本研究にはいくつかの限界点が指摘できる。今後は，

こうした限界点を解決する実証的研究を進めていくことで，介入プログラムの構成や支援計画の立案と

適用に関する，より具体的な示唆が得られると思われる。それはやがて，攻撃行動やそれに伴う心理社

会的不適応を示す子どもへの援助に有効に作用するようになることが期待される。 
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　あなたはこの３週間、以下のような行動やふるまいをすることが、どのくらいありま

したか。 それぞれの文章を読んで、 「まったくなかった」 ～　「とてもよくあった」

の中から、 いちばん、 あてはまるところを１つえらんで、 右がわの四角の中に○をつ

けて下さい。
かいとう

■■　この３週間のことを思い出して回答してください　■■

まったく
なかった

ほとんど
なかった

ときどき
あった

よく
あった

とても
よく

あった

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

  8．だれかに嫌
いや

みなことを言
い

った。・・・・・・・・・

  9．だれかに暴力
ぼうりょく

をふるった。・・・・・・・・・・・

10．相手
あいて

をけなすようなことを言
い

った。・・・・・・・

  6．友
とも

だちがしっぱいしたときに、はげました。・・・

  7．相手
あいて

の気
き

もちを、かんがえて話
はな

した。・・・・・・

  3．だれかの悪口
わるくち

を、その人
ひと

がいないところで言
い

った。

13．友
とも

だちに、しんせつにした。・・・・・・・・・・

  5．だれかを仲間
なかま

はずれにした。・・・・・・・・・・

12．グループをつくるときに、

　　　　　　　　　　　　だれかを入
い

れないようにした。

11．物
もの

を使
つか

ってほかの人
ひと

をたたいた。・・・・・・・・・・

  4．相手
あいて

がいやがるようなことを言
い

った。・・・・・・

  2．ほかの人
ひと

を、たたいたりけったりした。・・・・・

  1．こまっている友
とも

だちを、たすけてあげた。・・・・

しゅうかん

この３週間のあいだに・・・

付録１

①子ども用攻撃行動尺度（本研究にて作成）

FUMITO
長方形



　最初に、あなたのクラスの中で攻撃的な言動や対人トラブルが最も多いと感じる生徒を、

男女各３名挙げて、出席番号を右の四角の中に書いてください。

　その生徒は、この３週間、以下のような行動やふるまいをすることが、どのくらいあり

ましたか。それぞれの文章を読んで、０～４までの数字を１つだけ、右の四角の中に書い

てください。数字を記入する際には、以下の基準を参考にしてください。

性別 例

出席
番号 例

1 3

2 2

3 1

4 2

5 0

6 1

7 3

8 1

9 2

10 2

11 1

12 4

13 4

  2．ほかの人を、たたいたりけったりした。・・・・・

  1．こまっている友だちを助けてあげた。・・・・・・

男　子 女　子

13．相手の気持ちを考えて話をするようにした。・・・

  5．だれかを仲間はずれにした。・・・・・・・・・・

12．グループをつくるときに、
　　　　　　　　　　　　だれかを入れないようにした。

11．物を使ってほかの人をたたいた。・・・・・・・・・・

  8．だれかに嫌みなことを言った。・・・・・・・・・

  9．だれかに暴力をふるった。・・・・・・・・・・・

10．相手をけなすようなことを言った。・・・・・・・

  6．友だちのけんかをうまくやめさせた。・・・・・・

  7．友だちがよくしてくれた時に、お礼を言った。・・

  3．だれかの悪口を、その人がいないところで言った。

  4．相手がいやがるようなことを言った。・・・・・・

この３週間に・・・

まったくなかった　→　０　　　ほとんどなかった　→　１

ときどきあった　　→　２　　　よくあった　　　　→　３　　　とてもよくあった　→　４

付録１

②教師評定用攻撃行動尺度（本研究にて作成）
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★

★

★

★

★

　こんなとき、 あなたならどうしますか。 思いつく方法を、 下の回答らんに、

できるだけたくさん書いてください。

＊何も思いつかないときには、 空らんのままでも、 かまいません。

ひるやす じかん なか よ とも とも

　あなたは、昼休みの時間に、クラスの仲の良い友だち (友だちＡ) と
いっしょ とも とも

ケンカをしてしまいました。一緒にいた友だち (友だちＢ) は、ケンカ
げんいん とも りょうほう い

の原因はあなたと友だちＡの両方にあると言っていました。あなたは
なんど あやま とも さ

何度か謝ろうとしましたが、友だちＡは、あなたを避けているようです。
つぎ ひ がっこう く とも きょうしつ み

　次の日、あなたは学校に来ると、友だちＡを教室で見つけました。
とも め あ きのう ゆる あやま

友だちＡは、あなたと目が合うと「昨日のことは許せない。謝れ！」
い とも み

と言ってきました。友だちＡは、あなたをじっと見ています。

■以下の文章をよく読んで、 質問に答えてください■

例）
「そっちこそ謝れ！」と

言い返す
★

★

★

★

★

付録１

③解決策の案出テスト（本研究にて作成）

FUMITO
長方形
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この方法は…

例.自分だったらこの方法を使うと思う。・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

1.問題を解決する良い方法だと思う。・・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

2.やろうと思えば、うまくできる自信がある。・・・ 【　１　２　３　４　】

3.自分がイヤな気もちになると思う。・・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

4.ほかの人がイヤな気もちになると思う。・・・・・ 【　１　２　３　４　】

友だちＡから「謝れ！」と言われたときに…

　この方法の、 良いところはどんなところだと思いますか。 また、 良くないところ

はどんなところだと思いますか。 あなたの考えを、 下の空らんに書いてください。

　この方法について、 あなたはどう思いますか。 「まったくそう思わない」 ～ 「と

てもそう思う」 の中から、 １つだけえらんで、 数字に○をつけてください。

まったくそう思わない　⇒　１ 少しそう思う　　⇒　３

あまりそう思わない　　⇒　２ とてもそう思う　⇒　４

良いと思うところ 良くないと思うところ

★

★

★

★

★

★

★

★

方法①　自分の悪かったところを先に謝る

付録１

④解決策の評価テスト（本研究にて作成）

FUMITO
長方形
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　この方法の、 良いところはどんなところだと思いますか。 また、 良くないところ

はどんなところだと思いますか。 あなたの考えを、 下の空らんに書いてください。

　この方法について、 あなたはどう思いますか。 「まったくそう思わない」 ～ 「と

てもそう思う」 の中から、 １つだけえらんで、 数字に○をつけてください。

まったくそう思わない　⇒　１ 少しそう思う　　⇒　３

あまりそう思わない　　⇒　２ とてもそう思う　⇒　４

良いと思うところ 良くないと思うところ

★

★

★

★

★

★

★

★

方法②　友だちAをたたいて、立ち去る

この方法は…

1.問題を解決する良い方法だと思う。・・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

2.やろうと思えば、うまくできる自信がある。・・・ 【　１　２　３　４　】

3.自分がイヤな気もちになると思う。・・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

4.ほかの人がイヤな気もちになると思う。・・・・・ 【　１　２　３　４　】

FUMITO
長方形
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友だちＡから「謝れ！」と言われたときに…

この方法は…

1.問題を解決する良い方法だと思う。・・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

2.やろうと思えば、うまくできる自信がある。・・・ 【　１　２　３　４　】

3.自分がイヤな気もちになると思う。・・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

4.ほかの人がイヤな気もちになると思う。・・・・・ 【　１　２　３　４　】

　この方法の、 良いところはどんなところだと思いますか。 また、 良くないところ

はどんなところだと思いますか。 あなたの考えを、 下の空らんに書いてください。

　この方法について、 あなたはどう思いますか。 「まったくそう思わない」 ～ 「と

てもそう思う」 の中から、 １つだけえらんで、 数字に○をつけてください。

まったくそう思わない　⇒　１ 少しそう思う　　⇒　３

あまりそう思わない　　⇒　２ とてもそう思う　⇒　４

良いと思うところ 良くないと思うところ

★

★

★

★

★

★

★

★

方法③　友だちAをクラスで仲間はずれにする

FUMITO
長方形
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この方法は…

1.問題を解決する良い方法だと思う。・・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

2.やろうと思えば、うまくできる自信がある。・・・ 【　１　２　３　４　】

3.自分がイヤな気もちになると思う。・・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

4.ほかの人がイヤな気もちになると思う。・・・・・ 【　１　２　３　４　】

　この方法の、 良いところはどんなところだと思いますか。 また、 良くないところ

はどんなところだと思いますか。 あなたの考えを、 下の空らんに書いてください。

　この方法について、 あなたはどう思いますか。 「まったくそう思わない」 ～ 「と

てもそう思う」 の中から、 １つだけえらんで、 数字に○をつけてください。

まったくそう思わない　⇒　１ 少しそう思う　　⇒　３

あまりそう思わない　　⇒　２ とてもそう思う　⇒　４

良いと思うところ 良くないと思うところ

★

★

★

★

★

★

★

★

方法④　別の友だちに相談する

FUMITO
長方形
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さいきん

　次の質問を、 よく読んでください。 下に書かれていることは、 あなたの最近の気持

ちにどのくらいあてはまりますか。 それぞれの質問をよく読んで、 「ぜんぜんあては

まらない」 ～ 「とてもあてはまる」 の中から１つだけ選んで、 右がわの四角の中に

○をつけてください。

最近の気持ちは・・・
ぜんぜん

あてはまら
ない

少
すこ

し

あてはまる

だいたい

あてはまる

とても

あてはまる

1

2

3

4

5

6

7

8

９

10

  8．ムッとしている。・・・・・・・・・・・・・・・

  9．よく笑
わら

っている。・・・・・・・・・・・・・・・

10．怒
おこ

っている。・・・・・・・・・・・・・・・・・

  6．ゆったりした気持
きも

ちだ。・・・・・・・・・・・・

  7．むかついている。・・・・・・・・・・・・・・・

  5．カッとなっている。・・・・・・・・・・・・・・

  1．楽
たの

しいと思
おも

うことがたくさんある。・・・・・・・

  2．はらがたっている。・・・・・・・・・・・・・・

  3．頭
あたま

にきている。・・・・・・・・・・・・・・・・

  4．イライラしている。・・・・・・・・・・・・・・

付録１

⑤子ども用怒り尺度（野口ら, 2006）

FUMITO
長方形
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つぎ

次のページにすすんでください

1.
とも たす

こまっている友だちを、 助ける。 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

2.
とも はな

友だちに、 らんぼうな話しかたをする。 ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

3.
とも

友だちがしっぱいしたら、 はげます。 ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

4.
とも

なんでも、 友だちのせいにする。 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

5.
やす じかん とも

休み時間に、 友だちと、 よくしゃべる。 ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

6.
とも

友だちのたのみをきく。 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

7. ひきうけたら、 さいごまでやる。 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

8.
とも なか

あそんでいる友だちの中に、 はいれない。 ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

9.
き も はな

あいての気持ちを、 かんがえて話す。 ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

10.
とも

友だちのあそびを、 じっとみている。 ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

11.
とも はんたい とき

友だちのいけんに反対する時に、 わけをいう。 ・ ・ 【　１　２　３　４　】

12.
とも

友だちとはなれて、 ひとりだけであそぶ。 ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

13.
とも

友だちに、 しんせつにする。 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

14.
とも

友だちに、 けんかをしかける。 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

15.
じぶん

自分のしてほしいことを、 むりやりやらせる。 ・ ・ 【　１　２　３　４　】

４
＝
よ
く
あ
て
は
ま
る

３
＝
す
こ
し
あ
て
は
ま
る

２
＝
あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い

１
＝
ぜ
ん
ぜ
ん
あ
て
は
ま
ら
な
い

しつもん

質問２
つぎ か

　あなたは、 次に書いてある、 いろいろなことにどのくらいあてはまりますか。 いち

ばんよくあてはまるところに、 １つだけ○をつけてください。

付録１

⑥小学生用社会的スキル尺度（嶋田 , 1998）

FUMITO
長方形

FUMITO
長方形
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あそ

（例）友だちと遊んでいると楽しい。・・・・・・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

1. こまっている友だちを助けてあげる。・・・・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

2. 友だちの話をおもしろそうに聞く。・・・・・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

3. 自分に親切にしてくれる友だちには親切にしてあげる。 【　１　２　３　４　】

4. 友だちに話しかけられない。・・・・・・・・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

5. 友だちをおどかしたり、友だちにいばったりする。・・・ 【　１　２　３　４　】

6. 友だちが失敗したら、はげましてあげる。・・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

7. 友だちのたのみを聞く。・・・・・・・・・・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

8. 自分から友だちの仲間に入れない。・・・・・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

9. 何でも友だちのせいにする。・・・・・・・・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

10. 友だちのけんかをうまくやめさせる。・・・・・・・・・ 【　１　２　３　４　】

４
＝
よ
く
あ
て
は
ま
る

３
＝
す
こ
し
あ
て
は
ま
る

２
＝
あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い

１
＝
ぜ
ん
ぜ
ん
あ
て
は
ま
ら
な
い

しつもん

質問１
しつもん しつもん じゅんばん

　以下にいくつかの質問がならんでいます。あなたは、その質問の１つ１つを順番に読ん

で、書かれたことが、あなたにどれほどあてはまるか考えてください。そして、「よくあ

てはまる」、「すこしあてはまる」、「あまりあてはまらない」、「ぜんぜんあてはまらない」
えら

のうち、あなたにぴったりするものを１つ選んで、○をつけてください。ここでは正し
かんけい きがる

いとかまちがっているとかは関係ありません。気軽にどんどん○をつけてください。ど
しつもん しつもん

の質問もとばさないで、全部の質問に答えてください。

あそ

　たとえば、下の例のように「友だちと遊んでいると楽しい」
しつもん

という質問があり、あなたがそれによくあてはまると思う場合、

「よくあてはまる」に○をつけます。

それでは始めてください。

付録１

⑦中学生用社会的スキル尺度（嶋田 , 1998）

FUMITO
長方形
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11. 友だちの遊びをじっと見ている。 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

12. でしゃばりである。 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

13. 友だちがよくしてくれた時は、 お礼を言う。 ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

14. 休み時間に友だちとおしゃべりをしない。 ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

15. まちがいをしても、 すなおにあやまらない。 ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

16. 引き受けたことは、 最後までやり通す。 ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

17. 遊んでいる友だちのなかに入れない。 ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

18. 友だちの意見に反対する時は、

　　　　　　　　　　　　　　　　きちんとその理由を言う。 【　１　２　３　４　】

19. なやみごとを友だちに相談できない。 ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

20. 友だちに、 らんぼうな話し方をする。 ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

21. 相手の気持ちを考えて話す。 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

22. 友だちとはなれて、 一人で遊ぶ。 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

23. 友だちのじゃまをする。 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

24. 友だちに気軽に話しかける。 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 【　１　２　３　４　】

25. 自分のしてほしいことを、 むりやり友だちにさせる。 【　１　２　３　４　】

４
＝
よ
く
あ
て
は
ま
る

３
＝
す
こ
し
あ
て
は
ま
る

２
＝
あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い

１
＝
ぜ
ん
ぜ
ん
あ
て
は
ま
ら
な
い

次のページに進んでください。

FUMITO
長方形

FUMITO
長方形



資料１

活動内容 主な発問と指示 準備するもの
１．あいさつと
　　支援員の紹介
（５分）

○問題解決スキル学習の進行をする支援員が自己紹介を
　する。

名札

２．２つの約束
　　ごとについて
　　知る
（５分）

○問題解決スキル学習の２つの約束ごとについて確認す
　る。

約束カード

３．ストレスに関
　　するワーク
　　シートへの
　　回答
（10分）

○以下の４点について，ワークシートに記入させる。
　・どのような問題で困難を感じやすいか。
　・日常生活で攻撃的な行動をすることがどのくらい
　　あるか。
　・日常生活でどのくらいストレスを感じているか。
　・現時点で問題解決スキルはどのくらいあるか。

ワークシー
ト
①

５．解決策を考え
　　出す方法を
　　練習する
（20分）

○やり方カード①に示された方法にしたがって，解決法
　を考える課題へと移る。

○「無人島に行くとしたら何を持っていくか」という
　テーマを用いて，実際にやってみる。
○途中でやり方カード②を提示し，再度，練習に移る。

○「ストレスがたまったら，どうしよう!?」という
　テーマを用いて，再度，練習に移る。

やり方カー
ド①

やり方カー
ド②

ワークシー
ト②

６．まとめ
（10分）

○ふり返りシートに記入させる。
○生活の中でも実践しようとする意欲をもたせる。

ふり返り
シート

＜備考＞

問題解決スキルを伸ばすストレス教育（第１回：両群共通）

●ねらい：同じ状況でもさまざまな対処ができることを知るとともに，日常生活でストレスを
　　　　　感じても自分なりに考えてストレス対処ができるようにする。

　ほかの人の意見を悪く言わ
ない
　文句や悪口を言わない

　できるだけたくさん考える。
　どんなものでも，大丈夫。

　似ているものを，マネする。

付録２
研究４における解決策の案出訓練に関する授業展開案



資料２

活動内容 主な発問と指示 準備するもの
１．あいさつと
　　前回の復習
（10分）

○問題解決スキル学習の２つの約束ごとについて確認す
　る。

○対処法を考え出す方法について復習する。

名札

約束カード

やり方カー
ド①・②

２．対人場面に関
　　するワーク
　　シートへの回
　　答
（５分）

○ビデオを用いて，対人ストレス場面を提示する。
　また，以下の２点について，ワークシートに記入
　させる。
　・ビデオの内容は普段の生活でどれくらい起こりうる
　　か
　・ビデオの内容はどれくらいストレスを感じる場面
　　だったか

テレビ
ビデオ再生
機材
教材ビデオ
ワークシー
ト③

３．リラクセー
　　ション技法
　　について知る
（10分）

○リラクセーション技法のやり方を確認する。
○筋肉のゆるみと呼吸に注意を向けながら，リラクセー
　ション技法を段階的に練習する。

４．解決策を考え
　　出す方法を
　　練習する
（10分）

○対人ストレス場面を再度提示して，リラクセーション
　によって気持ちが落ち着くことを確認する。
○提示された対人ストレス場面への対処法について，
　これまで練習してきた方法を用いて考える。

テレビ
ビデオ再生
機材
教材ビデオ
ワークシー
ト④

５．まとめ
（15分）

○ふり返りシートに記入させる。
○以下の４点について，ワークシートに記入させる。
　・どのような問題で困難を感じやすいか。
　・周囲からどの程度サポートを受けられる状況か。
　・日常生活でどのくらいストレスを感じているか。
　・現時点で問題解決スキルはどのくらいあるか。
○生活の中でも実践しようとする意欲をもたせる。

ふり返り
シート

ワークシー
ト⑤

＜備考＞

問題解決スキルを伸ばすストレス教育（第２回：CGT-RT群）

●ねらい：リラクセーション技法の習得をとおして，ストレスに振り回されることなく
　　　　　落ち着いて対処法を考えられるようになり，自ら問題解決ができるようにする。

　ほかの人の意見を悪く言わ
ない
　文句や悪口を言わない

　できるだけたくさん考える。
　どんなものでも，大丈夫。

　似ているものを，マネする。



資料３

活動内容 主な発問と指示 準備するもの
１．あいさつと
　　前回の復習
（10分）

○問題解決スキル学習の２つの約束ごとについて確認す
　る。

○対処法を考え出す方法について復習する。

名札

約束カード

やり方カー
ド①・②

２．対人場面に関
　　するワーク
　　シートへの回
　　答
（５分）

○ビデオを用いて，対人ストレス場面を提示する。
　また，以下の２点について，ワークシートに記入
　させる。
　・ビデオの内容は普段の生活でどれくらい起こりうる
　　か
　・ビデオの内容はどれくらいストレスを感じる場面
　　だったか

テレビ
ビデオ再生
機材
教材ビデオ
ワークシー
ト③

３．大学生や大学
　　院生の体験談
（10分）

○進行役の支援員から，進路選択や高校生活での体験談
　について話をする。
○どんな進路をたどってきたか，つらいことはあったか
　など，具体的なエピソードを中心に，進行役の各学生
　から話をする。
○たくさんの対処法を考えることの大切さを話の中に含
　め，問題解決スキルを活用する動機づけを高める。

４．解決策を考え
　　出す方法を
　　練習する
（10分）

○対人ストレス場面を再度提示して，
　提示された対人ストレス場面への対処法について，
　これまで練習してきた方法を用いて考える。

テレビ
ビデオ再生
機材
教材ビデオ
ワークシー
ト④

５．まとめ
（15分）

○ふり返りシートに記入させる。
○以下の４点について，ワークシートに記入させる。
　・どのような問題で困難を感じやすいか。
　・周囲からどの程度サポートを受けられる状況か。
　・日常生活でどのくらいストレスを感じているか。
　・現時点で問題解決スキルはどのくらいあるか。
○生活の中でも実践しようとする意欲をもたせる。

ふり返り
シート

ワークシー
ト⑤

＜備考＞

問題解決スキルを伸ばすストレス教育（第２回：CGT群）

●ねらい：大学生の体験談によって，自らの進路について考えるきっかけを与えると同時に，
　　　　　問題解決への動機づけを高めることで，自ら問題解決ができるようにする。

　ほかの人の意見を悪く言わ
ない
　文句や悪口を言わない

　できるだけたくさん考える。
　どんなものでも，大丈夫。

　似ているものを，マネする。



年　　　　組　　　　番　　 男  ・  女

チャレンジ①

 ①

 ②

 ③

 ④

 ⑤

 ⑦

 ⑧

 ⑫

 ⑬

 ⑭

 ⑥

 ⑮

 ⑨

 ⑩

 ⑪

ここまできたら，
いったんストップ！

付録３

研究４における解決策の案出訓練で

用いたワークシート



チャレンジ②

 ①

 ②

 ③

 ④

 ⑤

 ⑦

 ⑧

 ⑫

 ⑬

 ⑭

 ⑥

 ⑮

 ⑨

 ⑩

 ⑪



み せいかつ

　ビデオで見たようなできごとは、あなたのふだんの生活で、どれくらいありそうですか。
なか

（ア）～（エ）の中から、１つだけえらんで、○をつけてください。

（ア）ぜったいない　　　（イ）たぶんない　　　（ウ）たぶんある　　　（エ）ぜったいある

み じぶん けいけん ようす

　ビデオで見たようなできごとを自分が経験している様子を、イメージしてください。
いま き した か き つよ おんどけい

今、どんな気もちですか。下に書いてある気もちの強さについて、温度計をぬってください。
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「イライラ」

年　　　　組　　　　番　　 男  ・  女

チャレンジ①

＜１回目＞
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「イライラ」

＜２回目＞

問１

問２



チャレンジ②

 ①

 ②

 ③

 ④

 ⑤

 ⑦

 ⑧

 ⑫

 ⑬

 ⑭

 ⑥

 ⑮

 ⑨

 ⑩

 ⑪



資料１

活動内容 主な発問と指示 準備するもの

１．あいさつと
　　支援員の紹介
（５分）

○ストレスマネジメント教育の進行をする支援員が自己
　紹介をする。

名札

２．問題解決に
　　ついて知る
（10分）

○一般的な中学生の「困りごと」について紹介する。
○問題解決とは何か，問題解決のやり方を覚えることで
　どんな良いことがあるかなどを教示する。

３．対人行動と
　　問題解決に
　　関するワーク
　　シートへの
　　回答
（15分）

○以下の点について，ワークシートに記入させる。
　・向社会的行動や攻撃行動をどの程度行っているか。
　・適切な対処法や攻撃的な対処法を，さまざまな観点
　　から評価する（選択式）。
　・適切な対処法や攻撃的な対処法の，良い点や良くな
　　い点を自分自身で考える。

ワークシー
ト
①

４．対処法を評価
　　する方法を
　　練習する
（15分）

○考えずに対処法を実行することのデメリットを知る。
○対処法をさまざまな側面から評価することの必要性を
　知る。
○対処法を評価する４つの基準を学ぶ。
○ワークシートに注意を向ける。
○「無人島に持っていく物」という課題に書き込まれた
　アイデアの中から４個を選び，学んだ評価基準にした
　がって評価してみる。
○各自が重視しやすい評価基準の自己理解を促し，
　今後の問題解決のコツについて教授する。

ワークシー
ト②

５．まとめ
（５分）

○対処法を評価する方法をおさらいする。

＜備考＞

ストレスマネジメント教育（第１回：両群共通）

●ねらい：どのような対処法にもメリットとデメリットがあるということを知るとともに，
　　　　　自分自身の行動をさまざまな観点から評価できるようにする。

付録４
研究５における解決策の評価訓練に関する授業展開案



資料２

活動内容 主な発問と指示 準備するもの

１．あいさつと
　　前回の復習
（10分）

○ストレスマネジメント教育の２つの約束ごとについて
　確認する。

○対処法を評価する方法について復習する。

名札

約束カード

やり方カー
ド①②③④

２．ストレス場面
　　への対処法を
　　評価する
（15分）

○対人ストレス場面を視聴する。
○ワークシートに注意を向ける。
○対人ストレス場面に出てくる３つの対処法を予め記載
　しておき，学んだ基準にしたがって評価をさせる。
○生徒への発言を求め，皆がどのような評価を行ってい
　るかという点について，理解を共有する。

ワークシー
ト③

３．ストレス場面
　　への対処法の
　　結果を評価す
　　る
（15分）

○ワークシートに注意を向ける。
○対人ストレス場面に出てくる３つの対処法について，
　現時点で自分がどのような評価をしているかを確認さ
　せる。
○対人ストレス場面を視聴する。
○それぞれの対処法のメリットとデメリットについて，
　生徒の発言をもとに整理する。学んだ基準にしたがっ
　てふり返り評価をすることの重要性を強調する。

ワークシー
ト③

対人ストレ
スビデオ

ワークシー
ト④

４．まとめ
（５分）

○今日の授業で学んだことをおさらいする。
○授業内容を普段の生活でも活用するよう促す。

＜備考＞

ストレスマネジメント教育（後半①）

●ねらい：自分の行動が周囲に与える影響をふり返る方法を学び，応用することで，
　　　　　経験を次に活かす力を身につける。

　ほかの人の意見を悪く言わない
　文句や悪口を言わない



資料３

活動内容 主な発問と指示 準備するもの

１．あいさつと
　　前回の復習
（10分）

○ストレスマネジメント教育の２つの約束ごとについて
　確認する。

○対処法を評価する方法について復習する。

名札

約束カード

やり方カー
ド①②③④

２．ストレス場面
　　への対処法を
　　評価する
（15分）

○対人ストレス場面を視聴する。
○ワークシートに注意を向ける。
○対人ストレス場面に出てくる３つの対処法を予め記載
　しておき，学んだ基準にしたがって評価をさせる。
○生徒への発言を求め，皆がどのような評価を行ってい
　るかという点について，理解を共有する。

ワークシー
ト③

３．大学生や大学
　　院生の体験談
（15分）

○進行役の支援員から，進路選択や高校生活での体験談
　について話をする。
○どんな進路をたどってきたか，つらいことはあったか
　など，具体的なエピソードを中心に，進行役の各学生
　から話をする。
○対処法を４つの基準から評価することの大切さを話の
　中に含め，授業内容を活用する動機づけを高める。

４．まとめ
（５分）

○今日の授業で学んだことをおさらいする。
○授業内容を普段の生活でも活用するよう促す。

＜備考＞

ストレスマネジメント教育（後半②）

●ねらい：大学生の体験談によって，自らの進路について考えるきっかけを与えると同時に，
　　　　　動機づけを高めることで，自発的にストレスへの対処ができるようにする。

　ほかの人の意見を悪く言わない
　文句や悪口を言わない



自分の
気持ちは？

他の人の
気持ちは？

他にイヤな
ことは起こ
らない？

本当に
できる？

 ★

 ★

 ★

 ★

 ★

■上の持ち物リストの中から、持っていきたいものを５つ、選んでください。
　それぞれのアイディアは、問題解決の４つの視点からは、どのように評価
　できるでしょうか。書き方の注意点にしたがって、評価してみましょう。

＊書き方の注意点　　　良い → ○　　びみょう… → △　　ダメ → ×

　　　　　　　　　　　○ → ２点　　　△ → １点　　　× → ０点

無人島に持っていくもの

～持ち物リスト～

★バレーボール

★非常食（缶詰など）

★馬

★ＰＳＰ

★教科書と筆記用具

★ネコ

★水

★調理道具

★カメラ

★水着

★寝袋

★テント

★火力発電機

★Ｗｉｉ

★野球道具

付録５
研究５における解決策の評価訓練で
用いたワークシート



自分の
気持ちは？

他の人の
気持ちは？

他にイヤな
ことは起こ
らない？

本当に
できる？

合計点

 ★友だちと協力して直す

 ★強く言って直させる

 ★何も言わずにガマンする

自分の
気持ちは？

他の人の
気持ちは？

他にイヤな
ことは起こ
らない？

本当に
できる？

合計点

 ★友だちと協力して直す

 ★強く言って直させる

 ★何も言わずにガマンする

＊書き方の注意　　　　　良い → ○　　びみょう → △　　ダメ → ×

　　　　　　　　　　　　○ → ２点　　　△ → １点　　　× → ０点

■それぞれのアイディアについて、４人の小人たちは何と言うでしょうか。
　小人たちの声を、よく聞いてみよう！

■それぞれのアイディアについて、４人の小人たちに何とアドバイスすればよいでしょうか。
　実際にやってみた後の出来事をよく思い出して、ふり返ってみよう！

＊書き方の注意　　　　　良い → ○　　びみょう → △　　ダメ → ×

　　　　　　　　　　　　○ → ２点　　　△ → １点　　　× → ０点

＜チャレンジ＞　頑張って描いた絵を友だちにふまれた

小人たちの声

小人たちへの
アドバイス

オレオレ エコエコ ベルちゃん デキルカ

オレオレ エコエコ ベルちゃん デキルカ



自分の
気持ちは？

他の人の
気持ちは？

他にイヤな
ことは起こ
らない？

本当に
できる？ 合計点

ごうけいてん

 ★友
とも

だちと協力
きょうりょく

して直
なお

す

 ★強
つよ

く言
い

って直
なお

させる

 ★何
なに

も言
い

わずにガマンする

■それぞれのアイディアについて、４人の小人たちは何と言うでしょうか。
　小人たちの声を、よく聞いてみよう！

■また、４人の小人の声がぜんぶ「○」になるためには、どうしたらよいでしょうか。
　まわりの人とアイディアを出し合ってみよう！

＊書き方のちゅうい　　　良い → ○　　びみょう → △　　ダメ → ×

　　　　　　　　　　　　○ → ２点　　　△ → １点　　　× → ０点

＜チャレンジ＞　頑張って描いた絵を友だちにふまれた

小人たちの声

オレオレ エコエコ ベルちゃん デキルカ




